
平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 総務部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 管財課 本庁舎等耐震改修事業費 安全・安心 502,350

2

3



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 野嶋　章弘 （ ９３２６ ）

種別 当初予算額 502,350千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

本庁舎、議会棟、正庁ホールの耐震改修工事（基礎免震工事、補強工事等）を平成21年度から23年度にかけて行う。

成果
耐震改修主体工事入札公告：9月7日
文化庁への現状変更：9月25日付で許可

今後の課題
・免震・基礎設計の大臣認定取得
・改修工事により支障となる課室の工事中の対
応

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
総務部

本庁舎等耐震改修事業費 管財課

　安全・安心

備考（課題及び成果等）

耐震改修設計委託
（株）佐藤総合計画

平成21年７月31日まで

耐震改修促進法
計画認定申請
（高知市）
　　↓
認定受領

免震及び基礎設計
大臣認定申請
　　↓
認定受領

文化庁への現状変
更許可申請
　↓
許可

耐震改修主体工
事入札公告
　↓
入札

耐震改修主体工
事仮契約締結
　　↓
議案提出
　　↓
議案承認

本体工事着手

耐震改修設計委託
（株）佐藤総合計画

平成21年７月31日まで

耐震改修促進法
計画認定申請
（高知市）

免震及び基礎設
計大臣認定申請
7/7

文化庁への現状変
更許可申請
　↓
許可　9月25日

耐震改修主体工事
入札公告 9/7
　↓
入札 10/27(予定)

耐震改修主体工
事仮契約締結
　　↓
議案提出
　　↓
議案承認

本体工事着手



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 危機管理部

番号 課名 事　　　業　　  名 種　  　別 予算額（千円）

1 危機管理課
防災情報・通信システム管理運営費
（防災行政無線システム更新整備費）

インフラ、安全・安心 1,220,412

2 地震・防災課
地域地震防災対策事業費
（みんなで備える防災総合補助金）

安全・安心 138,000

3 消防政策課
地域防災力向上事業費
（消防団員定数確保対策事業費）

安全・安心 2,686

4 消防政策課
消防指導費
（消防広域再編事業費）

－ 1,268



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中平 （ ９３１１ ）

種別 インフラ 安全・安心 当初予算額 1,220,412千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　① 通信システム整備　完成

　③ 中継局、支部局、端末局等発電機設備整備　完成

　・3/17　防災行政無線システム全体工事完了予定

　・同システム操作研修（市町村、消防本部、

　　防災関係機関、医療機関等）
　・同システム運用開始(4/1～)

備考（課題及び成果等）

　② 県庁本庁舎発電機設備　完成
　④ 本庁舎発電機室改修　完成

　・本庁舎発電機設備　運用開始予定
　　(7/1～)

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
危機管理部

防災情報・通信システム管理運営費（防災行政無線システム更新整備費） 危機管理課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　現在運用中の「高知県防災行政無線システム（地上系）」を更新するため、平成２０年度に引き続き次のことを行う。
　① 通信システム整備
　② 県庁本庁舎発電機設備整備
　③ 中継局、支部局、端末局等発電機設備整備
　④ 本庁舎発電機室改修

②　県庁本庁舎発電機設備　完成(7/16)  ・整備後の管理・運用については、管財課が行
うことで調整済みであるが、本庁舎耐震改修工
事に伴う接続工事等に関しては、未調整。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

④　本庁舎発電機室改修　完成(6/17)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田村 （ ２０９０ ）

種別 安全・安心  当初予算額 138,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

平成21年9月30日

　

執行状況調査
次年度補助金事業要望調査

○自主防災組織の整備を図る事業
　・新規自主防災組織資機材整備　６４組織
○避難路の整備を図る事業
　・避難路整備　2ヶ所
○地域の防災体制の強化を図る事業
　・家具固定助成　１市１町

○自主防災組織の整備を図る事業
　・新規自主防災組織資機材整備　１１組織
○地域の防災体制の強化を図る事業
　・家具固定助成　２市

予算内示（４／２３）

交付決定　６市町村　１９，２２９千円

交付決定　４市　８，２８４千円

予算追加内示（７／１）
交付決定　11市町村　１６，２６０千円

交付決定　６市町　２２，５８０千円

事業概要・目的

　
要望内容精査
予算内示

　
補補助金交付申請処理
補助金交付決定

危機管理部

みんなで備える防災総合補助金 地震・防災課

担当部局：

次年度事業計画市町村ヒアリング

備考（課題及び成果等）

補助金追加交付内示
補助金変更交付申請処理
補助金変更交付決定

交付決定　２市町　１７５千円

○自主防災組織の整備を図る事業
　・新規自主防災組織資機材整備　１７組織
○地域の防災体制の整備を図る事業
　・家具固定助成 １町　・訓練用倒壊家屋 ２市１町
○避難路の整備を図る事業
　・避難階段１ヶ所　　・避難路整備１ヶ所

○自主防災組織の整備を図る事業
　・新規自主防災組織資機材整備　46組織
○地域の防災体制の整備を図る事業
　・家具固定助成１市１町
○避難路の整備を図る事業　　　・避難路１ヶ所
○防災情報・通信施設の整備を図る事業
　・消防団用戸別無線機１２５台
　・移動系防災無線４台

○自主防災組織の整備を図る事業
　・新規自主防災組織資機材整備　2組織
○地域の防災体制の整備を図る事業
　・家具固定助成１市

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　南海地震などの大規模な災害に備え、地域ぐるみで支え合う自主的な地域防災対策を総合的に推進し、災害に強い地域づくりを行うための次の取組みを
支援する。
（１）自主防災組織活動支援事業　　学習会の開催、防災訓練、自主防災組織の活動のために必要な資機材の整備など地域の自主防災組織活動を支援
　　 目標：自主防災組織組織率　H20　59.3％　→　H26　100％
（２）地域防災体制整備支援事業　　市町村や消防団と自主防災組織が連係した防災訓練等の地域の取組みを支援
　　 目標：市町村ごとの自主防災組織連絡協議会の結成　H26　100％
（３）地域防災施設整備事業　　　　　避難経路・避難地、津波避難ビル等の整備など市町村が行う地域防災施設整備を支援

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

補助金実績処理
補助金完了検査
補助金支払い

○自主防災組織の育成を図る事業
　　　８市町村
○自主防災組織の整備を図る事業
　　　26市町村
○自主防災組織の活動活性化を図る
　 事業　８市町村
○消防団の充実強化を図る事業
　　　５市町村
○地域の防災体制の強化を図る事業
　　　12市町村
○避難標識のサインを設置する事業
　　　４市町村
○避難路の整備を図る事業　７市町村
○防災情報・通信施設の整備を図る
　 事業　１市



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 市川　 （ ９３１８ ）

種別 当初予算額 2,686千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　地震災害時に地域における防災力の要となる消防団の定数を確保するため、モデル地区を設定し、当該地区に確保対策協議会を結成し、実態の把握
や問題点の抽出を行い、有効な対策を策定して実施する他、消防団協力事業所表示制度の導入・認定の促進を図ることによって、定数確保を推進する
ため、(財)高知県消防協会に委託し、連携して支援を行うとともに、被災地消防団員との研修会・意見交換会の開催等を実施する。これらの取り組みによ
り、消防団活動の充実強化を図り、消防団員の加入を促進する。

※　なお、H19．2月改訂の『南海地震に備える基本的な方向と当面の取り組み(平成19年度版)』　　３　当面の取り組みと目標　(3)　目標の設定　▼(震災
に強い人・地域づくり対策)⑮で「平成26年度末までに、消防団員を8,829人(現定員)を確保する。」という目標を設定済み。

・２３消防団に対して、団員確保への取り組み
強化要請（８月）
・消防団協力事業所表示制度を導入していな
い９市町村に対し、実施要請（８月）
・第１回香美市物部消防団員定数確保対策
会議開催（8/26)

・第２回委託料の概算払い

・消防団協力事業所表示制度の導入につい
て、導入又は前向きに検討してもらえることと
なった

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・（財）高知県消防協会と委託契約締結（4/1）
　（指導員雇用：同協会）

・関係市町村、消防本部担当者との打合（４月
～５月）

・第１回東洋町消防団員定数確保対策協議
会開催（6/9)
・第１回芸西村消防団再編検討委員会開催
（6/30）
・第１回委託料の概算払い

平成21年9月30日
地域防災力向上事業費（消防団員定数確保対策事業費） 消防政策課

担当部局　：　危機管理部

　

安全・安心

事業概要・目的

・確保対策協議会
　　活動経過（現状分析・課題の抽出）と今後
の取り組みについての検討

・委託料の概算支払い

　

備考（課題及び成果等）

・委託契約の締結
・指導員の雇用（消防協会）
・消防団のＰＲ，消防団協力事業所表示制度
の導入・認定促進（通年）

・市町村、消防本部とのヒアリング
・モデル地区(香美市、東洋町、芸西村)事前
打合せ
・課題、活性化策等の事前協議
・確保対策協議会の立ち上げ

・委託料の概算支払い

・成果の取りまとめ(ﾓﾃﾞﾙ地区総括も含む。)
・実績報告書
・事業の分析及び評価

・委託料の概算払い

・確保対策協議会
　　取り組み結果の総括（実績、今後に向けた
課題の整理、今後の取り組み方）

団員定数確保の
取り組みの実施



平成２１年度　　事業執行計画書 担当部局：危機管理部
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 戸田 （ ２０８８ ）

種別 －  当初予算額 1,268千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

平成21年9月30日
消防指導費（消防広域再編事業） 消防政策課

　

事業概要・目的
・Ｈ１８年６月に改正された消防組織法に基づき、市町村消防の広域化を推進し、消防体制の充実強化を図る。
・広域化への大まかな手順(法定手続き）
　都道府県による「推進計画」の策定　→広域対象市町村による「広域消防運営計画」の策定　→　広域対象市町村議会による
組合等設立の議決
・今後の取り組み
　「推進計画」（H20.3策定済み）　→　各消防本部の現状分析と将来予測　→　対象市町村(消防を含む）による事前協議
　　→　広域化を進めるかどうかの市町村長の判断　→　（進める判断が出れば）組合設立協議会の設置　→　広域消防運営計
画・組合規約案等の作成
　　→　広域対象市町村議会による組合設立の議決　→　広域化した消防組合の設立(消防長長官による基本指針の目標年
次：H24末）
・広域化に向けての県の役割
　プロデューサー：広域化へ向けての様々な演出　　　　　プランナー：広域化の推進に関する様々な企画
　コーディネーター：各市町村（消防を含む）及び関係機関との調整　　　など

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

○消防施設整備計
画
　 実態調査
　・３年ごとの調査
　・消防力の確認

○ブロック別協議
　・３地域で開催
　・広域化のシミュレーション
　
○本部別協議
　・４本部で開催
　・現体制のシニュレーション

○各協議の中間報告
　・秋季消防長会で報告
　・課題の検討

消防長会等の意見を反映した
協議の継続

○ブロック別協議
　・３地域で開催
　・広域化のシミュレーション
　
○本部別協議
　・４本部で開催
　・現体制のシミュレーション

○各協議のとりまとめ

○シミュレーション内容の整理
○シミュレーション結果の評価
○秋季消防長会での説明方法
等の検討
○ブロック別協議の継続

○消防施設整備計
画
　 実態調査
　・３年ごとの調査
　・消防力の確認
　・各本部別ヒアリング

○ブロック別協議
　・広域化のシミュレーション
　　安芸広域ブロック：8/5､9/3
　　幡多広域ブロック：7/27､8/26､
9/24
　　物部川ブロック　　：6/26、7/31､
9/4



（千円） 健康政策部健康政策部健康政策部健康政策部

課　名 事　業　名 Ｈ21当初予算額 繰越額 種　別

1 健康長寿政策課 安芸総合庁舎施設整備費 15,750 50,071 （安全・安心）

2 医療薬務課 地域医療体制整備事業費 37,832 （健康）

3 医療薬務課 重要急性疾患拠点病院等支援事業費 6,988 健康

4 医療薬務課 ドクターヘリ導入検討事業費 1,156 健康

5 医療薬務課
救急医療情報対策費（救急医療情報システム
改修委託料）

82,240 健康

6 医療薬務課 災害医療救護体制整備事業費 4,410 安全・安心

7 医師確保推進課 医師確保対策事業費 133,568 健康

8 医師確保推進課 看護師等確保対策助成事業費 92,510 健康、雇用

9
医療センター経
営対策課

高知医療センター精神科病棟整備事業費 13,847 健康

10 健康づくり課 周産期医療体制整備事業費 78,135 健康、教育・子育て

11 健康づくり課 母子医療助成事業費（乳幼児医療費補助金） 477,929 教育・子育て

12 健康づくり課 メタボリックシンドローム対策事業費 7,387 健康

13 健康づくり課 がん対策事業費 42,368 健康

14 健康づくり課 新型インフルエンザ対策事業費 82,263 健康

平成２１年度事業別執行計画一覧表平成２１年度事業別執行計画一覧表平成２１年度事業別執行計画一覧表平成２１年度事業別執行計画一覧表



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松本 （ 2306 ）

種別 （安全･安心） 当初予算額 15,750千円 補正後予算額 15,750千円 繰越予算額 50,071千円 　

月

４月

　基本設計 　基本設計

５月

６月

　

７月

８月

実施設計

９月

１０月

１１月 ・地元等への説明

１２月

１月

２月

３月

・新庁舎の配置計画や工法、建設コストの検討
　など実施設計の準備に時間を要し、発注が遅
　れた。

　

・実施設計素案作成

実施状況・変更計画　

・詳細設計図作成

・詳細設計図作成

・実施設計素案作成

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

安芸総合庁舎施設整備費 健康長寿政策課

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

東部地域の防災拠点として災害対策支部及び災害医療対策支部を設置することとなる安芸総合庁舎の建て替え（耐震化を含む。）を行い、南海地震等
の災害に備える。

実施設計発注準備
　　・設計条件整理
　　・規制等の整理

執行計画・目標

・駐車場確保対策（Ｈ22年度以降用)

実施設計発注準備
　　・設計条件整理
　　・規制等の整理

実施設計委託契約締結

備考（課題及び成果等）

実施設計委託契約締結



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本　和弘 （ ２３５８ ）

種別 （健康）  当初予算額 37,832千円 補正後予算額 37,832千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　勤務医の過重労働の軽減や労働環境の改善など医療体制の確保に向けた取組みを推進することにより、地域医療の確保や医師不足の解消を図る。
　　　①短時間正規雇用支援事業費補助金
　　　　　　　勤務医の過重労働を軽減し、医師を安定的に確保するために「短時間正規雇用」を行っている医療機関に対して、代替医師の雇い上げ
　　　　　　に必要な経費を補助する。
　　　②医師事務作業補助者設置支援事業費補助金
　　　　　　　医師事務作業補助者の業務遂行に必要な専門的知識を身につけるための専門研修への参加を支援する医療機関に対して、研修に参加
　　　　　　する職員の代替に必要な経費を補助する。

・国から補助金の内示を受ける（7/6）
    （短時間：1,704千円　医師事務：1,247千円）
・短時間正規雇用支援事業費補助金につい
て、１医療機関から申請書が提出される
（7/14）
・医師事務作業補助者設置支援事業費補助
金について、３医療機関から申請書が提出さ
れる。（7/14）
・国へ短時間正規雇用（１病院）と医師事務作
業補助者（３病院）の申請書を提出（7/21）

<医師事務作業補助者>
・この事業は医師事務補助者を設置する医療機
関において、６ヵ月間の研修期間については業
務に専念できないことから、その間代替えの職
員を雇用する経費について補助する事業である
が、研修自体が６ヵ月間常時行うものでないた
め、業務を離れる時間も限定されることから代替
えの雇用までは考えていないという医療機関も
あり、現在３病院のみの実施。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・短時間正規雇用支援事業費補助金の交付
要綱を制定し医療機関に通知（3/26）
・医師事務作業補助者設置支援事業費補助
金の交付要綱を制定し医療機関に通知
（3/26）
・国へ短時間正規雇用（１病院）と医師事務作
業補助者（３病院）の事業計画書を提出
（3/31）

・短時間正規雇用支援事業については、女性医
師等の離職した医師の把握と活用が課題
・医師事務作業補助者設置支援事業について
は、医療機関への事業の趣旨等のさらなる周知
が必要

<短時間正規雇用>
・この事業は短時間正規雇用をしている医師の
勤務時間外について代替え医師を雇用する経
費について補助する事業であるが、県内に短時
間正規雇用ができる医師自体がいない状況で
あり、さらにその代替えの医師となると条件に該
当する医師が見つからないのが現状であり、現
在１病院のみの実施。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

地域医療体制整備事業費 医療薬務課

　

・県の補助事業の実績報告
・翌年度（４月）に国への実績報告

備考（課題及び成果等）

・補助金交付要綱の制定
・国への事業計画書の提出

・国庫補助内示

・医療機関から補助申請書の提出
・国への補助申請書の提出

・国からの補助金交付決定
・医療機関に補助金の交付決定通知

･医療機関に事業の追加実施の有無を確認

（事業の追加周知）
（追加実施がある場合は補助申請）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本　和弘 （ ２３５８ ）

種別 健康  当初予算額 6,988千円 補正後予算額 6,988千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

重要急性疾患拠点病院等支援事業費

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　脳卒中や急性心筋梗塞などの重要急性疾患に対する速やかな専門的治療の開始が可能な体制の整備を図り、急性期の医療からリハビリテーション・
介護までの包括的な対策を行う。
　　①重要急性疾患対策研修委託料
　　　　　　重要急性疾患の患者に適切な医療を提供するための研修を委託する。
　　②重要急性疾患拠点病院等支援事業費補助金
　　　　　　重要急性疾患に対する医療提供体制の充実強化を図るため保健医療計画において位置付けられた医療機関や地域の拠点となる医療機関
　　　　　に対して、画像診断等に必要なネットワークへの参加に要する経費を補助する。
　　③病院前救護技術の標準化や脳卒中データバンクの運営のためのワーキンググループによる検討や医療連携体制の整備のための検討会を開催
　　する。

・補助対象医療機関からの補助申請

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・補助金交付要綱の制定

・補助対象医療機関への事業の説明
・委託先との研修実施時期等に関する協議

備考（課題及び成果等）

・補助金交付要綱の制定

・関係する医療機関への事業の説明

・医療機関からの補助申請

・研修事業の委託契約
・病院前救護技術の標準化等に関するＷＧ
　　（１回目）

（・委託：地域連携推進研修会（中央：２回、幡
多：１回））

・脳卒中センター、支援病院による連携体制
検討会

・病院前救護技術の標準化等に関するＷＧ
　　（２回目）

・脳卒中データバンクの運営に関するＷＧ
　　（１回目）

・脳卒中データバンクの運営に関するＷＧ
　　（３回目）

・補助金の実績報告
・委託料の実績報告

医療薬務課

　

（・委託：口腔ケア研修会（１回））

（・委託：病院前救護研修会（１回））

（・委託：介護施設従事者研修会（１回））

・病院前救護技術の標準化等に関するＷＧ
　　（３回目）
・脳卒中データバンクの運営に関するＷＧ
　　（２回目）

　次の理由により、「病院前救護技術の標準化
に関するＷＧ」、「脳卒中データバンクの運営に
関するＷＧ」、「脳卒中センター、支援病院によ
る連携体制検討会」は、年度後半に実施するこ
ととした。

「脳卒中データバンクの運営に関するＷＧ」
「脳卒中センター、支援病院による連携体制検
討会」

①6月に国から通知があり、地域における医療
課題を解決するための施策について定める「地
域医療再生計画」を作成することになった（提出
期限：10月16日）。計画が国に採用されれば25
年度末までの間、脳卒中や急性心筋梗塞への
対策についても、基金を活用して計画的・集中
的に事業を実施することが可能となる。このた
め、再生計画に基づいて実施する事業の概要
が決まった後、協議・検討を行うことが合理的で
あること。

「病院前救護技術の標準化に関するＷＧ」

②消防法改正により都道府県に年度内の「傷
病者の搬送及び受入れの実施基準」策定が義
務付けられ、国からは10月末までにガイドライ
ンが示される予定であることから、ガイドライン
が示された後に、「病院前救護技術の標準化」
に関する検討を行うことが望ましいこと。

・ネットワークへの接続についても一部の医療
機関とは「地域医療再生計画」の概要決定後に
ネットワークへの参加方法等を改めて協議する
こととした。これ以外の医療機関からは申請書
提出済である。

・研修については年度後半に実施することを委
託先と調整済である。



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 本多 （ ２３５９ ）

種別 健康  当初予算額 1,156千円 補正後予算額 1,156千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

第２回ドクターヘリ導入検討委員会開催（９/１５）
（重症患者の救急搬送状況調査の概要、ドクター
ヘリと消防防災ヘリの違いについてなど）

第６回ドクターヘリ導入検討委員会開催
（最終報告書のとりまとめ）

第３回ドクターヘリ導入検討委員会開催
（重症患者の救急搬送状況調査結果の分析、ヘリ
追加導入の必要性について）

第４回ドクターヘリ導入検討委員会開催
（中間報告書のとりまとめ）

第５回ドクターヘリ導入検討委員会開催
（ ドクターヘリと消防・防災ヘリとの役割分担につ
いて、 ドクターヘリと消防機関との連携について、
ドクターヘリの運営体制と基地病院について）

平成21年9月30日
健康政策部

ドクターヘリ導入検討事業費 医療薬務課

ドクターヘリ導入検討委員会開催

担当部局：

事業概要・目的

委員選定（関係団体との調整）

第１回ドクターヘリ導入検討委員会開催（６/９）
（ドクターヘリの現状、消防・防災ヘリの活動状況、
岡山県のドクターヘリ事業の状況など）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

重症患者の救急搬送状況調査の実施

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

本県では消防・防災ヘリのドクターヘリ的な活用による救急搬送が数多く行われて成果を上げている。一方で、救急車で搬送された事例を見ても医師の現場
への出動若しくはヘリ搬送が望ましいと判断される症例（潜在需要）が相当数存在すると推定される。
本県の地理的特性等を考慮すると、現在の消防・防災ヘリのドクターヘリ的運用に加え、救急医療専用であるドクターヘリ事業による安定的な医師の現場派
遣及び患者搬送システムの構築を検討することが必要と考えられるため、委員会を設置し、ドクターヘリの導入に向けての課題などを検討する。

・ヘリコプターによる医師現場出動及び救急搬
送が必要な患者数の把握を行うため、高知市
内の主要な救急医療機関及び県内１５消防機
関の協力を得て、重症患者の救急搬送状況に
ついて、調査を行っており、その調査・分析に時
間を要したため、スケジュールが変更となった。

・今後の課題として、ヘリによる医師現場出動
及び救急搬送が必要な潜在需要の検討、ドク
ターヘリと消防防災ヘリとの役割分担やドク
ターヘリと消防機関・医療機関との連携などに
ついて、検討を行っていく。

ドクターヘリ導入検討委員会開催
中間まとめ報告（知事）

ドクターヘリ導入検討委員会開催
最終まとめ

ドクターヘリ導入検討委員会開催

ドクターヘリ導入検討委員会開催
中間まとめ検討

備考（課題及び成果等）

委員選定（関係団体との調整）

ドクターヘリ導入検討委員会開催

先進地視察（群馬県）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 安藤　優 （ ２３５９ ）

種別 健康 当初予算額 補正後予算額  繰越予算額 82,240千円 　

月

４月

５月 ・システム改修協議会開催

６月

７月

８月 ・システム改修委託　契約締結

９月

１０月

１１月

１２月 ・システム関連機器の購入

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

・システム改修委託　入札（プロポーザル）告
示

・総合運転試験
・操作説明会

6/23　システム改修協議会開催

7/10　システム改修委託　プロポーザル告示

8/18　プロポーザル審査委員会開催
　　　　（契約候補者の決定）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

救急医療情報対策費（救急医療情報システム改修委託料） 医療薬務課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　県民サービスの向上と医療機関相互の連携、救急医療体制の充実強化を目的として、救急医療情報、災害医療情報及び医療機関情報を県民や医療
機関関係者へ提供している「高知県広域災害・救急医療情報システム」について、一般県民の病院検索機能の改善や、関係機関の入力・照会機能の改
善等によるシステムの使い勝手の向上を図るため、大規模な改修を行う。これにより、システムの利用頻度を向上させ、地域住民の救急医療体制を確保
する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

（課題）契約候補者との協議に時間を要したた
め、契約締結時期が遅れている
　なお、１０月初旬には契約締結見込み

9/28　見積合わせの実施

基本・詳細設計協議

システム開発

基本・詳細設計協議

システム開発



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 安藤　優 （ ２３５９ ）

種別 安全･安心  当初予算額 4,410千円 補正後予算額 4,410千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

 地震等大規模災害時に対応し、適切かつ迅速な医療救護活動を確保するため、災害支援病院等に必要な整備を行う。
　　・高知DMAT研修事業委託
　　・災害医療図上演習（エマルゴ演習）事業委託
　　・高知県DMAT協議会運営
　　・国主催防災訓練参加支援

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・高知DMAT研修実施
・情報伝達訓練実施

・高知県DMAT協議会の開催
・災害医療対策本部設置訓練の実施

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

災害医療救護体制整備事業費 医療薬務課

　

(課題)委託先との協議及び実施日程の調整に
時間を要したため、高知DMAT研修、エマルゴ
演習の契約締結時期が遅れている。
　高知DMAT研修を12月下旬、エマルゴ演習を
２月上旬に開催を計画。10月中には委託契約
締結見込み

(成果)四国４県で共通したＤＭＡＴの運用を同時
に実施することができた

9/1　国主催防災訓練へのＤＭＡＴの参加
9/3　第１回高知ＤＭＡＴ協議会の開催

備考（課題及び成果等）

・高知DMAT運用開始（運用計画策定、各病
院と協定締結）
・高知県総合防災訓練実施
・高知県DMAT協議会の開催
・エマルゴ演習及び高知DMAT研修事業委託
契約締結

・エマルゴ演習の実施

・国主催防災訓練参加

6/7　高知県総合防災訓練実施

7/31　高知ＤＭＡＴ運用開始（運用計画策定、
ＤＭＡＴ指定病院の指定、ＤＭＡＴ指定病院と
協定締結）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小森 （ ９７１０ ）

種別 当初予算額 13,847千円 補正後予算額 13,847千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　　県下全域の精神医療を担う新たな精神科病棟を医療センターへ設置し、平成２４年の開院を目指す。
　　平成２１年度は基本設計まで完了予定。
　　実施主体は高知県・高知市病院企業団。県からは補助金を出す。

　

　
　
　
　　 8/7　基本設計契約
　　　　（履行期間8/10～3/17）

　

　
　　　　　　医療センター
　　　　　　ワーキング（ヒアリング）
　　　　　　（月１・２回）

【課題】
　・経費負担区分の検討

　・精神科医師確保

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

　

　　　　基本方針策定

    5/15 補助金交付申請

　

　　6/8 県単補助金交付決定

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

高知医療センター精神科病棟整備事業費 医療センター経営対策課

　健康　

備考（課題及び成果等）

　

　

　　　基本構想策定

　　　　　　　　　　　　医療センター
　　審査事業者　　　ワーキング
     決定                （月１回）

　　　基本設計
　　　（８ヶ月）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山崎 （ 9660 ）

種別 健康  当初予算額 133,568千円 補正後予算額 133,568千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・第２回医療従事者確保推進部会

・民間求人サイト広告掲載（10～３月）

・こうち医師ウェルカムネットニュース発行（第
３回）

・第２回高知県臨床研修連絡協議会の開催

・医療専門誌への求人広告掲載

・第３回医療従事者確保推進部会

・こうち医師ウェルカムネットニュース発行（第
４回）

・県外臨床研修合同セミナー出展

・県内臨床研修合同説明会の開催

・「医師養成奨学貸付金」「初期臨床研修特別
貸付金」「特定科目後期臨床研修奨励貸付
金」の募集開始

・こうちの医療見学ツアー募集、案内（通年）

・「医師養成奨学貸付金」「初期臨床研修特別貸付
金」「特定科目後期臨床研修奨励貸付金」の募集
開始
・「家庭医道場2009in馬路村」の開催
　　 （高知大学家庭医療学講座主催）
　　　参加者：医学科31名、看護学科11名

・こうちの医療見学ツアー募集、案内（通年）

・第１回高知県臨床研修連絡協議会

・県外臨床研修合同セミナー出展〔後期・大阪〕
　　　　参加：２医療機関
・中国四国地区臨床研修病院合同説明会出展
　　　（広島市）、参加：７医療機関
・臨床研修ガイドブック（1,000部）作成

・奨学金の貸与者に対して、高知大学家庭医療学
講座と連携した、フォローアップの仕組みができつ
つある。

・県内の臨床研修病院や医師会、県で協議会を組
織し、臨床研修医の確保に取り組むことで、来年度
からの新たな臨床研修制度にもスムーズに対応で
きている。

・第１回高知県臨床研修連絡協議会

・こうち医師ウェルカムネットニュース発行（第
１回）

・第１回医療従事者確保推進部会

・「医師養成奨学貸付金」「初期臨床研修特別
貸付金」「特定科目後期臨床研修奨励貸付
金」貸付決定

・県外臨床研修合同セミナー出展〔後期・大
阪〕

・臨床研修病院ガイドブック作成

・県外臨床研修合同セミナー出展〔初期・東
京〕

・こうち医師ウェルカムネットニュース発行（第
２回）

・県外臨床研修合同セミナー出展〔初期・東京〕
　　〔参加：2医療機関〕
・こうち医師ウェルカムネットニュース発行（第１回）
・「医師養成奨学貸付金」（15名）
 「初期臨床研修特別貸付金」（1名）貸付決定

・地域医療を担う医大生への夏期実習
　　〔参加：4大学30名〕
・地域医療幡多道場の開催
　 （高知大学家庭医療学講座主催）〔参加：19名〕

・臨床研修指導医養成ワークショップの開催

・第１回医療従事者確保推進部会

・「こうちの医療見学ツアー」利用者（上半期）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２件６名

・地域医療に係る実習は、年々参加者が増加して
いるため、翌年度以降の受入医療機関や実施方法
について、検討を要する。

・昨年度に引き続き「こうちの医療見学ツアー」の利
用があり、参加者の本県での就業が期待できる。

・地域医療を担う医大生への夏期実習

　

・臨床研修指導医養成ワークショップの開催

事業概要・目的

　医師不足となっている地域や特定診療科での就業の意思がある者に対して、奨学資金の貸付による支援を行うとともに、臨床研修の充実に対する支援による研
修医の確保や、本県の地域医療のすそ野を広げるために高知大学医学部に「家庭医療学講座」を引き続き設置し、県内での医師確保を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 健康政策部
平成21年9月30日

医師確保対策事業費 医師確保推進課



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西田・田辺 （ 9659 ）

種別 健康、雇用  当初予算額 92,510千円 補正後予算額 92,510千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・ふれあい看護体験事業実施（～8月）

・助産師緊急確保対策奨学金（県内養成施
設）の申請受付・内定

・実習指導者講習会開催（～12月）
・カリキュラム改正（看護師２年課程）に伴う養
成所指導
・看護職員就職説明会の開催

・ふれあい看護体験事業実施（～8月）
　　〔参加者 429名、受入施設 49施設〕

・実習指導者講習会開催（～12月）〔参加者 35名〕
・看護師養成所指導調査立会(8/14)
・准看護師養成所運営指導(8/26)
・看護師等養成奨学貸付金貸付者決定
　〔新規 32名、継続 36名〕
・助産師緊急確保対策奨学金（県内養成施設）の
申請受付・内定〔新規 2名〕

・カリキュラム改正（看護師２年課程）に伴う養成
所指導

・看護職員就職説明会の開催(３月に変更)

・ふれあい看護体験の参加者（高校生）は年々
増加傾向にあり、事業として県民に定着してき
ているとともに、将来看護職を目指す動機付け
の機会となっている

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・准看護師養成所校舎移転に伴う確認調査

・准看護師養成所運営指導

・看護師養成通信課程負担金の支払

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・看護師等養成奨学貸付金の申請受付・審
査・決定
・助産師緊急確保対策奨学金（県外養成施
設）の申請受付（4/15～5/15）
・高知県看護関係学校進学ガイド発行
・看護フェア開催協力
・新人看護職員離職防止研修会開催（5月～
10月）
・助産師緊急確保対策奨学金（県外養成施
設）貸付者決定
・看護師等養成所運営費補助金交付申請
・看護職員需要調査結果分析まとめ
・准看護師養成所運営指導
・看護師養成所指導調査立会
・看護師等養成奨学金貸与者の現況調査
・看護師宿舎施設整備事業費補助金交付申
請

・助産師緊急確保対策奨学金（県外養成施設）
 の申請受付（4/15～5/15）
・高知県看護関係学校進学ガイド（1,400部）発行
・看護フェア開催協力(5/16)

・新人看護職員離職防止研修会開催（5～10月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　〔参加者：延べ471人〕
・看護師養成所指導調査立会(5/27)
・助産師緊急確保対策奨学金（県外養成施設）
 貸付者決定 〔新規6名、継続1名〕
・看護師等養成奨学貸付金の申請受付・審査
・看護師等養成所運営費補助金交付申請

・看護師等養成奨学金貸与者の現況調査
・看護師宿舎施設整備事業費補助金交付申請
・看護職員需要調査結果分析まとめ
　　　　　　　　　　　　　　　　(下半期まで延期)

【助産師緊急確保対策奨学金】
・前年度貸付者２名が県内で助産師として就業
・H22.4には助産師７名の県内就業が見込まれ
る

　

事業概要・目的

　急速な少子高齢化や医療の高度化・専門化に対応し、県民の健康と暮らしを守る看護の充実を図るためには、質の高い看護職員の養成と確保が必要であ
ることから、看護師等養成機関に対する指導・助成、指導者の研修、看護師等の離職防止研修、奨学金貸付等を行う。

担当部局： 健康政策部
平成21年9月30日

看護師等確保対策助成事業費 医師確保推進課



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小松 （ 9678 ）

種別 当初予算額 78,135千円 補正後予算額 78,135千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　周産期医療体制の充実ため、総合周産期母子医療センターの運営や産科医療機関確保のために医師確保の経費を補助し、分娩手当を支給する医療
機関への財政支援を行う。さらに、助産師外来開設のための研修や周産期医療に必要な専門的・基本的知識、技術を習得させるための研修を行う。
　また、死亡症例の検討を行うことにより、課題の分析を行い、周産期死亡等の改善を図る。

・7/9　産科医等確保支援事業交付申請書提
出（内示まち）
・7/21　産科医等確保支援事業交付要綱制
定

・7/16　高知県周産期医療協議会（第１回目）
・7/30　周産期医療関係者研修事業(保健師・
助産師・看護師)研修会

・8/9　周産期医療関係者研修事業症例検討
会（第１報）
・7/29　高知県総合周産期母子医療センター
運営費補助金県交付要綱制定

・8/27　第２回未熟児等在宅ケア体制整備事
業検討会

・高知県周産期医療協議会（第１回目）は、予定
より若干遅れたが、医師不足問題等、高知県の
周産期医療体制の再構築が求められ、現在、１
０月の検討会の立ち上げに向け作業中

・未熟児等在宅ケア体制整備事業検討会で
は、事業評価のための利用者向けアンケート作
成作業を行った。10月中にアンケート実施予定

･院内助産所･助産師外来開設のための助産師
等研修事業委託契約手続中

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・4/1　未熟児等在宅ケア体制整備事業委託
契約締結
・4/24　周産期医療関係者研修事業委託契
約締結
・4/27　産科医療機関確保事業交付申請書
提出
･院内助産所･助産師外来開設のための助産
師等研修事業、周産期医療関係者研修事業
及び総合周産期母子医療センター運営費補
助交付申請書提出（7/6国からの内示あり）

・5/28　周産期医療関係者研修事業役員会

・6/15　第1回未熟児等在宅ケア体制整備事
業検討会

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

周産期医療体制整備事業費 健康づくり課

　健康、教育・子育て

・死亡症例検討会

・高知県周産期医療協議会（第２回目）

・国から交付決定通知、国費受け入れ
・県から事業者に交付決定

備考（課題及び成果等）

・未熟児等在宅ケア体制整備事業委託契約
締結

・周産期医療関係者研修事業委託契約締結

･院内助産所･助産師外来開設のための助産
師等研修事業及び総合周産期母子医療セン
ター運営費補助交付申請書提出(5/15）

・高知県周産期医療協議会（第１回目）

・産科医療機関確保事業交付申請書提出
（6/30）

・死亡症例検討会

・産科医等確保支援事業交付申請書提出
(7/31）

・（周産期）保健師・助産師・看護師研修会

・国から要綱発出あり次第、県交付要綱制定

・周産期医療協議会小児科部会･産科部会で
の死亡症例検討

・高知県周産期医療研修会

・総合周産期母子医療センター研修会

・周産期診療出前講習会



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡山 （ ２４３２ ）

種別 教育･子育て  当初予算額 477,929千円 補正後予算額 477,929千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

･第３子以降の乳児にかかる自己負担分の無
料化適用開始
・制度拡充についての広報

･第３番目以降の乳幼児にかかる自己負担分
の無料化適用開始

･平成21年7月1日より第３番目以降の乳幼児に
かかる自己負担分の無料化を実施した。
　　第３番目以降の幼児について入院、通院とも
に対象年齢が小学校就学前までの市町村数
　　改正前　１２市町村
　　改正後　２１市町村

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　

・市町村からの乳幼児医療費補助金変更交付
申請の受付

･市町村からの乳幼児医療費補助金実績報告
書の受理
・市町村に乳幼児医療費補助金の支払

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・乳幼児医療制度拡充に伴う県要綱の改正

・市町村からの乳幼児医療費補助金変更交付
申請受付

・「高知県乳幼児医補助金交付要綱」及び「乳
幼児医療費助成事業費実施要綱」の改正
・制度拡充について各関係医療機関へ周知、
広報
・市町村からの乳幼児医療費補助金変更申請
受付

事業概要・目的

　

　乳幼児の疾病の早期発見、早期治療を促進し、乳幼児の保健の向上と福祉の増進を図るとともに、子育ての経済的支援を行う。７月1日からは第３子以
降の幼児にかかる自己負担分を無料化する制度拡充を行う。

担当部局： 健康政策部
平成21年9月30日

母子医療費助成事業費（乳幼児医療費補助金） 健康づくり課



平成２1年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宇佐美 ( 2433 ）

種別 健康  当初予算額 7,387千円 補正後予算額 7,387千円 決算見込額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

  県民一人ひとりが日常生活の中で運動と食事の習慣を見直し、自らの行動とする実践型の健康づくり運動を展開するために、見やすくわかりやすい情報発信をはじめ、
健康標識（バナー）の設置による運動習慣の啓発、ウオーキングマップを活用した健康ウオーキング大会等の実施、若年期からのメタボリックシンドローム予防対策、特定
保健指導の従事者研修会等を行う。

◆健康標語公募（７月）→２１９件
・健康標語審査・決定（8/31)
◆県商工連関係職員対象にストレス・運動講話
　　⇒（7/17)参加35人
◆食育フェア：ジャスコ（7/19）554人
◆特定保健指導リーダー研修(7/27～31：2名出
席)
◆第１回特定保健指導従事者研修会
　　⇒保険者協議会主催：(7/24)
◆生活習慣病予防啓発ポスター掲示（7月）
◆バナー設置施設７月末：１１６施設
◆健康づくり情報誌編集会議（8/6)
◆小児肥満予防キャンプ実施(8/23～25)
　　⇒15組33人参加
◆第２回　特定保健指導従事者研修会
　⇒保険者協議会主催(8/25)
◆第３回　特定保健指導従事者研修会
　⇒保険者協議会主催(9/1)
◆宅老所の高齢者対象に食生活をテーマに出前
講座：（9/10)15人
◆健康標語（バナー）の入賞者（10名）発表(9月)
◆生活習慣病予防啓発ポスター掲示（9月）
◆バナー印刷発注(9月）
◆健康情報誌2号作成・配布（9/30～）5万部
◆バナー設置施設９月末：134施設（うち新規５８）

◆食育フェアは当初予定のイオン（ジャスコ）だけ
でなくフジグランの協力を得られ開催できた。
◆７月～9月中にバナーの設置施設数が５４件と
増加。今後は21年度新規作成バナーを用いて新
規施設を増やす。
◆健康情報誌やＨＰ、産業振興センターから発送
したチラシを見てバナー設置を希望した施設が3
施設あり。今後もさまざまな手法を組み合わせて
ＰＲを行う。
◆健康標語の応募は、職場単位で申し込むケー
スも複数見られ昨年度より106件多かった。
◆健康情報誌の効果的な配布場所や枚数を検
討・調整する。

執行計画 実施状況・変更計画　

◆健康づくり情報誌企画提案に関する説明会と審
査、事業者決定（4月～5月）
◆県商工連だよりに特定健診に関する記事掲載
　　⇒6月～9月：5回
◆バナーに関するアンケート回収・まとめ（4月）
◆バナー設置施設4月：８６施設
◆ウォーキングマップ等作成（安芸：運動施設マッ
プ1000枚）
◆生活習慣病予防啓発ポスターの掲示（4～5月）
◆健康づくり情報誌編集会議（5/18)
◆２３エクササイズのぼり旗作成（24本）→各福祉
保健所へ配布（5月）
◆幡多健康ウオークラリー開始
・大月町ウォーキング大会（5/19)参加43人
◆小児肥満予防キャンプ（栄養士会委託事業）に
関する打ち合わせ、周知（5月～6月）
◆健康づくり婦人会対象に運動の講話（6/12)参
加50人
◆食育フェア：フジグラン高知（6/14)761人
◆健康づくり情報誌第1号作成・配布（6/30～)5万
部
◆バナー設置施設６月末：８０施設

◆幡多ウオークラリーは予定より早く大月町で第
1回開催。
◆運動施設マップ（安芸）は各種イベントで周知・
活用予定。
◆２３エクササイズののぼり旗は、健康イベント及
び各福祉保健所で「23日はエクササイズの日」に
ちなみ掲揚するなど活用開始。今後はリーフレッ
トとともに市町村の健康イベントやウオーキング
大会等にて活用を促進する。

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

メタボリックシンドローム対策事業費 健康づくり課

 
◆第１回特定保健指導従事者研修会開催

◆健康標語（バナー）公募（７～８月）

◆特定保健指導リーダー研修(7月)

◆小児肥満予防キャンプ実施(8月)

◆第１回特定保健指導等評価検討会開催

◆第２回　特定保健指導従事者研修会開催

◆健康標語（バナー）審査・決定(8月)

◆第３回　特定保健指導従事者研修会開催

◆健康標語（バナー）の入賞者表彰(9月)

◆特定保健指導リーダー研修伝達

◆バナー印刷(9月）

◆健康情報誌秋号作成・配付

◆新バナー配付・設置（～3月）

◆第１回特定健診・特定保健指導事業評価検討部会開催

◆生活習慣病予防シンポジウム開催(11月)

◆小児肥満予防キャンプ後のフォロー研修（11月）

◆健康情報誌冬号作成・配付

◆ウォーキング大会評価

◆２３エクササイズ及び食事バランスガイドの高知県版リー
フレットを活用した健康教育（通年）

◆健康標識(バナー)設置施設の拡大(通年）

◆量販店等と連携した食育に関する普及啓発（通年）

◆健康情報誌企画提案募集⇒委託

◆２３エクササイズ普及啓発用のぼり旗の作成

◆小児肥満予防キャンプ委託

◆ウォーキングマップ等作成開始(圏域毎に作成）
　⇒ウォーキング大会等で順次活用

◆イオン食育フェア（６月）

◆特定保健指導における事例検討会開始（圏域毎に実
施）

◆健康情報誌夏号作成・配付

※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること。（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

◆イオン食育フェア（１月）

◆第２回特定保健指導等評価検討会開催

◆第２回特定健診・特定保健指導事業評価検討部会開催

◆小児肥満予防キャンプ後のフォロー研修（２月）

◆健康情報誌春号作成・配付

◆バナーアンケート配付

◆小児肥満キャンプ実績報告・評価・広報

◆バナーアンケート実績まとめ・評価



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮地・中平 （ 2431 ）

種別 健康  当初予算額 42,368千円 補正後予算額 42,368千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　高知県がん対策推進計画を計画的・総合的に推進し、平行して計画の進捗管理及び一部手直しなどを行う。
　この計画の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間で、今年は、２年度目となる。
　主な事業としては、受診率の向上を図るためのＣＭ放送、がん患者相談窓口の運営、がん診療関係医師緩和ケア研修会の開催、がんフォーラムの開
催、患者満足度調査等である。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

がん検診受診率向上キャンペーンCM作成・
放送委託

がん相談センターこうち運営（１９年度からの
継続事業で年間を通じて実施）

受診勧奨ＣＭ放送（5月中）
がん検診受診率向上推進モデル事業委託・
実施
がん診療連携拠点病院機能強化事業の実施
在宅緩和ケア推進連絡協議会委託

備考（課題及び成果等）

高知城ピンクライトアップ(10/1）

患者満足度調査の実施

がん診療関係医師緩和ケア研修会の実施
（拠点病院との調整により10月～3月で2回開
催）

女性のがん検診普及啓発事業委託

事業概要・目的

がん相談センターこうち運営
　　（１９年度からの継続事業で年間を通じて実施）
4/15 がん検診受診率向上キャンペーンCM作成・
　　　　放送委託契約
4/16 がん検診受診率向上推進モデル事業委託
　　　　（中土佐町）
4/28 がん診療連携拠点病院機能強化事業の国
　　　　への実施計画提出

平成21年9月30日
健康政策部

がん対策事業費 健康づくり課

担当部局：

　

7/2　 がん検診受診率向上推進モデル事業委託
　　　　（土佐市）
7/15 在宅医療推進事業（在宅緩和ケア推進連絡
　　　　協議会）委託

受診勧奨ＣＭ放送（8月：テレビ102本、ラジオ45本）

国補正事業国補正事業国補正事業国補正事業「「「「女性特有女性特有女性特有女性特有のがんのがんのがんのがん検診推進事業検診推進事業検診推進事業検診推進事業」」」」にににに係係係係
るるるる個別医療機関検診実施体制個別医療機関検診実施体制個別医療機関検診実施体制個別医療機関検診実施体制のののの調整実施調整実施調整実施調整実施

9/19･20 マンモグラフィ読影研修会実施

受診勧奨ＣＭ放送（5月：テレビ103本、ラジオ45本）

6/16 がん検診受診率向上推進モデル事業委託
　　　　（中芸広域連合）

女性女性女性女性のののの健康支援事業健康支援事業健康支援事業健康支援事業（（（（ラッピングラッピングラッピングラッピング電車電車電車電車））））委託委託委託委託
10/14･15 高知城ピンクライトアップ
10101010////14141414～～～～11111111////13131313
　　　　　　　　　　　　乳乳乳乳がんがんがんがん啓発啓発啓発啓発ののののラッピングラッピングラッピングラッピング電車運行電車運行電車運行電車運行
10/26 第7回（H21第1回）高知県がん対策推進
　　　　協議会開催（計画の管理や施策の確認等）

健康診査管理指導協議会開催（各種検診の実施体
制等協議）

在宅緩和ケア研修会の実施
　　　　（看護師を対象として1月に実施）

女性のがん検診普及啓発事業実施（計6日間）

受診勧奨ＣＭ放送（8月中）

高知県がん対策推進協議会開催（計画の管
理や施策の確認などの協議）

マンモグラフィー読影研修会実施

女性のがん検診普及啓発事業実施（11月～2
月の間で6日間）

第３回高知県がんフォーラムの開催（12/5）

在宅緩和ケア研修会の実施（看護師を対象と
して12月～2月に実施）

「女性のがん検診普及啓発事業」は、国の補正事業
による「女性特有のがん検診推進事業」に取り組む市
町村で検診日程が通年よりも長い期間行われること
となったため、2月に集中して実施することとして計画
を変更した。

「女性特有のがん検診推進事業」の対象者に市町村
が配付する無料クーポン券で、県内で検診を実施して
いる医療機関で何処でも受診できる体制を構築。

第2回高知県がん対策推進協議会開催（計画
の管理や施策の実施状況などの協議）

女性のがん検診普及啓発事業委託
患者満足度調査の実施
がん診療関係医師緩和ケア研修会の実施
　（拠点病院との調整により11月～12月で2回開催）

第３回高知県がんフォーラムの開催（12/5）

健康診査管理指導協議会開催（各種検診の
実施体制等協議）

第8回(H21第2回）高知県がん対策推進協議会開催
（計画の管理や施策の実施状況などの協議）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋 （ 9677 ）

種別 健康  当初予算額 82,263千円 補正後予算額 292,567千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　新型インフルエンザの発生に備え、新型インフルエンザび関する正しい知識の普及、初動体制の構築、医療体制の確保などの対策を講じ、まん延防止
　を図る。
　　・県行動計画、マニュアルの改訂
　　・備蓄用抗インフルエンザウイルス薬（タミフル・リレンザ）購入
　　・新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整備事業（人工呼吸器の整備）
　　・抗インフルエンザウイルス薬対策会議、保健所を中心とした医療体制確立のための会議の開催
　　・新型インフルエンザ講演会の開催
　　・発熱外来協力医療機関、保健所への個人防護具の整備

･7月10日医師会と医療体制について協議
・7月発熱外来協力医療機関、保健所等への
支援のため医療資器材の購入について予算
計上
・7月23日医療体制の移行について各医療機
関に周知
・7月31日発熱外来、発熱相談センター閉鎖
・8月5日第5回「高知県新型・高病原性鳥イン
フルエンザ対策推進本部会議」開催し、行動
計画の改定作業開始。
・8月6日第1回新型インフルエンザ対策行動計
画検討部会開催
・8月24日第2回検討部会開催
・9月11日第2回感染症対策協議会開催
・9月16日第3回検討部会開催
・9月17日タミフル納品
・9月24日、25日陰・陽圧式エアーテントを購入
し、発熱外来協力医療機関に配備
・9月24日対策策推進本部会議により「高知県
新型インフルエンザ対策行動計画」改定
・9月25日市町村担当者会開催
・9月26日協力医療機関、県・郡市医師会連絡
会開催

・7月24日全数把握を取りやめ集団発生探知と
なる。

・8月より発熱外来も廃止され、4月以降延期され
ていた、行動計画の改定作業に入り、予定より
早期に終了した。

・7月補正予算により、協力医療機関に対し、個
人防護具、陰・陽圧式エアーテントの配備等支
援し、今秋冬にむけての体制を整備した。

・抗インフルエンザウイルス薬を当初予算残で前
倒しして購入。
・9月補正で、残り2年間分を購入する予定。これ
によって、備蓄目標を達成する。

・新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整
備事業費補助金については協力医療機関拡充
について協議中。11月には交付決定予定。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・4月26日相談窓口を健康づくり課に設置（保
健所は4月27日）
・4月30日各保健所に発熱相談センターを設置
　（5月1日より24時間対応）

・5月9日発熱外来協力医療機関連絡会議開
催
･5月16日発熱外来設置

・6月12日発熱相談センター規模縮小

・4月28日WHOがフェーズ４を宣言し、豚インフル
エンザAH1が感染症法における新型インフルエ
ンザ等感染症に位置づけられる。
・4月末以降新型インフルエンザ発生時対応に追
われた。
・発熱外来協力医療機関に個人防護具を支援し
た。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
健康政策部

新型インフルエンザ対策事業費 健康づくり課

　

新型インフルエンザ患者入院医療機からの
　　実績報告後、補助金交付

保健所を中心とした医療体制確立のための
　　会議開催

新型インフルエンザ講演会開催（対象；医療機
関）

  （中旬）第５回検討委員会（進行管理）

備考（課題及び成果等）

行動計画、マニュアルの改訂
　・危機管理課と連携し、検討委員会を立ち
　　上げ、この中で改訂内容を協議していく。

　（下旬）第１回検討委員会

抗インフルエンザウイルス薬備蓄場所設定

　（中旬）第２回検討委員会
　　　　　　　中間取りまとめ

　（上旬）第３回検討委員会
　　　　　　　行動計画、マニュアル原案の策定

　（下旬）市町村、県民の意見聴取

新型インフルエンザ患者入院医療機関設備整
備事業費補助金交付決定

個人防護具の購入

　（下旬）第４回検討委員会

抗インフルエンザウイルス薬対策会議開催

　（下旬）対策推進本部会議開催
　　　　　（行動計画・マニュアル改訂）

新型インフルエンザ講演会開催（対象；市町
村）

抗インフルエンザウイルス薬購入



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 地域福祉部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 地域福祉政策課 災害ボランティア等体制づくり事業費 安全・安心 2,846

2 地域福祉政策課 支え合いの地域づくり推進事業費 健康 260,000

3 地域福祉政策課 地域支え合い活動促進事業費（地域支え合いネットワーク） 健康 1,850

4 地域福祉政策課 福祉人材センター運営事業費 雇用 30,731

5 高齢者福祉課 中山間地域介護サービス等あり方研究事業費 健康 8,132

6 高齢者福祉課
認知症高齢者支援事業費
（認知症の人にやさしい企業支援事業/認知症
対策・普及・相談・支援事業費）

健康 3,169

7 高齢者福祉課 地域ケア体制整備事業費 健康 168,572

8 高齢者福祉課 福祉・介護人材確保緊急支援事業費 雇用 24,561

9 高齢者福祉課 福祉・介護人材マッチング支援事業費 雇用 8,602

10 障害保健福祉課 中山間地域小規模拠点事業所支援事業費 健康 7,833

11 障害保健福祉課 自殺対策費 健康 5,270

12 障害保健福祉課 自殺対策緊急強化事業費 健康 29,579

13 障害保健福祉課 ひきこもり自立支援対策費 健康 7,770

14 障害保健福祉課 障害者生産活動支援事業費 雇用 24,459

15 児童家庭課 幡多児相整備事業費 健康 11,411

16 少子対策課 少子化対策推進費 教育・子育て 30,413



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西森 （ ２３０９ ）

種別 安全・安心  当初予算額 2,846千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　災害後の生活復旧時に大きな役割を果たすボランティアの受入等の活動拠点となる災害ボランティアセンターの立ち上げ、運営にあたっては、これまで経験を
有する高知県社会福祉協議会（県社協）の職員が被災地に赴き、立ち上げ等の指導・運営支援に当たっていたが、南海地震が発生した際には、全県的に災害
が発生することが想定され、県社協や外部からの支援が入れない状況となることが予想される。
　そのため、各被災市町村が自力で災害ボランティアセンターを設置・運営できる体制づくりに取り組むため、県社協が行う事業に対して助成する。

（県）
・国内示（8月31日）

（県社協補助事業）
④高知県災害ボランティア活動支援ネット
ワーク会議の立上げ・第１回会議の開催（7月
2日）
⑤指定地域による「災害ボランティアセンター
体制づくり検討会」の開催
　　土佐市　第１回検討会開催（9月11日）
　　土佐清水市　第１回ネットワーク会議開催
（7月28日）
　　大豊町　　第1回検討会開催（7月27日）
　　四万十町　第1回検討会開催（9月3日）
　　大月町　　第1回検討会開催（9月8日）
　　三原村　　第1回検討会開催（9月8日）
⑦「災害ボランティアセンター立ち上げ実践講
座」
　　9/17【ふくし交流プラザ】　４９名参加
　　9/18【黒潮町】　７２名参加

⑥高知県災害ボランティア活動支援ネットワーク会議・
第２回会議について
　１０月以降に開催予定

執行計画 実　施　状　況　

(県）
・6月　国庫補助協議

（県社協補助事業）
①市町村支援地域指定（7カ所）
　　土佐市、土佐清水市、東洋町、大豊町、
　　四万十町、大月町、三原村
②実施社協情報交換会開催
　　西部会場　　　4月23日開催
　　高知市会場　　4月27日開催

③指定地域による「災害ボランティアセンター体制づくり
検討会」の開催について
　　・東洋町は１０月以降第１回検討会実施予定。
　　・ほか６市町村が９月までに第１回検討会を実施。
　　・各市町村とも第２回検討会は１０月以降実施予定。
　　※③と⑤は合同開催。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

災害ボランティアセンター等体制づくり事業費 地域福祉政策課

　

（県）
・概算払い（２回目）
・変更申請

（県社協補助事業）
⑨「災害ボランティアセンター中核スタッフ実
践講座」（上級/２日間開催）
⑩指定地域による「災害ボランティアセンター
体制づくり検討会」の開催
⑪高知県災害ボランティア活動支援ネット
ワーク会議・第３回会議の開催

備考（課題及び成果等）

(県）
・6月　国庫補助協議

（県社協補助事業）
①市町村支援地域指定（7カ所）
②実施社協情報交換会開催（高知市会場・西
部会場）
③指定地域による「災害ボランティアセンター
体制づくり検討会」の開催
④高知県災害ボランティア活動支援ネット
ワーク会議の立上げ・第１回会議の開催

（県）
・国内示
・県補助金交付決定
・概算払い（１回目）

（県社協補助事業）
⑤指定地域による「災害ボランティアセンター
体制づくり検討会」の開催
⑥高知県災害ボランティア活動支援ネット
ワーク会議・第２回会議開催

（県社協補助事業）
⑦「災害ボランティアセンター立ち上げ実践講
座」（初級１回開催）
⑧指定地域による「災害ボランティアセンター
体制づくり検討会」の開催



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 濵田 （ 9090 ）
種別 健康  当初予算額 150,000 補正後予算額 260,000 決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　高齢者や子ども、障害者等誰もが気軽に集い、子育てや健康支援、介護サービス等を受け取ることができる拠点を設置する市町村に対して補助し、見守り･支え合
いの地域づくり活動の推進を図る。

執行計画 実　施　状　況　

　・未提出市町村への事業説明の実施（17市町村）
　○５月実施市町村の計画承認等（１市町村２事業）

　・二次募集事業計画のとりまとめ
　・未提出市町村への事業説明の再実施
　○６月実施市町村の計画承認等（２市町村２事業）

　

　○７月・８月実施の計画承認等
　（１１市町村１１事業）

●  ７月補正予算の計上
（増額補正　１１０，０００千円）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

支え合いの地域づくり推進事業費 地域福祉政策課
　

備考（課題及び成果等）

　

既提出市町村
実施に向けた協

議→計画の修正

未提出の市町村
訪問(事業説明)
内容の協議

事業実施

6月補正へ

小規模で多機能な福祉

サービスを提供する

「あったかふれあいセ

ンター」の立ち上げ・

運営を支援

・地域住民等が参画

した継続できる運

営体制の構築

・利用者の安心・安

全の確保

計画の承認

交付申請

交付決定

計画の承認

交付申請

交付決定

９月補正へ

事業実施

事業実施

・仕組みの検証と改善方策の検討

(支援施策、制度提案等の検討含む)
・コミュニティの再構築支援

【センターの

立上げ】
＜事業開始＞

５月 ２事業

６月 ２事業

７月 ６事業

８月 ５事業

９月 ４事業

計16市町村

19事業開始

離職者新規雇

用 50名

○８月・９月実施の計画承認

（１市３事業）

○９月・１０月実施の計画承認

（６市町村１０事業）

【運営支援】

準備会への

参加

市町村との

協議

運営委員会

の立上げ支

援

運営協議の

場への参加

事業者や新

規雇用者と

の意見交換

など

【一次募集】 事業計画の地域協議会承認(3/12)
国事業確定(4/13)

→ １６市町村 ２０事業 (新規雇用 延べ１５７名）

【二次募集】 事業計画の地域協議会承認(6/9)
国事業確定(6/23)

→ １１市町村 １３事業 (新規雇用 延べ１１７名）

合計

26町村

33事業

(3年間）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西森 （ ２３０９ ）

種別 経済・（雇用）  当初予算額 30,731千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・ふくし就職フェアの開催（１／２４）
・運営委員会の開催（１月）

備考（課題及び成果等）

・福祉人材センター運営事業の委託契約
  （４月１日）
・無料職業紹介事業の実施（４月～）

・人材確保の相談事業（４月～）

・社会福祉施設等の職場内研修の担当者養
成研修の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　（６／１５～１６）

・社会福祉事業経営者に対する人材確保の
相談事業（７月）

・ふくし就職フェアの開催（８／２）

・社会福祉施設等が効率・効果的なサービス
を提供していくための業務標準化研修の開催
（１１／４～５）

・社会福祉事業経営者に対する人材確保相
談事業の実施（１２月）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

福祉人材センター運営事業費 地域福祉政策課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　社会福祉事業者及び社会福祉事業に従事しようとする者の就業の援助、研修の企画及び実施、社会福祉事業経営者に対する相談等を行うことによ
り、豊かな人間性を備えた資質の高い福祉人材を確保するとともに、これらの人材の専門的知識・技術及び意欲を高め、もって県民のニーズに対応した
適切な福祉サービスを提供していくことを目的に、就業援助、各種研修、広報活動等を実施する。

・ふくし就職フェアの開催（８／２）
　　参加人数：一般　　８９名
　　　　　　　　　学生　１４５名

・社会福祉事業経営者に対する人材確保の相
談事業（７月・施設巡回）は、他新規事業の対
応のため実施できず。１２月にまとめて実施予
定。

・無料職業紹介事業の実施（４月～９月）
　9月末現在（累計）：新規求職者数　　406人
　　　　　　　　　　　　　有効求職者数　2,489人
　　　　　　　　　　　　　有効求人数　　1,327人
　　　　　　　　　　　　　紹介数　　　　　　　96人
　　　　　　　　　　　　　採用数　　　　　　　26人
※昨年比
・無料職業紹介事業の実績（昨年４月～９月）
　４月～９月（累計）：新規求職者数　　398人
　　　　　　　　　　　　　有効求職者数　2,848人
　　　　　　　　　　　　　有効求人数　　1 445人

執行計画 実　施　状　況　

・福祉人材センター運営事業の委託契約
  （４月１日）
・無料職業紹介事業の実施（４月～)
　
・人材確保の相談事業（４月～）
　
　
・社会福祉施設等の職場内研修の担当者養
成研修の実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　（６／１５～１６）
　　会場：　ふくし交流プラザ
　　参加人数：　８２名

・人材確保の相談事業（４月～）
　８月末現在（累計）：求人相談件数　　617件
　　　　　　　　　　　　　求職相談件数　 1,530件



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 島内 （ 2318 ）

種別 健康  当初予算額 1,850 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

事業概要・目的

地域の支え合いの仕組みづくりを推進するため、地域福祉の中核的役割を担っている市町村社会福祉協議会の活動強化と地域活動の核となる人材の育成
等に取り組む。

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

地域支え合い活動促進事業費（地域支え合いネットワーク推進事業費） 地域福祉政策課

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・戦略会議
　H20年度実績報告及びH21年度事業の進め方
  協議（日本福祉大学、県社協、全国コミュニティ
　ライフサポートセンター）

・アドバイザー（日本福祉大他）との打合せ

　◆「第１回研究会」開催

4/6　戦略会議の開催

5/15　アドバイザー（日本福祉大学）との打ち
合わせ

5/19　～　6/12
　５社会福祉協議会との打ち合わせ

6/16　関係者・全体打ち合わせ会議
6/17　～　6/25
　６社会福祉協議会との打ち合わせ

◆6/29　第1回研究会の開催

今年度は、各社協が取り組むテーマを選定し、
実践に向けて関係者が協議する場を現地研究
会と位置づけ、研究会と現地研究会を連携させ
て支援者と共に取り組むこととしたため支援計
画は策定せず、実施計画の策定支援やサポー
ト会議で協議しながら対応していくこととした。

●「第1回地域サポート会議」
　

・アドバイザー（日本福祉大他）との協議、
現地訪問

◆「第２回研究会」開催

●8/7　第1回サポート会議の開催

■9/1　第１回福祉保健所との連絡会

●9/29～30　現地研究会の開催（日高村）
　　　　アドバイザー（日本福祉大）現地訪問

「第２回研究会」にかわり、各社協ごとに個別の
現地研究会を開催し、実践の場を通じて活動強
化や人材育成に取り組んでいくこととした。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　●「第２回地域サポート会議」

・アドバイザー（日本福祉大他）との協議、
現地訪問

・戦略会議
　各社協でのプログラム実践の進捗状況、関わ
 　り方についての不安解消

・アドバイザー（日本福祉大他）との
　協議、現地訪問

支援計画の策定 実施計画の策定

成果報告会

実施計画(案）の策定

テーマごとに現地打合せ会の開催

(室戸市社協、安芸市社協、香美市社

協、日高村社協、仁淀川社協、しまん



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本、都築 （ 2326 ）

種別 当初予算額 8,132 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

１．目的
　民間介護保険事業者が参入しにくい中山間地域における介護サービスの実態を把握し、市町村社会福祉協議会を中心に、地域の特性を活かしたサービスの仕組みづくり
の検討を行い、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らしていける地域づくりを進める。
２．ねらい
　(1)中山間地域の介護問題の実態を明らかにする。（H20：全県データ分析、現地調査　　H21：５市町詳細データ分析、現地調査）
　(2)制度・対策とその限界を明らかにする。（H20：介護保険事業計画・高齢者福祉計画策定支援　　H21：５市町との研究協議）
　(3)地域での課題解決能力をつける。（H21：ケア会議の開催）
３．事業内容（事業実施期間：平成20年-21年度）
　(1)市町村介護保険事業計画策定支援（平成20年度）
　(2)中山間地域介護サービスあり方検討（平成20-21年度）
　　　（対象地域：安芸市、本山町、大豊町、仁淀川町、四万十町）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

中山間地域介護サービス等あり方研究事業 高齢者福祉課

　健康

備考（課題及び成果等）

戦略会議
・H20調査分析の検証とH21事業の進め方

研究協議
・社協の収支､要因分析
・経営改善方法の検討

6/30

4/6,7

政府要望

介
護
給
付
時
系
列
分
析

地
域
生
活
支
援
ニ
ー

ズ
調
査

4～5月

10/1～

日高村民児協定例会
 ･ニーズ調査説明、協力依頼9/4

土佐町民児協定例会
仁淀川町民児協定例会
 ･ニーズ調査説明、協力依頼9/29

ニーズ調査関係機関等協議
7/23 日高村、日高村社協
7/24 大豊町社協、土佐町、土佐町社協
7/30 仁淀川町、仁淀川町社協
9/3 仁淀川町社協
9/4 大豊町社協

ニーズ調査関係機関等協議
　大豊町社協、土佐町、土佐町社協、

仁淀川町、仁淀川町社協

6/4,5

仁淀川町民児協定例会
 ･ケアワーカー(管理職､デイ職員)養成
研修

10/21～23

国予算が削減されたため,別の方法により実
施。

戦略会議・研究協議
・介護給付時系列分析、地域生活支援ニーズ調査の
　結果報告
・中山間地域の介護、生活支援方策の検討

2/上(予定)

　
　
　
　
　
現
　
　
地
　
　
研
　
　
究

戦略会議・
研究協議

報告書の作成

フォーラムの開催

介護給付時系列分析
地域生活支援ﾆｰｽﾞ調査

戦略会議・
研究協議

戦略会議・
研究協議

戦略会議・
研究協議



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北村、西山 （ 9681 ）

種別 当初予算額 168,572 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

地域ケア体制整備推進費 高齢者福祉課

　健康

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

医療構造改革を踏まえ、昨年度策定した「高知県地域ケア体制整備構想」に基づき、高齢者が住みなれた地域で安全・安心に暮らせるための在宅での支援体制の整備と、療養病床の円滑な再編成を進める。

《３ 療養病床再編成推進費》医療療養病床から老人保健施設等への転換支援のための交付金を交付するとともに、介護療養病床の平成23年度末までの廃止に向けて昨年度策定した「療養病床転換推進計画」に基づき円滑な転
換に向けた医療機関や医師会、市町村との調整を進める。また、転換後の利用者サービスの向上を図るため、老人保健施設等へ転換した(する予定)の医療機関の職員に対して研修会を開催し、円滑な運営を支援する。

《４ 地域ケア体制整備推進費》昨年度策定した「高知県地域ケア体制整備構想」に基づき、療養病床が再編成される期間中に重点的に在宅支援体制整備を進めていくために市町村や各種団体が行う地域ケア体制づくりに向けた具
体的取り組みを支援するとともに、県民や事業者への普及啓発や意識改革など在宅支援体制の土台づくりに取り組む。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

事
業
実
施

事
業
実
施

事
業
実
施

地域ケア体制整備推進補助金の
とりまとめ

地域ケア体制整備推進補助金交付
決定

地域ケア体制整備推進
シンポジウムの開催
(香南市で開催予定)

【福祉保健所】
・各福祉保健所での具体的な
　事業展開
　　(モデル事業、座談会)
・市町村や団体の事業への参
　画と支援
【県全体】
・具体的な事業展開に向けた
　調整

【福祉保健所】
　地域ケア体制部会の開催
【県全体】
　地域ケア体制整備フォロー
　アップ会議の開催

【福祉保健所】
　地域ケア体制部会の開催
【県全体】
　地域ケア体制整備フォロー
　アップ会議の開催

４ 地域ケア体制整備推進費３ 療養病床再編成推進費

【県全体】
・転換に係る個別医
　療機関協議
・市町村内の医療機
　関の相互協議
・市町村との調整
・地域の医師会との
　協議
・療養病床転換推進
　計画の見直し

翌年度の転換
交付金所要額
の把握等

【県全体】
・療養病床転換推進
　計画の進行管理
・医療機関との調整
　(具体的相談等)
・入院患者の転院調
　整支援

【県全体】
・地域ケア体制づくりのモデル事業、住民
　座談会実施に向けた市町村、関係団体協議

【福祉保健所】(高知市を除く)
　地域ケア体制部会の設置

【県全体】
・療養病床転換意向調査、
　医療機関への説明会

【県全体】
・医療機関、市町村との
　ヒアリング

４ 地域ケア体制整備推進費３ 療養病床再編成推進費

地域ケア体制整備推進費
補助金交付決定通知
　　(H20～継続分)

土長郡医師会ほか11事業

地域ケア体制整備推進費補
助金交付決定通知
　　(H21～新規分)

安芸郡医師会ほか4事業

住民座談会の開催(香美市)
　　参加者 13名

5/26～

認知症キャラバンメイト
養成研修  (  )内は人数

6/25 須崎(58)
7/4 安芸(36)
7/25 四万十町(45)
8/4 中央西(34)
9/5 幡多(未確定)
10/13 中央東
11/中 須崎

療養病床転換意向調査
(H21.6.1時点)の実施

療養病床転換意向調査に
基づく医療機関の個別面
談

     22医療機関で実施

フォローアップ会議
　　　　　(正庁ホール)

11/8

フォローアップ会議
　　　　(高知城ホール)

2/28

5/下～

7/1～

住民座談会の開催(北川村)

住民座談会の開催(四万十市)

10/8～

10/6～

認知症シンポジウム
(野市ふれあいセンター)

2/11



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 隅田･山脇 （ ９６２７ ）
種別 　  当初予算額 3,169 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

認知症の人にやさしい企業支援事業/認知症対策･普及･相談･支
援事業

高齢者福祉課
　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

･認知症の人とその家族が地域で安心して生活するためには、認知症に関する偏見や誤解をなくすとともに、地域で認知症の人とその家族を理解し見守る応援者
である｢認知症サポーター｣を早急に養成する必要がある。
・本県においては、市町村において認知症サポーター養成講座を開催しているが、認知症の人の日常生活に関係がある銀行、スーパーなどの民間企業、団体の
参加が少ないため、全般的にサポーター養成の取組は低調である。
・県が県内企業、団体を対象にした認知症サポーター養成講座を開催することにより、全県的なサポーター養成に気運を高める。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

企
業
へ
の
サ
ポ
ー

タ
ー

養
成
依
頼

相
談
員
に
よ
る
事
例
検
討
及
び
研
修
会
の
開
催

【県、福祉保健所】
　講師の選定、会場確保、
　日程調整

【県、福祉保健所】
　関係機関連絡会議の
　開催

【県、福祉保健所、市町村】

サポーター養成講座
の開催

【県、福祉保健所】
　フォローアップ研修等

修
了
者
デ
ー

タ
管
理
　
福
保

、
市
町
村
に
デ
ー

タ
送
付

【県】
　要綱、カリキュラムの作成

運
営
要
領
作
成

認知症にやさしい企業支援事業認知症対策普及･相談･支援事
業

相
談
員
に
よ
る
事
例
検
討
及
び
研
修
会
の
開
催

相
談
事
例
の
収
集
･
整
理
　
コ
ー

ル
セ
ン
タ
ー

P
R

専門家を交えた
事例検討会

専門家を交えた
事例検討会

専門家を交えた
事例検討会

専門家を交えた
事例検討会

【県、福祉保健所】
　関係機関連絡会議の開催
　(検証)

専門家を交えた
ネットワーク委員会
事例検討等

5/23

専門家を交えた
ネットワーク委員会
事例検討等

9/10

専門家を交えた
ネットワーク委員会
事例検討等

12/下～

専門家を交えた
ネットワーク委員会
事例検討等

2/下～

電話相談員対象
コールセンター研修
会

4/27
5/11
6/23
7/21
8/26
9/26

10月以降は日程未定

認知症にやさしい企業支援事業認知症対策普及･相談･支援事業

コールセンターPR

広報誌、TV,ラジオ等
随時掲載 要綱、カリキュラム

の
作成（5/23制定）

【企業・団体への講座
   受講の依頼】

・四国銀行本店
・高知銀行本店
・高知県警本部
・高知商工会議所
・こうち生協
・中小企業団第連合会
・JA中央会
・ファミリーマート
・サークルKサンクス
・ローソン
・高知大丸
・宅建業協会
＊今後も適宜依頼を行う

認知症の人にやさしい
企業　修了企業に対する
ステッカー完成
修了企業に交付

10/下～

福祉保健所との連携会議

10/下～

【認知症サポーター養成研修講座の開催】

・7/13 ファミリーマート
・7/28 高知銀行須崎支店
・9/1 四国銀行本店
・8/25 高知南警察署
・8/31 四国電力中村支店
・9/16 室戸警察署
・9/18 宿毛警察署
・10/15(予定) いの町(民生委員、警察、消防)
・10/22,29(予定) 運転免許センター
・11/2～26の8日間(予定) 高知大丸

　　　以降も適宜開催予定

4/1　コールセンター開設



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 門脇、秦泉寺 （ ９７８６ ）

種別 　  当初予算額 24,561 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

事業概要・目的

　福祉・介護の従事者を取りまく環境は、①入職率・離職率が高く、人材が定着しない、②介護福祉士等有資格者の福祉・介護業務への定着率が低い、
③養成校の定員割れから若い世代の参入が減少している、などの問題を抱えている。
　本県においては、少子高齢化の進行により福祉・介護ニーズが増大する一方、生産年齢人口の減少に伴う労働力人口の減少が予想されており、福祉・
介護人材の育成・確保は緊急の課題であることから、総合的な福祉・介護人材確保対策事業を積極的に展開する。
【実施事業】　　（１）潜在的有資格者等養成支援事業　　　（２）複数事業所連携事業　　　（３）進路選択学生支援事業

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

福祉・介護人材確保緊急支援事業 高齢者福祉課

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

実施要綱、補助金交付要綱作成

補助金交付決定（第二次）

補助金交付申請〆切（第一次）

事業募集開始（対象事業所に案内）

事業所へ事前説明（介護報酬説明会）

補助金交付決定（第三次）

人材確保実行委員会（第１回）

人材確保実行委員会（第２回）

　９月補正（事業追加）

補助金交付申請〆切（第二次）

補助金交付決定（第一次）

追加事業募集開始（対象事業所に案内）

補助金交付申請〆切（第三次）

補助金実績報告〆切

　事

　業

　実

　施

高知県社協と委託契約（複数事業所連携事業）

実施要領、補助金交付要綱作成

第１回福祉・介護人材確保推進協議会7/17

事業者向け説明会（県民文化ホール）7/23

事業者向け説明会（しまんと市文化センター）7/24

福祉・介護人材マッチング支援事業委託契約(8/1付)

第２回福祉・介護人材確保推進協議会11月

複数事業所連携事業委託契約(7/３付)

７月補正（２事業追加）

・年間スケジュール
・実施方法検討
・補助金申請手続き
・委託契約手続き

関係機関との調整

養成校３校との打合会(6/29)

９月補正（２事業追加）

進路選択学生等支援事業開始（10/1付)

潜在的有資格者等支援事業開始（11月)

緊急雇用創出介護職員養成支援事業開始（11月)

職場体験事業開始（11月)

福祉・介護人材キャリアアップ支援事業開始（11月)

第３回福祉・介護人材確保推進協議会３月



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 門脇、秦泉寺 （ ９７８６ ）

種別 　  当初予算額 補正後予算額 8,602 　

 

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

事業概要・目的

1 目的　　　キャリア支援専門員を配置し、個々の求職者にふさわしい職場を開拓するとともに、働きやすい職場づくり向けた指導・助言を行い、円滑な
　　　　　　就労・定着を支援することで、福祉・介護分野への人材参入を図る。

２　事業概要
（１）キャリア支援専門員の設置
　　　　　ア　求職者のニーズに合わせた職場開拓
　　　　　イ　個々の求職者にふさわしい職場紹介
　　　　　ウ　採用・定着できる職場づくり

（２）アドバイザーの派遣
　　　　　公認会計士や中小企業診断士等をアドバイザーとして委嘱し、施設・事業所の要望等に応じ、会計や経営管理等専門的な指導・助言を行う。

（３）潜在的有資格者等に関するデータの管理・活用
　　　　　潜在的有資格者等に関するデータを整備し、掘り起こしのための働きかけに活用する。

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

福祉・介護人材マッチング支援事業 高齢者福祉課

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

委託契約

　７月補正予算可決

キャリア支援専門員配置

事業開始

　７月補正予算可決

高知県社協と委託契約（８／１付）

キャリア支援専門員配置(8/1付)

県・労働局・県社協で打合会(8/25)

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる講習会・事業者指導（第１回）

パンフレット作成・配布

専門員が関係機関を回り、
事業説明・参加要請（全１５団体）

就職説明会開催（1/24予定）

就職説明会開催　（８／２）事業開始

第１回事業者対象研修会(11/7）

第２回事業者対象研修会(予定）

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる講習会・事業者指導（第2回）

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる講習会・事業者指導（第3回）

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる講習会・事業者指導（第4回）

専門員が定期的に５つのハローワークを訪問し、
マッチング支援開始(10月～）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山岡 （ 9635 ）

種別 健康  当初予算額 7833千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・障害福祉サービス事業所がなかった大豊町
に、就労継続支援Ｂ型事業所「ワークセンター
ファースト」が開設された。
・利用登録者数は９名で、１日当たりの平均利
用者数は4.8人である。今後、さらに増加する見
込みである。

多種多様かつ少ロットのニーズがあるが、利用者数が限られているため障害福祉サービス事業所が少ない中山間地域において、新たに送迎サービス付
きの障害福祉サービスを提供する事業所に対して補助することにより、中山間地域における障害福祉サービスの確保を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

中山間地域小規模拠点事業所支援事業費 障害保健福祉課

事業概要・目的

　

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

事業所の
指定申請
等

事業所の
開設

円滑な運
営に向け
たﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ

大豊町、
運営法人
と事業所
の開設に
向けた調
整・準備

大豊町 いの町

事業所の
指定申請
等

いの町、
運営法人
と事業所
の開設に
向けた調
整・準備

事業所の
開設

円滑な運
営に向け
たﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ

準
備

準
備

事
業
実
施

事
業
実
施

平成２２年度の実施場所等につい
て、関係町村や運営法人と調整
●中芸地域、香美市（旧香北町、旧物
部村）、高幡地域、幡多地域等

大豊町 いの町

大豊町、運営
法人と事業所
の開設に向け
た調整・準備

第6回協議(5/1）

第7回協議(5/22)
第8回協議(6/19)

事業所の指定申

請(6/26）
指定（7/2）

開所(7/11)
事業開始(7/13)

いの町、運営

法人と事業所

の開設に向け

た調整・準備

第5回協議(6/3)

補助金交付申請
（8/28）

Ｈ20に第1～第5回

協議

Ｈ20に第1～第4回

協議

第6回協議に向

けていの町、中

央西福祉と協議

円滑な運営に向
けたﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

いの町、運営

法人と事業所

の開設に向け

た調整・準備
を継続

事業所の指定申
請等

事業所の開設

円滑な運営に向
けたﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

平成２２
年度の実
施場所等
につい
て、関係
町村や運
営法人と
調整
●中芸地域、
香美市（旧香
北町、旧物部
村）、高幡地
域、幡多地域

等



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松村 （ ９６６９ ）

種別 健康  当初予算額 5,270千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

　近年、全国的に自殺者の急増が深刻な社会問題となっており、中でも高知県の自殺率は、全国でも高い水準で推移し続けていることから、総合的な自殺
対策の推進により自殺の防止と併せて自死遺族に対する支援の充実を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

自殺対策費 障害保健福祉課

事業概要・目的

　

目標：自殺対策行動計画の推進を図り、自殺
死亡率の減少を目指す
・自殺予防情報センターの設置
・自死遺族の集い（月１回開催）

・自殺対策調整員１名雇用、専用電話設置（参
加機関23）
・自死遺族の集い（毎月第３木曜開催）

　・自殺予防情報センター開設、相談対応
　　及び情報提供の実施（通年）

　　・高知県自殺対策行動計画印刷・配布

　・自殺予防情報センター開設、相談対応及
　び情報提供の実施（通年）（5/12）

　　・第1回　関係機関連絡調整会議
　
　　・かかりつけ医うつ病対応力向上研修
　　　委託契約

　　・第1回関係機関連絡調整会議：参加機関23
　　　　（6/22）

　　・啓発用パンフレット増刷、配布

　　・庁内連絡会
　　・第１回　自殺対策連絡協議会
　　・地域関係者等研修会

　　・かかりつけ医うつ病対応力向上研修
　　委託契約

　　・傾聴ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ養成講座(須崎市)42名受講

　　・啓発用パンフレット作成 　　・高知県自殺対策行動計画印刷・配布

　　・自殺予防週間　シンポジウム

　　・こころの健康無料相談会

　　・自殺予防週間シンポジウム：参加者140名
　　　　（9/6）
　　・庁内連絡会（9/8）
　　・第１回　自殺対策連絡協議会（9/10）
　　・自殺予防・こころの健康相談会（高知市）
　　　　(9/13)

　　・第2回　関係機関連絡調整会議
　　・市町村担当者研修会

　　・庁内連絡会
　　・第２回　自殺対策連絡協議会
　　・かかりつけ医うつ病対応力向上研修

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　　・第3回　関係機関連絡調整会議

　　・庁内連絡会

　　・第３回　自殺対策連絡協議会



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑 （ ２４３６ ）

種別 　健康  当初予算額 7,770千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

　　※各課が発注。月締めで支払い

６月

７月

８月

・パンフレットの作成検討開始

　　　　　　　　　　　・人材養成研修会

９月

１０月

１１月

・11/12第2回ひきこもり支援者連絡会議

・11/20ひきこもりを理解するための研修会

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

　ひきこもり地域支援センターを設置し、関係機関のネットワークの連携強化を図るとともに、ひきこもり自立支援に必要な情報を提供し、相談支援体制の充
実を図る。

備考（課題及び成果等）

　

・4/1ひきこもり支援コーディネーター２名雇
用、専門相談電話設置

○4/7家族サロンの設置（毎週火曜日午後）

ひきこもり自立支援対策費 障害保健福祉課

事業概要・目的

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　　　　　　　　　　　・第１回ひきこもり対策連絡会議

　　　　　　　　　　　・第２回ひきこもり対策連絡会議

　　　　　　　　　　　・地域研修会

・6/22第１回ひきこもり支援者連絡会議：参
加機関26

・9/24若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝとのｹｰｽ会議・情
報交換会の開催

・4/27県専門機関の連絡調整会の開催（療
育ｾﾝﾀｰ・中央児相・心の教育ｾﾝﾀｰ・精神ｾ
ﾝﾀｰ）・4/7家族サロンの設置（毎週火曜日午後）

・4/27県専門機関の連絡調整会の開催（療育ｾﾝ
ﾀｰ・中央児相・心の教育ｾﾝﾀｰ・精神ｾﾝﾀｰ）

実施状況・変更計画　

・4/30若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝとのｹｰｽ会議・情
報交換会の開催

（目標）「ひきこもり」にある人が社会参加できるよ
うに、関係機関の連携強化や人材育成を行い、本
人や家族を支援する体制づくりを行う。

執行計画・目標

・4/1ひきこもり支援コーディネーター２名雇用、専
門相談電話設置

　　　　　　　　　　　・第３回ひきこもり対策連絡会議

・5/26若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝとのｹｰｽ会議・情
報交換会の開催

・6/30若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝとのｹｰｽ会議・情
報交換会の開催

・8/20若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝとのｹｰｽ会議・情
報交換会の開催

◎5/12ひきこもり地域支援センターの
開設

5/11ひきこもり地域支援センターの開設
（相談・支援、関係機関との連携強化）

ケース会議等（随時）

パンフレットの作成等
（情報発信）

5/12ひきこもり地域支援センターの開設
（相談・支援、関係機関との連携強化）

ケース会議等（随時）

パンフレットの作成等
（情報発信）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉田 （ ９５６０ ）

種別 　  当初予算額 24,459千円 補正後予算額  　

月

４月

   （本格ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ４、簡易ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ４）

△4/14 Ｈ２０工賃実績、各施設へ報告依頼

    （就労継続Ａ、Ｂ、授産施設）

△Ｈ２０工賃実績、各施設へ報告依頼

　　（就労継続Ａ、Ｂ型、授産施設）

●福祉版アウトソーシング発注開始（～３月）

５月 ●福祉版アウトソーシング発注（～３月）

　　※各課が発注。月締めで支払い 　

△Ｈ２０工賃実績、厚生労働省へ報告 △5/28 H20工賃実績、厚生労働省へ報告

６月 △Ｈ２０工賃実績の公表

　　（障害保健福祉課ホームページへ掲載）

７月

８月 △8/19 Ｈ２０工賃実績を公表

    （障害保健福祉課ホームページへ掲載）

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

○4/23(H21継続）経営コンサルタント派遣先
    の募集（本格２、簡易４）

　福祉施設で働く障害者が自立して生活するために、施設における工賃水準を引き上げる必要がある。このため、「高知県工賃倍増５か年計画」に基づい
て、対象施設における工賃水準の向上に向けた取り組みを支援する。
　また、障害者施設の授産製品や請負可能業務を、企業や公的機関等に訪問して周知し、施設への発注額の増加を図るとともに、県から福祉施設に業務
を委託することによって、施設で働く障害者の工賃水準の向上を支援する。

障害者生産活動支援事業費 障害保健福祉課

　

事業概要・目的

●4/27福祉版アウトソーシング実施要領
   決定。

実施状況・変更計画　

○4/1(H20継続）経営コンサルタント派遣
　 契約締結、実施。（～３月）

　　（Ｈ２０工賃実績については、経済悪化の
　　　影響などのために、前年度と比較して
　　　519円（3.2%)の減額となった。）

○7/17(H21新規）経営コンサルタント派遣先
  の選定、経営コンサルと契約、実施（～３月）

○（Ｈ２１新規）経営コンサルタント派遣先の募
   集（本格２、簡易４）

備考（課題及び成果等）

▲ふるさと雇用再生施設受注促進事業の内
   容検討

○（Ｈ２０継続）経営コンサルタント派遣契約、
   実施（～３月）

　　(本格ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ４､簡易ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ４)

●福祉版アウトソーシング実施要領案の作
   成

執行計画・目標

▲ふるさと雇用再生施設受注促進事業の
　　内容検討

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

▲ふるさと雇用再生施設受注促進事業の委
　　託先の募集、決定

▲ふるさと雇用再生施設受注促進事業、委託
　　契約（～３月）

○（Ｈ２１新規）経営コンサルタント派遣先の選
　　定、経営コンサルと契約、実施（～３月）

▲7/15ふるさと雇用再生施設受注促進事業、
   委託先の契約締結。

▲7/7ふるさと雇用再生施設受注促進事業、
   委託先の決定。

各事業を22年３月まで実施

○経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ派遣事業報告会実施

各事業を22年３月まで実施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑 （ ２４３６ ）
種別 　健康  当初予算額 補正後予算額 29,579千円 　

月
４月

５月

６月

７月

８月

９月 ・テレビ・ラジオCM（9/1～）

・帯屋町アーケード吊り広告（9/1～9/30）
・高知新聞社、四国銀行電光掲示板

・ﾎﾞﾃﾞｨｰ広告路面電車の運行（9/1～9/30）

･高知新聞広告（9/10付）

・9/27自死遺族の集い
１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　
事業概要・目的

担当部局： 地域福祉部
平成21年9月30日

自殺対策緊急強化事業費 障害保健福祉課

　現下の厳しい経済情勢を踏まえ、相談体制の整備や人材の養成等により地域における自殺対策の緊急強化を図る。

執行計画・目標

・9/12、13自殺予防街頭キャンペーン（7箇
所）を自殺予防週間に併せて実施

実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（目標）自殺対策行動計画の推進を図り、自殺死
亡率の減少を目指す。

・7/29自殺対策啓発事業の委託業者をﾌﾟﾛ
ﾎﾟｰｻﾞﾙ方式で決定

・横断幕設置（県本庁舎、各合同庁舎、市町
村庁舎）

・高知駅コンコース・ビジョン、イオンモール
高知ビジョン（9月～11月）

自殺対策普及啓発事業：自殺予防週間等にお
けるテレビ・ラジオCM、新聞広告、啓発番組の
作成、啓発キャンペーン等の実施

自死遺族支援事業：自死遺
族の集い（隔月日曜日開催）

自殺対策担当者等人材養成事業：行政
担当者研修、傾聴ボランティアの養成

市町村自殺対策支援事業：市町村
の自殺対策に対する支援
電話相談活動強化支援事業：いの
ちの電話への補助



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 谷脇 （ 9655 ）

種別 　  当初予算額 なし 補正後予算額 11,411

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　老朽化し整備が必要となっている児童相談所を障害児の相談機能を強化する形で整備し、県西部の児童相談機能強化を図る。

仮設用の実施設計が、平成２２年３月までに完
成必要であるため、その経費について１２月補
正で要計上。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

幡多児童相談所整備事業費 児童家庭課

　

備考（課題及び成果等）

基本計画

実施設計

プロポーザル実施

委託先決定

実施設計委託契約

（サウンティング調

査含む）

実施設計完成

基本計画

実施設計

プロポーサル実施

委託先決定



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北村 （ ９６４０ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 18,519千円 補正後予算額 30,413千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　少子化の進行する中、出生率の減少傾向に歯止めをかけるため、少子化対策の総合的な推進を図る。
　また、高知県少子化対策推進県民会議を中心とする企業・団体と連携して、広がりのある県民運動を推進するとともに、社会全体で子育てを応援する
気運の醸成を図る。
　気運の醸成を図る方法の一つとして、子育て応援広報紙の作成（当初予算）に加えて、子育て応援の店等の情報誌への掲載や少子化問題に関するテ
レビスポットの放映など７月補正で広報予算を拡充し、積極的な広報、啓発を行う。

○こどものひとこと宝物募集開始（7/3～9/11）
▼「WLB推進に関するアンケート」実施（約700事業
所、県民会議構成団体協力）
○出会い応援団制度　企業意見聴取
▼であいのきっかけ応援部会（2回）開催
■子育て支援（1回）／財団等設置（2回）検討チー
ム開催
■こどもプラン作成チーム（1回）
▼子育て応援部会（3回）開催
○こどものひとこと宝物作品展（於：県庁、サニー
マートあぞうの店）
■子育て支援検討チーム（2回・3回）開催
○出会いのきっかけ交流会委託契約締結
■子育て支援検討チーム（4回・5回）開催
▼子育て応援部会（4回）開催
▼出会いのきっかけ応援部会（3回）開催
○テレビスポット委託契約締結
○こどもプラン（後期計画）骨子案への関係部局意
見照会

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

▼子育て応援部会（1回）開催

■第１回本部会議開催
▼第１回県民会議総会開催

○出会いのきっかけ応援事業　10補助事業
決定（7月～2月開催）
▼出会いのきっかけ応援部会（1回）開催

▼子育て応援部会（2回）開催
■財団等設置検討チーム（1回）開催

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
地域福祉部

少子化対策推進費 少子対策課

　

○出会いのきっかけ交流会（2回）
○情報誌掲載（4回）

■第４回階少子化対策推進本部会議

○情報誌掲載（5回）

○情報紙発行（4回）
○情報誌掲載（6回）／冊子納品（応援の店・
こどものひとこと宝物作品集）
○次世代育成支援行動計画（後期計画）公表

備考（課題及び成果等）

○「出会いのきっかけ応援事業」補助事業申
請受付開始（5/18まで）

■第１回少子化対策推進本部会議
　・H21年度の取組方針の決定
　・H22年度予算に向けた検討項目
▼第１回少子化対策推進県民会議総会
　・H21年度の取組方針の決定

○こどものひとこと宝物作品募集開始
○情報紙の発行（１回）

■第２回少子化対策推進本部会議
　・個別課題の検討状況の確認
　・H22予算に向けた方向性検討

○次世代育成支援行動計画こどもプラン（後
期計画）草案作成
○情報紙発行（2回）
○子育て家庭応援事業第１期終了

○テレビスポット放映スタート（10月～3月）
■第３回少子化対策推進本部会議

▼第２回少子化対策推進県民会議総会
○情報誌掲載（1回）
○当初予算見積作業
○出会いのきっかけ交流会（１回）
○フォーラム開催（こどものひとこと宝物表彰
式）

○情報誌掲載（2回）

○情報紙発行（3回）
○次世代育成支援行動計画（後期計画）素案
作成
○情報誌掲載（3回）



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 文化生活部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 文化・国際課 県民文化ホール改修事業費
インフラ

安全
17,743

2 県民生活・男女共同参画課 消費者行政活性化基金事業費 安全 31,643

3 県民生活・男女共同参画課 安全安心まちづくり推進事業費 安全 2,889

4 鳥獣対策課 鳥獣被害緊急対策事業費 横断 122,183

5 私学・大学支援課 県立大学整備費 教育 2,907,626

6 情報政策課 地上デジタル放送受信対策事業費 インフラ 152,564



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川島 （ ２４７４ ）

種別 当初予算額 17,743千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）

・条例改正に向けた多目的室の位置づけ、
　利用料金等の検討

６月10日　設計完了　【繰越事業】
　　　　　　　　設計書の作成
６月下旬　工事契約に向けての準備
　　　　　　 　（施行伺・技術審査会への委託）

・条例改正に向けた多目的室の位置づけ、
　利用料金等の検討

６月10日　設計完了　【繰越事業】
　　　　　　　　設計書の作成
６月下旬　工事契約に向けての準備

実施状況・変更計画　

７月末～９月末
　　　技術審査会による
　　　　　　審査、公告、入札

・条例改正に向けた多目的室の
　利用箇所、利用料金の設定の検討

10月末　仮契約

改修工事の議案提出

議会議決後、契約、着工

インフラ、安全・安心

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　建築後32年を経過した県民文化ホールは、設備を初めとして老朽化が進んでいることから早急な改修工事が必要となっている。
　併せて耐震化を図る必要もあり、改修工事の契約、着工を行う。

7/28技術審査会への工事入札の委任

8/10工事入札の施行伺

・条例改正に向けた多目的室の
　利用箇所、利用料金の設定の検討

9/24技術審査会による入札方法等の審査
9/28工事入札の公告（入札は11/2）

ホール条例改正の議案提出

耐震ブレース等、工場製作

ホール条例改正の議決

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
文化生活部

県民文化ホール改修事業費 文化・国際課

　



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村 （ ９６５３ ）

種別 当初予算額 31,643千円 補正後予算額 53,735千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　◇事業実績報告書の提出(⇒県）
○補助金額の確定通知

　　◇市町村事業計画の提出(⇒県・5/8)
○県計画・県事業計画の提出 (⇒内閣府）
○第1回補助金交付決定通知(5/11)
○市町村への補助金活用アンケート調査(5/14)
　　　　◎司法書士の消費生活センター配置
　　　　　　　(5/18～・月1回)
         ◎弁護士の消費生活センター配置
　　　　　　　(5/25～・月1回)
○幡多地域市町村との意見交換会(5/29)
　◇補助金事業実施計画書の提出(⇒県・6/5)

　
　
　　　　◎消費生活相談員等専門・事例研修Ⅱ
         　  実施（高知市）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　

○補助金交付内示通知

　　◇補助金交付申請書の提出(⇒県)

　　◇事業遂行状況報告書の提出(⇒県)
　
　　　　◎消費生活相談員等専門・事例研修Ⅰ
           　実施（県内６ヶ所）

○仁淀川流域ブロック「消費者行政に関する担当課
長会」(9/1)
　　　　◎先進地事例研修(9/4)

○県計画・県事業計画(変更)の提出(⇒消費者庁・
9/29)

安全・安心

○消費者行政活性化事業説明会

　
　　◇市町村プログラムの提出（⇒県)

○消費者行政活性化事業説明会(4/10)

　　◇第1回補助金事業実施計画の提出
　　　 (⇒県・4/22)
　　◇第1回ヒアリング(4/23)
     ◇市町村プログラムの提出（⇒県・4/27)

担当部局： 文化生活部
平成21年9月30日

消費者行政活性化基金事業費 県民生活･男女共同参画課

○補助金交付決定通知
　　　　◎先進地事例研修実施（高知市）

○第2回補助金交付決定通知(8/17）

事業概要・目的

　

○第2回補助金事業実施計画書ヒアリング(7/2～3)
○高幡広域ブロック「消費者行政に関する担当課長
会」(7/24)
○安芸広域ブロック「消費者行政に関する担当課長
会」(7/28)
○第2回補助金交付内示通知(7/28)

　　◇市町村事業計画の提出(⇒県)
○県計画・県事業計画の策定・取りまとめ
○県計画・県事業計画の提出 (⇒内閣府）
　　　　◎弁護士・司法書士の消費生活センター
　　　　　 への配置 （～３月・月２回）
　　　　◎消費生活センター改修工事（～12月）

　
　　◇補助金事業実施計画書の提出(⇒県)
　
○補助金事業実施計画書ヒアリング

　国の地方消費者行政活性化交付金等を財源として造成する高知県消費者行政活性化基金を活用し、県立消費生活センターや地域住民に身近な市町村の消費生活相談窓
口の機能強化等を図る。
○県事業：消費生活センターの改修、センターへの弁護士等の配置、課及びセンターへの非常勤職員の配置、市町村研修の実施、消費生活講座の開催等
○市町村事業：市町村が実施する消費者行政活性化事業（消費生活相談窓口の機能強化、消費生活相談員等のレベルアップ、消費者啓発の実施等）に対して助成
　　　　　　　　　  市町村消費者行政活性化事業費補助金　【補助先】市町村　　【補助率】定額（10／10）
●高知県消費者行政活性化基金：国が県に交付する地方消費者行政活性化交付金等を受け入れて造成した、消費生活相談窓口の機能強化等地方の消費者行政活性化
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を図るための基金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【積立額（H21.4.1現在）】188,766千円　　【期間】H21～23年度

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋 （ ９３１９ ）

種別 当初予算額 2,889千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

安全・安心

平成21年9月30日
安全安心まちづくり推進事業費

担当部局： 文化生活部

執行計画・目標

県民生活･男女共同参画課

実施状況・変更計画　

　住む人や訪れる人にとって、安全で安心して暮らせる高知県を目指し、互いに支えあい、守りあうことのできる地域社会を築くために、県民、事業者、地域
で活動する団体による犯罪の防止のための自主的な活動や、県、市町村を含めた犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を推進する。
【平成21年度の主な取組】
①防犯意識を高めるための啓発、防犯に関する情報提供
②『高知県安全安心まちづくり推進会議』を中心とする犯罪のない安全安心まちづくりの気運を高める取組
③犯罪の防止に配慮した生活環境の整備の促進
④高知県犯罪のない安全安心まちづくり推進計画に記載した内容の実施及び進行管理

③犯罪の防止に配慮した生活環境整備促進
事業の説明、団体の募集　（4/21高知市老
連、4/22いの町、4/23津野町）
②安全安心まちづくり活動資材贈呈式
　（4/27推進会議構成員の遊技業協会より寄
付）
②土佐地区地域安全協議会総会で安全安心
まちづくり推進会議の取組等を説明（4/30、以
降7月上旬までに全16地域安全協(議)会総会
で説明）

・生活環境整備促進団体（３団体）の募集、
 選定

②安全安心まちづくり説明（5/29、いの町区長
会）

・生活環境整備促進団体（３団体）への情報
 提供、活動用品の提供開始

・安全安心まちづくり庁内推進会議の開催

②県老連事業打ち合わせ（6/15、友愛のまち
づくり事業への協力）
③高知市老連の介良横堀寿会を生活環境整
備促進団体として選定(6/24、活動地区：介良
小学校区)
④安全安心まちづくり庁内推進会議開催
(6/25)
②安全安心まちづくり進会議幹事会開催
(6/29)

・安全安心まちづくり推進会議幹事会の開催
・「安全安心まちづくりニュース」発行（１回目）

・推進計画の進捗状況の公表
（20年度実績及び21年度取組予定）
・推進会議構成団体等の取組の公表
（20年度実績及び21年度取組予定）

③「花咲か見守り隊」出発式(7/1、介良横堀寿
会に情報提供、活動用品提供開始）
③いの町の川内自治会を生活環境整備促進
団体として選定(7/2、活動地区：いの町川内地
区)
③「川内ミニガーデン」開園式(7/10、川内自治
会に情報提供、活動用品提供開始）

②田野町老連で友愛のまちづくり事業安全安
心まちづくり学習会（7/23、以降9月末までに2
市3町1村の老連に説明）

③犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を行
う２団体が、2地区（高知市介良小学校区、いの
町川内地区）で活動を開始した。残る１団体（１
地区）についても下半期から活動予定。

①「安全安心まちづくりニュース」の世帯への直
接配布や町内会回覧を通じ、防犯意識を高める
情報、自らの安全を守るための情報や、犯罪の
防止のための自主的な活動に関する情報を広
範に届けることができた。

・ブロック別県・市町村意見交換会の開催 ①「安全安心まちづくりニュース」第1号発行
（8/11、配布数128,000部）

・「安全安心まちづくりニュース」発行（２回目）

②交通安全対策・安全安心まちづくりブロック
別担当者会（9/2～10幡多・高播・中央・東部）

②市町村及び市町村域の取組を課のホーム
ページで公表(9/30)

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　

事業概要・目的

・全国地域安全運動期間（11日から20日）の啓
発

・「安全安心まちづくりニュース」発行（３回目）

・安全安心まちづくりハンドブックの作成

・庁内推進会議の開催

・安全安心まちづくり推進会議幹事会の開催

・「安全安心まちづくりニュース」発行（４回目）

・高知県安全安心まちづくり総会開催

・「安全安心まちづくりニュース」発行（５回目）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 秋山 （ 2228 ）

種別 当初予算額 2,907,626千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

４～６月

担当部局： 文化生活部
平成21年9月30日

県立大学整備費 私学・大学支援課

教育・子育て 　

事業概要・目的

高知女子大学の保健・医療・福祉分野の学部が池キャンパスに結集し、隣接する高知医療センターとの連携によって、特色ある教育を実践する環境を整
え、日本一の健康長寿県づくりを支える人材の育成を積極的に推進するため、池キャンパスの施設整備を行います。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・新棟建築工事（Ａ棟、Ｂ棟）４月１日着工
・調整池拡張工事４月１日着工

・調整池拡張工事中間検査（６月１８日）

・情報ネットワーク　プロポーザル開始(7月10
日）

・調整池拡張工事完成（８月２３日）

・情報ネットワーク　評価委員会(９月１日）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

新
棟
建
築
工
事



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 深田 （ 9039 ）

種別 当初予算額 122,183千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　中山間で深刻化している野生鳥獣による農林作物への被害や、中山間地域に生活する高齢者等の精神的なダメージとなっている生活の被害等を防止す
るため、有害鳥獣に対する防除、捕獲等総合的な被害防止対策を推進する。平成21年度は20年度に引き続き、特に被害拡大が深刻なシカに対する対策を
拡充・強化し取り組む。
　（１）鳥獣被害緊急対策事業費（①鳥獣被害緊急対策事業費補助金）
　（２）シカ被害特別対策事業費（①シカ被害特別対策事業費補助金　②ニホンジカ生息数モニタリング事業費　③シカ肉利用促進事業費　④シカ個体数調
整事業）
  （３）鳥獣被害対策担い手育成事業費

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

鳥獣被害緊急対策事業費 鳥獣対策課

担当部局： 文化生活部
平成21年9月30日

備考（課題及び成果等）

横断的 　

事業概要・目的

・(1)-①鳥獣被害緊急対策事業費補助金
・(2)-①シカ被害特別対策事業費補助金
・(2)-③シカ肉利用促進事業費（事業化支援）
の補助金交付要綱施行

　→(1)-①、(2)-①、(2)-③・・・申請随時受付・
交付決定

・(2)-③シカ肉利用促進事業費（料理普及推
進）の委託契約
・(2)-④シカ個体数調整事業（狩猟期）の委託
契約

　

・(1)-①鳥獣被害緊急対策事業費補助金
・(2)-①シカ被害特別対策事業費補助金
→　申請随時受付、随時交付決定受付
　　（5月末）
　　(1)-①・・・25市町村、(2)-①・・・18市町村

・(2)-③シカ肉利用促進事業費については、消
費拡大キャンペーン前に契約することとした。
・(2)-④シカ個体数調整事業（狩猟期）の実施
要領の見直検討（単価の統一）
　　→5/15～5/31アンケート実施（市町村、
　　地区猟友会）
　　→6/25～8/28アンケート実施（狩猟者）

・(2)-③シカ肉利用促進事業費（事業化
支援）について公募(6/22～7/21）

交付決定を受けた市町村が行う有害鳥獣捕獲
事業及び被害防除事業の推進

・(2)-④シカ個体数調整事業（山岳地）の委託
契約
・(2)-②ニホンジカ生息数モニタリング事業費
の委託契約

　

　
・(2)-③　　8/3　内示1件（北川村の事業者）

・(2)-④シカ個体数調整事業（山岳地）の
委託契約時期を10月に変更
・(2)-②　委託契約時期を変更

シカ個体数調整事業の円滑な実施によるシカ対
策の推進のため、単価の統一を検討

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・(2)-④シカ個体数調整事業（DNA鑑定）の委
託契約
・(2)-③シカ肉利用促進事業費（販路拡大）に
係る消費拡大キャンペーンの実施

・(3)鳥獣被害担い手育成事業の実施
　　（研修会開催）

新
棟
建
築
工
事



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 谷岡 （ 9770 ）

種別 当初予算額 152,564千円 補正後予算額 244,364千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

インフラ 　

担当部局： 文化生活部
平成21年　9月30日

地上デジタル放送受信対策事業費 情報政策課

事業概要・目的

2011年の地上波テレビ放送の完全デジタル化までに、地域間格差なく地上デジタル放送を受信できるようにする。
　① 自主共聴施設のデジタル化改修の促進（補助事業による支援、テレビ受信者支援センターと連携した市町村・共聴組合への働きかけ）
　② デジタル化対応に関する県民への周知広報（テレビ受信者支援センターと連携した説明会や広報の実施）
　③ 県有施設のデジタル化対応（昨年10月に策定した「県有施設のデジタル化改修計画」の進捗管理）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
①県単補助要綱の制定・市町村への説明
①市町村・共聴組合への働きかけ（～6月）
　 改修が未定の施設（時期の明確化）
①補助申請受付（1次）
＊42道府県検討会（幹事会）

＊部長要望（5月）
＊42道府県検討会（総会）（関係機関への要
望）

②市町村ごとの住民説明会（第1回）

①県単補助要綱の制定・市町村への説明
　　（市町村への説明会4/23開催）
①市町村・共聴組合への働きかけ（4/27～6/30）
・関係市町村への訪問（現状、改修計画の確認、18
市町村訪問）
・共聴施設組合長等への説明会開催（5/14･15土佐
清水市、6/3中土佐町、総通局他参加）
①補助申請受付（随時）
  　（6月末現在　12施設）
＊42道府県検討会（幹事会4/20開催）
＊部長要望（5/21実施）
＊42道府県検討会（総会5/14開催、関係機関への
要望5/20実施）
②市町村ごとの住民説明会（第1回）
　香美市6/1～、香南市6/2～（テレビ受信者支援セ
ンター）

①自主共聴施設の改修計画について、関係市町村に
対し現状確認を行ったところ、平成21年度内の改修目
標（１００施設）より少ない状況であったことから、今後
も引き続き、市町村・共聴組合への働きかけ（H22年度
改修の前倒し要請）が必要。

①共聴施設の改修工事を円滑に進めるためには、県
補助の交付決定（国補助の採択内示）をできるだけ早
い時期に行う必要がある。市町村には、補助申請手続
き（国、県）を速やかに行ってもらうよう要請が必要。

②さんSUN高知7月号への広報掲載
②市町村ごとの住民説明会（第2回）
①市町村・共聴組合への働きかけ（～8月）
　 H22改修予定の施設（前倒等）

①補助申請受付（2次）

②市町村ごとの住民説明会（第3回）

②市町村ごとの住民説明会（第4回）

③施設の所管課に進捗状況の確認

②市町村ごとの住民説明会（第2～4回）
　7月～9月　室戸市ほか18市町村、ﾃﾞｼﾞｻﾎﾟ主催

①7月議会で県単補助金予算を増額補正
　　（40施設改修分、91,800千円）
①市町村への働きかけ
　　（7/17文書通知、共聴施設改修促進について）
　　改修計画の進捗確認

②高知新聞「県からのお知らせ」による周知、広報
　　（8/1朝刊、悪質商法対策、経済弱者支援対策）
②県広報番組ＲＫＣ「おはようこうち」による広報
　　（8/9放送、地デジの準備について）

＊42道府県検討会（幹事会9/7開催）
①市町村への説明会開催
　　（9/10開催、地デジへの対応について）
①補助申請受付（随時）
　　（9月末現在　24施設）

①9月末時点での補助申請受付が24施設（年度内目
標100施設）となっていることから、さらに自主共聴施設
の改修を促進するために、デジタル化改修（国補助）、
老朽化改修（県補助）のそれぞれの補助申請手続き等
を速やかに行うよう、また改修時期の前倒しも含めて、
市町村や共聴施設組合に対し、引き続き、要請を行っ
ていく必要がある。

②地上デジタル放送への移行に関して、新聞、テレビ
を活用した周知、広報を行うことで、県民に対して地デ
ジへの対応等を呼びかけることができた。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①共聴組合への働きかけ（～11月）
　 時期の明確化、進捗状況等
①補助事業の完了検査・支払い（～3月）
②市町村ごとの住民説明会（第5回）
＊42道府県検討会（幹事会・総会）
③施設の所管課に予算要求の要請

②市町村ごとの住民説明会（第6回）

②市町村ごとの住民説明会（第7回）

①共聴組合への働きかけ（～3月）
　 個別相談等への対応

②市町村ごとの住民説明会（第8回）

＊42道府県検討会（幹事会・総会）
②市町村ごとの住民説明会（第9回）

③施設の所管課に計画の予算措置状況を確認

②市町村ごとの住民説明会（第10回）

③計画の進捗報告（情報化推進会議）
③修正計画の国への報告・ホームページ公表



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 産業振興推進部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 計画推進課 産業振興推進総合支援事業費補助金 経済 1,000,000

2 計画推進課 産業振興計画推進費 経済 86,486

3 計画推進課 地域資源活用共有会議運営事業費 経済 2,692

4 地産地消・外商課 おいしい風土こうちサポーターネットワーク事業費 経済 15,516

5 地産地消・外商課 高知サポーターネットワーク化推進事業費 経済 3,766

6 地産地消・外商課 県産品情報発信強化事業費 経済 16,200

7 地産地消・外商課 海外市場販路拡大事業費 経済 22,618

8 地産地消・外商課 輸出促進企業支援事業費 経済 46,417

9 地産地消・外商課 アンテナショップ推進事業費 経済 94,968

10 地産地消・外商課 見本市等出展支援事業費 経済 9,737

11 地産地消・外商課 県産品魅力向上事業費 経済 8,430

12 地産地消・外商課 農産物直販所ステップアップ事業費 経済 11,587

13 地産地消・外商課 集落まるごとグリーン・ツーリズム推進事業費 経済 8,158

14 地産地消・外商課 地産外商推進法人整備・運営事業費 経済 81,611

15 地域づくり支援課 地域づくり支援事業費補助金 横断的 120,000

16 地域づくり支援課 中山間総合対策事業費 横断的 215,399

17 地域づくり支援課 移住促進事業費 横断的 133,065

18 運輸政策課 運輸政策費（物流対策検討委員会運営費） インフラ 1,690

19 運輸政策課 運輸政策費（新聞広告制作掲載） インフラ 14,936

20 運輸政策課 運輸政策費（公共交通活性化総合支援事業費補助金） インフラ 30,000

21 運輸政策課 公共交通乗換検索システム開発委託料 経済 19,936

22 運輸政策課 公共交通案内板等設置事業費 経済 17,370

23 公共交通課 地球にやさしい公共交通推進事業費 横断的 222,797

24 公共交通課 中山間地域の交通の仕組みづくり事業費 経済 42,539



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 土居内 （ ９７４２ ）

種別 経済  当初予算額 1,000,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・第６回～第８回補助金審査会（7/21、8/19、
9/24）
　計12件の審査を行い、採択10件、不採択1
件、手続中1件
　補助額（事業採択ベース）　243,810千円

・補助金交付要綱及び事業実施要領の改正、
運用の制定、活用ガイドの作成(９月９日)

・交付要綱、事業実施要領の施行
・補助金審査会設置要綱、審査要領の施行
・事業審査アドバイザーの委嘱
・補助金審査会の開催（毎月）
・事業採択及び補助金交付の決定

・補助金審査会の開催（毎月）
・事業採択及び補助金交付の決定（毎月）

・補助金審査会の開催（毎月）
・事業採択及び補助金交付の決定
・来年度の補助金要望調査

・補助金審査会の開催（毎月）
・事業採択及び補助金交付の決定

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
産業振興推進部

産業振興推進総合支援事業費補助金 計画推進課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　高知県産業振興計画を効果的に実行するため、商品企画・開発や加工、販路拡大など、生産段階から販売段階までの取組及び観光資源を活かした交
流人口の拡大の取組などを総合的に支援する。

（改善）
・新たに様式を定めた事業計画書に基づき、７
月から審査を実施。これまで審査で指摘された
事業計画書の記載のバラツキは一定改善され
た。

（成果）
・10件の補助金の事業採択を行うことができ、
効果的な活用が図られた。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・補助金審査会設置要綱の施行（４月９日）
・交付要綱、事業実施要領の施行（４月１７
日）
・事業審査アドバイザーの委嘱（４月２０日）
・事業審査要領の施行（４月２２日）

・第１回～第５回補助金審査会（4/22、4/28、
5/20、5/26、6/22）
　　計27件の審査を行い、採択25件、不採択
１件
　　補助額（事業採択決定ベース）　423,189千
円

（課題）
・４月、５月の審査会を通じて、審査で適切に判
断するために、申請書に添付する事業計画書
の様式等を統一するという課題が生じた。

（成果）
・25件の補助金の事業採択を行うことができ、
効果的な活用が図られた。



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 平井 （ ９３３４ ）

種別 経済  当初予算額 40,267千円 補正後予算額 86,486千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 産業振興推進部
平成21年9月30日

産業振興計画推進費 計画推進課

　

事業概要・目的

昨年度策定した県勢浮揚の指針となる産業振興計画を効果的に実行していくため、計画の普及啓発やＰＤＣＡサイクルによる計画の点検によるフォロー
アップ・見直しを実施し、県民の所得の向上及び雇用の創出を目指す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

第１回
フォローアップ委員会

第１回専門部会
連携テーマ部会

第１回地域ＡＰ
フォローアップ会議

産業振興産業振興産業振興産業振興
推進本部推進本部推進本部推進本部

関係部関係部関係部関係部・・・・地域地域地域地域
(PDCA)(PDCA)(PDCA)(PDCA)

第２回専門部会
連携テーマ部会

第２回地域ＡＰ
フォローアップ会議

第２回
フォローアップ委員会

第３回
フォローアップ委員会

第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　確認確認確認確認

上半期上半期上半期上半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　確認確認確認確認

第第第第３３３３四半期四半期四半期四半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　確認確認確認確認

庁内情報
共有会議
（月１回）

本部立上本部立上本部立上本部立上げげげげ 研修研修研修研修・・・・周知周知周知周知

進捗管理進捗管理進捗管理進捗管理
シートシートシートシート作成作成作成作成

第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　作成作成作成作成

上半期上半期上半期上半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　作成作成作成作成

第第第第３３３３四半期四半期四半期四半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　作成作成作成作成

年間実施状況年間実施状況年間実施状況年間実施状況
　　　　整理整理整理整理・・・・分析分析分析分析年間実施年間実施年間実施年間実施

状況状況状況状況　　　　確認確認確認確認

修正修正修正修正・・・・追加追加追加追加
22222222年度予算編成年度予算編成年度予算編成年度予算編成にににに向向向向けけけけ提案提案提案提案

修正修正修正修正・・・・追加追加追加追加

22222222年度年度年度年度にににに向向向向けてのけてのけてのけての対応検討対応検討対応検討対応検討

産業振興産業振興産業振興産業振興
推進本部推進本部推進本部推進本部

関係部関係部関係部関係部・・・・地域地域地域地域
(PDCA)(PDCA)(PDCA)(PDCA)

第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　確認確認確認確認

庁内情報
共有会議
（月１回）

本部立上本部立上本部立上本部立上げげげげ 研修研修研修研修・・・・周知周知周知周知

進捗管理進捗管理進捗管理進捗管理
シートシートシートシート作成作成作成作成

第第第第１１１１四半期四半期四半期四半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　作成作成作成作成

第１回ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ委員
会

第１回専門部会・連携ﾃｰﾏ部会

第１回地域ＡＰﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ会議

上半期上半期上半期上半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　確認確認確認確認

上半期上半期上半期上半期
　　　　実施状況実施状況実施状況実施状況
　　　　　　　　　　　　　　　　作成作成作成作成

修正修正修正修正・・・・追加追加追加追加
22222222年度予算編成年度予算編成年度予算編成年度予算編成にににに向向向向けけけけ提案提案提案提案

【産業振興推進本部】
　・本部を立ち上げ、全庁横断的な体制での計画推進を
　　確認

【庁内情報共有会議】

　・推進本部会に向けた論点の整理、地域・本庁の課題
　　解決に向けた方向性を共有

○成長戦略３１１施策、地域アクションプラン２２１件すべて
　にＰＤＣＡ進捗管理シートを作成し、進捗状況の関係者間
　での課題解決に向け実行

　○本庁・出先の職員向けの知事から研修を行い当初の
　　 業務遂行に当たる意識合わせができた

【フォローアップ委員会】

　・上半期の進捗状況について確認し、「順調に歩みだし
　　ており、概ね計画どおりに進捗している」との評価
　・修正の案件を協議し、予算編成に向けた改訂を了承

【産業振興推進地域本部】
　・本部を立ち上げ、地域横断的な体制での計画推進を
　　確認
　・地域AP２２１件すべてに実行支援チームを立ち上げ
　　て支援

【地域APフォローアップ会議】

　・地域APの各取り組みの進捗状況の確認及び今後の修
　　正・追加等について協議

【専門部会・連携テーマ部会】

・５つの専門分野及び２つの連携テーマについての各取り

　組みの進捗状況の確認及び今後の修正・追加等につい

　て協議

第１回

第２回

第３回

第４回

【産業振興推進地域本部】
　・全地域本部に経営・財務面をサポートできる地域産
　　業振興アドバイザーを配置し、民間事業者からの相
　　談に対する経営的な視点での支援体制を拡充



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 太田 （ ２２１２ ）

種別 経済  当初予算額 2,692千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 産業振興推進部
平成21年9月30日

地域資源活用共有会議運営事業費 計画推進課

事業概要・目的

　

地域の資源や地場産品に関する情報を共有し、商品化につなげるため、地域で実践的な活動をされている商工業者や生産者等を中心にした地域資源
活用共有会議（７ブロックに設置）を活用。
商品化(加工品の原材料となる）を目指す地域資源の特定や、生産者と加工業者とのマッチングをはじめ、外部アドバイザーも入れながら、商品開発から
販売を見通した戦略の検討などを行う。ビジネスプランについては、産業振興推進地域本部を通じて、新たな取り組みとして、地域アクションプランへ位置
付ける。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・事務局設置商工会等、地域本部との認識の
差などにより、第１回会議の開催時期が遅れた
地域があった。
・速やかな会議の開催と有意義な議論を行うた
め、各事務局設置商工会等および地域本部と
連携し、既存の地域アクションプランの磨き上
げ、広域の取り組みのきっかけにするなど、熟
度や地域の実情に合わせて、会議の運営を進
めていく。

・具体的なタマの絞り込みや生産者と商工業者
のマッチングまでには至らず、第１回地域アク
ションプランフォローアップ会議へ地域資源活
用共有会議発の新たな案件の提案はできな
かった。
・第２回地域アクションプランフォローアップ会議
に向けて、他地域の動き等の情報提供やアド
バイザー制度の有効活用など、会議の運営が
充実するように、事務局設置商工会等をサポー
トしていく。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

第１回会議開催

第２回会議開催

第３回会議開催

第４回会議開催

第５回会議開催

第１回地域アクションプラン
フォローアップ会議

第２回地域アクションプラン
フォローアップ会議

外部アドバイザー導入（随時）

事前説明会開催

「地域資源」にかかる研修会の開催

研究部会等の開催（随時）

・補助金交付申請受理および決定（随時）

・補助金実績報告受理および補助金の交
付（随時）

・研修会講師選定および依頼

事前説明会開催

・補助金交付申請受理および決定（随時）
・研修会講師選定および依頼

第１回会議開催

第２回会議開催

外部アドバイザー導入（随時）

第３回会議開催

第１回地域アクションプラン
フォローアップ会議(9/1～12）

研究部会等の開催（随時）

・幡多5/28　・物部川6/8　・安芸6/11

・嶺北6/15　・高幡7/7　 ・仁淀川7/9

・高知市7/23

・嶺北7/15　・幡多8/20　・高幡8/24

・仁淀川9/18　・高知市7/23

・嶺北9/14

第１回会議内容（県内全域）の情報提供



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 久保、徳弘 （ 9753 ）

種別 当初予算額 3,766千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　 県産品等の情報を掲載した広報紙の作成、大手のポータルサイトや雑誌等を活用した情報発信の充実・強化や首都圏等の高知県に縁のある飲食店
とタイアップした県産品試食会や高知フェアの実施により、高知県のサポーターづくりを推進し、県産品の販路拡大を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
産業振興推進部

高知サポーターネットワーク化推進事業 地産地消・外商課

　経済

県産品広報紙作成事業
※県外送付等用

委託内容の整理・検討

委託先の選定
(プロポーザル方式)

６月中を
目途　　⇒

紙面掲載内容
の打ち合わせ
及び取材等
(二ヶ月程度)

県産品広報紙の発行
(5,700部/1回、年度内5回目標)

紙面掲載内容の打ち合わせ
及び取材等

　　　↓
広報紙の作成・発行と送付

創刊準備号(9月)

第2号(11月)
お歳暮特集

第3号新春号(1月)
『龍馬伝』と
からめた特集

創刊号(10月)

第4号(3月)
アンテナョップ特集

委託先の選定:7/1(水)

審査委員会開催

委託先候補者(第1順位)の決定

委託契約の締結:8/3(月)

高知広告ｾﾝﾀｰと委託契約

を締結(金額2,205千円)

履行条件等
に関する協議

紙面掲載内容
の打ち合わせ等

広報紙の発行(16,000部)
創刊号(9/1発行)

紙面掲載内容の
打ち合わせ及び
取材等

　　　　　↓
　　　　　　広報紙の発行(18,000部)
　　　　　　　　１１月号(11/1発行)

紙面掲載内容の
打ち合わせ及び
取材等

　　　　　↓
　　　　　　　広報紙の発行(20,000部)
　　　　　　　　１月号(1/1発行)

紙面掲載内容の
打ち合わせ及び
取材等

　　　　　↓

　　　　　　　広報紙の発行(20,000部)
　　　　　　　　3月号(3/1発行)

県産品広報紙作成事業
※県外送付等用

委託内容の整理・検討

広報紙等作成
実績を有する14

事業者に事前
説明会の開催

通知
　　　　　↓

5社応募

配布先：さんSUN高知県外版送付者(県人会
会員5,000部)に加え、観光特使、各県外事務
所や吉祥寺と築地のアンテナショップ、県関
係の飲食店やホテル等での高知フェア。ま
た、県内の観光施設、道の駅等での県外客
向け。

お魚特集

山の幸特集

里の幸特集



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 前田 （ ９７５３ ）

種別 当初予算額 15,516千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

高知の食材のＰＲや、高知の食材を使っていた
だく高知フェアの提案などの、県外事務所の従
来からの取り組みを活用していくこととした。

事業概要・目的

　雑誌等の出版社や大手のポータルサイト運営事業者等とのネットワークづくりを推進するとともに、首都圏や大阪にある高知県に縁のある飲食店で、雑
誌等のマスコミ関係者等を対象とした高知県の旬の食材を味わってもらう試食会や高知フェアを開催し、飲食店やマスコミ関係者等における高知県のサ
ポーターづくりを推進する

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 　

担当部局：産業振興推進部
平成21年9月30日

高知サポーターネットワーク化推進事業費
（おいしい風土こうちサポーター（県外版）ネッ
トワーク化事業費）

地産地消・外商課

マスコミ関係者との

ネットワークづくり

試食会等開催委託事業者募集開

始（説明会の開催）

試食会等開催委託事業者プロポ

審査

試食会等開催委託事業者募集

委託事業者決定

飲食店への事業趣旨説明及び協

力依頼（東京事務所と連携）

試食会等の内容協議（地産外商

課・関係各課・事業者・東京事

務所）

マスコミ関係者への事業趣旨説

明及び出席依頼（東京事務所と

連携）

試食会・高知フェアの開催

（東京4回、大阪1回）

試食会等の内容協議

（地産外商課・関係各

課・事業者・東京事務

所）

●

●
◎

●

●

事業内容組み直し

（直接実施から、ホテルの「高知
フェア」への支援へ組み替え）

ホテルなどに高知の食材をＰＲ
するためのパンフレット作成

ホテルでの試食会開催委託
・高知フェアへのサポート



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川谷 （ 9740 ）

種別 経済  当初予算額 16,200千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

(下旬)新ポータルサイト構築委託業務のプロ
ポーザルを実施

(上旬)委託業務契約の締結

業務要件（県産品総合サイトとの統合、ポータ
ルサイトの構造やリンク先の検討、アクセス数
増加のための対策、テストマーケティングのあ
り方等）やシステム要件（機器スペック、保守・
運用管理のあり方等）の検討

高知丸ごと情報発信ポータルサイト構築等委
託業務仕様書の作成
　　　　　　　　　　　　↓
情報検討部会及び公募型プロポーザルの準
備

6/2：情報検討部会にて業務説明

6/18：プロポーザル募集要領の公示

「こうち県産品総合サイト」との統合といった仕
様書の変更が生じ、検討に時間を要した。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

7/22　プロポーザル審査会の開催
（候補者：高知電子計算センター）の決定

プロポーザルの提案内容がシステム要件に偏
るところがあった。来年度は、システム要件は
保守委託業務にコンテンツ要件はプロポーザル
で募集するなど、分けて実施することを検討

(上旬)新ポータルサイトの開設(1次)

担当部局： 産業振興推進部
平成21年9月30日

　　「高知に行きたい」「高知のものを買いたい」「高知のことを知りたい」人(主に県外の方)に、「観光」「県産品」「移住」など、高知を身近に感じてもらえる
旬の情報をまるごと発信する、新しいポータルサイトを構築・運営する。

県産品情報発信強化事業 地産地消・外商課

事業概要・目的

　

ポータルサイトの内容に関す
る委託業者との打ち合わせ
・基本設計
・プログラミング
・取材
・リンク先企業との協議

　
　
　
　
　
　
　
　
　
情
報
の
充
実
・
内
容
の
更
新

ポータルサイトの内容に関す
る委託業者との打ち合わせ
・基本設計
・プログラミング
・取材
・リンク先企業との協議

10月16日開設予定

　
　
　
　
　
　
　
　
　
情
報
の
充
実
・
内
容
の
更
新



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 2548 ）

種別 経済  当初予算額 22,618千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・海外商談会（中国）に係る準備活動

・11/5　海外商談会（香港）

・海外商談会（中国）

・1/13、14　海外商談会(シンガポール）予定

海外商談会については、当初の日程から変更
となった。
・中国管内では、11/5に香港で開催
・シンガポール管内では、1/13､14に開催予定

・情報収集のための商社委託については、多数
の商社に打診したが受け入れられず。貿易促
進コーディネータからも効果についても疑問
視。要検討することとした。

担当部局： 産業振興推進部
平成21年 9月30日

海外事務所管内での商談会を開催し、輸出の促進につなげる。併せて、海外での情報収集の強化を図るために商社のネットワークや現地エージェントの
活用により海外展開の活動を強化する取り組みを進めるとともに新たな市場調査を行い、販路の拡大を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

海外市場販路拡大事業 地産地消・外商課

事業概要・目的

・海外商談会（シンガポール）に係る準備活動

・海外商談会(シンガポール）

・海外商談会（香港）に係る準備活動開始
（11/5）

・海外案件調査委託、海外マーケット調査委
託締結（年間で適宜調査の実施）

・商社委託締結（適宜、海外情報収集・提供
やマッチングなど）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 2548 ）

種別 経済  当初予算額 46,417 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・7/13　コーディネーター業務開始

・8/7　上海四国アンテナショップ開設

・8/21～8/23　シティショップ高知フェア

・8/28～9/6　シンガポール伊勢丹四国フェア

・9/18　香港食品販路開拓ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ(勉強会)

・コーディネータ等の募集要綱等の検討

・コーディネータ等の公募開催

・事務補助職員の公募締切
・事務補助職員の採用試験・合格発表
・コーディネータの公募締切

・事務補助職員の業務開始

・コーディネータの採用試験・合格発表
・コーディネータの業務開始（県内企業訪問）

・5/18　コーディネーター等の公募開始
・5/21　香港への県産品輸出ｾﾐﾅｰ（勉強会）
・5/25　事務職員採用試験
・5/27　事務職員合格発表

・6/1　事務職員業務開始
・6/5　上海四国産品常設売場開設(ｼﾃｨｼｮｯﾌﾟ)
・6/12　コーディネーター書類選考合格発表
・6/21　コーディネーター面接試験
・6/24　コーディネーター合格発表

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

事業概要・目的

担当部局： 産業振興推進部
平成21年　9月　30日

（社）高知県貿易協会に貿易促進コーディネータを配置して、県内企業との間で食品、農林水産物などの分野別や国別の勉強会を開催して、海外展開への
動機付けや企業力の向上を図るとともに、貿易相手先とのマッチングを考慮し、県内企業のニーズなどを把握しながら、きめ細やかな海外展開が図られるよ
うに取り組む。

　

輸出促進企業支援事業 地産地消・外商課

輸出促進に向けた勉強会として、香港をター
ゲットにした取り組みを始めた。（企業34社参
加）三段階を予定しており、セミナーや相談会を
２回、経済ミッションを１回行う予定である。

四国４県連携による四国産品常設売場開設事
業が6/5からスタートした。12月までの予定。高
知県からは11社が出展。

産業振興計画の地産外商を進めるために、県
内企業をサポートするために、貿易促進コー
ディネータ4名と事務職員1名を高知県貿易協
会に配置した。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・輸出促進勉強会（第2回）

・上海シティショップイベント（出張対応）

・輸出促進勉強会（第2回）

・上海シティショップイベント（出張対応）

・香港海外商談会（出張対応）

・中国海外商談会(出張対応）

・輸出促進勉強会(第3回）

・国内商談会（第2回）

・コーディネータの評価

・シンガポール海外商談会(出張対応）

・輸出促進勉強会(第3回）

・国内商談会（第2回）

・コーディネータの評価

貿易促進コーディネーターは、業務開始以来、9
月末で県内企業を80社程度訪問し、様々な貿
易に関する様々な支援を行うとともに、海外事
務所と連携した取り組みを進めている。

四国４県連携による四国アンテナショップ開設
事業が8/7からスタートした。年度末までの予
定。高知県からは1社が出展。

シンガポール伊勢丹で四国フェアを10日間開
催。高知県からは6社が出展。人気商品5品目
が1年間の定番商品化した。

香港研究会の第二弾（企業33社参加）

・輸出促進勉強会（第1回）
・国内商談会（第1回）
・ポートセールススタッフ会に参加（月1回開
催）

・上海四国アンテナショップ開設（出張対応）

・シンガポール伊勢丹四国フェア（出張対応）

・シンガポール海外商談会（出張対応）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 香川 （ ２５１６ ）

種別 経済  当初予算額 13,061千円 補正後予算額 94,968千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

（下旬）
・12月議会（関連経費の補正予算提出）

担当部局： 産業振興推進部

物件の選定が完了しなかったため、引き続き物
件の選定作業を実施。これと併せて、収支の見
通しや取り扱う商品の選定、店舗のコンセプト
や盛り込むべき機能、店舗内の機能配置など
の検討作業を実施。

平成21年9月30日

（上旬）
・新たな官民協働組織の設立
（下旬）
・新アンテナショップアドバイザーグループの
設置

新たな官民協働組織である高知県地産外商公
社を設立した。

物件の選定が完了しなかったため、アンテナ
ショップ設立関係のスケジュールの見直しを
行った。

アンテナショップ推進事業費 地産地消・外商課

　

（下旬）内外装工事入札公告

(下旬)
・９月議会(関連経費の補正予算提出)

事業概要・目的

　　首都圏において高知県を売り出す拠点として整備する新たなアンテナショップの事業計画を策定し、店舗整備等を行い、開店の準備に取り組む。ま
た、運営主体となる新たな官民協働型の組織を設立し、アンテナショップの運営につなげる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

詳細設計図書の完成

(下旬)
・物件の絞込み(地産外商推進協議会への報
告)
・基本計画の検討(～２１年２月)
　基本コンセプト、店舗運営計画、経営シュミ
レーション(運営収支計画)　　等

(下旬)
・６月議会(関連経費の補正予算提出)

(上旬)
・新たな官民協働組織の設立
・内外装実施設計及び什器備品整備計画に
係る委託業務のプロポーザル

（下旬）
・物件の絞込み
・新アンテナショップアドバイザーグループに
よる基本計画の策定

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

(下旬)
・内外装実施設計・什器備品整備計画策定

(中旬)
内外装工事等入札公告

(上旬)
・12月議会(関連経費の補正予算提出)
(下旬)
・内外装工事等請負契約締結

　

(中旬)
・基本計画取りまとめ

（上旬）
・プロモーション等委託業務のプロポーザル
　　（複数年事業）

(上旬)
・内外装工事等完了
(下旬)
・首都圏アンテナシッョプのオープン

（下旬）
・新アンテナショップ基本設計の作成完了
・新アンテナショップ不動産賃貸契約の締結
・詳細設計委託業務の入札・契約



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田所 （ ９７３９ ）

種別 経済  当初予算額 9,737千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・募集条件において、市町村等を含んだ高知県
ブースの実施方法

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・会場運営委託事業者決定

（計画変更）
・セミナー（売れる商品と販路開拓）
・出展商品リストアップ
・運営事務局出展説明会（東京）

・会場運営委託業務プロポーザル募集
・セミナー（食品表示と安全性）

・会場運営委託事業者決定
・セミナー（商談手法とセオリー）
・運営事務局出展個別説明会（高知）

・②出展者事前セミナー（商談会事前演習）

・スーパーマーケットトレードショー(2/8～
2/10）

・出展者フォロー（事後アンケート、事業効果
の検証等）

（計画変更）
・出展者個別相談（フォローアップ）
・出展者事前説明会（高知）

・会場設営・搬入
・第４４回２０１０スーパーマーケット･トレード
ショー
　（２／８～１０：東京ビッグサイト）

・出展者フォロー（事後アンケート、事業効果
の検証）

・県と高知市で高知県ブースとして合同で出展
することとなった。

担当部局：産業振興推進部
平成21年9月30日

見本市等に高知県としてブースを出展することにより、県内事業者の販売拡大や販路開拓の機会を提供し、県産品の販売拡大につなげる

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

見本市等出展支援事業費 地産地消・外商課

事業概要・目的

・出展事業者決定

・①出展者事前セミナー（商品販売力）

・会場運営委託事業者募集

・スーパーマーケット･トレードショー出展者募
集、審査事項等関係機関との協議

・スーパーマーケット･トレードショー出展者募
集
・出展事業者選定審査会の開催
・出展者の選定結果通知
（高知県１０事業者・高知市４事業者選定）
・会場装飾等について、関係機関と協議

・０９食博覧会・大阪出展準備

・０９食博覧会・大阪開催（4/30～5/10）

・食博覧会出展者フォロー（事後アンケート、
事業効果の検証等）

・スーパーマーケットトレードショー出展事業
説明会
・スーパーマーケットトレードショー出展事業
者募集

・０９食博覧会事務局運営説明会
・出展者事前説明会
・０９食博覧会開催（４／３０～５／１０）
　前半(4/30～5/4)　４事業者出展
　後半(5/5～5/10)　４事業者出展
・０９食博覧会出展者アンケート調査

・スーパーマーケット･トレードショー出展計画
について市町村の状況を把握（高知市４小間
予定）
・スーパーマーケット･トレードショー出展小間
確保
　（６小間）

・出展募集条件の協議、事前セミナー講師の
確保



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 田所 （ ９７３９ ）

種別 経済  当初予算額 8,430千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・組織編成に伴い事業内容の整理と関係チー
ムとの協議により、効率的な事業の推進を図る
取組みとなった。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・コンクール審査会

・コンクール入賞商品お披露目展示・販売会
（県外）

・③商品相談会及びセミナー（表示・デザイン・
パッケージ）

・コンクール入賞商品お披露目展示・販売会
（県外）

（計画変更）
①セミナー（売れる商品と販路開拓）
・コンクール応募商品紹介（ＰＲ：２ケ所３日
間）

②セミナー（食品表示と安全性）
・コンクール（バイヤーズ見本市、審査会）

③セミナー（商談手法とセオリー）

・コンクール入賞商品お披露目展示・販売会
（県内）

・コンクール入賞商品お披露目ＰＲイベン（表
彰式）
・コンクール入賞商品展示（県庁展示コーナー
外）

（計画変更）
・コンクール入賞商品展示販売会（県内：２日
間）

・コンクール入賞商品展示会（スーパーマー
ケット･トレードショー出展：３日間）

・商品募集にあたり、県の関係部署及び市町
村、銀行等の関係機関へ周知を行った。

担当部局：産業振興推進部
平成21年9月30日

コンクール形式で商品力のある県産品を募集し、優位性をPRするとともに、専門家のアドバイスや消費者の意見をフィードバックする

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

県産品魅力向上事業費 地産地消・外商課

事業概要・目的

・コンクール出品商品募集

・①商品相談会及びセミナー（商品販売力）

・コンクール商品紹介（ＰＲ）

・②商品相談会及びセミナー（販路開拓）

・商品発掘コンクール実施委託業務プロポー
ザル審査委員会の開催

・コンクール委託事業者決定
（受託者）高知新聞企業　6,759,480円
・コンクール募集要項作成・案内（商品募集開
始）

・コンクール応募締切（９／２５）
応募商品数　加工食品　１５３品／８５事業者
　　　　　　　　 非食品　　 　４４品／２０事業者

・アドバイザー公募

・アドバイザーリスト登録

・コンクール委託事業者説明会・募集
・コンクール委託事業者決定
・コンクール募集要項作成

・アドバイザーの選定、リストについては、組
織編成に伴い、関連事業が重複したため当
課で調整してアドバイザー候補リストを作成し
た。

・商品発掘コンクール実施委託業務の公募及
び説明会を実施
【コンクール名称】
土佐のいい物・おいしい物発見コンクール



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小原 （ ９７４１ ）

種別 経済  当初予算額 １１，５８７千円 補正後予算額  決算見込額 千円

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・情報管理システム内容についての打ち合わ
せ
・農林水産物直販所「安心係」養成講習会
・事業実施希望直販所ヒアリング、導入ＰＯＳ
システム調査

・情報管理システム内容についての打ち合わ
せ

・事業実施直販所ヒアリング

担当部局： 地産地消・外商課
平成21年9月30日

農産物直販所で販売される農産物の安全・安心を確保するとともに、来店型販売形態の充実・強化及び販路拡大を支援することにより、農産物直販所
の更なる発展を通じ、地産地消を推進する。

執行計画・目標 実　施　状　況　・変更計画 備考（課題及び成果等）

農産物直販所ステップアップ事業 地産地消・外商課

事業概要・目的

　

・モデル直販所公募

・安全・安心の取り組み聞き取り調査

・モデル直販所決定
・情報管理システム委託業務の確定・委託契
約締結
・ＨＰでの品そろえ情報発信、アドバイザーに
よる実践アドバイス
　　　・農林水産物直販所「安心係」養成
　　　講習会案内

・ＪＡ南国市への事業概要説明

・農産物直販所ステップアップ事業実施要領
策　 定、事業実施直販所募集

　
　
　　 ・農林水産物直販所「安心係」養成
　　　講習会開催（高知市、四万十市）
　

　
　　　・農林水産物直販所食の安全・安心
　　　運営管理者研修（高知市）

・事前準備に時間を要して、事業実施が大変遅
れている。

　

　
　
　
　　　　　・情報管理システムの試行

・情報管理システム内容についての打ち合わ
せ

・アドバイザーによる魅せる店づくりへの
　実践アドバイス

　　・情報管理システム委託契約
　　・ＨＰでの情報発信

　　※備考（課題及び成果等）は、課題は計画に対して、成果は実績に対して記入すること

　　　　　・情報管理システムの試用

　　　　　・Ｈ２１年度販売実績集計

　
　　　　　　　・直販所での研修会

　

　　　　・Ｈ２１年度販売実績集計

　  　　・情報管理システム試用
　　　　・直販所での研修会



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 東谷 （ 9741 ）

種別 経済  当初予算額 8,158千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

伝統的加工技術選定取材

伝統的加工技術の普及・啓発資料作成

　　　　　　　旅行商品開発委託業務実績報告

旅行商品開発委託業務開始(9/1～3/31)○

グリーンツーリズム調査
（農林漁家民宿、レストラン、イベント等）

冊子作成、配付
（高知を実感！田舎丸ごとガイド）

伝統的加工技術選定取材

冊子作成、配付
（高知を実感！田舎丸ごとガイド）

伝統的加工技術選定委員会の開催

グリーンツーリズム調査（農林漁家民宿、レス
トラン、イベント等）・・・ホームページ等へ反映

伝統的加工技術に関する取り組みが遅れてい
る
グリーンツーリズム調査、冊子作成の取り組み
が遅れている

伝統的加工技術意見交換会議（７／１５）
旅行商品開発委託業務プロポーザル審査会
開催(7/28)
旅行商品開発委託業務プロポーザル審査結
果通知(7/31)

旅行商品開発委託業務契約締結(8/31)

平成21年9月30日

事業概要・目的

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

伝統的加工技術選定委員会の開催

伝統的加工技術選定委員会の開催

伝統的加工技術の普及・啓発資料作成

　　　　　　　旅行商品開発委託業務実績報告

集落まるごとグリーン・ツーリズム推進事業 地産地消・外商課

農林漁家民宿開業・経営支援（実践者の相談
対応、随時実施）、ＨＰでの情報発信（随時実
施）

担当部局： 産業振興推進部

伝統的加工技術者に関する情報所有者との
個別打ち合わせ

伝統的加工技術者に関する情報所有者との
個別打ち合わせ
旅行商品開発委託業務プロポーザル募集
(6/18)

　

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

旅行商品開発委託業務プロポーザル準備
農林漁家民宿開業・経営支援（実践者の相談
対応、随時実施）、ＨＰでの情報発信（随時実
施）

伝統的加工技術者の選定
旅行商品開発委託業務プロポーザル募集
　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　　　審査会の
開催

伝統的加工技術選定委員会の開催

①県内でのグリーンツーリズムをはじめとした、体験ツーリズムの取り組みを持続的なものとし､地域の活性化を図ることを目的に、自立できるツーリズム
ビジネス育成と併せて地域ぐるみの取組を支援する。
②農林漁家民宿を拠点として、農林漁家民宿・レストランを組み込んだ着地型旅行商品の造成、誘客を行う。
③伝統的な地域の加工技術を支える、食材、人（伝承者）、技術を選定し、本県の地域が持つ、強みのある資源を体系的に整理し、普及啓発を図る。こう
した資源を地域（集落）の新たな産業の創出（産地か）へと育成するため、民間企業のノウハウを活用した加工品の創出や、ブラッシュアップによる生産拡
大を支援する。

県、委託業者協働で
の地域の情報収集
（随時実施）

・委託業者のホーム
ページで開発旅行商
品の情報発信
・新聞折込チラシで
の旅行商品の県内
周知

県、委託業者協働で
の地域の情報収集
（随時実施）

・委託業者のホーム
ページで開発旅行商
品の情報発信
・新聞折込チラシでの
旅行商品の県内周知



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川谷 （ 9738 ）

種別 経済  当初予算額 0 補正後予算額 81,611千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 ＦＯＯＤＥＸ　ＪＡＰＡＮ２０１０へ出展

8/3　一般財団法人高知県地産外商公社設
立

県外へ売り込んでいく商品の募集開始

募集企業の訪問開始

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

百貨店や量販店、コンビニへの営業活動開始
グルメ＆ダイニングスタイルショー2009へ出展

ホテルでの高知フェアの開催（大阪事務所と
連携）

首都圏新アンテナショップ商品計画の策定

飲食店での高知フェアの開催（東京事務所と
連携）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

一般財団法人高知県地産外商公社設立

県外へ売り込んでいく商品（首都圏新アンテ
ナショップ及び県外へ販路開拓・販売拡大し
ていく商品）の募集

担当部局： 産業振興推進部
平成21年9月30日

高知県産業振興計画に基づいて、県外市場に対する販路拡大活動、情報発信活動を積極的に展開し、県外市場の動向や県外消費者の嗜好に合わせ
た商品戦略の提案を行い、官民一体となって県内事業者の製品力、技術力の強化を図ることを通して、県内事業者の所得向上、県政の浮揚へ寄与する
ことを目的とする公社を設立し、運営していく。

地産外商推進法人整備・運営事業費 地産地消・外商課

事業概要・目的

　



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 原 （ 9781 ）

種別 横断的  当初予算額 120,000 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月
・進捗状況調
査

１月

２月

３月

・補助金交付要綱施行
・事業実施計画（第１次募集）

備考（課題及び成果等）

・随時、実施計画ヒアリング
・補助金内示・交付決定 ・補助金交付決定　2件

　　(ごめん･なはり線活性化協議会、
     四万十町）

・補助金交付決定　4件
　　（馬路村、本山町、仁淀川町、土佐町）

平成21年9月30日

実施計画に対して、随時、ヒアリングを実施し、
迅速な対応に努めている。

・進捗状況調査

・H22年度概算要望調査

地域づくり支援課

・4月1日補助金交付要綱施行
・事業実施計画（第１次募集）

地域づくり支援事業費補助金

・補助金交付決定　6件
    （四万十市2件、香南市、高知市、安芸市、
　　　日高村）

事業概要・目的

　

・H22年度市町村向け事業説明
・H22年度事業要望調査

・進捗状況調査
・H22年度早期着手事業ヒアリング

・補助金交付決定　4件
　　（高知市、四万十市、土佐市、中土佐町）

・補助金交付決定　5件
　　（四万十町、いの町、田野町、安芸市）
・H22年度概算要望調査

　

　・H22年度要綱制定

・事業実施計画（第２次募集）

・随時、実施計画ヒアリング
・補助金内示・交付決定

担当部局： 産業振興推進部

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　地域が自ら考える仕組みをつくり、地域の主体的な活動を助長し、また、人材を育成することにより、自立したまちづくりの促進を図るため、市町村、一
部事務組合、広域連合又は複数の市町村が組織する協議会が地域を元気にするために実施する事業に要する経費について、補助する。

進捗状況調査は、一斉調査でなく、地域支援企
画員を通じ随時実施している。
交付決定は、迅速に対応している。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 下本 （ ９７８１ ）

種別 横断的  当初予算額 215,399 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

（生活支援事業）
・市町村要望の多い「水事業」への対応の検討

（集落活性化アドバイザー事業）
・ＩＣＴを活用した地域おこしへのアドバイス
・過疎対策等の国の動向把握
・集落維持、再生事業の現地調査を通じてのア
ドバイス

・進捗状況調査
・生活支援事業_交付決定（３件）
・飯盛ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ_飯盛ゼミ合宿による現地視
察、講演（奈半利町）

・H22年度概算要望調査

・生活支援事業_交付決定（４件）
・生活支援事業_H22年度要望調査依頼
・小田切アドバイザー_過疎対策等国の動向等の情
報提供（東京）
・小西ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ_県東部、仁淀川町視察及び産振
計画フォローアップ会議出席

・中山間地域生活支援総合事業_２次募集
・中山間地域生活支援総合事業の実施計画
書の提出期限_２次募集

・生活支援事業_実施計画ヒアリング開始（２
次募集分）
・生活支援事業_交付決定（９件）

・中山間地域生活支援総合事業の実施計画
書の提出期限_１次募集
・実施計画ヒアリング

・(5/14)小田切、小西集落活性化ｱﾄﾞﾊﾞｰｻﾞｰ委嘱
・（5/19）飯盛集落活性化アドバイザー委嘱
・飯盛ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ_新過疎法について講演（高知市）
・生活支援事業_ﾋｱﾘﾝｸﾞ開始（１次募集分）

・交付決定
・(6/18)生活支援事業_２次募集
・生活支援事業_交付決定（２件）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・進捗状況調査

・Ｈ２２早着事業ヒアリング

・Ｈ２２事業要望調査
・進捗状況調査

担当部局： 産業振興推進部
平成21年9月30日

備考（課題及び成果等）

１）中山間地域生活支援総合事業
【事業概要】①生活支援事業　②集落維持・再生推進事業　③その他、特に知事が必要と認める事業
【目的】中山間地域の高齢者等が地域で安心して暮らし続けることができる生活環境を築くための仕組みづくりを支援する
２）集落活性化アドバイザー事業
【事業概要・目的】中山間地域における地域の活性化や集落の維持・再生のために、地域政策や集落再生に実績のある大学教授等の専門家からアドバ
イスをもらい、今後の中山間対策のあり方や施策に反映させることを目的とする

・補助金交付要綱施行
・中山間地域生活支援総合事業_１次募集
・集落活性化アドバイザー委嘱（３氏）
・集落活性化アドバイザー相談（随時）

・(4/6)中山間地域生活支援総合補助事業（以
下、「生活支援事業」）交付要綱施行
・（4/15）生活支援事業_１次募集

（生活支援事業）
・移動手段の確保、生活物資の確保事業の要
望が少ない

（集落活性化アドバイザー事業）
・新過疎法の制定に向けた動向把握
・ＩＣＴを活用した地域おこし事例の情報収集

中山間総合対策事業費 地域づくり支援課

事業概要・目的

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

　



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡林 （ 2264 ）

種別 横断的  当初予算額 133,065 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

移住促進事業費 地域づくり支援課

　

担当部局：産業振興推進部

第１四半期では、移住促進を通じた担い手確保
の仕組みの土台づくりを進めるために、
①クラインガルテンの整備方針の検討
②パッケージ商品化の検討
③移住ビジネスの検討
を中心に取り組んだ。

①については一定の整備方針まで検討がなさ
れ、②については、ピックアップのうえ決定し、
③については、関係機関との調整を図ったのち
委託事業の募集を開始した。

・パッケージモデル市町村の決定

平成21年9月30日

・移住コンシェルジュ（総合案内人）の配置、
育成

実施状況・変更計画　

・移住ビジネスに向けた関係機関との協議
・農業農村振興課とのパッケージ商品化につ
いて協議
・第１回四万十町滞在型市民農園整備促進
協議会（クラインガルテン四万十町モデルに
向けた検討開始）
・農業農村振興課とのパッケージ商品化につ
いて協議(モデル市町村候補のピックアップ)
・移住ビジネス雇用再生創出事業委託募集開
始
・第３回四万十町滞在型市民農園整備促進
協議会
・パッケージモデル市町村決定

・パッケージ（第1次産業の担い手対策で研
修、家、生産手段をセットで提供）モデル市町
村の選定

・高知版クラインガルテン（滞在型市民農園）
の検討開始

事業概要・目的

・移住ビジネス協議会立ち上げ

・高知版クラインガルテンの検討終了

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

団塊の世代の大量退職を好機と捉え、その方々を中心とした県外にお住まいの方々や本県出身者に対しての受け入れの仕組みづくりを市町村や民間事
業者と連携して行うとともに、本県の魅力や生活関連情報を効果的に発信することで、本県を長期滞在や移住の地として選んでいただき、地域の活性化
を図る。

・ふるさとインターンシップ事業の検討
・四万十町滞在型市民農園整備事業の交付
決定
・ふるさと雇用再生移住ビジネス創出事業の
審査会
・滞在型市民農園調査等事業の審査会
・四万十町クラインガルテン基本構想の検討
・移住、新規就農希望者フォローアッププロ
ジェクトの申請
・担い手確保に向けた魅力ある就業環境づく
りのための部局連携による協議
・農業振興部との連絡会議
・移住コンシェルジュの配置（３名）　（9/1～）
・移住コンシェルジュの人材育成研修（9/1～）
・市町村との連絡会議
・ふるさとインターンシップ事業の審査会
・移住ビジネス協議会の設立に向けた協議

産業の担い手を確保するための移住対策に向
け、農業振興部や市町村、関係機関等と連携
を図りながら、
本格的に次のような取り組みを進めた。
　①サポート、受け入れ体制の強化
　　　・移住コンシェルジュの設置（3名）
　　　・農業振興推進部（新規就農センター）との
　　　　連携強化
　②関係情報の一元化、情報共有
　　　・人的な情報のデータベース化
　　　・地域情報の充実
　③民間、地域の連携強化
　　　・移住ビジネス協議会の立ち上げ
　　　・市町村等、地域との連携体制の確立
　④他地域との差別化、ブランド化
　　　・高知版クランガルテンの確立
　　　・ふるとさインターンシップ事業の立ち上げ

執行計画・目標

・高知版クラインガルテンの検討中間まとめ

備考（課題及び成果等）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）

種別 　インフラの充実と有効活用 当初予算額 1,690 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

  担当部局：産業振興推進部

執行計画・目標

　

　　　　　　<<<<物流物流物流物流のののの仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり>>>>
庁内各部の物流ニーズや課題整理

事業者との協議

物流システムの検討・分析
　

　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６回開催)

運輸政策課

　

坂本 寿一 (2223)

物流システム原案の作成

関係者との協議

物流システム案の取りまとめ

産業振興計画への盛り込み

事業概要・目的

関係予算の要求

平成21年9月30日

実施状況・変更計画　

<<<<物流物流物流物流のののの仕組仕組仕組仕組みづくりみづくりみづくりみづくり>>>>
庁内各部の物流ニーズや課題整理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者、関係者との協議
 

    　　　　　　　　　　　　　　　物流システムの検討・分析
　
  中山間地域の小ロット産品のための物流の仕組み
　づくりを国土交通省総合政策局に提案(5/13)
　

　　        社団法人高知県トラック協会と意見
            交換会(6/3)

運輸政策推進費(物流対策検討委員会運営費)

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

<目的>
○既存物流システムへの支援や新しい物流の仕組みづくり
　　本県の経済の活性化を図り雇用を確保していくためにも、地理的制約を克服する物流の仕組みづくりを行うことで、競争力のある産業振興が大切
<目標>
○実行元年の産業振興計画を物流面から底支えするための施策づくり（輸送コストの軽減、輸送時間の短縮、ニーズとツールのマッチング）
○中山間地域の小ロット産品のための物流の仕組みづくり(集落住民の所得の向上、県内全体に普及できるシステムの実現)
<取り組み>
○既存物流システムの調査、課題整理、モデル案づくり
○事業者の物流センター機能強化のための支援　など

      　　 先進事例調査(7/3)

 

      　 　第4回産業振興計画本部会議で物流に
       　　関するの追加項目の検討（9/3)

　

 22年度当初予算の要求

　
　
                       物流システム原案の作成
      産業振興計画本部会議に産業振興計画
      への追加内容の具体案の検討

      有識者会議で産業振興計画への追加内容
      の検討
      フォローアップ委員会で産業振興計画への
      追加項目の具体案の検討

                     　　　　物流システム案の取りまとめ
 産業振興計画本部会議及びフォローアップ委員会
で物流に関するの産業振興計画への追加内容の
報告

備考（課題及び成果等）

有識者会議の設置

有識者からのアドバイス

有識者会議の設置

有識者からのアドバイス（５回開催)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）

種別 　インフラの充実と有効活用 当初予算額 14,936 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

事業概要・目的

 
 
                  　　全面（15段）広告

実施状況・変更計画　

４月２９日新聞広告７段
「地球を救う公共交通」

５月３１日新聞広告７段
「路面電車は日本一」

６月２８日新聞広告７段
「暮らしを支える地域のバス」

　　　　　　　　　　　テレビ・ラジオ・さんさん高知

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要：毎月月末の日曜日に高知新聞紙上において、広告を行う。また、テレビ、ラジオ、さんＳＵＮ高知のいずれかの媒体を活用し、公共交通
　　　　　　の割引キップやニュースなどを広報する。
目　　　的：「みんなで考えよう　公共交通」を年間テーマとし、戦略的な広報活動を行う

７月２６日新聞広告７段
「鉄道でミニ旅行」

８月３０日新聞広告７段
「空の交通、航空路線」

９月２２日ラジオによる広報
９月２７日新聞広告７段
「線から面へ。新しい公共交通のかたちを」
９月２９日ラジオによる広報

10月６日ラジオによる広報予定

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）

担当部局：産業振興推進部

運輸政策推進費(新聞広告制作掲載)

　　　　<<<<新聞広告制作新聞広告制作新聞広告制作新聞広告制作・・・・掲載掲載掲載掲載>>>>

新聞シリーズ広告スタート(4/29)　7段

平成21年9月30日
山本　博 (2223)運輸政策課

　

年
間
を
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じ
て
毎
月
一
回
、

公
共
交
通
の
重
要
性
に
つ
い
て
新
聞
広
告
を
行
い
、

公
共
交
通
に
つ
い
て
広
く
県
民
に
考
え
て
も
ら
う

公
共
交
通
に
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す
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お
得
な
情
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や
ニ
ュ
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ス
な
ど
を
お
知
ら
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、

公
共
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の
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促
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を
図
る

今
後
も
新
聞
広
告
は
毎
月
１
回
、

ラ
ジ
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等
は
必
要
に
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て
活
用

し
、

公
共
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に
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て
広
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に
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て
も
ら
う
と
共
に
、

お

得
な
情
報
や
ニ
ュ
ー

ス
な
ど
を
お
知
ら
せ
し
、

公
共
交
通
の
利
用
促

進
を
図
る



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）

種別 　インフラの充実と有効活用 当初予算額 30,000 補正後予算額  　

月

４月

５月

5/17高等学校・
地区長会
事業説明

６月

７月

８月

広報事業

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　　　　担当部局：産業振興推進部

事業概要・目的

平成21年9月30日

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

<目的>
○県民の生活を支える地域公共交通の確保と利便性の向上
　　　公共交通は、高齢化社会が進行する中で、将来にわたって地域で安心して暮らせるための重要な基盤。併せてCO2削減による地域環境の維持にも寄与
<目標>
○地域における公共交通の総合的な仕組みづくりと運営の安定化（鉄道・バスなどの利用者数の増、交通事業者の経営の安定化）
<取り組み>
○総合交通の視点で多様な実証運行と広報活動をセットで展開

7/1 交付申請（→県）
7/1 交付決定（←国：62,334,290円）

7/31 交付決定（←県：30,000,000円）

9/1（公共交通実証実験事業開始）
　
9/26 公共交通サポーターズクラブ設立
　　　 募集開始・中村駅まつり
　　　 ・鉄道、バス共通回数券発売

6/18 交付申請（→国）

備考（課題及び成果等）

　　　　　　　　　　　実証結果の分析、検討

<<<<西南地域公共交通総合連携事業西南地域公共交通総合連携事業西南地域公共交通総合連携事業西南地域公共交通総合連携事業>>>>
関係市町村・事業者と実施事業の調整

実施事業案を持って市町村・学校・事業所での意見交
換や広報活動
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第一次

　　出された意見をもとに実施事業の再調整

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　第二次

サポーターの募集

執行計画・目標

　　　　　　実証事業の開始

　
中間分析による来年度の取り組み検討

実施状況・変更計画　

運輸政策課

　

森田和哉 (9734)運輸政策推進費(公共交通活性化総合支援事業費補助金)

交付申請(協議会→国・県)

交付決定(国・県→協議会)

補助金の精算・確定



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）

種別 経済の活性化 当初予算額 補正後予算額 19,936 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

10月7日委託契約締結予定

  担当部局：産業振興推進部

執行計画・目標

運輸政策課

　

システムの仕様作成

関係者との協議

審査委員選定

公示

審査委員会

委託契約締結

平成21年9月30日

実施状況・変更計画　

二次交通総合推進費(公共交通乗換検索システム開発委託料) 山本　博 (2223)

事業概要・目的

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

<目的>
○これまでネット上の情報発信が不十分であった県内の観光地までの公共交通機関の有無や乗換方法、所要時間などを地図上で検索できるシステムを構築すると共
に、大手交通事業者とリンクさせ、ネットで観光計画を立てる方々の新たな呼び込みや、県民の利活用につなげる
<目標>
○平成21年度11月末で運営を終了する「スマートモビリティ高知」に代わり、県内の二次交通や、複雑な高知市内の交通機関をわかりやすく、地図情報と共に表示でき
る公共交通乗換検索システムを提供し、来年の大河ドラマ「龍馬伝」に向け、来県される観光客の方々に観光地までのスムーズな交通案内を行うと共に、県内の公共
交通利用者の利便性も向上させる。
<取り組み>
○プロポーザル方式による公共交通乗換検索システムの開発

備考（課題及び成果等）

11月末高知市内及び龍馬で
あい博サテライト会場へのア
クセス部分完成

12月1日第1次稼動開始

2月末システム全体完成

3月1日本格稼動

システムの仕様作成

関係者との協議

審査委員選定

8月24日公示

9月17日審査委員会

システム運営に係る県や
交通事業者による官民
協議会の設置

今後のシステム保守
経費の負担など運営
方法について協議す
る



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）

種別 経済の活性化 当初予算額 - 補正後予算額 17,370 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

事業概要・目的

 
 

実施状況・変更計画　

<公共交通案内板等の設置>

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

<目的>
人気のある「土佐・龍馬であい博」キャラクターを活用した統一イメージで、利用者の視点に立った「わかりやすく、楽しい」交通案内の絵地図やルー
ト図、距離・時間・料金などを掲載したパネルなどの案内板を高知駅や高知空港などに設置し、県内の二次交通へのスムーズな誘導や観光案内を
行うとともに、案内板自体を話題や旅の思い出にしてもらおうとするもの

執行計画・目標 備考（課題及び成果等）

担当部局：産業振興推進部

二次交通総合推進費(公共交通案内板等設置)

  

  　　

平成21年9月30日
藤岡美栄(9735)運輸政策課

　

公募型プロポーザルに向け
た準備

・詳細仕様書

・募集要領

・審査要領　など

プロポーザル応募開始

案内板等の設置

契約・発注

関係機関との協議・調整

公募型プロポーザルに向け
た準備

・詳細仕様書

・募集要領

・審査要領　など

関係機関との協議・調整



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川村雅計

種別 横断的  当初予算額 補正後予算額 222,797 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
○低公害型車両の導入を図ることで、地球温暖化防止、ＣＯ2削減に貢献するとともに、環境・観光立県高知のイメージアップにつなげる
【目標】
○ディーゼル車排ガス規制による関東、関西圏への乗り入れ制限に対応し、排ガス規制に適合した車両の導入を促進することで、観光等の交流を促す
とともに、ＣＯ2削減、燃費向上を目指す
【取り組み】
○一般乗合旅客自動車運送事業者及び一般貸切旅客自動車運送事業者の平成１３年以前に登録された車両の更新に要する経費を補助し、補助対象
事業者に、車両に高知県をＰＲするラッピングを依頼する

９／１要綱施行
９／４募集
９／２４応募締切　　　　調整・審査

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
産業振興推進部

地球にやさしい公共交通推進事業費 公共交通課

　

（９３４１）

検査・支払い

１月～３月までの間に、車両登録が完了した
ものから順次、ラッピングを実施

備考（課題及び成果等）

【地球にやさしい公共交通推進事業費】

要綱作成

　

　
募集

応募締切
　

　

交付決定



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川村雅計

種別 経済  当初予算額 補正後予算額 42,539 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

完了・検査・支払い

備考（課題及び成果等）

【中山間地域の交通の仕組みづくり事業】

要綱作成

募集

応募締切

交付決定
　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村との調整
実証運行開始

二次募集締切

交付決定

実証運行開始

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
産業振興推進部

中山間地域の交通の仕組みづくり事業費 公共交通課

　

（９３４１）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
○中山間地域の生活を支える移動手段の確保のため、コミュニティバスの広域展開や多様な仕組みづくりなどの実証実験によって、望ましい交通のあ
り方を探る
【目標】
○基盤整備の充実による利便性の向上
○ヒトやモノの流れの活発化
○地域に安心して住むことができる
○実証結果の提供による県内全域への波及効果
○得られた結果を基に国へ新制度の創設を要望
【取り組み】
○遅れている基盤整備（車両更新等の支援）
○中山間地域の交通仕組みづくりのための実証実験

８／２５要綱策定、募集

９／８応募締切      市町村との調整
　　　　　　　　（申請市町村・未申請市町村）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 商工労働部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 商工政策課 建設業新分野進出支援事業費 経済 7,025

2 商工政策課 １．５次産業推進事業費 経済 11,578

3 商工政策課 産業技術人材育成事業費 経済 18,046

4 工業振興課 成長分野育成支援事業費 経済 109,178

5 工業振興課 中核企業等育成支援事業費 経済 14,268

6 工業振興課 インターネット活用販路開拓事業費 経済 21,012

7 工業振興課 ものづくり商談会開催事業費 経済 13,422

8 工業振興課 ものづくり中小企業製品開発等支援事業費 経済 75,477

9 新産業推進課 コンテンツ産業創出事業費 経済 3,985

10 新産業推進課 成長分野育成支援事業費 経済 9,178

11 新産業推進課 研究成果事業化促進事業費 経済 49,572

12 新産業推進課 環境共生型住宅普及促進事業費 経済 100,000

13 経営支援課 商店街にぎわい再生推進事業費 経済 16,217

14 雇用労働政策課 地域産業担い手人材育成支援事業費 雇用 25,375

15 雇用労働政策課 就職支援相談センター事業費（幡多サテライト） 雇用 13,115

16 雇用労働政策課 職業訓練費 雇用 209,788

17 雇用労働政策課 高知県ふるさと雇用再生特別基金事業費 雇用 1,848,643

18 雇用労働政策課 高知県緊急雇用創出臨時特例基金事業費 雇用 1,322,732



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮地・山崎 （ ９７８９ ）

種別 経済  当初予算額 18,046千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　　　（溶接講習等）
　　　　（食品抜取検査、殺菌等安全性・
　　　　　品質管理指導、新商品開発、
　　　　　巡回指導等）

備考（課題及び成果等）

①各種技術研修の開催
　　（シリーズ・単発、テーマごとに開催）

　②食品加工指導体制強化事業
　　・要綱作成、食品加工特別技術支援員委嘱

　③技術指導アドバイザーによる企業活動
　　 支援事業
　　・要綱作成、アドバイザー登録

  食品加工指導体制事業を随時実施
　　（企業を巡回し食品加工の技術支援、
　　　新商品開発支援。　講習会開催等）
　
　　技術アドバイザー事業を随時実施
　　　（ニーズに応じ、機械金属加工、食品加工
　　　　の技術支援、講習会開催等）

　　　（電子機器、金属加工、機器分析等研修）
　　　（食品保存試験管理指導、新商品開発、
　　　　巡回指導等）

　　　（組込ソフト、電子機器、機械計測等研修）
　　　（食品抜取検査、殺菌等安全性・
        品質管理指導、新商品開発、
　　　　巡回指導等））

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

産業技術人材育成事業 商工政策課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

高知県においては、製造業の基本となる製造技術や品質管理のノウハウを有した人材が不足しているため、外部人材を登用し、将来にわたって食品加工、
機会･金属加工分野等の担い手となる技術者の養成により、企業力強化を図る必要がある。企業等の技術開発力、商品開発力を高め、企業等が抱える製
品開発等の課題解決及び地域における1.5次産品の開発支援を加速し、産業振興計画の推進強化を図る。
　①各種技術研修
　②食品加工指導体制強化事業（食品加工特別技術支援員の配置による食品加工技術指導）
　③技術指導アドバイザーによる企業活動支援事業（機械金属加工、食品加工等）

・技術指導アドバイザーを15名登録、技術指
導及び講習会を実施。

・食品加工特別技術支援員による企業・団体
等を訪問して、技術支援ニーズの把握及び技
術支援を実施。

・製造技術等の人材育成研修を計画的に実
施

・技術指導アドバイザーによる技術指導等（鋳
造技術、溶接技術、メッキ技術の改善指導や、
生産管理講習など）計２３件実施。

・食品加工特別技術支援員による、企業・団体
への訪問による技術支援ニーズ把握及び技術
指導（新製品の開発、加工工程の改善、品質管
理の問題点の解決などの技術支援）を計５１社
に実施。

・人材育成研修は鉄鋼材料、熱処理、計測など
テーマ別に上半期で３７３人が受講。目標の年
間４００人を越えるペースで実施中。
　

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

　

　○食品加工指導体制強化事業
　　・要綱策定済
  　・食品加工特別技術支援員委嘱(5/1)
　　・企業への技術支援を順次実施

　○技術指導アドバイザーによる企業活動支
援事業
　　・要綱策定済
　　・アドバイザー登録
　　・順次支援を開始(5/28生産管理技術講習
会)

（上半期分をまとめて下記に記載）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮地・山崎 （ ９７８９ ）

種別 経済  当初予算額 11,578千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

産業振興計画に基づき、高知県内の農水産業者や商工業者と行政・公設試が連携することにより、新たな食品産業の育成を目指す。
　①農･水･工連携による物部川流域食品産業の活性化支援（シラス洗浄装置開発、元気応援食品量産化研究、魚肉エキスを利用した高齢者食の開発
等）
　②ベジタブル産業推進（農商工連携食品開発、ショウガ食品等）
　③オレンジ産業推進（リキュール開発、柑橘精油精製装置開発、ブンタン加工等）
　④シーフード産業推進（水産加工技術支援）
　⑤地域アクションプラン重点支援

①しらす洗浄装置の報告書を厚生労働省に
提出。高齢者食の物性測定を継続実施。オク
ラの冷凍食品開発を検討。
②ショウガ、トマト加工品、鳥出汁入り減塩調
味料を製品化。
③新高梨、イチジク、柚子、花柚、ヤマモモリ
キュール試作。
④キビナゴオイル漬けの殺菌条件の検討を
実施。
⑤生姜湯、レモン、梅飲料、魚介類の燻製
品、小夏・文旦飲料、グァバ飲料の商品化を
支援。黒潮町特産品開発協議会、ユズ搾汁
農協、四方竹のブランド化の各事業を技術支
援。たたきタレ、マグロ味噌、昆布入り味噌、
柚子果皮・桜花・梨入りチーズケーキ、ゴマだ
れ、鹿肉パストラミ、ソーセージの試作、野菜
ふりかけ、サトウキビ酢、ドレッシングの開発、
土佐茶の香気成分分析、黒糖の固化試験を
実施。

①冷凍なばな事業化。

②ユズ飲料が商品化。

③実生柚子、柚子、ヤマモモリキュール商品
化。
④今年中に商品化の予定。
⑤生姜湯、レモン、梅飲料、魚介類の燻製品は
年度内に商品化を予定。黒潮町特産品開発協
議会事業、ユズ果汁の高知県版HACCPの作
成、四方竹のブランド化事業を推進した。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

①しらす洗浄装置について厚生労働省と検討
を進め、追加試験や報告書の手直しを実施。
高齢者食の物性測定、野菜ふりかけの開発
を実施。
②ユズ飲料の衛生試験を実施。
③ブシュカン、みかん、グァバ、小夏リキュー
ルの試作。
④大月町キビナゴオイル漬けを試作。黒潮町
でのキビナゴ加工品の現地指導を実施。
⑤51企業を訪問、技術調査を実施、技術課題
を取りまとめた。ユズ搾汁農協、アクションプ
ラン実施予定事業所を訪問、現状を調査し、
技術課題を取りまとめた。

②ゆずドレッシング商品化
③グァバ、小夏リキュール商品化

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

1.5次産業推進事業 商工政策課

　

・各種商品開発及び評価
・各種装置の検討・開発・改良
・サンプルや素材の物性測定
・試作品の成分分析
・県産素材の検索

備考（課題及び成果等）

・各地域でのヒアリング、課題の取りまとめ及
び対応の検討
・各種商品開発
・サンプルや素材の物性測定
・機能性成分の分析

・各種商品開発
・各種装置の検討・開発・改良
・サンプルや素材の物性測定
・試作品等の成分分析

・各種商品開発及び評価
・各種装置の検討・開発・改良
・サンプルや素材の物性測定
・試作品等の成分分析



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮地・山崎 （ 9789 ）

種別 経済  当初予算額 7,025千円 補正後予算額  　

ｈ

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　④新分野進出支援ガイドブック作成・配布

　　・補助金精算

備考（課題及び成果等）

  ①建設業支援協議会運営事業
　
　　・補助要綱策定
　
　　・地域支援企画員等説明

・協議会順次立上げ・支援員等が支援
　　　(対象先選定、事業開始)
      (補助金概算払)

  ②県内６ブロックで新分野進出説明会開
催。

　③ニーズに応じ、段階的にセミナー等
　　を開催し支援
　　　（経営多角化セミナー)
 　　 (新分野進出企業経営者講演会）
　　　（新分野進出事例見学会)
 　　 (新分野進出ノウハウ研修）

　

　　④新分野進出支援ガイドブック作成・配布

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

○協議会開催(香南市 6/4 建設業と地域の元
気回復事業関係)

○建設業と地域の元気回復事業（国事業）は、
県内５ヶ所が採択決定(6/25発表)

○説明会・講演会を県下６ヶ所で開催。
合計で建設業関係55社59人、団体や市町村等
の関係者137人が参加。個別相談会で12社の
相談に対応

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

建設業新分野進出支援事業費 商工政策課

　

○建設業協会を訪問し、協議会立上及び建
設業支援協議会運営事業の申請等の説明
(7/2)

○協議会立上関係市町村を地域支援企画員
とともに訪問し、事業等の説明(7/15馬路村、
7/31香南市)

○協議会立上関係市町村に、地域支援企画
員と訪問などにより、建設業支援協議会運営
事業等を説明(8/10香南市 8/14いの町 8/26
梼原町)

○建設業と地域の元気回復事業(国事業)の
二次募集に県内5ヶ所が応募(9/30〆切)

○新分野進出意向のある建設業者の相談に対
応

○協議会開催(幡多地域 8/5 建設業と地域の
元気回復事業関係)

実施状況・変更計画　

○補助要綱策定済

○地域支援企画員等に事業説明
　 県内７ヶ所で地域支援企画員を訪問し説明
(5/13-25)

○建設業と地域の元気回復事業(国事業)の
一次募集に県内８ヶ所が応募(5/25〆切)

○県内６ブロックで新分野進出説明会を実施
(5/27-6/11）
○新分野進出企業経営者講演会を、新分野
進出説明会と合わせて県内６ヶ所で実施

　これまで、地域を支えてきた建設業者は近年の公共事業費の急激な減少で厳しい経営環境が続き、就業者数も減少している。
一方で、本県を支える重要な産業である農林業や介護・福祉などを担う人材が不足している。
　このため建設業の持つ能力を生かして、農林業や介護・福祉など、これから本県の成長を支える新たな分野へ進出し、地域で働く場を確保するため、新
分野進出を行おうとする建設業者を支援する体制を総合的に整備する。

執行計画・目標



平成21年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西尾 （ ９６９１ ）

種別 当初予算額 109,178千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（下旬）補助金実績報告・完了検査

（上旬）第3回
・　天然素材研究会
（中旬）第4回
・　食品研究会

（中旬）第4回
・・天然素材研究会

（中旬）第３回研究会
　　　　　・異業種交流会

（中旬）第４回研究会
　　　　　・個別相談会等

8/5第1回研究会
（4テーマ合同）

9/7第2回
・　食品研究会
9/8第2回
・　天然素材研究会
9/26第3回
・　食品研究会

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

（中旬）研究会設置準備
　　　　　【リーダー等選定、要綱等の整備】

研究会設置準備【設置要綱等検討】

（上旬）研究会設置、研究会参画企業等公募
研究会設置準備【設置要綱等制定】
研究会参画企業等公募
（5/15～6/12　※ただし7/31まで随時受付）

（上旬）第１回研究会
　　　　　・セミナー開催等
・
（下旬）第２回研究会
　　　　　・素材生産者との
。。。。。。マッチング

研究会設置準備【リーダー等の選定】
研究会設置

　

事業概要・目的
　成長が期待され潜在力のある分野や企業への重点的な支援を実施するため、食品や環境などテーマごとに企業や専門家等で構成する研究会を設置して、
事業化への取り組みを促進する。

経済

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

成長分野育成支援事業費 工業振興課

補
助
事
業
執
行

企
業
等
に
よ
る
事
業
化
プ
ラ
ン
の
策
定

研究会の執行計画

ビジネス
プラン
発表会

ビジネス
プラン
発表会

ビジネス
プラン
発表会

補助金審査受付
補助金審査
補助金交付決定

補助金審査受付
補助金審査
補助金交付決定

補助金審査受付
補助金審査
補助金交付決定

企
業
等
に
よ
る
事
業
化
プ
ラ
ン
の
策
定

ビジネス
プラン
発表会

補助金審査受付
補助金審査
補助金交付決定

ビジネス
プラン
発表会

補助金審査受付
補助金審査
補助金交付決定

補
助
事
業
執
行



平成21年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山崎 （ ２５１４ ）

種別 経済  当初予算額 14,268千円 補正後予算額  決算見込額 　

月
４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

中核企業等育成支援事業費 工業振興課

事業概要・目的

　

県に定期的な企業訪問を行う専任チームを配置するとともに、県内の全ての産業支援機関が連携した企業支援を検討する会議を設置し、協調して企業支
援を行う。

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
中核企業等育成支援会議開催準備
　○設置要綱作成（構成員の選定）
　○守秘義務協定作成
　○委託事業（ふるさと雇用）の準備
金融機関との包括協定

中核企業等育成支援会議開催準備
　○設置要綱作成（構成員の選定）
　○守秘義務協定作成
　○委託事業（ふるさと雇用）の準備

支援対象企業の選定基準（選定理由）

中核企業等育成支援会議キックオフミーティング
　○設置要綱の承認
　○支援企業選定の方向性を確認
支援会議の構成員間での守秘義務協定締結
委託事業（ふるさと雇用）を６月補正で計上

構成員への事前説明
委託事業（ふるさと雇用）を６月補正で計
上

第１回中核企業等育成支援会議
　○支援企業の選定
　○ビジネスマッチング事業の方向性を報告
ビジネスマッチング事業の公募開始

キックオフミーティング
　○設置要綱の承認
第１回会議
　○支援対象企業（候補＋予備）選定

第２回中核企業等育成支援会議
　○ビジネスマッチング事業のプロポ審査会
　○生産性向上補助要綱について報告
委託事業（ふるさと雇用）の契約締結
生産性向上補助開始

ビジネスマッチング事業の公募開始

第３回中核企業等育成支援会議
　○生産性向上補助審査会
第１回ものづくり養成プロジェクト検討会議

第２回会議
　○ビジネスマッチング事業のプロポ
　　審査会
　○企業訪問状況報告
構成員間での守秘義務協定締結

委託事業（ふるさと雇用）の契約締結
ビジネスマッチング事業の契約締結

第４回中核企業等育成支援会議
　○各構成員の事業報告
第２回ものづくり養成プロジェクト検討会議

第３回会議
　○企業訪問状況報告
　○生産性向上補助要綱について報告
生産性向上補助開始

第５回中核企業等育成支援会議
　○各構成員の事業報告
第３回ものづくり養成プロジェクト検討会議

第４回会議
　○生産性向上補助審査会

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

第６回中核企業等育成支援会議
　○各構成員の事業報告

第５回会議
　○各構成員の事業報告

県の選任チームによる
企業の定期訪問



平成21年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 柏井 （ ２５１７ ）

種別 経済  当初予算額 21,012千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

インターネット活用販路開拓事業費 工業振興課

　

事業概要・目的

インターネットを活用した企業情報の発信と販路拡大のための仕組みづくりのために、県に情報発信、受注のための新たなサイトを構築する。
　　　　① 緊急雇用創出県内企業データベース作成委託料（11,716千円）
　　　　② 緊急雇用創出製造業ポータルサイト構築等委託料（9,296千円）
　　　　③ 受注拡大検討委員会事業費（事務費で対応）

執行計画 実施状況・変更計画 備考（課題及び成果等）

★高知市、南国市、香南市、センターとの調整
①②4/23ポータルサイト・データベースについ
て産振センター・高知市・南国市・香南市と協
議

○各支援機関との事業の重複
高知市、南国市、香南市、センターが計画してい
る事業との重複を避けるため、連携して実施。
役割分担の確認
　　*重複する事業：商談会、企業名簿作成

①データベース作成委託契約（産振センター）
②ポータルサイト構築等委託のプロポーザル
準備
③第1回受注拡大検討委員会開催
★高知市、南国市、香南市、センターとの調整
ポータルサイト構築公募

①②5/13両事業の産振センター・高知市との
協議

②ポータルサイト構築等委託先決定、委託契
約

①データベース作成事業開始
　・一万社のデータベース作成
　事業期間：7月中旬～1月中旬
②ポータルサイト構築等事業開始
　・ポータルサイト制作　・受注企業名簿作成
　　*企業の公募開始
　事業期間：6月中旬～12月中旬
③第2回受注拡大検討委員会開催

①7/6データベース作成委託料契約締結
①②7/16両事業の高知市香南市との協議
③7/30　受注拡大検討委員会（ポータルサイト
の仕様等の協議）

②8/25情報政策課電算処理業務協議

②ポータルサイト構築等事業
　・受注企業名簿完成

③9/16受注拡大検討委員会（展示会出展審
査）
②9/28情報化推進会議協議

②ポータルサイト試験運用開始
③第3回受注拡大検討委員会開催

②ポータルサイトプロポーザル公募

②③受注拡大検討委員会（ポータルサイト業
者選定審査会）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

②ポータルサイト構築等事業完了
　・ポータルサイト本格運用開始
③第4回受注拡大検討委員会開催

②1月末ポータルサイト仮運用

①2/28データベース作成事業完了

①データベース作成事業完了
②ポータルサイト本格運用開始
③受注拡大検討委員会開催



平成21年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 柏井 （ ２５１７ ）

種別 経済  当初予算額 13,422千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

ものづくり商談会開催事業費 工業振興課

事業概要・目的

　

ものづくり企業を対象にした県外での受注開拓のため、ネット上の情報発信等の仕組みとリンクさせた受注商談会を開催する。
　　　　①高知県ブース設置事業（11,093千円）
　　　　②商談会開催事業費補助金（2,329千円）

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

①高知県ブース設置事業（大阪）
ブース申込み
②商談会開催事業実施要綱制定
★高知市、南国市、香南市、センターとの調整

②4/23　商談会開催事業について産振セン
ター・高知市・南国市・香南市と協議

①高知県ブース設置事業（東京、大阪、名古
屋）
　　*企業の公募開始
②商談会開催事業費補助金交付決定・概算
払い

②5/22　商談会開催事業費補助金交付要綱
の制定

②商談会開催（大阪）
①7/30　受注拡大検討委員会（見本市出展場
所の決定）

②8/5　商談会開催事業費補助金の交付決定
①8/14　見本市出展企業の募集開始（大阪・
名古屋）

②商談会開催（名古屋）

①9/11　見本市出展企業の募集開始（横浜）
及び追加募集（名古屋）
①9/16　見本市出展業務委託プロポーザル審
査会

①７日～９日　｢関西｣機械要素技術展出展
　　会場：インテックス大阪

①10/1　見本市出展委託業務の契約
①10/7～9　第12回関西機械要素技術展
（大阪市・インテックス大阪）
②10/16　徳島・香川・高知広域商談会
（徳島市・アスティとくしま）

①メッセナゴヤについて、出展企業数の確保
①11日～14日　メッセナゴヤ出展
　　会場：ポートメッセなごや

①11/11～14　メッセナゴヤ2009
（名古屋市・ポートメッセなごや）
②11/24～25　兵庫県での商談会（場所未定）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

②商談会開催（東京）

①テクニカルショウヨコハマについて、出展企業
数の確保

②2/3　関西商談会（大阪市・梅田新阪急ホテ
ル）
①2/3～5　テクニカルショウヨコハマ2010
（横浜市・パシフィコ横浜）

②商談会開催事業費補助金検査確定
①見本市出展業務委託料の支払い
②商談会開催事業費補助金検査確定

①展示会検討中（東京）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 池澤 （ ９７２４ ）

種別 経済  当初予算額  補正後予算額 75,477千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○「ものづくり中小企業試作開発等支援事業」
　　（中小企業庁）の第２次募集分締切

○補助金交付要綱制定
○「ものづくり中小企業試作開発等支援事業」
　　（中小企業庁）の第２次採択結果発表
○補助金交付申請受付開始
○補助金交付決定

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　県内企業の産業間連携による競争力を強化し、製品の高付加価値化や新分野進出による将来の発展につなげる布石を打つため、国の経済危機対策を
最大限に活用し、新たな成長を切り拓く試作開発から販路開拓までの取り組みを一層強力に支援する。

　中小企業庁が実施する「ものづくり中小企業試作開発等支援事業（第１次・第２次募集）」に採択された事業に対する補助

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

○補助金実績報告

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

ものづくり中小企業製品開発等支援事業費 工業振興課

　

備考（課題及び成果等）

○補正予算成立

○「ものづくり中小企業試作開発等支援事業」
　　（中小企業庁）の第1次採択結果発表

○「ものづくり中小企業試作開発等支援事業」
　　（中小企業庁）の第1次採択結果発表

○「ものづくり中小企業試作開発等支援事業」
　　（中小企業庁）の第２次募集分締切



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小味、栗山 （ ９７５０ ）

種別 経済  当初予算額 ３，９８５千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

本県は「まんが甲子園」の開催や、著名な漫画家の輩出など「まんが資源」が多く蓄積されている他、豊富な自然環境に恵まれるなど、特色ある地域コン
テンツを有している。こうした地域コンテンツを活用し、積極的に県内外へ発信する仕組み作りを支援することにより新たなコンテンツ産業の創出を目指
す。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

○第4回推進会議開催
○今年度業務のまとめ

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

コンテンツ産業創出事業 新産業推進課

　

○コンテンツビジネス研究会開催
○今年度業務のまとめ

○コンテンツビジネス研究会開催

○コンテンツビジネス研究会開催

○コンテンツビジネス研究会開催

○コンテンツビジネス研究会開催

○コンテンツビジネス推進組織の発足
○コンテンツビジネス研究会の開催
　　　　　　(月一回程度の頻度で開催)

○クリエイター実態調査発注
○コンテンツビジネス研究会開催

○コンテンツビジネス研究会開催

○コンテンツビジネス研究会開催
○クリエイター実態調査結果報告

○コンテンツビジネス研究会開催
○次年度予算要求

○コンテンツビジネス推進組織体制検討

○クリエイター実態調査中間報告（10/15）
○第2回推進会議開催
○「第2回高知まんが・コンテンツビジネス創
出塾」開催
○次年度予算要求

○クリエイター実態調査委託契約締結、調査
開始(9月上旬）
○「第１回高知まんが・コンテンツビジネス創
出塾」開催(9/17)

○コンテンツビジネス研究会開催
○クリエイター実態調査取りまとめ
○次年度計画案策定

○コンテンツビジネス推進組織体制検討
　・「高知まんが・コンテンツビジネス塾」（以下
「まんが塾」）メンバーと今後の推進イメージ及
び推進委員メンバー候補について意見交換
○四国経済産業局コンテンツ産業支援室と協
議
　・21年度コンテンツビジネス関連事業の進め
方について協議

○推進会議委員候補の選定、依頼
○四経局及び「まんが塾」メンバーとの意見交
換会（5/16）
　　・四経局事業への企画提案の内容検討

○推進会議委員への就任依頼
○第１回推進会議開催（6/20）
　　・クリエイター実態調査、運営方法検討

○クリエイター実態調査委託業務プロポーザ
ル公募開始(7/23)
○四経局「高知まんが・ビジネス創出支援事
業」実施決定

○クリエイター実態調査委託業務プロポーザ
ル審査会(8/17)

○第1回コンテンツ研究会開催
○クリエイター実態調査中間報告（11/6）
○「第3回高知まんが・コンテンツビジネス創
出塾」開催

○第3回推進会議開催
○「第4回高知まんが・コンテンツビジネス創
出塾」開催

○第2回コンテンツ研究会開催
○「第5回高知まんが・コンテンツビジネス創
出塾」開催

○第3回コンテンツ研究会開催



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松村 （ ２５３８ ）

種別 経済  当初予算額 9,178千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

成長分野育成支援事業 新産業推進課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　県内経済を活性化させるため、成長が期待され潜在力のある分野で、テーマごと（環境・健康福祉）に企業や専門家等で構成する研究会を設置して、事業化への取組
みを重点的に支援する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

（中旬）研究会設置準備
　　　　　【リーダー等選定、各種要項等整
備】
（下旬）研究会参加者募集開始

（上旬）研究会
（第1回目）

（上旬）研究会
（第2回目）

（上旬）研究会
（第3回目）

（上旬）研究会
（第4回目）

ビジネス
プラン
発表会

ビジネス
プラン
発表会

ビジネス
プラン
発表会

事
業
体
の
活
動

（
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
の
策
定

）

※公募期間以降に参加を
　希望される場合は随時参
　加可能

新
事
業
創
出
支
援
チ
ー

ム
に
よ
る
事
業
化
に
向
け
た
支
援

研究会設置準備【設置要綱等検討】

研究会設置準備【リーダー等の選定】
研究会設置

研究会設置準備【設置要綱等制定】

8/5第1回研究会
　（4テーマ合同）

9/16第2回環境研究会

事
業
体
の
活
動

（
ビ
ジ
ネ
ス
プ
ラ
ン
の
策
定

）

ビジネス
プラン
発表会

ビジネス
プラン
発表会

新
事
業
創
出
支
援
チ
ー

ム
に
よ
る
事
業
化
に
向
け
た
支
援

（中旬）
　・第3回環境研究会
　・健康福祉研究会
　　（個別相談会（2社程度））

（中旬）
　・第4回環境研究会
　・健康福祉研究会
　　（個別相談会(2社程度））

研究会参画企業等公募
（5/15～6/12　※ただし7/30まで随時受付）

（中旬）
　・健康福祉研究会
　　（個別相談会(2社程度））



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松村 （ 2538 ）

種別 経済  当初予算額 49,572千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

平成21年　9月30　日
商工労働部

研究成果事業化推進事業 新産業推進課

　

中旬　概算払

担当部局：

事業概要・目的

中旬　概算払
　※10月20日遂行状況報告書提出

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要：地域結集型共同研究事業の成果等を活かした研究開発の推進及び事業化に向けた支援を行う(財)高知県産業振興センターに対して、
　　　　　　　事業の運営に必要な経費及び研究の遂行に必要な経費を補助する。
事業目的：本県に付加価値の高い新しい産業を創出するため、これまで産学官が連携して推進してきた研究開発等を活用し、
　　　　　　　県内での事業化に向けた先導的な共同研究を推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

1日　　補助金交付決定
中旬　概算払

中旬　概算払

　※4月10日実績報告提出

・事業化支援
・研究開発ｻﾎﾟｰﾄ

ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ管
理運営を工科

大に移管

4/14 補助金交付決定
4/16研究計画協議（工科大）

4/27第1回概算払

7/30第2回概算払

8/3　クリーンルーム管理協議（工科大）
　　　　・10月1日の管理移管に向けた状況確認
　　　　・22年4月以降の管理方法についての協議

9/9　特許協議（ＦＥＬ関連）
　　　　・許諾先企業との出願中の特許についての
　　　　　情報共有

6/23研究計画協議（工科大）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 須藤 （ ２５３８ ）

種別 経済  当初予算額 0千円 補正後予算額 100,000千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

環境共生型住宅のモデルハウスを整備することで、地域の工務店や造園業者に緊急の需要を創出するとともに、地域における環境共生型住宅普及体制の強化を図る。
また、住民に環境共生型住宅のメリットを直接体験してもらうことにより、その需要の創出を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

環境共生型住宅普及促進事業 新産業推進課

　

備考（課題及び成果等）

8月中旬　建築設計･監理委託業務ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
　　　　審査会（1次審査）
8月下旬　建築設計・監理委託業務ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
　　　　審査会（2次審査）

9下旬　用地測量委託業務（11/上旬まで）
　　9下旬　建築設計･監理委託業務（10下旬まで）
　　　　　9下旬　建設用地鑑定評価（10/中旬まで）

11月上旬　建築工事入札

11月下旬　建築工事着工、監理業務契約

3月下旬　モデルハウス竣工

10月上旬　推進協議会運営委託

10月中旬　推進協議会
　　　　　　　開催

1月中旬　建築見学会開催

3月下旬　完成見学会及び
　　　　　　 普及ｾﾐﾅｰ開催

8/19　建築設計･監理委託業務ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
　　　　審査会（1次審査）
8/24　建築設計・監理委託業務ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ
　　　　審査会（2次審査）

9/28　用地測量委託業務契約（実施期間：11/11まで）
9/29　建築設計委託業務契約（実施期間：10/30まで）
9/29　建設用地鑑定評価依頼（実施期間：10/14まで）

9上旬　推進協議会運営委託ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ審査会 9/8　推進協議会運営委託ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ審査会



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 堀内 （ ９６７９ ）

種別 経済  当初予算額 16,217千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

商店街等において、空き店舗を活用した事業活動を支援することにより、空き店舗を早期に解消し、商店街のにぎわいの創出と活性化を図ることを目的と
する。
商店街等における空き店舗への出店や、空き店舗を活用した産直・アンテナショップなどの設置、さらには、商工団体等が観光情報発信基地やコミュイ
ティ施設を設置する場合も対象とし、改装費の一部を支援する。

・事業認定申請受理、ヒアリングの実施、事業
認定作業
・交付申請受理及び交付決定作業
（高知市内　２件）

・完了事業の実績確認・補助金支払い
（２件のうち１件）

（随時）補助事業者に対する経営指導

・市や商工会議所と連携をとりながら、実施でき
た。
・申請者の相談・申請が工事着手直前であり、
時間的余裕が少ない。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・事業内容のＰＲと市町村との連携
・市町村の補助制度との関係もあり、照会は
あったものの具体にまで結びつかなかった。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

商店街にぎわい再生推進事業 経営支援課

　

・市町村との連携（随時）

・事業認定申請受理、ヒアリングの実施、事業
認定作業（随時）
・交付申請受理及び交付決定作業（随時）
※年度内に事業完了が確実な場合に限る

・完了事業の実績確認・補助金支払い

・補助要綱の見直し・検討

（随時）補助事業者に対する経営指導

空き店舗を解消することにより、商店街ににぎ
わいを創出し、活性化を図る。

備考（課題及び成果等）

・事業内容のＰＲと市町村との連携（随時）

・事業認定申請受理、ヒアリングの実施、事業
認定作業（随時）
・交付申請受理及び交付決定作業（随時）
・完了事業の実績確認・補助金支払い

（随時）補助事業者に対する経営指導

・事業内容のＰＲと市町村との連携（随時）

・事業認定申請受理、ヒアリングの実施、事業
認定作業（随時）
・交付申請受理及び交付決定作業（随時）
・完了事業の実績確認・補助金支払い

（随時）補助事業者に対する経営指導

・市町村との連携（随時）

・事業認定申請受理、ヒアリングの実施、事業
認定作業（随時）
・交付申請受理及び交付決定作業（随時）
・完了事業の実績確認・補助金支払い

（随時）補助事業者に対する経営指導



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森本　由香 （ ９７６６ ）

種別 経済  当初予算額 25,375千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

7月：5校で事業（技術指導外）実施
　　　　11社と連携　参加生徒：45名

8月：7校で事業（技術指導外）実施
　　　　29社と連携　参加生徒：52名

9月：2校で事業（技術指導）実施
　　　　2社と連携　参加生徒：21名

＜成果＞
・新規対象校１校より計画書の提出があり、実
施予定校が１５校になる。
・受入れ企業との調整がつかず、計画の変更も
多少はあるが、ほぼ計画通りに各校実施。

＜課題＞
・マッチングがうまくいかないケース等の情報を
早目につかみ、うまく調整できるよう、学校との
連絡を密にしていく必要がある。

第２回人材育成連携推進委員会幹事会の開
催
第２回人材育成連携推進委員会の開催

第２回人材育成連携推進委員会の開催は11
月上旬に変更

第３回人材育成連携推進委員会幹事会の開
催
第３回人材育成連携推進委員会の開催

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

専任コーディネーターの委嘱
ふるさと雇用再生キャリア教育推進事業委託
（プロポーザル審査会）

4/1 コーディネーターの委嘱

＜成果＞
・対象校２３校のうち１４校から計画書の提出が
あった。（うち、新規対象校５校）

ふるさと雇用再生キャリア教育推進事業委託契約

第１回人材育成連携推進委員会幹事会の開
催
第１回人材育成連携推進委員会の開催
各学校から連携事業実施計画書の提出

5/20 連携事業実施計画書提出
5/26 第１回人材育成連携推進委員会幹事会
の開催

計画承認後、連携事業の実施開始
（コーディネーターによる学校と企業のマッチ
ング）

6/1 第１回人材育成連携推進委員会の開催
6/5 当初の計画承認
6/17 ふるさと雇用再生キャリア教育推進事
業委託契約
6月：2校で事業（技術指導外）実施
　　　　2社と連携　参加生徒：6名

　

事業概要・目的

　将来の地域産業を支える担い手の育成と、若年労働力の確保を目的に、専門高校及び普通校に専門科や専門科目を置く高校と産業界、行政による連
携体制を構築し、産業人材の育成に取り組む。
　具体的には、産業界（関係団体、企業）、高等学校、行政機関、有識者等で構成する「人材育成連携推進委員会」を設置して、地域・学校（学科）の特
色、企業等のニーズに沿った専門高校と産業界の連携方策を検討し、デュアルシステム、企業技術者による技術指導、企業での教員研修、企業と学校
との共同研究などの取り組みを行う。
　また、高等学校と企業の連携推進のため実施する事業を円滑に進めるため、協力企業の開拓と企業バンクづくり、協力企業紹介ホームページの作成
及び運営、認証マーク・実践事例集等の作成等を委託する。

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

地域産業担い手人材育成事業 雇用労働政策課



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森　典代 （ ９７６６ ）

種別 経済  当初予算額 13,115千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

就職支援相談センター事業費（幡多サテライト管理運営事業） 雇用労働政策課

　

事業概要・目的

　若者の就職意識の向上を図るとともに、雇用におけるミスマッチを解消し、円滑な就職を促進するため、高知県就職支援相談センター（ジョブカフェこうち）
を設置し、就職に関するきめ細やかな相談等を実施していたが、幡多地域での若年者に対する就職支援活動を強化するため、四万十市にジョブカフェのサ
テライトを新設する。
　ジョブカフェ高知本部と一括して、高知県経営者協会に業務委託をする。

・４/１　高知県経営者協会と事業実
　　　　　施委託契約を締結
　
・４/４　幡多サテライトの開所

・６/１　緊急雇用創出臨時特例基金を活用
　　　　 した広報職員を幡多サテライトへ配置
         （６/１～１０/３０)

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・サテライトに対する認知度の向上

　　　・事業実施委託契約の締結
　　　・幡多サテライトの新設

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　　・業務委託実績

      ・サテライトでは、年間を通じて、キャリア
        コンサルタントによる就職相談、仕事体
        験講習や各種訓練の受付、研修や職
        業訓練その他就業に関する情報提供
        などを行う。

     ・年末年始の休日を除き、週3日開設
       （火・木・土）
      （相談時間は午前１１時から午後７時
        まで）

・来所者数３８２人、相談件数１５６人（8月末現
在）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 市村 （ ９７６５ ）

種別 雇用  当初予算額 209,788千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

目　的：離職者などが必要な技能や知識を習得するための職業訓練を受けてもらい、早期の就職実現を図る。
内　容：県は、民間の教育機関等（専修学校等）に委託して、離職者等が職業訓練を受ける機会を提供する。また、巡回相談員を３名配置して、訓練受講
　　　　　者に対して助言や求人情報の提供などの支援を行う。
訓練内容
  【1～２か月・４コース・延75人】  若年者スキルアップ訓練・若年者集中支援事業(職業意識の啓発、コミュニケーション能力やパソコン基本操作の習得など）など
　【３か月・３８コース・延600人】  ＩＴ訓練科（ワード、エクセルの応用操作の習得等）、　ＩＴ経理課（会計、簿記の習得等）、ヘルパー2級養成訓練　など
　【２年コース・２コース・延30人】　介護福祉士養成訓練（介護福祉士資格の取得）

７月
　・訓練開始： ６コース（受講生： ９３名）

８月
　・訓練開始： ２コース（受講生： ２９名）

９月
　・訓練開始： ８コース（受講生： １２５名）

　

　上半期（４～９月）実績
　　　●訓練開始： ２７コース
　　　●受講生： ４１７名
　　　●委託契約総額： ９２，３３８千円
　　　　　うち既に支払済みの委託料： ２２，８９３千円

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

４月
　・訓練開始： ４コース（受講生： ６３名）

  ・巡回相談員が、順次、訓練委託先を個別
　  訪問して受講者への支援（訓練に関する
　　各種相談、求人情報の提供等）を開始

５月
　・訓練開始： ４コース（受講生： ５９名）

　・5/11に第２回プロポーザルを実施し、新た
　 に訓練委託先として５事業所を決定

６月
　・訓練開始： ３コース（受講生： ４８名）
　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

職業訓練費（委託訓練費） 雇用労働政策課

　

H22年度委託訓練プロポーザル審査会
候補者の決定

　　　　　　　　　　　　　　　◎ 職業訓練の終了

備考（課題及び成果等）

３月：第１回プロポーザルにより職業訓練実
　　　施の委託先を選定
４月：①訓練受講者の確保ができた訓練に
　　　　　ついて、委託先（専修学校等の訓
　　　　　練実施機関）との契約を締結
　
 　　　　　　　　◎ 職業訓練の開始
　
　　※以下、委託契約を締結したものか
　　　　 ら、順次、職業訓練を開始
　
　　②巡回相談員3名を配置し、訓練受
　　　　 講者への支援を開始

５月：第２回プロポーザルを実施して、訓
　　　 練委託先を追加

７月：４月開始訓練受講修了者の就職状
　　　況の把握に努め、巡回相談員が未
　　　就職者に対し必要な支援を継続

　　　※以下、順次、各職業訓練修了者の
　　　　 就職状況の把握に努め、巡回相談
　　　　 員が未就職者に対して必要な支援
　　　　 を行う
　
　　　H22年度委託訓練受入可能コース調査
　
８月：訓練受講者の受講状況を確認のうえ
　　　訓練委託先に対し、委託料の支払い
　　　を行う

　　　※以下、順次、訓練終了後、受講状
　　　　 況を確認のうえ、訓練委託先に対
　　　　　し、委託料の支払いを行う

１０月：職業訓練の実施状況（受講者の状
        況、就職状況等）を踏まえ、次年度に
        実施する職業訓練の内容等について
        検討

H22年度委託訓練プロポーザル準備



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 市村 （ ９７６５ ）

種別 雇用  当初予算額 209,788千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

目　的：公共職業安定所長の受講指示を受け、公共職業能力開発施設内で技術を習得し、職業を通じて自立しようとする訓練生に対して手当を支給する。
内　容：
　施設内訓練　高知・中村高等技術学校、高知職業能力開発促進センター、高知職業能力開発短期大学校の施設内で訓練を受講する該当者への手当（対
象人員９人）
　委託訓練　　施設内で実施できない訓練について民間の教育訓練機関に委託して行う訓練を受講する該当者への手当（対象人員２０人）

　手当の種類：基本手当＋受講手当＋通所手当
　手当の該当者：雇用対策法施行規則第２条に該当する者

７月
・ ビジネスワーク科（訓練期間7/2～9/30）の
　訓練生について認定　　　　　　　　１名
・ ＩＴ訓練科６（訓練期間7/7～10/6）の訓練生
　について認定　　　　　　 　　　　　　３名
・ ヘルパー２級養成科３（訓練期間7/21～
　10/20）の訓練生について認定　　１名

８月
・ ＩＴ経理科４（訓練期間8/21～11/20）の訓練
　生について認定　　　　　 　　　　　　１名
・ ＩＴ訓練科９（訓練期間9/1～11/30）の訓練
　生について認定　　　　　　 　　　　　３名
・ ＩＴ経理科６（訓練期間9/11～12/10）の訓練
　生について認定　　　　　　　 　　　　２名
・ ＩＴ訓練科１２（訓練期間9/24～12/22）の訓
　練生について認定 　　  　　　　　　 １名

※上半期（４月～９月）実績
　 ●訓練手当認定者　　　　　　　 １９名
　　　　　（前年度からの継続認定者２名を含む）

　　●訓練手当支給総額　　　3,940千円

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

４月
・ 前年度から訓練手当を受給しながら本年度
  も引続いて訓練を受ける者について認定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　２名
　
・ ビジネスワーク科（訓練期間4/3～6/30）の
　訓練生について認定　　　　　 　　２名

５月
・ ＩＴ訓練科２（訓練期間5/18～8/17）の訓練
　生について認定　　　　　　 　　　　３名

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

職業訓練費（訓練手当） 雇用労働政策課

　

備考（課題及び成果等）

【職業訓練について順次スタート】

○訓練生のうち公共職業安定所長の受講指示
を受けた手当の該当者について、認定及び訓
練期間中、訓練手当を支給する。

訓練生は、訓練手当受給資格認定
申請書を訓練施設経由で県に提出
　　　　　↓
県は内容審査後、認定する場合は
訓練手当受給資格認定書を交付す
る

訓練手当は、毎月５日までに前月
分の訓練手当請求書を訓練施設
経由で県に提出
　　　　　↓
毎月１６日に支給する

訓練生は、訓練手当受給資格認定
申請書を訓練施設経由で県に提出
　　　　　↓
県は内容審査後、認定する場合は
訓練手当受給資格認定書を交付す
る

訓練手当は、毎月５日までに前月
分の訓練手当請求書を訓練施設
経由で県に提出
　　　　　↓
毎月１６日に支給する

訓練生は、訓練手当受給資格認定
申請書を訓練施設経由で県に提出
　　　　　↓
県は内容審査後、認定する場合は
訓練手当受給資格認定書を交付す
る

訓練手当は、毎月５日までに前月
分の訓練手当請求書を訓練施設
経由で県に提出
　　　　　↓
毎月１６日に支給する



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 窪添 （ ９７６５ ）

種別 雇用  当初予算額 209,788千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○職業訓練終了

○各認定職業訓練校が訓練実績
　　を報告

○県が実績報告内容を審査のうえ
　補助金を交付

備考（課題及び成果等）

○各認定職業訓練校が訓練を開始

○各認定職業訓練校が補助金
　　交付申請書を提出

○県は補助金交付を決定

○各認定職業訓練校が、
   訓練実施状況を中間報告

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
商工労働部

職業訓練費（認定職業訓練費） 雇用労働政策

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

目　的：労働者の職業能力の開発、向上を図り、職業人として有為な人材を養成する。
内　容：事業主等が実施する認定職業訓練（職業能力開発促進法に基づく訓練基準を満たしもので、事業主等の申請によりその旨を知事が認した職業
　　　　  訓練。）に要する経費に対して助成する。
補助先：各認定職業訓練校
　　　　　　　専・普通・短期課程（５校、研修対象人員　８９人）、　短期課程（資格取得コース）（５校、対象人員２９０人）
補助率：２／３以内

○8/26　補助金交付決定
　　　　　　　補助先：建設業訓練協会
　　　　　　　　　　　　建築大工組合
　　　　　　　　　　　　板金職業訓練協会

※上半期（４月～９月）実績
　　　●補助金交付申請：
　　　　　　　　　　　３件（３団体）
　　　●補助金交付決定額：
　　　　　　　　　　　９，４４４，１９３円

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・4/1 建設業訓練協会が在職者訓練を開始
　　　　　（専門課程：土木システム工学科　２年間）
　　　　　 ※ 受講生 ３名

・5/1 建築大工組合が在職者訓練を開始
　　　　　（普通課程：木造建築科　３年間）
　　　　　 ※ 受講生 ４名

・5/20～21 建設業訓練協会が在職者訓練を実施
　　　　　（短期課程：土木施工管理コース　１２時間）
　　　　　　※ 受講生７名

○5/28 建設業訓練協会が補助金交付申請
　 6/2  建築大工組合が補助金交付申請
　 6/5  板金職業訓練協会が補助金交付申請

・6/17～18　建設業訓練協会が在職者訓練を実施
　　　　　（短期課程：CAD活用コース　１２時間）
　　　　　　※ 受講生 ５名



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森本　順也 （ ２５１４ ）

種別 当初予算額 1,848,643千円 補正後予算額 　

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・Ｈ２２年度実施事業に係る
国の確認

・Ｈ２２年度実施事業国の
確認

・Ｈ２２年度事業計画の承
認

・追加事業の補助金交付決
定

・Ｈ２２年度実施事業に係る
ヒアリング

･議会で補正予算議決後、追
加事業実施

・Ｈ２２年度実施事業のヒアリ
ング

・議会で補正予算議決後、
追加事業実施

・上半期実績報告

・１２月補正に向けた追加事
業計画の募集

・追加事業の補助金交付決
定
・上半期実績報告
･補助金の概算払
・１２月補正に向けた追加
事業計画の募集

・第３回地域協議会

・国の事業計画確認

・第３回地域協議会
・国の確認を受けて追加事
業計画承認及び県ＨＰで
公表

・追加事業ヒアリング

・議会で補正予算議決後、
追加事業実施

・９月議会に向けた追加事業
計画の募集 ・追加事業ヒアリング

・追加事業の補助金交付決
定

・９月議会に向けた追加事
業計画の募集

・追加事業の補助金交付
決定

・第２回地域協議会
・国の確認を受けて追加事業
計画を県ＨＰで公表
・部局別･ブロック別説明会の
開催

・第２回地域協議会
・国の確認を受けて追加事
業計画承認及び県ＨＰで
公表
・ブロック別説明会の開催

・追加事業ヒアリング ・追加事業ヒアリング

（各事業課で事業実施）

・７月補正に向けた追加事業
計画の募集

・事業実施要領策定
・２１年度事業計画書作成、国
提出
・国の確認を受けて県　ＨＰで
公表

・６月補正に向けた追加事
業計画の募集

・補助金交付要綱策定
・２１年度事業計画書作
成、国提出
・２１年度事業計画承認
・補助金交付決定
・国の確認を受けて県のＨ
Ｐで公表

　高知県ふるさと雇用再生特別基金を活用して、雇用失業情勢が厳しい地域において、地域の実情に応じて、その創意工夫に基づき、地域の雇
用再生のために地域求職者等を雇い入れて継続的な雇用機会を創出する事業を実施する。
　県実施事業：（事業計画：43事業、事業費456,993千円、新規雇用108人）
　市町村等補助事業：（事業計画：136事業、事業費1,006,399千円、新規雇用288人、補助率１０／１０以内）

月
県実施事業 市町村等補助事業   備考（課題

及び成果等）執行計画･目標 実施状況･変更計画 執行計画･目標 実施状況･変更計画

雇用 2,095,280千円 　

事業概要・目的

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

高知県ふるさと雇用再生特別基金事業 雇用労働政策課

事
業
実
施

事
業
実
施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 新谷　美保 （ ９７６４ ）

種別 当初予算額 1,322,732千円 補正後予算額 　

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・Ｈ２２年度実施事業に係る
国の確認

・Ｈ２２年度実施事業に係る
国の確認

・Ｈ２２年度事業計画の承
認

・追加事業の補助金交付決
定
・Ｈ２２年度実施事業に係る
ヒアリング

･議会で補正予算議決後、追
加事業実施

・Ｈ２２年度実施事業に係る
ヒアリング

・議会で補正予算議決後、
追加事業実施
・上半期実績報告
・１２月補正に向けた追加事
業計画の募集

・上半期実績報告
･補助金の概算払
・１２月補正に向けた追加
事業計画の募集

・国の事業計画確認を受けて、
県HPで公表

・追加事業の補助金交付決
定

・国の確認を受けて、追加
事業計画承認、県HPで公
表
・追加事業の補助金交付
決定

・国の確認を受けて、県HPで
公表
･追加事業ヒアリング

・国の確認を受けて、追加
事業計画承認、県HPで公
表
・追加事業の補助金交付
決定
･追加事業ヒアリング

・議会で補正予算議決後、
追加事業実施

・９月議会に向けた追加事業
計画の募集

・国の確認を受けて、県HPで
公表
･追加事業ヒアリング

・追加事業の補助金交付決
定

・９月議会に向けた追加事
業計画の募集

･追加事業ヒアリング

･部局別・ブロック別説明会の
開催

・国の確認を受けて、追加
事業計画承認、県HPで公
表
・追加事業の補助金交付
決定
･ブロック別説明会の開催
･追加事業ヒアリング

･追加事業ヒアリング

（各事業課で事業実施）

・７月補正に向けた追加事業
計画の募集

・事業実施要領策定
・21年度事業計画書作成、国
提出
・国の事業計画確認を受けて、
県HPで公表

・６月補正に向けた追加事
業計画の募集

・補助金交付要綱策定
・21年度事業計画承認
・21年度事業計画書作成、
国提出
・国の確認を受けて、県HP
で公表
・補助金交付決定

　高知県緊急雇用創出臨時特例基金を活用して、離職を余儀なくされた非正規労働者、中高年齢者等の失業者に対して、次の雇用までの短期
の雇用・就業機会を創出・提供を創出する事業を実施する。
　県実施事業：（事業計画：９８事業、事業費７０２，８００千円、新規雇用７６７人）
　市町村等補助事業：（事業計画：３０２事業、事業費１，０４３，２７１千円、新規雇用１，１３９人　　補助率１０／１０以内）

月
県実施事業 市町村等補助事業（雇用労働政策課分）   備考（課題

及び成果等）執行計画・目標 実施状況・変更計画 執行計画・目標 実施状況・変更計画

雇用 2,106,183千円 　

事業概要・目的

担当部局： 商工労働部
平成21年9月30日

高知県緊急雇用創出臨時特例基金事業 雇用労働政策課

事
業
実
施

事
業
実
施



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 観光振興部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 観光政策課 観光振興推進事業費 経済 269,971

2 観光政策課 観光産業振興総合事業費 経済 97,666

3 土佐・龍馬であい博推進課 観光交流拡大事業 経済 549,231



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村 （ 9606 ）

種別 当初予算額 269,971千円 補正後予算額 316,743千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 観光振興部
平成21年9月30日

観光振興推進事業費 観光政策課

事業概要・目的 (全体）

（目的）本県の観光振興事業を効率的、効果的に行うため、その中心的役割を担う観光振興団体の機能を強化する。
（概要）観光振興に重点的に取り組むため、（財）高知県観光コンベンション協会に対し、その運営費及び事業費について総合的に補助する。
        　(補助先：(財)高知県観光コンベンション協会／補助率：定額）
（補助対象内訳）　①管理費（一般管理費、人件費）　②事業費(A～D)　A　誘致事業　B 受入事業　C ｽﾎﾟｰﾂ誘致事業　D 広報事業
　　　　　　　　　　　 ※③事業費の執行計画は次頁以下。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

補助金交付決定

実績報告書提出

第１回検査

第３回検査

第２回検査

○助成金受付、支払（A)
○「MY遊バス」運行、周
　 遊観光タクシー運行
　 （B)
○高知県フェア開催（C)
○「よさこいネット」運営、
   情報更新（D)

※個別事業の詳細につ
　 いては、P2～５

○助成金受付、支払（A)
○幕末維新タクシープラン
 　企画商品販売（B)
○高知県フェア開催（C)
○高知県総合パンフレット
 　作成（D)

○助成金受付、支払（A)
○観光ガイドタクシー認定
　 講座、試験（B)
○秋季キャンプ対応（C)
○高知県総合パンフレット
　 作成（D)

○助成金受付、支払（A)
○春季キャンプ対応（C)
○高知県総合パンフレット
 　作成（D)

補助金交付決定

○助成金受付、支払（A)
○「MY遊バス」運行、周
　 遊観光タクシー運行
　 （B)
○高知県フェア開催（C)
○「よさこいネット」運営、
   情報更新（D)

※個別事業の詳細につ
　 いては、P2～５

○助成金受付、支払（A）
○「MY遊バス」運行、周

　　遊観光タクシー運行

　　（B)
○高知県フェア開催（C)
○高知県総合パンフレッ
　　ト作成（D)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） 中村 （ 9606 ）

種別 当初予算額 補正後予算額

月

４月

①旅行会社等対
策事業

●助成金受付、
支払（通年）

②セールス・情
報収集・発信事
業
●旅行会社、教
育旅行等誘致活
動（通年）

③教育旅行誘致
対策事業

●下見来県対応
（通年）

④国際観光振興
誘致事業

●国際旅行商品
への助成（通年）

①旅行会社等対
策事業

●助成金受付、
支払（通年）

②セールス・情報収集・
発信事業
●旅行会社、教育旅行
等誘致活動（通年）

③教育旅行誘致対策事
業

●下見来県対応（通年）

④国際観光振興誘致事
業

●国際旅行商品への助
成（通年）

５月

4/8近畿
4/15九州
5/12近畿･北陸
5/20四国
5/28首都圏

4/1ﾊﾅﾂｱｰ
4/1ﾄﾗｲｴｱｰ

６月

●韓国教育旅行
誘致事業
●海外誘致セー
ルス実施

6/3九州
6/10四国
6/17四国

6/14燦星旅遊網
6/14翔笙旅行社
6/23ﾄﾗｲｴｱｰ

７月

7/1中部・近畿
7/6山口・広島
7/15四国
7/20四国

7/1 翔笙旅行社
7/29立益旅行社

８月

8/28島根･鳥取 ・東武トラベル茨城
8/9～12,
・JTB奈良支店8/18
～20
・慶応義塾8/19～23

8/31翔笙旅行社

９月

9/2 首都圏
9/16近畿
9/25岡山

・近畿地区公立中学
8/20～22

9/3翔笙旅行社
9/6 ｿｳﾙｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ
ｾｰﾙｽ
9/16ﾄﾗｲｴｱｰ
9/28燦星旅遊網

１０月

●台湾国際トラ
ベルフェア参加

１１月

１２月

●海外誘致セー
ルス実施

１月

２月

３月

　　　（概要）　①旅行会社等対策事業（11,694千円）　本四架橋通行料、宿毛フェリー航送料、貸切バス料金などに対する助成

備考（課題及び成果等）

観光振興推進事業費 観光政策課所管課

21,472千円

　　　　　　　　 ③教育旅行誘致対策事業（2,395千円）　教育旅行の下見実施への助成など　

　　　　　　　　 ④国際観光振興誘致事業（4,823千円）　国際旅行商品造成への助成、海外セールス活動など

8/20近畿地区公立中学校研修受入16名

9/6ｿｳﾙｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞｾｰﾙｽは知事・議員団同行の
ﾄｯﾌﾟｾｰﾙｽ

担当部局： 観光振興部
平成21年9月30日

実施状況・変更計画

　　　　　　　　 ②セールス・情報収集･発信事業（2,560千円)　旅行会社へのセールス、教育旅行の誘致活動など

事業概要・目的

　　　(目的）　誘致事業：旅行会社の企画商品への助成や旅行会社、教育旅行担当者へのセールス活動などを実施し、高知県への観光客の誘致を促進する。

＊四国はAGTモニターツアー実施

＊四国はAGTモニターツアー実施

執行計画・目標

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

支
払
 

下
期
分
受
付

上
期
分
受
付
　
支
払



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 中村 （ 9606 ）
種別 35,724千円 補正後予算額

月

４月

①観光資源資産
化促進事業

●タクシー事業
者、観光関係団
体との協議
●周遊観光タク
シー　パンフレッ
ト作成、タクシー
会社による運行
（随時）

③個人型旅行受
入対策事業

●「ＭＹ遊バス」
運行（通年）
●「ｉ」案内所（通
年）

④“おもてなしの
心”接客推進事
業

●お客様の声ア
ンケートの実施
（通年）

⑤コンベンション
事業

●コンベンション
開催助成金交付
(通年）

①観光資源資産化
促進事業

●タクシー事業者、
観光関係団体との
協議
●周遊観光タク
シー　パンフレット
作成、タクシー会社
による運行（随時）

③個人型旅行受入
対策事業

●「ＭＹ遊バス」運
行（通年）
●「ｉ」案内所（通年）

④“おもてなしの
心”接客推進事業

●お客様の声アン
ケートの実施

●おもてなしの宿ア
ンケート実施

⑤コンベンション事
業

●コンベンション開
催助成金交付(通
年）

５月

●臨時観光案内
所設置（ＧＷ期
間）

●旅程管理者研修
参加（6名・高知）

●臨時観光案内所
設置（4/29～5/6）
●GW用観光パンフ
レット作成（30,000
部）

●お客様の声アン
ケートはがき印刷
15,000枚

６月

●幕末維新タク
シープラン　パン
フレット作成、雑
誌等での情報発
信、旅行会社な
ど訪問

●高知東海岸体験
型観光旅行商品化
業務

●観光ガイドタク
シー認定制度実行
委員会
●おもてなしの宿ア
ンケート用紙作成
12,000枚

●中国四国地区コ
ンベンション推進協
議会総会(6/11　鳥
取）

７月

●お客様の声ア
ンケートの取り
まとめ

●コンベンション
ツール作成
●四国地区観光
コンベンション推
進団体情報交換
会

●コンベンション
ツール作成
（コングレス・バッグ
作成　6,000部）
●四国地区観光コ
ンベンション推進団
体情報交換会
(7/13　高知）

８月

●臨時観光案内
設置（よさこい祭
り期間）

●観光ガイドタ
クシー　リーフ
レット作成、実行
委員会開催

●臨時観光案内設
置（8/10～8/12）
●台湾テレビ取材
（8/16～8/17）

●お客様の声アン
ケートはがき第１回
集計とりまとめ

９月

●幕末維新タク
シー企画商品販
売

●観光ガイドタ
クシー認定講座
開催

●二次交通検検討
会
●シルバーウィーク
臨時観光案内所
（9/19～23）

●観光ガイドタク
シー　認定講座

１０月

●観光ガイドタ
クシー認定講座
開催
●お客様の声ア
ンケートの取り
まとめ

１１月

●観光ガイドタ
クシー認定試験

１２月

●観光ガイドタ
クシー認定式

１月

●お客様の声ア
ンケートの取り
まとめ

２月

●中国・四国地
区誘致懇談会

３月

●お客様の声ア
ンケートの取り
まとめ

（目的）受入事業：二次交通整備、観光案内所の設置など高知県への観光客の受入態勢を整備し、観光客の利便性、満足度向上を図る。
(概要）①観光資源の資産化促進事業（3,841千円）　幕末維新タクシープラン、周遊観光タクシー事業の実施など
　　　　 ②市町村・団体とのタイアップ事業（1,000千円）　「土佐のおきゃく」への助成

担当部局： 観光振興部
平成21年9月30日

観光振興推進事業費 観光政策課 担当者（内線）
当初予算額(a)

事業概要・目的

①JTB土佐の風5月分実績　44名、ANA　ガイドツアー
2名
③MY遊バス5月分実績　2,546人、「I」案内所5月分実
績　214名
④お客様の声アンケートはがき　5月：107通、おもて
なしの宿アンケート　　　5月：88通
⑤助成金交付：2件　750,000円

①JTB土佐の風6月分実績　16名、JALツアーズガイ
ドツアー　2名、手配旅行　梼原町「土佐牛丸かじり大
会」ツアー
③MY遊バス6月分実績　1,178人、「ⅰ」案内所6月分
実績97名

　　　 　⑤コンベンション事業（17,296千円）　コンベンション主催者への助成など

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①JTB土佐の風7月分実績　18名、JALツアーズガイ
ドツアー　6名、稲田塾体験合宿（東部）41名（嶺北）16
名（夜須）28名（中土佐・津野）37名（佐賀）37名（黒
潮）33名
③MY遊バス7月分　1,454人、「ⅰ」案内所7月分実績
163名
④お客様の声アンケートはがき　7月：61通、おもてな
しの宿アンケート　　　7月：43通
⑤助成金交付：3件　1,570,000円

③MY遊バス8月分　3,662人、「ⅰ」案内所8月分実績
331名
④お客様の声アンケートはがき　8月：131通、おもて
なしの宿アンケート　　　8月：40通
⑤助成金交付：4件　1,447,000円

④お客様の声アンケートはがき　9月：118通、おもて
なしの宿アンケート　　　9月：41通
⑤助成金交付：6件　2,006,000円

62,496千円

　　　　 ③個人型旅行受入対策事業（11,673千円）　「MY遊バス」の運行、「ｉ」案内所・臨時観光案内所の設置
　　　 　④”おもてなしの心”接客推進事業（1,914千円）　観光ガイドタクシー認定制度、お客様の声アンケートの実施など

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
①JTB土佐の風4月分実績　9名
③MY遊バス4月分実績　1,408人、「ⅰ」案内所4月実
績　216名
④お客様の声アンケートはがき　4月：74通、おもてな
しの宿アンケート　　　4月：28通



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村 （ 9606 ）

種別 当初予算額(a) 52,338千円 補正後予算額

月

４月

②アマスポーツ誘致事業
　　（通年）

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

●春季キャンプ対応

●春季キャンプ対応

●ヨコハマタイヤプロギアレディス
カップ開催

●秋季キャンプ対応
●高知県フェア開催（セレッソ大
阪）
●カシオワールドオープン開催

●Jリーグ公式戦開催（J2）
　　（春野運動公園）　5日
　　　FC愛媛対ロアッソ熊本

●ウエスタンリーグ公式戦開催
●高知県フェア開催（徳島ボルティ
ス）
●高知県フェア開催（オリックスバ
ファローズ）

●ウェスタンリーグ公式戦開催
　　（タイガーズ対広島カープ）
　　　5日～6日
●SKワイバーンズ誘致活動（韓国）
　　　6日～9日
●オリックス高知県フェア開催（京セラドー
ム）
　　　19日～20日

●ウエスタンリーグ公式戦開催 ●ウェスタンリーグ公式戦
　（オリックス対中日ドラゴンズ）
　　　4日～6日

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
①プロスポーツ誘致事業

●誘致活動（通年）
●四国・九州アイランドリーグ開催
支援（4月～9月）
●高知県フェア開催（阪神タイガー
ス）

②アマスポーツ誘致事業

●社会人・大学合宿、スポーツ合
宿等誘致活動（通年）
●社会人チーム等合宿受入支援
（通年）

①プロスポーツ誘致事業
　　（通年）

　●四国アイランドリーグ支援（4月～9月）

　●阪神高知県フェア（甲子園）14日～15日

●高知県フェア開催（埼玉西武ラ
イオンズ）

●西武高知県フェア（西武ドーム）
　　　4日～6日

（目的）　スポーツ誘致事業：プロ球団のキャンプ等を誘致することにより、「キャンプ地高知」を全国に情報発信し、高知県観光のイメージアップを図るとともに、ファン
          やマスコミ等の誘客による交流人口の拡大や地域活性化につなげる。

（概要）①プロスポーツ誘致事業（50,706千円）　プロ野球キャンプ、プロサッカーキャンプ、プロゴルフ対策など

　　　　 ②アマスポーツ誘致事業（1,632千円）　アマスポーツ団体の合宿、全国大会等の誘致など

事業概要・目的

担当部局： 観光振興部
平成21年9月30日

観光振興推進事業費 観光政策課



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 担当者（内線） 中村 （ 9606 ）

種別 当初予算額(a) 55,960千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

75,960千円

●高知旅づくりコンテスト終了

●情報発信
　　・観光ＰＲポスター作成
　　・スポーツ報知、読売新聞
　　　への広告（ＥＴＣ）
　　・四国ドライブdeクーポンへ
　　　の広告（ＥＴＣ）
　　・日経ビジネスへの広告
　　　（イメージ）

●高知県総合パンフレット作成

●「よさこいネット」運営、情報更新（通年）
●フィルムコミッション事業（ロケに関する情報提供、現地案内
及び関係者、地元との調整など）（通年）
●メディア、雑誌などを活用した情報発信（通年）

●高知県総合パンフレット作成

●高知県総合パンフレット作成

●高知旅づくりコンテスト開始

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

●情報発信
　　・観光ガイドマップの作成
　　・楽得ドライブパックキャン
　　　ペーンのチラシ作成
　　・高知新聞よさこい特集へ
　　　の広告（ＭＹ遊バス）
　　・やなせたかし「全国キャラ
　　　クター展」協力

●フィルムコミッション
　　・四国銀行テレビＣＭロケ

●情報発信
　　・産経新聞への広告
　　　（ＥＴＣ、龍馬伝）
　　・毎日新聞への広告
　　　（龍馬伝）
　　・旅サライ「高知特集」へ
　　　の協賛

●フィルムコミッション
　　・台湾テレビ局への取材
　　　協力
●高知旅づくりコンテスト
　　コンテスト開始

（目的）　「よさこいネット」の充実や、全国誌への広告掲載など首都圏を中心として高知県の知名度の向上とイメージアップを図り、観光客の誘致につなげる。

●高知県総合パンフレット
　　　委託契約、紙面構成など
●よさこいネット
　　　委託契約、運営、情報更
新
●情報発信
　　・るるぶ．Ｃｏｍ(通年掲出)
　　・ＢＳ日テレ「トリムカップ
　　　女子フットサル」協賛

●フィルムコミッション
　　　・ジャパンＦＣ加入
　　　・映画「パーマネント野ばら」
　　　　対応開始
　　　・NHK大河ドラマ「龍馬伝」
　　　　対応開始
　　　・映画「君がおどる、夏」
　　　　対応開始
　　　・日テレ「秘密のケンミン
　　　　ＳＨＯW」ロケ

●情報発信
　　・ＣＷ用パンフの作成
　　・広報誌「こじゃんと」発行

●フィルムコミッション
　　・ＴＢＳ「キズナ食堂」

●高知県総合パンフレット
　　総合パンフゆるり「土佐時
　　間」　発行、道の駅、首都
　　圏などへ配布
●情報発信
　　・テレビ旅番組（ＫＳＳ、ＢＳ
　　　フジ）協賛
　　・旅サライへの広告
　　　（イメージ）

●フィルムコミッション
　　・ロケーションナビ作成
　　・キャノン、ソニーマガジ
　　　ンズ　「ＰＡＴＩＰＡＴＩ」ロケ

執行計画 実施状況・変更計画 備考（課題及び成果等）

（概要）　ＰＲ事業（55,960千円）　総合パンフレットの作成、よさこいネットの運営、首都圏をターゲットにした広告掲載等の情報発信、フィルムコミッション事業など

担当部局： 観光振興部
平成21年9月30日

観光振興推進事業費 所管課 観光政策課

補正後予算額

事業概要・目的



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 別府 （ ９６０６ ）

種別 当初予算額 10,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年　9月30日
観光振興部

観光産業振興総合事業費 観光政策課

　観光産業振興事業費補助金

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
高知県産業振興計画に位置づけられた観光分野の（産業成長戦略、地域アクションプラン）及び高知県観光ビジョンを具体的に推進するため、地域や各
団体などの取組を支援する。
【概要】
（補助対象事業）高知県産業振興計画の地域アクションプラン等に位置づけられた取組又はこれに準ずると認められる取組で、本県の観光産業振興に資
すると認められるもの　（補助先）市町村等　（補助率）原則１／２以内（最大２／３以内）

【課題】
事業内容の精査に時間がかかり交付決定が遅
れている。今後、早急に交付決定を行う。（５市
町村６事業採択予定）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

【課題】
・観光圏整備事業費補助金において、必要な補
助金に予算の不足額が生じていることから、当
該補助金の予算から不足額を補う必要がある。

・実施計画書が出揃った時点で、要望額の合計
が予算額をオーバーしている場合は、計画書の
内容により高知県産業振興推進総合支援事業
費補助金で対応することも検討する必要があ
る。

補助金交付要綱制定

実施計画書提出

内示

交付決定

実績報告書提出・検査・支払い

申請書提出

※土佐・龍馬であい博本番開幕までを
目途に各地域で事業実施

　・地域の個性を活かした魅力ある
　　観光地づくり
　・地域物産を観光に活かす取組など

実績報告書提出・検査・支払い

※土佐・龍馬であい博本番開幕に間に合
わない場合は、年度内に事業実施

補助金交付要綱制定（5/11）

実施計画書提出

申請書提出

交付決定

※事業内容精査

　【計画書提案概要】
  ・映画を通じた「よさこい」発祥の地としてのア
ピールと観光客の誘致
　・観光情報の集約と情報発信力の強化
　・いの町体験型観光メニュー策定事業
  ・通年型・滞在型観光推進事業（四万十の味
覚満喫体験）
　・とさしみず滞留時間拡大推進事業
　・土佐はちきん地鶏の鶏めし製作など



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 別府 （ ９６０６ ）

種別 当初予算額 6,666千円 補正後予算額 7,730千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（平成２０年法律第３９号）」第８条の規定に基づき、国土交通大臣の認定を受けた
観光圏整備実施計画の実現を目指した取組を総合的に支援し、観光圏における滞在型・体験型観光を推進する。
【概要】
（補助対象事業）観光圏整備実施計画に基づく事業　　（補助先）観光圏整備事業の実施主体（四万十・足摺エリア（幡多地域）観光圏協議会）
（補助率）４／１５以内（国の補助と合わせて２／３以内）

【成果】
事業開始にあたって、各事業実施主体の事業
内容の確認作業に時間を要し、事業着手が遅
れたが、現在、各事業ともに順調に取組を進め
ている。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

【課題】
国との実施計画認定に至る過程で当初の認定
申請時より事業費が膨らみ、事業の実施に必
要な補助金額が予算を上回ることから、財源と
して観光産業振興事業費補助金を充てる必要
がある。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年　9月30日
観光振興部

観光産業振興総合事業費 観光政策課

　観光圏整備事業費補助金

備考（課題及び成果等）

県補助金交付要綱制定

交付決定

【事業実施】

・観光圏・観光圏クーポン付きガイドブック作成
事業
・観光圏地産地消メニュー開発・販売ロゴ作成
事業
・観光圏体験等プログラム開発・受発注システ
ム開発事業
・観光圏広域周遊ルート作成事業
・観光圏人材育成事業
・観光圏観光案内板設置事業
・ＱＲコード等を利用した観光圏情報提供シス
テム開発事業
・観光博覧会等出展事業
・幡多広域コーディネート組織強化事業（自主
事業）
・観光資源・観光景観保全事業（自主事業）

実績報告書提出・検査・支払い

申請書提出

観光圏整備事業実施計画の認定（4/22）

国への観光圏整備事業費補助金交付申請
書の提出（4/16）

観光圏協議会幹事会
開催

国同補助金交付決定

観光圏協議会協議会
開催

観光圏協議会幹事会
開催

観光圏協議会協議会
開催

県補助金概算払

国への観光圏整備事業費補助金交付申請
書の提出（4/16）

観光圏整備事業実施計画の認定（4/22）

県補助金交付要綱制定
（5/19）

国同補助金交付決定
（4/22）

申請書提出
（8/6）

交付決定（8/26）

【事業実施】

・観光圏・観光圏クーポン付きガイドブック作成
事業
・観光圏地産地消メニュー開発・販売ロゴ作成
事業
・観光圏体験等プログラム開発・受発注システ
ム開発事業
・観光圏広域周遊ルート作成事業
・観光圏人材育成事業
・観光圏観光案内板設置事業
・ＱＲコード等を利用した観光圏情報提供シス
テム開発事業
・観光博覧会等出展事業（8/29～30）
・幡多広域コーディネート組織強化事業（自主
事業）
・観光資源・観光景観保全事業（自主事業）

観光圏協議会幹事会
開催（6/16）

観光圏協議会幹事会
開催（8/20）

観光圏協議会総会
開催（8/20）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 別府 （ ９６０６ ）

種別 当初予算額 1,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年　9月30日
観光振興部

観光産業振興総合事業費 観光政策課

　地域コーディネート組織確立支援事業費補助金

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
産業振興計画に基づき、県内の先進事例として幡多地域のコーディネート機能を強化し、組織体制を確立することにより、広域での滞在型・体験型観光を
推進する。
【概要】
（補助対象事業）補助目的を達成するための事業　　（補助先）幡多広域観光協議会
（補助率）定額　1,000千円以内

【結果】
先進地（長崎県松浦市）の視察結果や土佐・龍
馬であい博総合アドバイザー藤澤氏によるアド
バイスを参考に、任意団体である幡多広域観光
協議会を「一般社団法人」の法人取得を目指し
て、組織の拡充及びインストラクターの資質向
上を進めることとした。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

県補助金交付要綱制定

交付決定

※事業実施

実績報告書提出・検査・支払い

申請書提出

組織強化を支援するための県専任チーフ
の配置（4/1～）

ふるさと雇用再生特
別基金事業で事務局
スタッフ２名増
（5/1～）

事務局及び担当チー
フ先進地視察

第１回準備委員会開催

市町村担当課長等モデル地域視
察

第2回準備委員会開催

第3回準備委員会開催

設立総会、法人申請に向
け準備作業

新法人設立総会

法人申請　→
申請内容修正等

法人登録終了

国内旅行業務取
扱管理者試験受
験に向けた取組

組織強化を支援するための県専任チーフ
の配置（4/1～）

県補助金交付要綱制定
（5/1）

ふるさと雇用再生特
別基金事業で事務局
スタッフ２名増
（5/1～）

申請書提出

担当チーフ先進地視察
（6/21～23）

幡多広域観光協議会
臨時委員会開催（7/16）

であい博アドバイザーによ
る先進事例紹介、意見交
換、現地視察（6/12～13）

であい博アドバイザーによ
るインストラクター研修、民
泊研修等（8/2～4）

※構成員間で一般社団法人
化を目指すことで合意



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 別府 （ ９６０６ ）

種別 当初予算額 80,000千円 補正後予算額 130,000千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年　9月30日
観光振興部

観光産業振興総合事業費 観光政策課

　観光施設等緊急魅力向上事業費補助金

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
来年１月から始まる土佐・龍馬であい博に多くの観光客が訪れることが予想されることから、県内の観光施設等の改修や誘導標識や観光案内板の整備
を行い、観光振興に資することを目的とする。
【概要】
（補助対象事業）　１　観光施設等緊急改修事業　２　観光案内板等整備事業
（補助先）市町村等　　（補助率）２／３以内　　（補助限度額）１の事業については、１事業あたり5,000千円、２の事業については、なし

【結果】
（観光施設等緊急改修事業）
１１市町村から２０件事業計画書の提出あり、
事業内容の精査がほぼ終了、10月以降順次交
付決定を行う予定。
（観光案内板等整備事業）
第１次交付決定１０市町村１０事業採択、第２次
交付決定３町３事業採択
（公共トイレ整備事業）
７月議会で、観光施設等緊急改修事業を公共ト
イレの整備事業（50,000千円）について別途メ
ニュー化の補正予算を議決。補助金交付要綱
の改正。要望調査実施済み。10月以降順次交
付決定を行う予定。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

【課題】
市町村等の要望が少ない場合は、事業の掘り
起しが必要。追加で募集を行うことも要検討。

補助金交付要綱制定

【観光施設等緊急改修事業】 【観光案内版等整備事業】

実施計画書提出

第１次
交付決定

第２次実施
計画書提出

内示

申請書提出

交付決定

内示

申請書提出

第２次
交付決定

実績報告書提出・検査・支払い

実績報告書提出・検査・支払い

※土佐・龍馬であい博本番開幕までを
目途に各地域で事業実施

　・魅力向上のための観光施設改修
　・観光案内板、誘導標識等の整備

※土佐・龍馬であい博本番開幕に間に合
わない場合は、年度内に事業実施

補助金交付要綱制定

実施計画書提出

第１次
交付決定

第２次実施
計画書提出

内示

申請書提出

第２次
交付決定

※土佐・龍馬であい博本番開幕までを
目途に各地域で交付決定後、順次事
業実施

　・魅力向上のための観光施設改修
　・観光案内板、誘導標識等の整備
　・公共トイレ整備事業

【観光施設等緊急改修事業】 【観光案内版等整備事業】

申請書提出

交付決定

補助金交付要綱改正
（公共トイレ整備事業メニュー化）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 三谷 （ 内2274 ）

種別 　　経済  当初予算額 549,231千円 補正後予算額 696,769千円 　

月

土佐・龍馬であい博
推進事業費補助金

観光資源強化
事業費補助金

メイン会場

４月

◎高知県土佐・龍
馬であい博推進事
業費補助金交付
決定（4/1、425,936
千円）

○パビリオン実施設
計委託（4/1）

５月

●地域イベント分申
請受付（5/11～）

６月

○パビリオン建設工
事入札（6/23）
○パビリオン建設工
事契約（6/30）、着手
（7/1）

７月

●地域イベント分選
定委員会（7/22）

８月

◎同補助金変更
交付決定（8/19、
66,332千円増額）

○メイン会場管理運
営契約（8/20）

９月

●地域イベント分交
付決定
（9/2（2件）、9/4（１
件））

１０月

●サテライト分申請受
付・交付決定

●地域イベント分申
請受付（第２次募集） ○テーマ館主体工事

完成

１１月

●地域イベント分選
定委員会

●地域イベント分交
付決定

○テーマ館展示工事
開始

○情報発信館・管理
棟主体工事完成

１２月

○情報発信館内装工
事開始

○内装工事完成

１月

●サテライト会場運営
開始

○内覧会（1/14）

○テーマ館・情報発
信館オープン

２月

３月

●観光資源強化事業費補助金（サテライト
分）申請受付・交付決定＜現年+債務負担行
為＞
○テーマ館主体工事完成

○情報発信館・管理棟主体工事完成
○両館内装工事開始
☆県民向け講座開催（県内各地、随時）
☆広報の本格実施
☆プレイベントの実施（11月～12月）

○両館内装工事完成

「土佐・龍馬であい博」開幕
○テーマ館・情報発信館オープン
●サテライト会場運営開始

　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
観光振興部

観光交流拡大事業費 土佐・龍馬であい博推進課

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

大河ドラマ「龍馬伝」の放送に合わせ「土佐・龍馬であい博」を開催し観光客の誘致促進を図るとともに、高知県経済の活性化を図る。
また、ドラマの効果を県下全域に波及させ、地域の観光施策を支援するとともに、地域の資源を活かした滞在型・体験型観光の推進を図る。

●観光資源強化事業費補助金
　計画の練り込みが不十分な案件
が多く、採択率が低かった。今後、
第２次募集に向けて、土佐・龍馬で
あい博総合アドバイザーによる研
修等を活用し、事業の熟度を高め
ていく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

◎高知県土佐・龍馬であい博推進事業費補
助金交付決定（4/1、425,936千円）
○パビリオン実施設計委託（4/1）

●観光資源強化事業費補助金（地域イベント
分）申請受付

●観光資源強化事業費補助金（地域イベント
分）選定委員会

●観光資源強化事業費補助金（地域イベント
分）交付決定
○パビリオン工事入札

○パビリオン建設工事開始

○パビリオン管理運営契約

☆志士めぐり（プレイベント）スタート

☆志士めぐり（プレイベント）（8/1～）

☆土佐・龍馬ゆめ燈篭（プレイベント）

☆幕末ゆめ道場（プレイベント）（8/29～）

「土佐・龍馬であい博」開幕（1/16）



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 農業振興部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 農業農村支援課 中山間地域集落営農等支援事業費
重要課題

（経済、横断的）
122,268

2 農業農村支援課 新規就農総合対策事業費
重要課題

（経済、雇用）
40,976

3 農業農村支援課 JA出資型法人設立促進事業費
重要課題
（経済）

1,500

4
協同組合指導課
環境農業推進課

農業経営改善支援事業
（農業経営改善支援営農資金利子補給金）

重要課題
（経済）

6,154

5 環境農業推進課 土佐茶振興対策事業費
重要課題
（経済）

6,520

6 環境農業推進課 オランダウェストラント市－高知友好園芸農業協定締結事業費
重要課題
（経済）

9,994

7 環境農業推進課 地域特産物ブランド化技術支援事業費
重要課題
（経済）

1,337

8 産地づくり課 こうち型集落営農モデル育成事業費
重要課題

（経済、横断的）
6,594

9 産地づくり課 有望品目導入・定着推進事業費
重要課題
（経済）

4,698

10 産地づくり課 レンタルハウス整備事業費
重要課題
（経済）

340,067

11 産地づくり課 特産果樹振興対策事業費
重要課題
（経済）

13,577

12 産地づくり課 県単独品目野菜価格安定事業費補助金
重要課題
（経済）

77,515

13 産地づくり課 高知の特産物ジュニア博士育成事業費
重要課題
（経済）

8,374

14 流通支援課 農産物輸出促進事業
重要課題
（経済）

4,208

15 流通支援課 新需要開拓マーケティング事業費
重要課題
（経済）

40,883

16 畜産振興課 土佐ジロー生産流通拡大事業費
重要課題
（経済）

4,887

17 畜産振興課 地域特産物ブランド化技術支援事業費
重要課題
（経済）

3,317



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松本 （ ３０２７ ）

種別 重要課題  当初予算額 122,268千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

上：H22早期実施希望箇所ヒアリング

中：振興センターの集落営農担当者との意見交換
　　（一年間の振り返り）

下：H22早期実施希望箇所内示

上：四次募集ヒアリング

中：四次募集内示

下：四次募集交付決定

中：H22早期実施希望調査

9月末予算執行率　52%

中：三次募集締め切り

10月下旬～：集落協定代表者等のリーダーを対象
に集落営農の説明会を開催

集落営農のきっかけとなる「中山間地域等直接支払
制度」の新たな仕組みについて、10月15日の農林水
産省の概算要求の内容を踏まえて、集落営農と一体
的に説明していくために、説明の日程を変更する。
　また、4月下旬に市町村から提出されたフォローアッ
プ報告をもとに取組み事例を作成し、説明会で活用
する。

上：三次募集分ヒアリング

中：振興センターの集落営農担当者との意見交換

下：三次募集分内示

4/22～：早期実施箇所ヒアリング

4/27：市町村担当者へ事業説明

上：三次募集分交付決定

中：集落営農等整理シートの取りまとめ

下：四次募集締め切り

上：二次募集分市町村ヒアリング

中：二次募集分内示

下：二次募集分交付決定

7/27～8/10：二次分ヒアリング

8/6、19：二次分内示(内示額：18,497千円)

8/18～：二次分交付決定(決定額：18.373千円)
　　　　　9市町村、17実施主体

事業申請13組織中4組織が新設

上：集落協定代表者等のリーダーを対象に集落営
農等の説明会の開催

中：22年度事業要望調査(10月上〆) 8/26～：22年度事業要望調査(10/2締切)

6/24～7/7：農業振興センター地域担い手協担当
者と取組体制及びソフト事業の活用について意見
交換を実施

上：振興センターの集落営農担当者との意見交換
　　（取組体制の確認）
上：一次募集分内示
中：一次募集分交付決定

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

中山間地域集落営農等支援事業費 農業農村支援課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　過疎化・高齢化が進行し担い手が減少する中山間地域において、多様な農家が力を合わせ集落ぐるみで地域農業を支えあう「集落営農」を一層推進し
ていく事が必要となる。
　こうしたことから、所得の確保・向上につながる農業生産の共同活動に対して支援することにより、集落営農組織を育成し、中山間地域の農業・農村の
維持・再生を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
上：早期実施希望箇所ヒアリング

下：市町村等への事業説明会
　　前年度事業のフォローアップ報告締め切り

上：直払協定代表者等への集落営農PRのDM発送
中：一次募集締め切り
中：早期実施希望箇所内示

下：一次募集分市町村ヒアリング

5/22：早期実施箇所内示(内示額:13,507千円)
5/28：直接支払協定代表者への集落営農PRのDM
発送(552名)
6/3～：早期実施分交付決定(決定額：13,337千円)
　　　　　5市町村、6実施主体
5/11～6/9：一次募集分事業ヒアリング及び振興セ
ンター担当者と意見交換
6/15～：一次分内示(内示額：32,219千円)
6/22～：一次分交付決定(決定額：31,331千円)
　　　　　　6市町村、18実施主体

事業申請6組織中3組織が新設

事業申請17組織中6組織が新設

中：二次募集締め切り

下：各地域担い手協等との意見交換(ソフト事業)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 讃野 （ ３０３５ ）

種別 重要課題 当初予算額 40,976千円 補正後予算額

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　

○相談窓口・制度等周知
　就農啓発チラシ配布（県外
　の就農イベントや関係団
　体等）
○就農相談会
　7/4:大阪、8/14:県内
○マッチング支援
　8/4:研修生と指導農業士、
　8/5有機のがっこう研修
　生と市町村等、8/6:県内
　農業法人と農大生
○研修会等
　7/23:須崎市関係機関研修、
　8/24:農振センター担当者
　等協議、8/25大豊町現地
　研修、8/31新規就農交流
　会、9/4ＪＡ担当者研修
○指導農業士の認定
　9/2:新たに9人を認定

事業実績の確認
次年度実施計画提出
（市町村）

新たな支援措置等につ
いての概要説明（市町
村担い手育成担当者研
修会）

県内就農相談会

補助金交付申請（市町
村）
補助金交付決定（県）
事業（研修）開始

９月補正（市町村）
実施計画提出（市町村）

農大研修課と指導農業
士との意見交換会

県外就農相談会（大阪）

新規就農に関する意見
交換会（振興センター等
担当者）

県内就農相談会

関係機関と研修生との
意見交換（新規就農者
支援ネットワーク）

就農支援に協力できる
指導農業士の認定

補助金交付申請（市町
村）
補助金交付決定（県）
事業（研修）開始

次年度の事業需要調査
研修卒業生の状況調査

事業効果の周知（市町
村担い手育成担当者研
修会）

事業遂行状況の確認

県内外の指導農業士同
士や関係機関との意見
交換（中国四国地域農
業士研究会）

県内就農相談会

平成21年9月30日
農業振興部

新規就農総合対策事業費 農業農村支援課

担当部局：

備考（課題及び成果等）実施状況・変更計画　
【新規就農全体】
○補助金交付決定
　4月：交付申請（2機関）
　　　　⇒交付決定（4/3）
○相談窓口・制度等周知
　5/17：おはようこうち放送、
　就農啓発チラシ配布（3県
　人会）
○就農相談会　5/16：東京
○研修会等
　5/18：市町村担当者研修
　会、5/25各関係機関との
　情報交換、6/8土佐市就
　農協議、6/18：佐川町就
　農協議
○マッチング支援
　6/12：農大研修課研修生と
　市町村等

【新規就農研修支援事業】
○補助金交付決定
　4月：交付申請（5市町）
　　　　⇒交付決定（4/9）
　5月：交付申請（1町）
　　　　⇒交付決定（5/11）
　6月：交付申請（1村）
　　　　⇒交付決定（6/8）
○事業導入推進
　事業内容等周知（4/27市
　町村等説明会）
　事業ＰＲ（6/12就農支援
　ネット）
　事業ＰＲ・協議（4/18大豊
　町、6/8土佐市、6/22芸
　西村）

事業概要・目的

○補助金交付決定
　7月：交付申請（1町）
　　　　⇒交付決定（7/8）
　8月：交付申請（2町）
　　　　⇒交付決定（8/11）
○事業導入推進
　事業内容等周知（8/5就
　農支援ネット、9/4ＪＡ新
　規就農研修会）
　事業ＰＲ・協議（7/23須崎
　市）
○実績報告（9/25南国市）

　近年、高齢化や後継者不足が進んでおり、将来の農業の担い手となる新規就農者の確保・育成が重要な課題となっている。
　県段階の就農相談窓口である高知県新規就農相談センター（農業公社、農業会議）による就農相談や就農支援資金貸付等の就農支援業務を支援することに
より、県内就農者の増加や就農支援措置の活用につなげていく。
　また、就農にあたっては、就農前に農業技術や経営管理能力を身につけておくことが重要で、過去に県事業を活用して実践研修を経験した研修生２８人のう
ち、１９人が県内に就農し、その全員が現在も営農を続けている。こうしたことから、就農前の実践研修による就農定着効果は高いと考えられるため、研修生や
研修受入農家等に対して助成する市町村への支援を充実し、本事業の実施を推進していく。
　そして、市町村による研修事業の導入や指導農業士の認定推進などにより、新規就農者の受入体制の強化を図る。

○農業会議ホームページに就農希望者
　向けコンテンツを設置
○国の農の雇用事業を活用し、21法人等
　で26人が雇用就農見込み
○国の新規就農定着促進事業活用に向
　けて、就農計画を6人（計画変更含む）、
　新規就農者営農計画を6人認定
○指導農業士の認定
　不在市町村だった高知市、南国市、四
　万十市、佐川町で新たに認定（20市町
　村で総勢38人となる）
○新規就農研修支援事業による実践研
　修
　・7月～　新規：本山町1人
　・8月～　新規：奈半利町1人、佐川町1人
　・研修終了：南国市で2名就農
○H20.6.2～H21.6.1の新規就農者数（161
　人）
○就農相談人数（農振センター分除く）
145人（4～8月）

○新規就農研修支援事業による実践研
修
　・4月～
　　昨年度から継続：南国市2人、
　　　　　　　　　　　　　梼原町1人
　　新規：高知市2人、四万十市4人、
　　　　　　いの町1人
　・5月～
　　新規：田野町1人
　・6月～
　　新規：三原村2人

【新規就農研修支援事
業】
補助金交付申請（市町
村）
補助金交付決定（県）
事業（研修）開始
事業内容の周知（市町
村等説明会）

　

６月補正（市町村）
実施計画提出（市町村）

【新規就農全体】
補助金交付申請（農業
公社、農業会議）
補助金交付決定（県）
事業開始

新規就農者の動向や支
援措置等の周知（市町
村担い手育成担当者研
修会）

県外就農相談会（東京）

関係機関打合せ会議
（新規就農者支援ネット
ワーク）

執行計画・目標

市町村への事業説
明・事業導入推進
（個別訪問）
住宅支援等での地
域づくり支援課と
の連携対応

事業の実施状況
確認（市町村か
らの聞き取りや
個別訪問）

市町村への事業説
明・事業導入推進
（個別訪問）
住宅支援等での地
域づくり支援課と
の連携対応

事業の実施状況
確認（市町村か
らの聞き取りや
個別訪問）

市町村への事業説
明・事業導入推進
（個別訪問）
住宅支援等での地
域づくり支援課と
の連携対応

事業の実施状況
確認（市町村か
らの聞き取りや
個別訪問）

市町村への事業説
明・事業導入推進
（個別訪問）
住宅支援等での地
域づくり支援課と
の連携対応

事業の実施状況
確認（市町村か
らの聞き取りや
個別訪問）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 池澤・讃野 （ ３０３３ ）

種別 重要課題  当初予算額 1,500千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　農業者の高齢化や後継者不足に加え農家の経営環境の悪化により、農業構造の脆弱化が進んでおり、今後の地域農業を支えていく、新たな担い手の
確保が課題となっている。このことへの対応策の1つとして、ＪＡ出資型法人の設立を支援する。
　ＪＡ出資型法人は、農業に精通したＪＡが運営の主導権をもって、機動性を有する法人を設立することによって、
　　　　①農家に替わって遊休農地等を有効活用し、自ら営農
　　　　②農作業受託により、個人・集落営農組織の営農活動を補完
　　　　③研修生を受入れて技術指導や就農支援を行い、新規就農者を育成　　　　といった効果が期待できる。
　本事業では、法人設立を検討するＪＡの所在する市町村の地域担い手育成総合支援協議会が実施する、組合員等関係者の合意形成のための取り組み
への補助を行い、ＪＡ出資型法人の設立を支援することとしており、本年度は、まず２ＪＡでの検討を支援することを目標とする。

7/22：法人設立促進事業実施について協議（土
佐町担い手協議会事務局担当者）
7/23：ＪＡ出資型法人についての認識共有（ＪＡ
高知市担当者研修会）
7/23：ＪＡ出資型法人事例調査実施について理
事会決定（ＪＡ土佐れいほく）
7/31～8/1：ＪＡ出資型法人事例調査。（ＪＡ三次
市/広島県）（ＪＡ土佐くろしお、南国市参加）
7/31、8/25：ＪＡ出資型法人の県外取組事例に
ついて情報提供（ＪＡ土佐くろしお、ＪＡ土佐あ
き）
8/10：ＪＡ出資型法人設立に向けての検討状況
把握（ＪＡ高知春野）
8/19：ＪＡ土佐れいほく第1回検討ＰＴ会に出席
9/1：交付決定（決定額500千円：土佐町担い手
協議会）
9/10～11：ＪＡ土佐れいほくＰＴ会による先進事
例調査実施。（(有)ｼﾞｪｲｴｲﾌｧｰﾑみやざき中央）
（土佐町担い手協議会）
9/29：ＪＡにおける次年度事業の要望把握
（ＪＡ中央会）

8/19：ＪＡ出資型法人設立検討委員会立ち上げ
（ＪＡ土佐れいほく）

・Ｈ22の事業要望把握については、法人設立意
向の調査と併せて確認する必要がある

・ＪＡ出資型法人設立に向けてＪＡの取り組み促
進及び事業活用協議（ＪＡ中央会及びＪＡ）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

4/14：ＪＡ出資型法人設立支援に向けたＪＡ中
央会との協議

5/14：ＪＡ高知春野への推進計画等意向把握
5/22：ＪＡ中央会との高知春野の状況確認及び
土佐れいほく及び南国市など法人設立意向ＪＡ
への支援計画協議
5/27：ＪＡ土佐れいほくへの推進計画等状況把
握及び県としての支援事業説明

6/9：ＪＡ役職員研修会の開催時における県支
援事業紹介（土佐れいほく）
6/27：ＪＡ土佐れいほく総代会において「ＪＡ出
資型法人設立の検討」を決議

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

ＪＡ出資型法人設立促進事業費 農業農村支援課

　

・事業実績の提出(地域協議会)

備考（課題及び成果等）

・ＪＡ中央会との活動計画等協議（県）
・法人設立予定のＪＡへの意向確認(県)

・法人設立のＪＡ理事会での承認（ＪＡ）
・法人設立検討ＰＴ立ち上げ(ＪＡ、中央会
等）、
　以後10回程度開催
・地域担い手協議会及び該当ＪＡへのＪＡ出資
　型法人設立促進事業の説明（県）

・該当ＪＡ総代会において「ＪＡ出資型法人の
・先進事例の調査（2ヵ所/JA）・事例研修会
　（1回／JA）の実施（地域担い手協議会）

・他ＪＡへの事例紹介、県の支援
　事業等情報提供（県）

・Ｈ22事業要望調査（県）

・補助事業遂行状況の確認（県）

・ＰＴの最終報告書を理事会へ提出

（ＪＡ主体）
・法人化事務手続き
・組合員等への広報　など



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）
門　田

小笠原
（

３０３２
４５３５

）

種別 重要課題  当初予算額
1,633千円
4,521千円

補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○不振農家対策県域プロジェクト
 　チーム会

備考（課題及び成果等）

○普及指導員研修
　（経営不振農家対策）

○経営診断システム研修会
　（ＪＡ、振興センター）

○県域プロジェクトチーム会
 　分析診断システム運用助言

○支援対象の選定とカルテの整備への助言

●利子補給等事業の推進
　　JA融資担当者への説明が主だったが、今後
    は地域の経営改善支援チーム会の中で、利
    用に向けた検討をお願いする。
    【実績：県と利子補給契約締結：11農協
　　　       利子補給承認農家：25戸】

●農業振興センターの経営改善支援活動
　　ＪＡ単位で進捗状況が確認できた。
　　今年度、支援体制や対象の選定方法を変更
    していくＪＡも多いことから、変更結果がどう
    なったかを後日確認する必要がある。
　（H21年度は12ＪＡ、対象農家数125戸を計画）
　   【実績：Ｈ20年度は11JA・対象農家数112戸
　 　　　   農家経済余剰が黒字の農家率 39％】

○経営改善支援状況確認
　（環境農業推進課）

○重点支援経営体に対する支援活動
 　評価とりまとめ

●取組未実施の農協で、振興センター
 　との共同での取組開始。　：　４農協
 　県と該当農協間の利子補給契約
 　締結：４農協
 　重点支援農家の営農資金への利子
 　補給承認：１５戸

●県と該当農協間の利子補給
　 契約締結：８農協
   重点支援農家の営農資金への利子
 　補給承認：８５戸
○農業経営改善支援事業担当者会

事業概要・目的

○不振農家対策県域プロジェクトチーム会
 　経営不振対策担当者会
●農協に利子補給金を支払い

平成21年9月30日
農業振興部

農業経営改善支援事業
農業経営改善支援営農資金利子補給金

協同組合指導課
環境農業推進課

担当部局：

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　農協の信用・営農などの関連部署と農業振興センターなどからなる「経営改善支援チーム｣が農業経営の維持が困難になりつつある農家の中から支援の
対象となる農家（重点支援農家）をリストアップし、各チーム員が経営実績の分析診断結果に基づいた栽培技術や経営管理､生活管理などの総合的な支援
を行い、早期の経営安定・改善と経営の目標管理ができる経営体の育成を図る。また、この事業の取り組みをより実効あるものとするために、対象となる
「重点支援農家」の短期営農負債の利子負担を軽減する。

●利子補給等事業の推進
　8月6日、県支援プロジェクトチーム会で中間
　　　　　　 報告。
　　　　　　さらに推進して貰えるよう説明

●農業振興センターの経営改善支援活動
　8月6日、県支援プロジェクトチーム会
　　　　　　　Ｈ20年度の実績・評価の確認と、
　　　　　　　今後の活動について検討

　9月7日、経営診断システム導入に向け、経
　　　　　　 営改善指導力をより高めるため、
              普及指導員と営農指導員の合同研
              修会を開催。　（７ＪＡより12名、
              9振興センターより14名）

●利子補給等事業の推進
   支援事業を実施している全農協と利子補給
   契約を締結したが、利子補給承認農家数は
   目標を下回っている。農協ごとの掘り起こし
   が課題。
  【実績：県と利子補給契約締結：12農協
            利子補給承認農家：33戸】

●農業振興センターの経営改善支援活動
　　各ＪＡで、支援の在り方について地域の実
　　情に応じた体制が整い始めている。

    経営診断システムの構築は遅れ気味では
    あるが、構築後、速やかに現場で活用でき
    るよう支援していく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

●利子補給等事業の推進
　4月2日、コスモス農協で事業の説明
　4月27日、市町村への事業説明
　5月21日、農業振興センター・家畜保健衛生
　　　　　　　 所の資金担当者会で事業説明
　5月25日、農業経営改善支援事業担当者会
               で事業説明

●農業振興センターの経営改善支援活動
　4～5月、普及課・所の農業経営改善支援事業
               計画取りまとめ
　5月25日、農業振興センター担い手・経営部
               門担当者会および経営支援ＰＴ会
               で実績報告、検証

経
営
改
善
支
援
チ

ム
に
よ
る
重
点
支
援
農
家
へ
の
支
援
の
実
施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中山　俊弘 （ ４５３５ ）

種別 重要課題 当初予算額 6,520千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　本県中山間地域の基幹的な品目である土佐茶は、①近年の荒茶価格の低迷②原油高騰等に伴う生産資材の高騰③生産者の高齢化の進展④栽培条
件の不利正などの理由から①生産者の栽培意識が低下②産地の維持が困難となり③栽培管理の粗放化や放棄茶園の拡大が懸念される状況となって
いる。
　また、嗜好や消費スタイルの変化に伴いペットボトルなどの緑茶飲料の消費が増加している一方で、急須で飲む茶葉の消費量は減少している。
　そのため、生産者と関係団体が一体となって、安全・安心でおいしい土佐茶の販売戦略を確立していくとともに、消費と販路の拡大等に取り組みながら、
茶生産農家が生産を維持できる所得の確立を目指して取り組む。
　（１）土佐茶の消費拡大・販売拡大活動の展開（土佐茶販売対策協議会）　（２）生産を維持できる仕組みづくり　（３）ふるさと雇用再生特別基金を活用し
た販路等の拡大事業（全農高知県本部に委託）

●出前授業の実践（仁淀川町、7/3）
●販売活動・試飲会の実践
・熊谷喜八料理会における試飲PR(7/25、土
佐御苑）
・県庁生協総代会での試飲PR(7/31、高新文
化ホール）
・サニーマートでの試飲販売（8/2、伊野店）
・旅館組合女性部への試飲PR（8/6、おおり
や）
・県庁生協での試飲販売(8/12、本庁・西庁）
・県庁生協での試飲販売（9/9、本庁・西庁）
・医師会全国大会での試飲販売(9/3、かる
ポート）

●消費拡大・販路拡大活動の検討(担当者
会、9/7）　※今後の各種活動の実行計画　他

●各種試飲・販促活動や広報活動などにより、
「土佐茶」に対する一般消費者の認知度は高
まってきた。

●各関係機関などの役割分担による今後の計
画の実行が必要となる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

●消費拡大・販路拡大活動の検討(幹事会、
4/9）
　※今後の活動検討　他
□ふるさと雇用委託業務の打合せ(4/15)
○各活動計画等の協議(担当者会、4/24）

●消費拡大の実践（新茶まつり、5/5）

□ふるさと雇用委託業務の契約（6/8）

●消費拡大・販路拡大活動・の検討(幹事会、
6/24）　※販売戦略の策定、販促アイテムの
検討、今後の活動検討　他

□ふるさと雇用委託業務（全農こうちへ委託）に
より、「土佐茶」新規取り扱い店舗が８０店（９月
末）増加した。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

土佐茶振興対策事業費 環境農業推進課

　

●販売活動・試飲会の実施
●土佐茶キャンペーンの実施
○生産現場の現状把握(各農業振興センター
等）

●販売活動・試飲会の実施
●土佐茶キャンペーンの実施
○生産現場の現状・課題の整理(担当者会）
●消費拡大・販路拡大活動の検討(幹事会）
　※今後の活動検討　他

●販売活動・試飲会の実施
●土佐茶キャンペーン実施

注）●土佐茶販売対策協議会、○県、□ふるさと雇用

備考（課題及び成果等）

●消費拡大・販路拡大活動の検討(幹事会）
　※今後の活動検討　他
□ふるさと雇用委託業務の打合せ

●消費拡大の実践（新茶まつり）
□ふるさと雇用委託業務の契約

●消費拡大・販路拡大活動の検討(幹事会）
　※販売戦略の策定、今後の活動検討　他
○生産現場の現状把握方法の検討(担当者
会）

●消費拡大・販路拡大活動の検討(幹事会）
　※出前授業の検討、販促アイテムの検討

●消費拡大・販路拡大活動の検討(幹事会）
　※今後の活動検討　他

●出前授業の実践
●販売活動・試飲会の実践
●土佐茶キャンペーンの実施

●販売活動・試飲会の実践
●土佐茶キャンペーンの実施

●販売活動・試飲会の実践
●土佐茶キャンペーンの実施

●販売活動・試飲会の実践
●土佐茶キャンペーンの実施
○生産現場の現状把握(各農業振興センター
等）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡林 （ ４５４５ ）

種別 重要課題  当初予算額 9,994千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　○高知県産野菜フェアにて、高知－オラン
　　　ダの環境保全型農業友好関係ＰＲ実施
　　　　（東京・大阪等）

○農大にて国際農業（オランダ）講義

備考（課題及び成果等）

○在日オランダ大使館とウエストラント市側と
の協議
(4/6)
○在日オランダ大使館との協議(4/15)

　　○高知－オランダ友好応援団組織づくり
　　　（関係機関、農業関連団体、関連企業、
　　　　大学等）

○オランダの園芸農業講演会（6月中）
○オランダのエコデザイン産業講演会(6月
中）

　　○農業者等の環境保全型農業コンクール
　　　募集（オランダ技術研修派遣者の選考）

○営農指導員研究発表会の開催
　（オランダ技術研修派遣者の選考）

○交流記念ブースの設置
　（農技センター、農大等）

○オランダ技術交流研修の実施
農業者、営農指導員等派遣
（ＪＡ中央会共催）

○高知県園芸品販売推進大会にて
ウエストラント市－高知友好関係PR(10/16)
○オランダの園芸講演会（１０月中）

○ウエストラント市－高知友好訪問団の結成
とウエストラント市訪問
（協定締結協議、先進園芸関連企業訪問等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

オランダウエストラント市－高知友好園芸農業協定締結事業費 環境農業推進課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

目的：県内の農業者や関係者の環境保全型農業に対する意識をさらに高め、トップランナーの地位を築くスピードを加速するため、
　　　　環境保全型農業技術の世界のトップランナーであるオランダのウエストラント市との友好協定を締結する。
概要：１）友好園芸農業提携締結に向けた打合せや締結
　　　　２）友好関係を定着・・・・・・・・①オランダ－高知間での技術交流研修や講演会を開催、②記念交流ブースの設置（農技センター、農大等）
　　　　３）友好関係を県内外にPR・・①高知県園芸品販売推進大会にて披露、②高知県産フェアと併せて友好関係をPR

　　○農業者等の環境保全型農業コンクール
　　　実施（オランダ技術研修派遣者の選考）
　　　　　　　7/14～8/15
　　○農業大学校とウェストラント市の農業専
　　　　門校間の交流検討(7/27)

○県内農産物のオランダへの輸出検討
（7/29）
○交流記念パネル・ポスター製作・配布（9月）

○ウェストラント市より市長他５名の訪問団が
来高、知事を表敬訪問、県内の環境保全型
農業視察（ナス、ピーマン、集荷場）、女性部
との食事交流会、農技センター、球根関連企
業、園芸連流通センター等で視察交流実施
(9/14～15）

○学生の派遣体制および、受け入れ体制づくり

○輸出可能な品目の選定、コストの把握

○友好園芸農業協定内容検討とウェストラント
側との合意形成

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

○在日オランダ大使館とウエストラント市側と
の協議
(4/6)
○在日オランダ大使館との協議(4/15)

　　○高知－オランダ友好応援団組織づくり
　　　（関係機関、農業関連団体、関連企業、
　　　　大学等）
　　○営農指導員研究発表会の開催(5/21)
　　　（オランダ技術研修派遣者の選考）
　
○オランダの園芸農業講演会（6/8）
○オランダのエコデザイン産業講演会(6/8）
○農務参事官高知県内視察と交流（農大、ﾕﾘ
産地他）(6/9)

ウエストラント市－高知友好協定合
意へ
ウエストラント市－高知友好協定合
意へ



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山﨑幸重 （ ３０６３ ）

種別 重要課題  当初予算額 1,337千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　産業成長戦略と地域アクションプランに関連した地域特産物のブランド化に向けた研究開発に取り組み、第１次産業の足腰を強化する。ここでは、中山
間地の基幹品目であるユズと茶のブランド化に向け、産地の維持発展に向けた技術開発及び技術支援や消費者ニーズにマッチした製品開発に取り組
む。

　　①日本一のユズ産地の維持・発展に向けた優良種苗供給支援事業(農業技術センター果樹試験場)
　　②土佐茶のブランド化を推進する「仕上げ茶」生産技術支援(農業技術センター茶業試験場)

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

②県内産既販売茶の製造条件調査
②茶仕上げ機械類の購入
②県内産荒茶の品質評価・成分分析

②大学共同研究推進会議

②高知女子大学・全農こうちとの研究内容打
ち合わせ
②県内10産地の19種類の仕上げ原料荒茶を
確保した。

①、②試験研究推進計画書作成
①発芽、開花調査の実施
①トゲ無し化処理樹の伸長開始
②全農こうち等関係機関との協議
②高知女子大学との共同研究打ち合わせ

①着果量調査
②県内産既販売茶の嗜好調査（茶業関係者）
開始
②県内産既販売茶の味覚成等分析開始

①、②試験研究推進計画書の作成
①発芽調査・芽かき作業等実施
①トゲ無し化処理開始
②全農こうち等関係機関との協議
②高知女子大学との共同研究打ち合わせ
②原料荒茶の調達
②県内産既販売仕上げ茶の調達

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

地域特産物ブランド化技術支援事業費 環境農業推進課

　

担当部局：

②県内産既販売茶の製造条件調査

②大学共同研究推進会議を開催し研究内容
の検討を行った。

①発芽、開花は平年より1週間早く、着花量は
多い。

②共同研究の実施について合意が得られた。

①着果量は各系統とも非常に多い。新たに強
いステムピッティング発生樹を確認。
②県内産は静岡産と遜色なく高品質で、静岡産
より味が力強い。県内産にもそれぞれ個性があ
る。うま味と香りは総合評価点との関連が強
い。

①トゲ無し化処理樹の伸長は極めて順調。
②県内茶専門店では、茶の焙煎を温度110～
130℃、時間10～13分間で行っている。

①着果量調査実施。
①前年までの成績取りまとめ
②県内産既販売仕上げ茶21種類を入手し
た。
②県内産茶21点と静岡茶2点について試飲会
を行って嗜好調査（茶業関係者）を実施した。

②ほぼ同価格の上級茶の中でも味・香りなどで
産地による違いが見られた。中級茶のうち数点
は上級茶なみの品質であった。今後、荒茶での
官能評価と仕上げ後の官能評価の関連の分析
が必要である。

①計46本（２ＪＡ）の要望あり。穂木の配布は10
月に予定。
①昨年度の指導実習により必要量が確保でき
たため接ぎ木の現地指導を取りやめた。

①剪定時生育調査・モデル地区剪定技術指
導・トゲ無し化処理個体再接ぎ木
①各母樹園の穂木必要量把握・穂木採取
　（本年度穂木供給本数:各系統100本)
①優良母樹系統絞り込み（5→4系統）
①②執行状況のまとめ・報告

①各母樹園の穂木必要量把握・穂木採取
①接ぎ木技術現地指導
①網室設計決定
②大学共同研究推進会議
①②中間執行状況の取りまとめ・報告

②試作品の製造検討
②試作品の味覚成分等分析

②県内10産地の荒茶（上級・中級）の外観品
質・官能評価を実施した。

①網室工事終了・網室内鉢植え樹移動

②大学共同研究推進会議
②仕上げ茶商品化コンセプトの形成
②次年度計画検討

②仕上げ茶製造条件の検討開始

①網室建築工事入札
①選抜系統・弱毒ウイルス系統等の果実着
色調査
②県内産既販売茶の消費者嗜好調査開始
（女子大）
②県内産荒茶、販売用仕上げ茶の味覚成分
等分析開始

①ユズ振興協議会を通じて必要量を調査。
①接ぎ木の現地指導は中止。
①網室設計は10月以降になる見込み。
②茶仕上げ機械類の購入及び設置
②中間執行状況の取りまとめ・報告

①果実収穫調査
①網室内鉢植え樹移動・網室工事開始



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中川 （ ４８０７ ）

種別 重要課題 当初予算額 6,594千円 補正後予算額  決算見込額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当者会での進捗状況確
認・研修会
活動ＰＲ資料作成

事業の進捗状況の総括と
評価及び次年度計画作
成

進捗状況の総括と次年度
の取り組み計画の検討・
作成

事業実績提出

営農計画の追加認定（随
時）

集落営農研修

担当者会での進捗状況確
認・現地研修会

○営農計画の認定　８月
２８日
　（１集落：芳生野）
○集落営農研修Ⅰ　８月
４日
　・(農)ｻﾝﾌｧｰﾑ法養寺
(滋賀県)組合長の講演な
ど
○モデル集落担当者会
８月２６日
　・進捗状況と現地研修
○集落営農基礎研修Ⅱ
９月２８日

担当者会での進捗状況確
認・現地研修会

担当者会での進捗状況確
認・研修会開催

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　　　　　県段階
モデル集落の公募

担当者会での情報交換

モデル集落の選定審査
営農計画認定審査

担当者会での進捗状況確
認
集落営農研修

　　　　振興ｾﾝﾀｰ段階

モデル集落募
集等への支援

モデル集落選
定後事業実施
計画書提出

　　　　　　県段階
○モデル集落の公募
　(4/2～5/1)
○新たなモデル集落の
選定　５月２５日
　（６集落）
○営農計画の認定　７月
７日
　（３集落：西後入、七ツ
渕、影野下）
○モデル集落担当者会
４月２４日、６月１８日
　・事業の計画的な実施
について
○集落営農基礎研修Ⅰ
６月２３日

　　　　振興ｾﾝﾀｰ段階
○モデル集落選定支援
○営農計画認定支援
○組織設立支援
○組織設立及び既存組織
への活動支援
　・集落の合意づくりとｱﾝ
ｹｰﾄ実施
　・園芸品目等の栽培実
証、面積拡大
　・園芸作物、水稲、直販
等講習会の実施
　・農作業受委託の実践と
ルールづくり
　・労務管理、経営管理指
導
　・直販、加工への取り組
み推進　など
○先進地視察実施支援
　・県内、愛媛、島根など
　・集落営農ｻﾐｯﾄ(山口)へ
の参加
○講演会等実施支援（本
山町など）
○中山間地域集落営農等
支援事業の実施支援

課題
○集落組織を運営管理するリーダーの育成と資
質向上

成果
○新たに６集落をモデル集落に選定　(計１６集
落)
○集落営農組織の設立　(計１５組織)

　

事業概要・目的

　過疎化、高齢化が進行し、集落機能が衰退しつつある中山間地域の活性化を図るには、将来にわたってその地域で生活できる一定の
収入を確保するための、地域に根ざした農業生産の振興や新たな集落営農の仕組みづくりが必要となっている。
　そのため、集落内の合意形成により、農業機械の共同利用や作業の受委託などを更に進め、有望な園芸品目等の導入・生産拡大に
よって、一定規模のまとまりを持った栽培・経営を行い、農業で継続して生活していける所得の確保を図る「こうち型集落営農」のモ
デル集落の育成（仕組みづくり）に取り組む。
（１）県段階：モデル集落の選定と営農計画の認定、各種情報提供や活動事例集の作成、研修会の開催など
（２）地域段階：集落営農組織の設立、農作業受委託の仕組みづくりと拡大、座談会・研修会の開催、集落ビジョン・営農計画の策定
検討及び園芸品目の導入・拡大、展示圃の設置、農地の利用調整など

担当部局： 農業振興部
平成21年9月30日

こうち型集落営農モデル育成事業費 産地づくり課

営
農
計
画
作
成
支
援
４
集
落

ビ
ジ

ョ
ン
作
成
支
援

営
農
計
画
作
成
支
援

組
織
設
立
支
援

集
落
座
談
会
・
ア
ン
ケ
ー

ト
の
実
施
支
援

園
芸
作
物
等
実
証
圃
設
置
・
栽
培
講
習
会
・
先
進
地
視
察
等
支
援

ﾓﾃﾞﾙ集落育
成
（５集落）

組織活動ｽ
ﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ
（１０集落）

営
農
計
画
に
基
づ
く
施
設
・
機
械
等
の
導
入
支
援

集
落
座
談
会
・
作
物
栽
培
講
習
会
・
先
進
地
視
察
・
農
作
業
受
委
託
・
農
地
利
用
調
整
・
経
営
労
務
管
理
支
援



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋昭彦 （ ３０８１ ）

種別 重要課題  当初予算額 4,698千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　従来、新たな品目の導入に当たっては、篤農家の先取的な取り組みを農協や園芸連が支え、試験研究機関や普及組織が連携して栽培技術を組み立
て、狭い耕地面積でも生産性の高い品目が普及・定着してきた。しかし、農業経営を取り巻く環境の変化に伴い、これまで産地主体で行われてきたリスク
を伴う新品目の開発に取り組む力が失われてきている。
　こうした状況に対応するため、園芸産地の維持発展のために優位性のある品目を流通関係者の意見を聞きながら探索・評価を行い、地域での導入・定
着を図っていくシステムを整備し、定着をすすめる。
（１）県段階：プロジェクトチームによる有望品目の探索・評価・地域への提示、進捗管理。流通団体の販売促進活動に対する補助。(補助率1/2以内)
（２）地域段階：地域で選定した有望品目の導入・定着のための具体的活動への取り組み支援。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

○品目別現地検討会（ニガウリ、アスパラガス
等）
○品目毎の進捗管理・支援策の検討(第４回
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）（11月）

○販売ﾊﾟｰﾄﾅｰ(卸売等)意見交換会
○年間取組の総括、次年度計画策定（第５回
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）（２月）
○事業成果とりまとめ

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

有望品目導入・定着推進事業費 産地づくり課

　

○事業実施要領通知（４月）
○各地区計画の検討（第１回ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ
会）（４月）
○↓流通・販売上の課題協議（品目で必要時
に随時）
○↓導入定着実証ほの設置（品目に応じて随
時）
○栽培技術向上のための現地検討会実施
（アスパラガス、短根ゴボウ等）
○品目毎の進捗把握・支援策の検討（第２回
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）（６月）

●↓販売・促進活動（補助事業等：通年）
○販売ﾊﾟｰﾄﾅｰ(卸売等)との意見交換会
○栽培技術向上のための現地検討会開催
（アスパラガス、短根ゴボウ）
○有望品目戦略会議（アスパラガス、短根ゴ
ボウ）
○品目毎の進捗把握・支援策の検討（第３回
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）（８月）

●高知県園芸連の販売促進活動に対して補
助金交付決定（６月１日）↓
○量販店、市場との意見交換会
・ハナニラ（８月18日）
○栽培技術向上のための現地講習会
・加工用わさび（８月３、24、25日）
・ハナニラ（９月17日）
○有望品目戦略会議
・アスパラガス（９月17日）
・短根ゴボウ（７月28日）
○販売会議
・アスパラガス（９月30日）
○平成21年度第３会PT会（９月16日）
・品目毎の事業実施状況確認
・次年度事業内容に対する意見交換

本事業は４年目の今年終了するが、品目の定
着には事業の継続（拡充）が必要

○事業実施要領通知（４月２日）
○平成21年度第１回PT会開催（４月30日）
・販売実績確認
・平成21年度事業計画協議
○流通販売方法打ち合わせ
・ハナニラ（６月19日）
○導入定着実証ほの設置（県下15ケ所）
○栽培技術向上のための現地講習会
・加工用わさび（４月９日）
・促成ニガウリ（６月18日）
・アスパラガス（６月５日）
○平成21年度第２回PT会開催（６月30日）
・事業実施状況確認
・品目別戦略会議の予定
・有望品目営農類型モデル作成について



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本 （ ３０７４ ）

種別 重要課題  当初予算額 340,067千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　県内の園芸用ハウス面積を確保し施設園芸の維持・強化を目指すために、レンタルハウス整備事業ではハード面での支援を行う。
　当事業は、事業主体（市町村、農協）が農業者にレンタルするために園芸用ハウスを建設する場合に、ハウスの建設にかかる経費に対して県と市町村が
補助を行い、事業主体が、補助金を差し引いた金額で農業者にレンタルを行う制度の事業である。
　H21年度は１１ヘクタールのレンタルハウスの整備を目指している。

・市町村、農協を個別訪問しＰＲ実施

・市町村予算措置状況調査の実施（２回目）

・アンケート実施予定（制度の継続に向けての
要望等調査）
・H22年度事業の要望調査（第１回目）

本年度は、Ｈ19～Ｈ21の事業実施期間最後の
年度であり、今後の３年間の事業の内容につい
て、検討が必要である。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　
・補助金交付要綱、実施要領の変更
・市町村の予算措置の状況調査（１回目）
・新設した中古レンタル区分の要望調査実施
（県→市町村）
・高知放送ラジオにてPR（４～５月計６回：園芸
連情報）
・事業説明会の実施（県→市町村、農協等）
・事業採択委員会実施（４月～１１月まで毎月
開催予定）
・計画承認及び補助金交付決定（４月～１１月
まで毎月実施予定）
　
　
・中古レンタル区分の要望とりまとめ及び県予
算額内での事業選択
・農協広報誌でのPR（５月又は６月）

・県広報活動として高知放送ラジオ等でPR

　昨年度は、ハウス価格の高騰などにより、農
家の投資意欲が低下し、執行率が低い状況と
なったことから、平成21年度に向けて制度の拡
充を図った。
　今年度は、制度の拡充内容を農家へ周知し、
執行率を上げるため、新たにPR活動を行った。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

レンタルハウス整備事業 産地づくり課

　

・次年度に向けての事業説明会（県→市町
村、農協等）
・H21年度の全事業の事業確定
・H22年度予算案提出・承認

備考（課題及び成果等）
・補助金交付要綱、実施要領の変更
・市町村の予算措置の状況調査（１回目）
・新設した中古レンタル区分の要望調査実施
（県→市町村）
・高知放送ラジオにてPR（４～５月計６回：園芸
連情報）
・事業説明会の実施（県→市町村、農協等）
・事業採択委員会実施（４月～１１月まで毎月
開催予定）
・計画承認及び補助金交付決定（４月～１１月
まで毎月実施予定）
　
　
・中古レンタル区分の要望とりまとめ及び県予
算額内での事業選択
・農協広報誌でのPR（５月又は６月）

・県広報活動として高知放送ラジオでPR（１
回）

・年度内整備に向けた各農協生産部会での事
業説明（７～１１月）
・市町村予算措置状況調査の実施（２回目）

・アンケート実施予定（制度の継続に向けての
要望等調査）
・H22年度事業の要望調査（第１回目）

・H22年度事業の要望調査（第２回目）・市町
村予算措置状況調査の実施（３回目）

・H22～H24の事業期間に向けての当事業の
継続及び制度の内容等検討
・H22年度要望調査（２回目実施予定）
・事業の実績報告等を受け、現地・書類検査
の実施（１１月頃～３月末にかけて）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 野町 （ ３０８２ ）

種別 重要課題  当初予算額 13,577千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

特産果樹振興対策事業費 産地づくり課

　

　　土佐文旦、新高梨、ユズ等は、本県の特産果樹で地域の重要な産業となっている。しかし、近年、土壌水分コントロールが困難なほ場などでの低品質
果実の発生や温暖化に起因すると思われる品質低下（新高梨のみつ症などの障害果の発生）等が発生し、農家経営を圧迫するとともに、消費者の信頼
を損なう要因となっている。
そこで、高品質果実が安定的に生産・出荷できる条件をモデル的に整備するとともに、果樹産地のまとまりづくりを推進するため、特産果樹の品質向上の
ために必要な機械・資材の導入を支援する。また、土佐文旦については、生産から流通販売、加工など、県域での課題が山積しており、県レベルでの検
討の場を設置し、対応策を探るとともに、まとまりづくりを推進する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

□実績報告（市→県）（１ヶ月以内または３月
末）
□書類・現地調査（県→市）
●土佐文旦県域協議会設置準備会（２回目）
の開催（消費地関係者の招致）

□現地調査（8月下旬～随時実施）
●新高梨産地会議への参画（9/25）
　・出荷検討会（非破壊センサーの活用他）
●土佐文旦振興対策協議会（県域）設置
（9/17）
　・産地の取り組み事例報告、講演会の実施
　・土佐文旦の今後の方向性に関する協議

備考（課題及び成果等）

□市町村予算措置状況打合せ（市→県）
事業説明会（県→市）
●土佐文旦産地との打合せ（県・市・農協・生
産者代表・流通関係者等）

□市町村予算措置状況打合せ（4/4～13）
□事業説明会（4/27）
●土佐文旦の主要産地との打合せ（土佐市、
宿毛：4/9.24）

●土佐文旦振興対策協議会は、県域での議論
の場として、多くの生産者から期待されている。
県域での生産者大会の開催による土佐文旦の
ＰＲ（龍馬伝とのコラボ）などが提案され、実施
に向け取り組む。

　注１：□　ハード事業　　●　ソフト事業（土佐文旦県域協議会）
※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

□事業実施計画事前協議（市→県）
□計画承認・補助金内示（県→市）
□補助金交付決定（県→市）
●土佐文旦県域協議会の設置準備会の開催
（１回目）

□事業実施計画事前協議（5/28～6/10：３
市）
□計画承認・補助金内示（7/10、17：３市）
□補助金交付決定（7/23.27・8/4：３市）
●土佐文旦県域協議会の設置準備会の開催
　（幡多：6/30）
　・土佐文旦の現状、課題、今後の方向性の
共有
　・土佐文旦県域協議会の設置について

□補助金交付申請（市→県）
□補助金交付決定（県→市）
＊新高梨の遮光ネットは、徒長枝の繁茂によ
り、施行時期が剪定後（１月～）になることも
考えられ、予算範囲内で２次募集（９～１０月）
□21年度事業需要調査（市→県）
●現地実証ほの設置（事業実施ほ場等）

□事業二次募集（7/16～8/7）
□事業実施計画事前協議（8/7：１市）
□計画承認・補助金内示（8/25：１市）
□補助金交付決定（9/1：１市）
●土佐文旦県域協議会設置準備会（中央：
7/30）
　・土佐文旦の現状、課題、今後の方向性の
共有
　・土佐文旦県域協議会の設置について
●現地実証ほの設置（8/27：宿毛市）
　・幡多地区における学び教えの場の開催

□マルチ、遮光ネット等のハード整備について
は、初めての取り組みであったこと、また、ナシ
の遮光ネットの導入については、徒長枝の繁茂
などにより、作業条件が剪定後になることなども
あって、予算執行率が２６％に留まっている。今
後、３次募集をかけて、効果的な事業執行に努
める。
　また、マルチについては、現在、導入品目が
土佐文旦に限定されているが、温州みかんへ
の要件緩和に対する強い要望が出されており、
次年度以降の要綱改正を検討する。

□書類・現地調査（県→市）
●新高梨産地会議への参画（ハード事業効
果の検証）

●市場・消費者ニーズ調査（東京・大阪）
●土佐文旦産地会議への参画（事業効果の
検証）
●土佐文旦現地検討会（事業実施ほ場）

●市場調査（東京・大阪）
●土佐文旦県域協議会の設立（３回目）
●土佐文旦現地検討会（実証ほ実績検討・取
り組み総括）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 東山 　　３０７６ ）

種別 重要課題  当初予算額 77,515千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○補助金実績報告

備考（課題及び成果等）

○補助金交付要綱、実施要領作成配布
○実施地域の指定
○補助金交付申請
○市町村、農協、生産者による資金造成
○資金造成額の支払い

○価格差補給金の交付（平均販売価額が保
証基準額を下回った場合）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

県単独品目野菜価格安定事業費補助金 産地づくり課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

１　目的
野菜価格安定制度は、野菜の価格が著しく低落した場合に、生産者補給金を交付することによって野菜農家の経営に及ぼす影響を緩和し次期作の確保
と消費者への野菜の安定的な供給を図る制度である。本事業は、野菜価格安定事業の中で国の制度で支援していない「みょうが」について県単独で支援
する。
２　概要
対象野菜の平均販売価格が保証基準額を下回った場合に、その差額の８割を生産者に対して、補給金として交付。

○補助金交付申請
○価格差補給金の交付は無いことを確認

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

○補助金交付要綱、実施要領作成配布
○実施地域の指定
○市町村、農協、生産者による資金造成



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松本 （ ３０８４ ）

種別 重要課題  当初予算額 8,374千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・事業実施要綱・要領の策定
・県内学校給食実施校への出前授業等の募
集

・出前事業実施校の決定

・学校給食へのメロン提供
・メロンの出前授業の実施

県は、高知県内の特産農畜産物を理解する子どもたちを育てることで、将来の高知県の農畜産物のファンづくりと担い手育成を目的に、生産者や生産者
団体、及び生産者や生産者団体等で構成される協議会等の組織で、知事が必要と認めた団体（以下「補助事業者」という。）が、学校給食への食材供給
や生産への取り組みや食べ方等について紹介する出前授業等について、補助事業者が行う事業に要する経費に対して、予算の範囲内で補助金を交付
する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

<エメラルドメロン>
　・出前授業実施（実施希望校：
　　　　　　　　　　 ７校中５校実施）
　・学校給食への食材提供
　 　（6月26日～７月9日）
　 　（50,104食：県内学校給食実施校
　 　小学校207校、中学校60校、幼稚園16園
　 　特別支援校7校で実施）

<土佐はちきん地鶏>
　・出前授業実施（実施希望校：
　　　　　　　　　　 ７校中２校実施）
　・学校給食への食材提供
 　　（9月28日～12月25日）
 　　（49,346食：県内学校給食実施校
  　 小学校204校、中学校66校、幼稚園15園
　   特別支援校6校で実施予定）
 
<土佐ジロー>
　・出前授業実施希望校：１校
　　　　（10月13日実施予定）
  ・学校給食への食材提供実施
　  （2075食：四万十市中村地区14校で実施
　　　　　　　 6月以降）
　
<土佐文旦>
  ・出前授業実施（実施希望校：6校中1校）
 
<土佐茶>
  ・出前授業実施（実施希望校：6校中1校）

・出前授業の希望校募集と食材提供の希望調
査について、市町村教育委員会経由で希望の
調査を行ったが、新規事業ということもあって
か、各市町村によって、事業の目的等の理解に
差異がある。今年度実施していくなかでＰＲも行
い、市町村教育委員会や学校などに理解しても
らい、協力してもらえる関係づくりも行う必要が
ある。

・エメラルドメロンは、県内で知らない子どもたち
がたくさんおり、食材提供により県下への認知
向上につなげることが出来た。また、子どもたち
からは、「メロンは嫌いだったが、エメラルドメロ
ンを食べると、美味しくて好きになった」「こんな
に美味しいエメラルドメロンを作っている生産者
さんはすごい」などの嬉しい反応がたくさんあっ
た。生産者は食材提供により、県下での認知向
上につながったことと、これらの子どもたちの手
紙を読み、声を聞くことで、さらに生産品質と生
産意欲の向上につなげることができたという事
業効果を得られた。

・青果物の学校給食への提供は、傷みの発生
など納入時の検認が厳しいため、出荷から配送
までの品質管理も含め、納品時の品質を確保
できる品目でなければ、円滑な実施が難しい。

備考（課題及び成果等）

・土佐ジローを学校給食へ提供
・土佐ジロー出前事業の実施

・土佐茶の出前授業の実施

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・土佐茶の出前事業の実施

・土佐はちきん地鶏を学校給食へ提供（１回
目）
・出前授業の実施

・土佐はちきん地鶏を学校給食へ提供（２回
目）
・出前授業の実施

・ブンタンの出前授業の実施

・事業実績取りまとめ

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
農業振興部

高知の特産物ジュニア博士育成事業費 産地づくり課

　

事業実施主体の決定及び補助
金交付決定事務等（随時実施）

出前
授業
は状
況に
応じ
て随
時実
施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 文野 （ ４８０６ ）

種別 重要課題  当初予算額 4,208千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　海外の日　海外の日本食ブーム、在留邦人の増加、アジア諸国等を中心とする高所得者層の増加に伴い、各都道府県の特産品の市場・販路拡大の一環として、海外市場への日
本産農産物の輸出が拡大している。そこで、輸出に関する情報収集を行うとともに、海外での展示会等への出展を支援することにより、輸出の可能性を探る。
　補助金　　　　対象事業：農産物の輸出拡大のための国内外の展示・商談会・テスト輸出等
　　　　　　　　　　補助先：市町村等　　　　　　　事業主体：生産者組織等　　　　　　　補助率：１／２以内（１組織１，０００千円を上限とする）
　事務費　　　　輸出に関する情報交換、勉強会の開催、国内外における農産物輸出に関する調査等

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

通年　輸出情報収集、提供（先進地視察、卸
売市場調査、産地訪問）

補助金要綱通知

農林水産物等輸出促進全国協議会出席

先進地視察
中国四国農産物輸出促進担当者会議出席

輸出促進事業費補助金交付決定(園芸連)(7/1)
黒岩梨出荷組合との協議(7/10)

貿易協会アドバイザーとの意見交換（7/29）
高知の食品輸出商談会の支援(7/30)
黒岩梨出荷組合との協議(7/31)
輸出促進事業費補助金交付決定(大豊町)(8/5）

貿易協会アドバイザーとの意見交換(園芸連・県)（8/19）

オランダウェストラント市との友好協定締結に向けての支援(ウェスト

ラント市長一行来高)(9/14, 15)
香港食品販路開拓オリエンテーション・商談会(園芸連支援)(9/18)

　香港の市場は海外に開かれており、関税や検疫などの条
件が緩く、富裕層が２００万人に達するうえ、中国本土への
足かがりにもなり得る。比較的近距離にある有望な輸出
先、香港の効果的な活用を図るため、今後、情報収集、試
験出荷などの取組が必要。

国外調査（中国・上海）及び販促活動支援
国外調査（香港）及び販促活動支援
中国四国農産物輸出促進担当者会議出席

高知県農産物輸出推進協議会開催
調査結果まとめ

担当部局：

事業概要・目的

農業振興部

農産物輸出促進事業費 流通支援課

　グロリオサの鮮度保持について、農技センターによる試
験の実施と技術の確立を図ることが必要。

　北川村のゆず輸出は、輸出先としてヨーロッパ(特にフラ
ンス)を想定しており、今後、情報収集が必要。

　オランダ(ウェストラント市)と高知県は、友好協定締結に
向けて動いており、この機会を活用して県産野菜、果実等
の輸出可能性を探りたい。遠距離であり、鮮度保持や輸送
方法、コストなどについての課題を克服することが必要。

平成21年9月30日

補助金要綱通知(園芸連・ＪＡ等)

ＪＡ高知・三里園芸部との協議(4/14, 24)

取組組織(園芸連・ＪＡ等)への説明

北川村ゆず輸出に向けての情報交換(5/15)
香港への輸出に向けてのセミナーでの情報収集・意見交換(5/21)

中四国農産物輸出促進担当者会議出席(6/4岡山)
オランダウェストラント市との友好協定締結に向けての支援(ボーン

ストラ農務参事官来高)(6/8, 9)

北川村ゆず輸出に向けてのジェトロとの情報交換(6/15)

農林水産物等輸出促進全国協議会出席(6/29東京)

高知県農産物輸出推進協議会勉強会



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 伊藤啓介 （ ３０７１ ）

種別 重要課題  当初予算額 40,883千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 農業振興部
平成21年　9月　30日

青果物等の流通、販売、消費行動の変化等に的確に対応し、本県産園芸品を有利販売するため、生産から流通・販売までの一元的な支援体制を構築し、農
業団体等と生産流通販売戦略を展開し、農家の所得向上につなげる。
　１　こうち野菜果実販路開拓事業
　　　新体制（新需要開拓マーケティング協議会）による新たな販路開拓と有利販売への支援
　　　①量販店等とのパートナーシップ強化　②業務需要の販路開拓　③果実の販売促進
　２　特産野菜等コラボレーション事業 （特産野菜等コラボレーション事業費補助金）
      地域野菜等の品目別の販売戦略として、地域の一次産品や観光資源等をツールとして活用しながらストーリー性を持たせ、
     　飲食店での効果的なフェア等の展開を行い、販売拡大や生産拡大につなげる地域の活動に対し補助する。
　３　高知の花き総合ＰＲ事業
　　　高知県の花きの振興を図るため、消費地において、総合的な県産花きのＰＲを行う。

　※執行計画欄の「販」はこうち野菜果実販路開拓事業、「□」は特産野菜等コラボレーション事業、「花」は高知の花き総合ＰＲ事業
執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

新需要開拓マーケティング事業費 流通支援課

事業概要・目的

　

販：園芸連との取組の合意
花：ｼﾞｬﾊﾟﾝﾌﾗﾜｰﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ（東京）出展ＰＲ
花：花きモニタリング調査の準備（詳細検討）
□：コラボ事業要綱制定
□：コラボ事業要望調査
花：花きモニタリング調査の実施
販：新需要開拓マーケティング協議会の設立
販：販路戦略の策定と関係者との共有
□：コラボ事業市町村との協議

□：コラボ事業交付決定（１ヶ所）

１　こうち野菜果実販路開拓事業
　園芸連との取り組み合意、役割分担の決定
　農業振興センターとの取り組み共有（4月）
　県と園芸連との「新需要開拓マーケティング
　協議会」設立(6/23)
①量販店とのパートナーシップ強化
　 パートナー量販店候補のリストアップ及び現
　　 地調査（4～6月：関東、関西）
②業務需要の販路開拓
　 業務加工取引会社のリストアップ及び現地
　 調査(4～6月：関東、関西）
③果実の販売促進
　 新高梨産地との協議(針木地区）
　 文旦協議会設立に向けた幡多地区準備会
　　（6/30）

２　特産野菜等コラボレーション事業
　　事業要綱制定・関係機関への通知（5/15）
　　室戸市との事業取り組み合意（6/22）

３　高知の花き総合ＰＲ事業
　　ジャパンフラワーフェスティバル出展ＰＲ
　　（4/21～26）
　　モニタリング調査実施について、産地、
　　ＪＡ、卸会社との合意形成

１　こうち野菜果実販路開拓事業
　関係組織等との協働による取組に向けて意思
疎通を十分に図ろうとしているため、全体的に進
捗はやや遅れ気味だが、取り組み方向について
共有化を図ることができた。

２　特産野菜等コラボレーション事業
　要綱制定がやや遅れたが、事業説明により室
戸市が意欲的であり、地元関係機関が協議会を
設立する方向で調整している。事業計画策定、
パートナーの選定等の支援を行う。また、新たな
取組産地を誘導するために他地区へも情報提
供を行う。

３　高知の花き総合ＰＲ事業
　関係組織等との協働による取組に向けて意思
疎通を十分に図ろうとしているため、全体的に進
捗はやや遅れ気味だが、取り組み方向について
全体的に共有化を図ることができた。

□：コラボ事業の取組誘導
花：モニタリング調査の結果の検討

販：量販店等、パートナーの検討
　　（高知の取組ＰＲ）

販：量販店等のパートナーの選定

花：ニーズの中間報告（各部会総会）

販：パートナーとの戦略の共有とフェア等の展開
の検討

１　こうち野菜果実販路開拓事業
①量販店とのパートナーシップ強化
　 パートナー量販店の決定
　　(関東、関西各1社）
　 パートナー量販店との取り組み合意
②業務需要の販路開拓
　 業務加工会社ニーズ調査（2社他）
　 規格外品の現状調査(ハスイモ他）
　 商材提案から具体的な取引(関東1社）
③果実の販売促進
　 商品計画機構解散による「てんたん」「まる
　 はり」の園芸連販売に向けた調整
　 文旦協議会設立に向けた中央地区準備会
　　（7/30）
　 県域の文旦協議会設立(9/17)

２　特産野菜等コラボレーション事業
　　室戸市との事業計画打合せ(8/22）
　　嶺北地区での事業化検討(8/11，9/29）

３　高知の花き総合ＰＲ事業
　 モニタリング調査について産地、市場との打
　 ち合わせ
　 モニタリング調査実施（京浜２市場　9/7～
11）

１　こうち野菜果実販路開拓事業
①量販店とのパートナーシップ強化
　 ほぼ計画通りにパートナーを決定し、具体的
な戦略展開の段階。パートナーとの関係強化の
ための各戦略の実践と産地調整を進める。
②業務需要の販路開拓
　 現状の取引状況の調査及び新規顧客開拓に
向けて課題を整理している。一方で同時に商材
提案をしているが具体的な取引件数は少ない。
今後も積極的アプローチを行う。
③果実の販売促進
　 生産者の情報の共有が図られ、県域の文旦
協議会設立となった。今後は協議会を中心に方
向性、あり方を協議していく。
　その他、特産果樹について、園芸連と連携して
産地と情報交換を行う。

２　特産野菜等コラボレーション事業
　やや遅れたが、室戸地区の事業化が決まっ
た。今後はパートナーとのスケジュール調整な
ど県外事務所を中心に支援していく。また、新た
な可能性のある地区（嶺北）が出てきており、事
業化に向けた支援を行う。

３　高知の花き総合ＰＲ事業
　グロリオサは、マーケットインのものづくりにつ
いて産地側が真剣に取り組み始めた。モニタリ
ング調査が9月以降に本格化していくため、産地
と連携を密にして実施する。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

□：コラボ事業の市町村との協議及び交付決定
（１ヶ所）
花：モニタリング調査の計画検討
販：パートナーの産地招へいによる相互理解の
強化
　　（環境保全型農業等の取組ＰＲ等）

販：アンテナショップでのＰＲ戦略の検討

花：モニタリング調査の実施及び結果の検討

販：高知フェア等の販売促進活動の実施

　

花：モニタリング調査の実施及び結果の検討

販：高知フェア等の販売促進活動の実施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山崎竜二 （ ３０９４ ）

種別 当初予算額 4,887千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 農業振興部
平成21年9月30日

・補助金交付要綱制定

・交付決定

・展示・商談会出展（大阪）
・土佐ジロー生産流通拡大検討会開催
・特定JAS認証準備検討会開催

・各支部での技術研修会開催

・土佐ジロー生産流通拡大計画策定（土佐ジ
ロー協会総会）

　

・肉（焼き鳥)や卵の販売促進・PRにより，一定
のPR効果と1件商談成立
・生産技術及び卵品質の均一化への取組開始

・協会の理事会・総会にて、農家育成活動、生
産・販路拡大事業計画決定や幡多支部の学校
給食の取組を推進

・合同商談会を開催、夏メニューに向けた商品・
価格を提案、7件商談成立

土佐ジロー生産流通拡大事業費 畜産振興課

実施状況・変更計画　

・孵卵施設設置及び管理業務の方向性を検
討、孵卵管理を委託先を決定

・県内飲食店を9店表示決定
（11月の新聞広告を組み合わせることで一定以
上のPR効果を得た）

・2件商談成立
・地域アクションプランの進捗状況と併せて検討
する必要

事業概要・目的

・本県の特産地鶏である土佐ジローの雛の安定供給体制の確立や高品質の卵・肉の生産流通拡大を推進するため、県内での孵卵施設の整備、中山
間地域における農家育成、特定JAS 認証取得によるブランド力の向上や県内外の販路拡大を図る。
　○事業内容
　　①孵卵施設の整備　②特定JAS 認証取得　③農家育成に向けた活動　④販路拡大
　○補助先及び補助率
　　高知県土佐ジロー協会　，　１／２以内

執行計画・目標

・補助金交付要綱制定(4/27)

・交付決定(4/28)

・展示・商談会出展（4/30-5/4:大阪）
　(5/8個別商談6件）
・協会各支部で技術検討会開催
・食べ歩きマップ検討会(5/22)

・土佐ジロー生産流通拡大計画策定
　（6/23:土佐ジロー協会総会）
・土佐ジロー生産流通拡大検討会開催(6/23)
・特定JAS認証準備検討会開催(6/23)
・畜産物合同商談会（6/24：県内32件商談）

備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

重要課題

・孵卵施設整備

・特定ＪＡＳ認証（現地調査）

・流通拠点・発注システム打合せ（東京）
・孵卵施設への試験入卵開始
・各支部での現地検討会開催・定期品質検査
・新聞広告掲載
・特産畜産物合同商談会の実施

・「龍馬伝」等イベント（東京）出展

・孵卵施設稼働開始
・特定ＪＡＳ認証認定交付

・各支部での技術研修会開催・定期品質検査

・各支部での現地検討会開催

・事業実績報告（土佐ジロー協会）

・畜産物合同商談会（県内）開催

・食べ歩きマップ作成検討会開催

・特定JAS認証のための講習会開催

・各支部での技術研修会開催
・孵卵施設要領作成

・地鶏肉の特定ＪＡＳ認証認定申請

・孵卵施設整備等検討会(7/2,14)

・食べ歩きマップ合同打合
　(広告宣伝や商談会検討）

・展示・商談会出展（9/9-11:大阪8件商談）
・土佐ジロー協会と特定JAS認証の取得検討
　(8/12:JAS認証機関／中央畜産会)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 日浦 （ ３０９５ ）

種別 当初予算額 1,601千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 農業振興部
平成21年9月30日

○第１四半期の目標：機器導入により孵卵施
設及び、データ収集と試験実施体制を整備す
る。

・備品（孵卵器、貯卵庫）の仕様書作成

・備品（孵卵器、貯卵庫）入札

・備品（孵卵器、貯卵庫）導入

・貯卵、孵卵試験を開始

・鶏種、系統、種鶏日齢毎に受精率、孵化率、
雌雄比率等のデータを収集する。

　

・購入対象備品の仕様などの精査

・当該備品の整備完了と試験開始を７月末に変
更

地域特産ブランド化技術支援事業費
（高知県特産鶏の増羽体制を支援する低コス
ト生産技術の開発）

畜産振興課

実施状況・変更計画　

・試運転の結果、トラブル等もなく、試験実施が
可能であることを確認
・各試験項目の中では、特に鶏種日齢による影
響が大きい

・孵卵機の湿度を60％に設定、土佐ジローの孵
化率が従来と比較して約５％程度向上

事業概要・目的

・当場では、一台の孵卵機で「土佐ジロー」の種鶏となる土佐地鶏やロードアイランドレッドに加えて、「土佐はちきん地鶏」の種鶏となる大シャモや土佐九
斤、白色プリマスロックのヒナ生産を行っており、これらの種鶏は､それぞれ鶏種毎、季節毎に孵化条件（温・湿度）が微妙に異なり、本来は鶏種ごとに適正
な条件下で孵卵しなければならないが､　現在当場には、孵卵器が一台しかなく需要に応えるためには同一条件下で孵卵せざるを得ないことから、土佐ジ
ローの孵化率に悪影響が生じている。
・平成２１年以降の大幅な増産体制に対応するため、鶏種に応じた適切な温湿度を明らかにすることで、土佐ジロー専用の孵卵施設の導入による孵化率の
向上等の成果を基に、効率的な孵卵体制を確立するとともに、生産者に必須となるヒナ生産マニュアルの作成に役立てる。

執行計画・目標

・当該備品購入手続き（入札等）の実施

・入札による備品の機種と購入の確定

・研究課題のプレゼンを通じた有識者による助
言や評価

備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

重要課題

○第３四半期の目標：季節毎に貯卵、孵卵試
験を反復する。

・鶏種、系統、種鶏日齢毎に受精率、孵化率、
雌雄比率等のデータを収集する。

・秋季における各種データについて解析する。

○第４四半期の目標：季節毎に貯卵、孵卵試
験を反復し、年間を通じた効率的な孵卵技術
と孵卵体制を確立する。

・鶏種、系統、種鶏日齢毎に受精率、孵化率、
雌雄比率等のデータを収集する。

・冬季（低温低湿度期間）における各種データ
について解析する。

○第２四半期の目標：季節毎に貯卵、孵卵試
験を反復する。

・鶏種、系統、種鶏日齢毎に受精率、孵化率、
雌雄比率等のデータを収集する。

＜具体的な実施計画＞
①一定温度下で、貯卵湿度を３段階に設定し
ながら反復実施し、鶏種、系統、鶏種日齢ごと
に受精率、孵化率、雄雌比率のデータを収集
する。（7～9月）
②37.8℃を基準に、３段階に孵卵温度を設定し
ながら反復実施し、貯卵試験と同じ項目につ
いてデータを収集する。（7～9月）

・夏季（高温高湿度期間）における各種データ
について解析する。

・当該備品の整備が７月末に完了し、試運転を
開始
・貯卵庫の温度を一定として、孵卵機のセッ
ター湿度の設定を変えながら反復実施し、土
佐ジローにおける、系統、鶏種日齢ごとに受精
率、孵化率、雄雌比率のデータを収集



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 日浦 （ ３０９５ ）

種別 重要課題 当初予算額 1,716千円 補正後予算額  　

月

飼料生産 肥育 飼料生産
・サイレージ用トウモロ
コシ播種

・肥育用飼料設計検討
・飼養管理方法検討
・試験牛選定

５月

・試験牛放牧開始 ・担当部署を交
えた、試験作業
内容についての
検討

６月

７月

・収穫、サイレージ調
整、生産技術展示
・収穫機器等による作
業性の検証

８月

・サイレージ用ソルガ
ム播種

・試験牛肥育開始

９月
・試験牛出荷、枝肉調
査
・食味調査

１０月

・試験牛肥育開始
 
・試験牛出荷、枝肉調
査

１１月

・ソルガム収穫、サイ
レージ調整、生産技術
展示

・試験牛肉食味調査

１２月

１月

２月

・飼料生産コストの検
証

３月 ・試験牛出荷、枝肉調
査
・食味調査

担当部局： 農業振興部
平成21年9月30日

地域特産ブランド化技術支援事業費
（自給飼料による土佐和牛(褐)肥育実証試験）

畜産振興課

　

事業概要・目的

・本県特産の土佐和牛肉（褐）の知名度を上げ、県内外で安定的に流通させるためには、ブランド化を含めた新たな流通戦略が求められている。
　一方、生産費の５０％以上を占める飼料の価格高騰に対応するためには、さらなる経費削減が喫緊の課題となっている。
・そこで、自家生産の牧草などを活用した低コストの肥育実証試験を行うとともに、これら飼料を効率的に大量生産できる新たな生産技術を実証す
る。
　具体的には、放牧や牧草発酵飼料などを最大限活用した草主体の肥育生産技術の開発を目指し、飼料畑においては、効率的な機械を使った飼
料調製の現地実証展示を行う。
・本試験で生産された牛肉は、土佐和牛ブランド推進協議会（仮称）と連携し、安全・安心な牛肉として、とくに健康志向の消費者層をターゲットに有
利販売できることを実証する。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

４月

肥育 飼料生産 肥育

・試験研究に関連する文献や他県の事例
等に関する基礎データ調査

・調査したデータを基に試験方針を計画

・粗飼料（ラッピングした
トウモロコシサイレイー
ジ）を肥育牛2頭に給与

・収穫した飼料をラッピン
グすることで、牛への良
好な嗜好性のほか、保存
の安定性を確認

・肥育開始時期を
８月から９月に変
更
・第１回の出荷時
期を11月に変更

・場内牛４頭のうち、２
頭を放牧肥育に、他の
２頭を畜舎内肥育に供
試

・４月に作付けした飼料
（デントコーン）の収穫時
期を７月に決定

・試験対象牛を選
定
・飼育場所を選定

・研究課題のプレゼンを通じた有識者に
よる助言や評価

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・場内で栽培した
トウモロコシを省
力型収穫機器に
より刈り取り後、
サイレージ化の
ためのラッピング
処理を実施
・トウモロコシラッ
プサイレージの
第１回成分分析
・トウモロコシ刈
り取り後に、場内
圃場にソルゴー
を作付け

・枝肉や食味等の調査
方法の検討

・専用収穫機器の使用に
より省力的かつ効率的な
刈り取りを実証



※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。

進行管理を行う事業等の名称
事業名（細目又は細々目）

1 森林組合経営改善事業費　【産】 経済 13,739

2 中山間の副業型林業者を育てる事業費　【産】 経済 2,769

3 県営林活用雇用創出事業費　【産】
経済
雇用 92,100

4 森林整備地域活動支援事業費　【産】 横断的 239,855

5 （社）高知県森林整備公社の経営改善 ― ―

6 自伐林家等支援事業費　【産】 経済 20,950

7 森の工場活性化対策事業費　【産】 経済 461,912

8 みどりの環境整備支援事業費　【産】
経済

横断的 100,000

9 野生鳥獣防除事業費　【産】 横断的 4,660

10 木造住宅総合推進事業費　【産】 経済 110,590

11 性能表示木材流通促進事業費　【産】 経済 4,850

12 土佐の梁桁普及推進事業費　【産】 経済 6,000

13 製材品流通体制整備事業費　【産】 経済 14,865

14 木質資源利用促進事業費　【産】
経済

横断的 35,520

15 地球温暖化対策推進事業費 横断的 630

16 エコポイント推進事業費／ＣＯ２木づかい運動推進事業費 横断的 1,517

17 環境マネジメントシステム推進費 横断的 1,250

18 協働の森づくり事業費 横断的 10,421

19 排出量取引地域モデル事業費　【産】 横断的 11,764

20 森林吸収量取引モデル事業費 横断的 4,702

21 薬用植物等活用促進費補助金 経済 30,060

22 環境対策課 エコサイクルセンター設置推進事業費 横断的 264,945

森づくり推進課

林業改革課

木材産業課

環境共生課

平成２１年度執行計画作成事業一覧表（林業振興・環境部）

No. 課名 種別 予算額



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋（宏） （ ４５７１ ）

種別 当初予算額 13,739千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

①研修成果発表会
　　・各森林組合による１年間の取組のプレゼ
　　  ンテーションとポスターセッション

②森林組合連合会と次年度計画の調整

③事業の完了と確認
④平成２２年度要綱、仕様書等の改正

備考（課題及び成果等）

①研修会の開催
    ・各研修２回目～７回目を実施
②研修会開催毎に講師、森林組合連合会と
　反省会及び次回開催計画の見直し

①研修会の開催
　　・各研修８回目～９回目を実施
②研修会開催毎に講師、森林組合連合会と
　反省会及び次回開催計画の見直し

①高知県森林組合連合会との事業打合せ
　　・経営者マネジメント研修、中長期ビジョン
　　  策定支援及び森林施業プランナー養成
      研修の研修内容、日程、講師、役割分担
      など
②補助金交付要綱、委託仕様書等の制定

③補助金交付決定、委託契約の締結

④経営ビジョン策定組合の選定
　
⑥ガイダンスの開催
　　・経営者マネジメント研修と森林施業プラ
　    ンナー養成研修の研修生のガイダンス

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

森林組合経営改善事業費 森づくり推進課

　経済

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　森林組合が安定的に経営を継続していくための人材を育成するため、
　　　１　経営に必要なスキルアップ研修
　　　２　中長期的な経営ビジョン・アクションプログラム策定の支援
　　　３　提案型施業を推進するための森林施業プランナー養成研修
を実施する。

・経営ビジョン策定支援セミナーの開催
　檮原町森組、四万十中央森組、大正町森組、
　窪川町森組、芸東森組で、各1回(7/14)～
　5回(9/30)を開催
・経営者マネジメント研修の開催
　第2回(7/29)～7回(9/11)の開催

■成果
・経営ビジョン策定に取り組んでいる高播の
　3森林組合（四万十中央、大正町、窪川町）
　が、組合合併に向けた具体的な検討を開始
　した。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・県森連との打ち合わせ(4/13、5/13、6/3、6/25)
　県予算概要、研修内容、日程、講師予定者、役
　割分担

・補助金交付要綱の制定(5/15)
・委託仕様書等の制定(5/22)
・委託契約の締結(5/29)

・補助金交付決定、経営ビジョン策定組合の決定
　(6/22)
・合同ガイダンス開催(6/29-30)
　経営者マネジメント研修と森林施業プランナー
　養成研修合同のガイダンス開催

■課題
　・　事業主体となる高知県森林組合連合会
　　との連携体制
　・　研修生（経営者マネジメント研修）への
　　研修目的の周知

⑤経営ビジョン策定



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宇久 （ ３１３７ ）

種別 当初予算額 2,769千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

①OJTの実施（副業型林業者育成支援）

②副業型林業者育成支援事業の完了と確認
③出前講座と副業型林家育成支援事業の振
　り返り

備考（課題及び成果等）

①林業事務所へ出前講座の周知
②補助金交付要綱等の制定（副業型林業者
　育成支援）

③出前講座は林業事務所の企画により適宜
　開催
④事業実施団体の公募（副業型林業者育成
　支援）

⑤選定委員会で、事業実施団体の候補者を
　選定（副業型林業者育成支援）

⑥副業型林家育成支援事業のOJT開始
　（～３月）

①OJTの実施（副業型林業者育成支援）

①OJTの実施（副業型林業者育成支援）

　　　②事業実施団体との打ち合わせ
　　　　　上半期の進捗、振り返り及び課題等
　　　　の洗い出し

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

中山間の副業型林業者を育てる事業費 森づくり推進課

　経済

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　中山間地域において、林業等に取り組もうとする者が意欲を持って生産活動を続けることを支援し、定住化や担い手確保につなげるため、次の事業を
実施する。
　　　(1)林業技術出前講座開催事業
　　　　　　自伐林家、特用林産物生産者や建設業者等が、必要とする知識・技術を補うため、各林業（振興）事務所の職員が、豊富な経験、専門的な知識
　　　　　をもった講師による出前講座を開催して、技術・知識等を習得させる。
　　　(2)副業型林家育成支援事業
　　　　　　継続的に搬出間伐・出荷を行うことで、副業的な林業収入を得る副業型林家を育成・支援するため、ＯＪＴによる技術研修や営林指導を行うＮＰ
Ｏ

・副業型林家育成支援事業実施団体の選
　定(7/1)

・実施団体（ＮＰＯ法人土佐の森救援隊）よ
　り補助金交付申請書の提出(7/17)
・実施団体へ補助金交付決定通知(7/31)

・土佐の森救援隊による研修生の公募
　(～8/15)

・土佐の森救援隊によるＯＪＴの実施
　（8/22～）

■課題
・　ＯＪＴの安全管理徹底

■成果
・公募計画10名に対し、13名の応募があり、初
　年度の取り組みとしては、効果的に事業が進
　められている。
<研修生の応募状況：一般コース>
　高知市(5名)、いの町(1名)、須崎市(1名)、中
　土佐町(1名)、佐川町(2名)、香南市(2名)、大
　豊町(1名)、香美市(1名)、徳島市(1名)、不明
　(1名)の計16名。本業は、自営、農業、会社
　員、公務員、建築士など。
<お試しコース(3日間の体験)>
　県外(神奈川県2名、香川県2名）からの参加
　者の4名を含む計5名。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・担当者会(4/17)
　林業事務所職員への事業概要説明と周知
・副業型林家育成支援事業の補助金交付要
　綱を制定

・副業型林家育成支援事業の実施団体公募
　(5/14～5/29)

・副業型林家育成支援事業企画選定委員会
　で事業実施団体を選考(6/9)

・応募団体との計画内容にかかる打合せ等
　(6/10-30)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 塩見　隆司 （ 3135 ）

種別 当初予算額 92,100千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　経済・雇用

担当部局： 林業振興・環境部
平成21年9月30日

県営林活用雇用創出事業（H21年度協定分） 森づくり推進課

事業概要・目的

　県営林と周辺の民有林を含めた団地を造成し５ヶ年間の事業を計画的に実施することにより、雇用の場の創出及び林業の担い手育成を図ることを目的
とする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

◆市町有林との共同事業地に関する役場と
の調整
◆事業地現地調整・確認

◆プロポーザル公募準備

◆プロポーザル公告(5月下旬）

◆事業・現地説明会(6月上旬）

◆プロポーザル参加申込期限(6月中旬）
◆提案書作成（期間：２ヶ月）

◇市町村との共同事業に関する調整
　（５月１３日）

◇プロポーザル公告（５月２６日）

◇事業・現地説明会（６月９日）
◇市町村との共同事業に関する調整（６月９
日）

■課題
・市町村との共同事業については、事業実施主
体は市町村となる
・共同事業については、市町村に対し指導及び
協力が必要
・共同事業地の協定方法、負担金支払方法の
検討が必要

◆提案書提出期限(8月中旬）
　　＊提案書確認

◆プロポーザル審査委員会(9月上旬）
（候補者選定）

◆協定締結に向けた協議
◆基本協定締結及び年度協定締結

◇市町村との共同事業に関する調整
　（７月２１日）

◇プロポーザル審査委員会（８月２５日）
◇審査結果の通知（８月３１日）

◇協定協議期限（９月２４日）
◇基本協定締結起案（９月２５日）

□成果
・奥奈路・坂本・楠山地区は事業体と協定準備
中（基本協定締結起案）

■課題
市町村との共同事業について役場が必要とす
る条件が整わず事業実施が困難な状況。

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

◆事業開始

変更計画
◆市町村との共同事業の役場との最終調整

■課題
・事業実施までの雇用の確保
・協定締結事業体の進捗管理、事業実行状況
の把握

（造林検査）

◆年度事業完了
◆県負担金の検査確定

■課題
・協定締結事業体の進捗管理、事業実行状況
の把握



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 武市 （ ４５７４ ）

種別 当初予算額 239,855千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（概要）この事業では高知県森林整備地域活動支援推進交付金と高知県森林整備地域活動支援交付金の二つの交付金を用いている。
　①森林整備地域活動支援交付金の概要
　　・「森林情報の収集事業」（交付単価：１5,000円/ha）
　　・「森林情報の収集事業及び境界の明確化事業等」（交付単価：人証を活用した場合は24,000円/ha、人証を活用しない場合は
　　　20,000円/ha）
　　・「施業実施区域の明確化事業」（交付単価：5,000円/ha）
　②森林整備地域活動支援推進交付金の概要
　　・支援交付金の制度の適正かつ円滑な運用を図るため、市町村が行う事業に要する経費に対して交付する。
（目的）適切な森林整備の推進を通じて森林の有する多面的機能を十分に発揮させるため、森林所有者等による計画的かつ一体的な森林施業の実施に
不可欠な、地域における活動を確保するための支援を行う。

・６月～７月　補正事業に関する説明会開催

・７月中旬　林野庁から補正事業に係る要望
　調査依頼
・７月下旬　市町村要望量を林野庁へ提出

・８月　第１回交付決定
　　２８市町村
　　森林情報の収集活動　　　　133.59ha
　　施業実施区域の明確化　52,129.16ha

・補正事業予算を９月議会へ計上
　境界の明確化　　　　　　　　　　　163ｈａ
　森林の被害状況等確認　　　10,219ｈａ

　

・当初予定
　森林情報の収集活動　　　　　　　　　　200ha
　施業実施区域の明確化 　　　　　　56,100ｈａ
　森林情報の収集活動
　及び境界の明確化　　　　　　　　　　　1000ha

・第１回交付決定では、昨年度からの継続事業
のみ申請があった。補正事業と併せて事業要
望を募っていく。

【変更計画】
・補正予算に伴う交付要綱等の改正

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・交付要綱、実施要領改正
・５月～６月　各事務所管内説明会開催

・５月　国補正予算により事業内容の拡充

・６月中旬　要望調査を実施（補正含む）

・６月末　第１回の交付申請書の提出

・平成２１年度当初に拡充された事業内容に関
して、説明会を実施している途中での補正事業
の拡充だったため、市町村等の担当者にすぐに
は理解してもらうことは難しかった。
・第１回交付申請の要望調査は完了し、施業を
開始している。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

森林整備地域活動支援事業費 森づくり推進課

　　横断的

・市町村及び事業体等との打合せ

・市町村及び事業体等からの変更申請への
対応

・事業完了、検査後の支払い

備考（課題及び成果等）

・内示

・事業主体からの交付申請書の提出

・交付決定

・市町村及び事業体等との打合せ

・市町村及び事業体等からの変更申請への
対応

・交付要綱、要領の一部改正

・上記の改正点に関する林業事業体等を対象
とする説明会

・各市町村及び事業主体等の事業要望調査



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 種田 （ ３１３５ ）

種別 当初予算額 － 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

■今後の対応
①減損会計等への対応
　減損会計に対応した、資産評価方法の検討
②経営検討委員会
　「第三セクター等の改革」に係る「改革プラン」策定の
ための公社問題・方向性の検討

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

■課題
①高知県森林整備公社の経営改善
　第２期経営改善計画における目標を達成するため、
適切な事業執行の管理
②公社問題の抜本的解決
　「林業公社の経営対策等に関する検討会」における
抜本的支援策構築の際の国、府県調整
　支援実行に向けた県の支援策、公社の再生計画の
検討

■成果
①「林業公社の経営対策等に関する検討会」報告書
（６月３０日）

担当部局： 林業振興・環境部
平成21年9月30日

（社）高知県森林整備公社の経営改善 森づくり推進課

　

事業概要・目的

　平成２０年３月に公社が作成した「第２期経営改善実行計画（Ｈ２０年度～Ｈ２４年度）」に基づき実施される公社事業について、事業の進捗管理及び軌道
修正の必要性等の的確な把握に努め、計画目標の達成を支援する。
　また、平成２０年１１月に設置された国と地方で構成する「林業公社の経営対策等に関する検討会」において、平成２１年５月を目処に、経営改善に向けて
既往債務等での抜本的な支援策を構築するとともに、構築された支援策を実行するために必要な対策を検討する。

－

◇第２期経営改善実行計画に基づ
いた事業実施（通年）

◇第２期経営改善実行計画実施
　状況の報告

◇「林業公社の経営対策等に関
する検討会」での抜本的支援策
の構築と、支援策実行に向けた
対策の検討

・Ｈ２２年度県予算(案)
　の策定

・Ｈ２２年度経営改善
　実行計画実施内容
　の検討

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・進捗確認

・第７回「林業公社の経営対策
等に関する検討会」開催

・第６回「林業公社の経営対策
等に関する検討会」開催

・総務省・林野庁協議
　（具体的支援策の協議）

・総務省・林野庁協議
　（具体的支援策の協議）
・森林県連合幹事会等の開
催、森林整備法人全国協議
会との調整
（具体的支援策の実行作業）

・総務省・林野庁協議
　（具体的支援策の協議）
・森林県連合幹事会等の開
催、森林整備法人全国協議会
との調整
（具体的支援策の実行作業）

・総務省・林野庁協議
　（具体的施策の協議）
・森林県連合幹事会等の開
催、森林整備法人全国協議
会との調整
（具体的支援策の実行作業）

◇第２期経営改善実行計画に基づ
いた事業実施（通年）

◇「林業公社の経営対策等に関
する検討会」での抜本的支援策
の構築と、支援策実行に向けた
対策の検討

・第６回「林業公社の経営対策等に
関する検討会」（５月１８日）

・第７回「林業公社の経営対策等に関す
る検討会」開催（６月３日）
・第８回「林業公社の経営対策等に関す
る検討会」開催（６月１６日）
・第９回「林業公社の経営対策等に関す
る検討会」開催（６月２６日）

・森林県連合政策提言（７月２８日）

・森林整備法人全国協議会総会（８
月１１日）
・森林整備法人全国協議会前期要
望（８月１１日）

◇時価会計に対応する修正B/Sに係る
林野庁・総務省協議
　・森林県連合幹事会等の開催、森林整
備法人全国協議会、全国森林整備協会
との調整

・森林県連合緊急要望（９月１０日）
・全国森林整備協会役員（公社の全国
組織）との減損会計に関する協議（９
月１５日）
・第１回高知県森林整備公社経営検討
会の開催（９月２９日）

・総務省・林野庁協議
　（起債基準・減損会計）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉川 （ ４６０２ ）

種別 当初予算額 20,950千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 林業振興・環境部
平成21年9月30日

自伐林家等支援事業費 林業改革課

　経済

事業概要・目的

中山間地域に生活する自伐林家等が日々の山仕事で集めた間伐材を小口でも売ることのできるシステムを確立し、森林所有者の所得向上を図るととも
に、意欲をもって生産活動を続けることを目的とする。

執行計画・目標 実施状況・変更計画 備考（課題及び成果等）

・要綱、要領等の制定
・事業ＰＲ及び要望
・各事務所の要望取りまとめ、事務所配分と
予算令達

・要綱、要領等の制定に向けて検討

・林業振興（間伐）担当者会の開催
・市町村、森林組合担当者会の開催

・要綱等の制定
・森林組合へのＰＲ
・市町村広報誌掲載依頼（準備）
・森林組合に対して要望調査

・事業実施上の仕組等について関係機関と調
整

・１－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
・１－四半期実績取りまとめ
・間伐推進会議開催（事業内容の改善等）

・林業事務所担当者会の開催

・要望量の調整

・市町村広報誌への掲載依頼

・実施計画（承認及び内示）
・事務所予算令達

【課題】
　予算を上回る要望があるが、木材価格低迷
等の影響や地域的な偏りがあるため、来年度
に向けて仕組み等について検討

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・２－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
・２－四半期実績取りまとめ
・予算調整
・３－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
・３－四半期実績取りまとめ
・平成２２年度要望調査

・４－四半期申請における補助金交付業務
（林業事務所）
・４－四半期実績取りまとめ
・平成２２年度要綱、要領等の改正準備



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 戸田・遠山 （ 4876 ）

種別 当初予算額 461,912千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

事業概要・目的

　成熟化しつつある人工林資源の利活用を行い、森林所有者等の収益性の向上及び林業就業者の雇用と所得を安定的に確保していくために、森林
を集約化し効率的な木材生産システムを行う事業体等を支援する。
　①森の工場づくり支援事業
　②林業就業者技術向上支援事業（間伐材搬出支援事業、作業道整備事業、作業システム導入支援事業）
　③新規参入者等技術支援事業
　④高性能林業機械等整備事業

担当部局： 林業振興・環境部
平成21年9月30日

森の工場活性化対策事業費 林業改革課

経済

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
・要綱等の制定

・森林組合等の林業事業体及び市町村への
事業説明会
・森の工場の認定（通年）
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・国への補助申請（機械関係）

・要綱等の制定
・森林組合等の林業事業体及び市町村への
事業説明会
・森の工場の認定（通年）
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・国への補助申請（機械関係）

・事業体へのヒアリング（～８月）
・市町村等への内示、交付決定等（機械関
係）
・技術、経営、機械導入等の指導（～３月）
・事業掘り起こし（～３月）

・事業体へのヒアリング（～８月）
・市町村等への内示、交付決定等（機械関係・
１次）
・技術、経営、機械導入等の指導（～３月）
・事業掘り起こし（～３月）
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・国への補助申請（機械関係）

・森の工場づくり支援事業第１次内定
・高性能林業機械等整備事業第１次配分

・１－四半期補助申請事務 ・１－四半期補助申請事務・事業体へのヒアリ
ング（～８月）
・事業掘り起こし（～３月）
・技術、経営、機械導入等の指導（～３月）

・森の工場の認定（通年）
・事業体へのヒアリング（～８月）
・事業掘り起こし（～３月）
・技術、経営、機械導入等の指導（～３月）
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）

・森の工場づくり支援事業第２次内定

・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・森の工場づくり課題の抽出とその対応策

・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・森の工場づくり課題の抽出とその対応策
・事業掘り起こし（～３月）
・市町村等への内示、交付決定等（機械関係・
２次）

※森の工場要望面積　5,950ha（９月末）
・２－四半期補助申請事務
・H22予算要望調査

・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・補助金支出事務

・３－四半期補助申請事務
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）

・４－四半期補助申請事務

・とりまとめ
・要綱、要領等の改正
・補助金支出事務
・要綱等の改正

　※備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉川 （ ４６０２ ）

種別 当初予算額 100,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 林業振興・環境部
平成21年9月30日

みどりの環境整備支援事業費 林業改革課

　経済・横断的

事業概要・目的

CO2吸収効果の高い人工林の間伐を促進することで、荒廃森林の発生を防止し、森林の持つ公益的機能が効果的に発揮されるよう森林の整備を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画 備考（課題及び成果等）

・要綱、要領等の改正 ・要綱、要領等の改正（４／２３）
・Ｈ２０年度実績取りまとめ（４月下旬）

・１－四半期の実績の取りまとめ
・１－四半期申請における補助金交付・支払
業務

・１－四半期の実績の取りまとめ（７月中旬）

・１－四半期申請における補助金交付・支払
業務
　（８月１３日）

　

【課題】
・国の全額負担の事業が拡大
・対象齢級の見直し
・中山間対策等、新たな視点からの拡充

※９月末間伐実績　659ha

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・２－四半期の実績取りまとめ
・２－四半期申請における交付金交付・支払
業務
・平成２２年度要望調査
・３－四半期の実績取りまとめ
・３－四半期申請における交付金交付・支払
業務

・４－四半期の実績取りまとめ
・４－四半期申請における交付金交付・支払
業務
・平成２２年度要綱、要領等の改正準備



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 矢野 （ ４６０２ ）

種別 当初予算額 4,660千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
  林業振興・環境部

野生鳥獣被害防除事業費 林業改革課

#VALUE!

①受託者との打合せ（第１回）
②各事務所及び鳥獣対策課との打合せ(第１
回）
③野生鳥獣被害を防止する防護柵設置等の
防除方法を検討するための予算令達（森林技
術センター）

①受託者との打合せ（第２回）
②各事務所及び鳥獣対策課との打合せ(第２
回）
③野生鳥獣被害を防止する防護柵設置

  ニホンジカによる森林被害について、生息密度、生態特性等、県下の分布状況等の実態を調査し、マニュアルを作成する。
  また、シカ等による野生鳥獣被害を防止するための防護柵の設置等を実施することで、森林の保護、保全を図るとともに効果的な防除方法を検討
する。

①受託者との契約(7/17)
②受託者との事務打合せ（調査内容・年間計
画等）
③H21野生鳥獣被害対策検討チーム打合せ
(7/29)
④森林被害実態調査開始
⑤野生鳥獣被害を防止する防護柵設置等の
防除方法を検討するための予算令達（森林技
術センター）

横断的

①受託者との打合せ（第３回）
②各事務所及び鳥獣対策課との打合せ（第３
回）
③森林・林業・木材産業づくり交付金概算払
請求
④野生鳥獣被害を防止する防護柵設置につ
いての成果取りまとめ
⑤委託業務の完成検査
⑥鳥獣対策課との意見交換

①国（林野庁）より１次内示4/28

②森林技術センターとの打合せ

③国（林野庁）より２次内示5/15

④委託の施行伺

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

①国（林野庁）より内示
②委託設計書作成・発注
③受託者との事務打合せ
④森林被害実態調査開始
⑤森林技術センターとの打合せ



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂田・田村 （ ４５９２ ）
種別 当初予算額 67,690千円 補正後予算額 110,590千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

木造住宅総合推進事業費 木材産業課
　経済

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①こうち安心の木の住まいづくり助成事業
　県産材を使用した木造住宅の建設促進に加え、木造住宅の耐久性・耐震性を強化するため、県の基準に適合した木造住宅に対し助成を行う。
　 補助先：住宅取得者　 補助額：14万円～40万2千円　H21予算額：74,790千円
①’新・木の住まいづくり助成制度
　県産材を使用した木造住宅に対し、使用量に応じて助成を行う。
　 補助先：住宅取得者　 補助額：最大40万5千円　H21予算額：33,300千円
②こうちの木の家普及推進事業
　民間団体が取り組む木や木造住宅に関する情報発信事業に対し助成する。
　　補助先：高知県木材普及推進協会　補助率：１／２以内  H21予算額：2,500千円
　　H21事業内容：マスコミ（ＴＶ）を活用した木造住宅のＰＲ。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

②【事業の実施】
　県広報番組「おはようこうち」
　の時間枠内にて「木と人・出
　会い館情報」を放送
　・毎週日曜　ＡＭ７：５５ごろ
　・５月～３月（44回）

②補助金交付申
　請の受け付け、
　交付決定 ①

・「こうち安心」
　PRリーフレット・ポ
　スター作成・配布
・県広報誌や、ラジオ
　放送等にて事業内
　容お知らせ

①助成事業申込・交付
　申請受付及び審査・
　検査・補助金交付

①テレビCM
作成・放送

②事業完了、実績報告書の受付
　 検査・確定（支払い４月中旬）

②
・4/13補助金交付申請
・4/30補助金交付決定

①①’
・両事業の説明会実施
 （８～９月に県内４カ所）
・PRリーフレット・ポスター
　作成・配布
・さんSUNさん高知掲載
　（９月号）
・「おはようこうち」で放送
  （9/20)

①
・県広報誌（SUNさん
高知４月号）でお知ら
せ
・ラジオ・テレビ放送
等にて事業内容お知
らせ

（7月補正予算）

「こうち安心」拡充200戸→230戸

「新・木の住まい」（県産材利用住宅促進緊
急対策事業）新設→150戸

7/22～募集開始

①受付済件数
195件/230件

①’受付済件数
79件/150件
（H21.9.30現在）

①テレビCMの効
果的な放送の時
期及び番組の検
討

①テレビCM
作成・放送



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ ３１５４ ）

種別 当初予算額 4,850千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

経済

備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・性能表示木材流通促進事業
　 県産材の需要を伸ばすためには、乾燥等の品質及び強度等性能の明確な製品への消費者ニーズに応じた木材製品の安定供給が必要である。このた
   め、製材品のJAS等の品質及び性能の表示に要する経費に助成し、市場での信頼性の向上と需要拡大を図る。
　  　補助先：県内のＪＡＳ認定製材工場、製材業者等で組織する団体（製材品市場を含む）
　 　 補助額：定額　　ＪＡＳ製品　3,500円/ｍ3、含水率表示製品　2,500円/ｍ3、強度表示製品　3,000円/ｍ3
　　  Ｈ21予算：4,850千円

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

性能表示木材流通促進事業費 木材産業課

　

・要綱、要領の制定

・5/下　事業計画募集開始

・3/下　事業完了、実績報告検査
　　　　　支払い（４月中旬）

・事業実施の指導

・6/中　事業計画募集〆切
　　　　　事業計画審査、採択

・補助金交付申請審査、交付決定

・5/中　事業の周知

・要綱、要領の制定（６月１日）

・事業の周知
　（６月上旬～７月下旬）

・事業計画募集開始（７月下旬）

・９月補正予算要求
・事業計画募集〆切、内示
　（９月中旬）

・補助金交付申請審査、交付決定
　（９月下旬～１０月中旬）

・９月議会閉会、９月補正予算成立
・事業計画（２次）募集開始
　（１０月中旬）

・3/下　事業完了、実績報告検査
　　　　　支払い（４月中旬）

・事業実施の指導

・事業の要望量が当初予算枠の1,500
　ｍ3から10,000ｍ3に増加。
　そのため、９月補正での予算要求を
　検討。

・性能表示木材供給開始
　（１０月上旬）

・事業計画（２次）募集〆切、内示
　（１１月上旬）
・補助金交付申請審査、交付決定
　（１１月中旬）

・進捗状況
　交付決定　７事業体　1,335m3



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂田 （ ４８５８ ）

種別 当初予算額 6,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

土佐の梁桁材普及推進事業費 木材産業課

　経済

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　県外で県産の梁桁材を使用して建築される住宅等について、ＰＲを条件に助成を行い、県産材の知名度向上と需要拡大を図る。
　①土佐の梁桁材普及推進事業費補助金　：　6,000千円
　　　県産の梁桁材を使用して県外で建築される住宅等について、見学会を開催するなど、県産材のＰＲを条件に助成する。
　②土佐の梁桁材普及推進委託料　：　1,800千円
　　　住宅建築事例としての写真提供など県産の梁桁材普及推進に協力した建築主に贈呈する県産品の調達・発送を委託する。

事業周知について、県外企業への直接説明を
実施する必要あり
9月末現在申込件数9件、他数件問い合わせ有

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

②土佐の梁桁材普及推進委託業務について、
プロポーザル審査委員会において県産木製品
の追加要望について意見があり、その調整に
日数を要した。

②②②②①①①①
施行伺

4/20プロポーザ
ル募集開始

5/13プロポーザ
ル募集〆切

5/18審査会
5/20審査結果通知

6/上委託契約
　　　業務の開始

3/31業務の終了

要綱・要領の制定

6/上事業の開始

事業の周知
重点期間

・事業の周知
・申込の受け付け
・受付の通知
・事業実施の指導
・申請書の受付、
審査
・交付決定通知、
検査、支払い

・発送予定の通知
・発送の指示
・業務終了分の検
査、確定、支払

3/31事業の終了

①①①① ②②②②

4/20プロポーザル
募集開始

5/13プロポーザル
募集〆切

5/18審査会

5/21審査結果通知

7/13委託契約
　　　業務の開始

審査会で出された
意見に基づく提案
内容の調整など

商品写真の収集
作業

6/1
要綱・要領の制定

8/3募集開始

（事業の周知）
8/3HP公開
8/3,4FAX送信76箇所
8/6文書通知230箇所
9上企業直接訪問
　　　10箇所

3/31事業の終了 3/31業務の終了

・発送予定の通知
・発送の指示
・業務終了分の検
査、確定、支払

・事業の周知
・申込の受け付け
・受付の通知
・事業実施の指導
・申請書の受付、
審査
・交付決定通知、
検査、支払い

施行伺



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西岡、坂田 （ ４８５８ ）

種別 当初予算額 14,865千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要・目的

①共同事業検討委員会運営費
　 新流通拠点を中心に販売力の強化を図るため、流通コストの削減、販路の拡大を目指し、共同輸・配送システム、共同仕上げ、人工乾燥等の共同化
　 実現に向けた検討を行い、結果を取りまとめる。H21予算額443千円
②製品市場統合化推進事業
　 製品市場の統合により販売力の強化、経費の節減を図るため、統合に向けての課題を整理し、課題整理ができたものから統合を進める。
　 H21予算額1,022千円
③新物流システム構築モデル事業
　 製品の積み合せ等による合理的な物流システムの構築を委託する。H21予算額13,400千円

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

経済 　

担当部局： 林業振興・環境部
平成21年9月30日

製材品流通体制整備事業費 木材産業課

①参加者募集

②統合市場構想
   取りまとめ

①検討結果
　 とりまとめ
       取りまと

①関係者説明
会

②製品市場統合に向けた話し合いの準備

①共同事業による新たな流通システムの実
現のための委員会立ち上げ準備

②統合に向
けた勉強会
の開催

①委員会の
立ち上げ

①ニーズ調
査、問題点
検討

①取組項
目、手順決
定

①共同輸配
送等試行

②各セン
ターの実
態調査

②統合に
向けた課
題解決策
の検討

③施行伺等
契約準備

③完了検査

③業務完了

③業務の実
施、打合せ
の実施（当
初、中間、最
終の３回）、
進捗の管理
等

①試行事業
　検証

③契約の
相手方決
定、契約

①共同事業による新たな流通システムの実
現のための委員会立ち上げ準備

②製品市場統合に向けた話し合いの準備

①ニーズ調
査アンケート
の実施

①共同輸配
送等試行

①試行事業
　検証

①検討結果
　 とりまとめ
       取りまと
①参加者募集

①関係者説明
会

②各セン
ターの実
態調査

②統合に
向けた課
題解決策
の検討

①委員会の
立ち上げ

②検討会
開催

②課題解
決への取
り組み方
法の個別
協議を継
続

②統合を
指向する
ものとは
継続協議

③施行伺等
契約準備

③完了検査

③業務完了

③6/24
契約締
結、事業
着手

③業務の実
施、打合せ
の実施（中
間、最終）、
進捗の管理
等

③7/31第１
回打ち合わ
せ

③7/21 2-4
半期概算払



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） ①三宅、②山本 （ ４５９１ ）

種別 当初予算額 35,520千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

備考（課題及び成果等）執行計画・目標 実施状況・変更計画　

経済・横断的

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：

 木質バイオマスの利活用を推進するため、地域での取組みを支援するとともに、低コストな木質バイオマス資源を安定的に供給する体制づくりと利用に
係る施設整備を含めたシステムを構築し、森林資源を活かした循環型社会の形成並びに新たな産業や雇用の創出を目指す。

①木質バイオマス普及事業
　県内の未利用林地残材を主原料とした木質バイオマス燃料利用機器の導入者に対して支援を行う。
　　　　事業期間：H21～H25　　　　　H21予算：11,000千円
②ふるさと雇用再生未利用木材商品化事業委託料
　　製材等から発生する木屑や丸太の生産過程で林地に放置されている木質未利用資源を活用した商品開発や販路開拓を行い、木質バイオマスの利
活用を進め、循環型事業のモデルづくりを行う。
　　　　委託期間：Ｈ21～Ｈ23　　　　　Ｈ21予算：19,725千円

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

木質資源利用促進事業費 木材産業課

・委託業務完了
　報告

・完了検査
　委託料支払
 　（４月中旬）

②ふるさと雇用
再生未利用木材
商品化事業委託
料

・入札
・委託契約締結
・委託業務計画
　作成（３ヵ年）

・販路開拓

・抽出成分
　調査

・商品企画、
　開発

・業務成果
　取りまとめ

・関係機関への
事業内容の周知
・募集開始

①木質バイオマ
ス普及事業

・計画承認（内示）
・交付決定

・検査、確定
 

・関係機関への
事業内容の周知
・募集開始

①木質バイオマ
ス普及事業

・計画承認（内示）
・交付決定
（ペレットストーブ
1台）

②ふるさと雇用
再生未利用木材
商品化事業委託
料

・委託契約締結

・委託業務計画
　作成（３ヵ年）

・商品企画、
　開発
・販路開拓

・委託業務完了
 報告

・完了検査 委託料
 支払（４月中旬）

・業務成果
  取りまとめ

・事業内容検討

・検査、確定
 

・抽出成分調査

・商品製造開始



平成２1年度　　事業執行計画書

事業名 所管課 担当者（内線） 武田 （ ３２１８ ）

種別 当初予算額 630千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

作成日：平成21年9月30日
担当部局：

事業概要・目的

　林業振興・環境部

地球温暖化対策推進事業費 環境共生課

横断的

備考（課題及び成果等）

  地球温暖化対策を推進するため、夏期にノーネクタイ等の軽装を奨励して適正冷房を図るクールビズの普及、また事業者を中心に急発信・急加速・急
停車を控えてアイドリングストップの実施などを奨励するエコドライブの取り組みなどを推進していく。

執行計画・目標 実施状況・変更計画

クールビズ普及啓発（6/1～9/30)

エコドライブ普及啓発（11/1～3/31)

エコドライブ啓発用ポスター作成

地球温暖化防止活動推進員募集

ウォームビズ普及啓発
（12/1～2/28)

第１回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会（香川県）

地球温暖化防止活動推進員委嘱(9/1)

クールビズ啓発用ポスター配布

ウォームビズ啓発用ポスター作成

第２回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会（香川県）

「ﾌﾞﾗｯｸｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ2009」実施（6/21)

「七夕ライトダウン」実施（7/7)

エコドライブ講習会①（11/14)

エコドライブ講習会②（12/5)

「ムーンナイトSHIKOKU」実施

エコドライブ講習会募集開始

環境月間ロビー展（6/1～ 6/15)

温暖化月間ロビー展（12/1～ 12/15)

高知県地球温暖化防止県民会議総会

高知県地球温暖化防止県民会議運営委員会①

高知県地球温暖化防止県民会議運営委員会②

　
高
知
県
地
球
温
暖
化
防
止
県
民
会
議
部
会
開
催

（
随
時

）
　
①
レ
ジ
袋
削
減
運
動
推
進
部
会
②
県
民
活
動
促
進
部
会

　
③
公
共
交
通
利
用
促
進
部
会
　
④
グ
リ
ー
ン
購
入
推
進
部
会
　
⑤
森
林
吸
収
対
策
部
会

クールビズ普及啓発（6/1～9/30)

地球温暖化防止活動推進員募集
(4/13～5/22)        応募者：20名

第１回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会（香川県：4/24）

クールビズ啓発用ポスター配布(5/26)
クールビズキャンペーン県内参加団体　68団体

「ﾌﾞﾗｯｸｲﾙﾐﾈｰｼｮﾝ2009」実施（6/21)

環境月間ロビー展（6/1～ 6/15)

高知県地球温暖化防止県民会議運営委員会
①(5/21)

地球温暖化防止活動推進員委嘱(9/16)

「七夕ライトダウン」実施（7/7)

「ムーンナイトSHIKOKU」実施

高知県地球温暖化防止県民会議総会
(7/17)

高知県地球温暖化防止県民会議運営委員会
②(8/31)



平成２１年度　　事業執行計画書

事業名 所管課 担当者（内線） 笹岡 （ ４８６４ ）

種別 当初予算額(a) 1,517千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①①①①エコポイントエコポイントエコポイントエコポイント推進事業推進事業推進事業推進事業
　　・エコポイント制度検討委員会において、非交通系エコポイント制度の拡充について検討する。
　　・事業者を対象としてエコポイント制度の普及啓発のためパンフレットを作成
②ＣＯＣＯＣＯＣＯ２２２２木木木木づかいづかいづかいづかい運動推進事業運動推進事業運動推進事業運動推進事業
　　・県産材を用いた木造住宅のＣＯ２固定量を認証し、木材利用が温暖化対策につながることを広く県民にアピールし県産材の利用を促進する。
　　・ＣＯ２木づかい固定量認証専門委員会を開催し、ＣＯ２固定量の認証について審査を行う。

・（木づかい）県外新築住宅に対する認証ス
キームの検討
・(エコポイント）総合エコポイント制度についてし
くみづくりや事業スキームについて検討を行
い、県民や事業者の環境行動を促し、県全体で
のＣＯ２削減につなげていく。
①参加企業をはじめ事務局を担う人材の具体
的な検討
②社会的還元方法の検討
　既存エコポイント制度とシステム構築に向け
た団体育成支援が必要

執行計画 実　施　状　況　

 

6/17,18 先進地事例調査
・ですかカードのカード機能では、現時点でエコ
ポイント管理が出来ない状況である。
　環境省が進めているエコ・アクション・ポイント
モデル事業との関係も含めて検討を要する。

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

林業振興・環境部

エコポイント推進事業／ＣＯ２木づかい運動推進業 環境共生課
作成日：平成21年9月30日

横断的

②ＣＯ２固定証書発行（１回目）

①第１回エコポイント制度検討委員会開催

①第２回エコポイント制度検討委員会開催

①第３回エコポイント制度検討委員会開催

①第４回エコポイント制度検討委員会開催

①ｴｺﾎﾟｲﾝﾄ制度の普及啓発パンフレット原
稿作成

①普及啓発パンフレット作成業務委託

①第５回エコポイント制度検討委員会開催

②第１回ＣＯ２木づかい固定量認証専門委
員会

②第２回ＣＯ２木づかい固定量認証専門委
員会

②第３回ＣＯ２木づかい固定量認証専門委員
会

②ＣＯ２固定証書発行（２回目）

②第１回ＣＯ２木づかい固定量認証専門委
員会(7/28）

②ＣＯ２固定証書発行（１回目）(8/26)
             【11件認証、86.2t-CO2】



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋田 （ 3217 ）

種別 当初予算額 1,250千円 補正後予算額  　

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

平成22年度　グリーン購入基本計画作成

平成21年度上半期庁内CO2排出量、グリーン
購入集計(130施設）

平成21年度上半期庁内CO2排出量、グリーン
購入公表(130施設）

市町村等説明会

高知県が自ら地球温暖化防止のために、出先機関も含めた全庁での職場のエコオフィス活動を展開し、率先してCO2削減を行い、市町村や事業所などへエ
コオフィス活動を広げていくことで、高知県地球温暖化対策地域推進計画（２次）の民生業務部門でのCO2削減を図る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

環境マネジメントシステム推進費 環境共生課

　横断的

デマンド監視サービス契約（4/1：継続１0施
設）

デマンド監視サービス契約（5/1：新規１0施
設）

県政出前講座（6/12）
平成20年度庁内CO2排出量、グリーン購入集
計(130施設）

デマンド監視サービス契約（継続１0・新規１0
施設）
市町村ブロック説明会（中央、安芸、幡多ブ
ロック）

平成20年度庁内CO2排出量、グリーン購入集
計(130施設）

平成20年度年間CO2排出量　　　23,238.98t-ｃｏ2
基準年度（平成18年度）比較　△７．４％
（約350世帯分のＣｏ２削減）
平成20年度デマンド警報装置設置施設（10施設）
年間削減効果　　38t-co2　　約1,684千円の削減

平成21年4月～8月末
デマンド警報装置設置施設(20施設）
削減効果　29t-co2　　　　　約3,759千円の削減

平成20年度庁内CO2排出量、グリーン購入公
表(130施設）
省エネサポーター派遣開始

庁舎管理者研修会（３ブロック）

市町村等説明会

平成20年度庁内CO2排出量、グリーン購入公
表(130施設）　△７．４％
こうちコツコツ削減システム（事業者向け環境
マネジメントシステム）作成

平成21年度デマンド設置施設省エネ訪問（10
施設）

市町村ブロック説明会（中央

4/14、安芸4/13、幡多ブロッ

ク4/21）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大前、荒尾、武田 （ ３２１７ ）

種別 当初予算額 10,421千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

4/16 交流活動（NTT西日本）
4/23 交流活動（オンワード樫山）
4/23～24　交流活動（富士通ＥＭＳ研修会）
4/29　交流活動（矢崎総業）

5/15 協定締結（東京海上日動）

5/21 交流活動（四国電力）
5/30 交流活動（西日本高速）

6/3 協定更新（三井物産）
6/10 協定更新（キリンビール）
6/11～17 協働の森　J-VER制度導入市町村
説明会
6/18～19 環境出前講座実施（富士通）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

協働の森づくり事業費 環境共生課

　横断的

8/7 協定締結（日鉄環境プラントソリューショ
ンズ）
8/9 交流作業（東京海上日動）
8/12　協定締結（デジタルマーケット）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・環境保全に関心の高い企業に「森林の再生」と「交流の促進」を柱とした森づくりに協力してもらうための体制づくり（地域の受け皿づくり）及び企業に対
する誘致活動を行う。
・森林のＣＯ２吸収量を高知県独自に認証・数値化し、企業の社会貢献の客観的な評価指標として活用することによって、森林のＣＯ２吸収機能を高める
取り組みへの企業等の参加を促す。
・協定を締結した企業と地域との協働による森林整備を通じて、ＣＯ２吸収機能を中心とした森林機能の再生を図るとともに、企業と地域との交流活動を
促進することで地域の活性化にも繋げる。

・企業への提案活動の結果、日鉄環境プラント
ソリューションズ、デジタルマーケットとの協定
締結に至った。
・パンフレットに記載する協働の森協定締結企
業に対する「お約束事項」について見直しを行っ
たため、10月以降に作成する。
・ＣＳＲパンフレットについては、ある程度具体的
なメニューを用意する必要があり、作成に至っ
ていない。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・企業への提案活動の結果、東京海上との協
定締結に至った。また、三井物産、キリンビール
と協定更新に至った。
・ＣＯ２吸収専門委員会も予定どおり開催され
た。
・吸収証書も6月末までに発行された。

企業への提案活動・対象森林の発掘
/協定企業・市町村支援

ＣＯ２吸収量現地調査/資料精査

ＣＯ２吸収専門委員会

Ｈ２０年度吸収証書発行

協働の森フォーラム開催

協働の森に係るパンフレット作成委託

森林資源調査委託

ＣＳＲパンフレット作成委託

ＣＯ２吸収専門委員会

ＣＯ２吸収量現地調査/資料精査

5/19 ＣＯ２吸収専門委員会

6/25 H20年度吸収証書発行

　【協働の森】
　　・協定締結企業・団体数：４２

　　・森林整備予定面積：2,162ha

                                                   　(９月末現在)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 荒尾、大前 （ ４８６４ ）

種別 当初予算額 11,764千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・パンフレットデザイン制作はパンフレットの内
容を再検討することとした

・Ｊ－ＶＥＲパンフレットについてはパンフレットを
用いずともクレジットの引きあいが多いため、作
成は見合わせることとした。

・株式会社フロンティッジと売買契約を締結(7
月23日)
・郵政事業株式会社と売買契約を締結(7月23
日)

・第６回CO2削減専門委員会開催（8月20日：
H20下半期モニタリング報告書の審査）

・ダブルカウント防止に関する協議、および公
表内容提出(6月23日)
・日本百貨店協会と売買契約を締結(6月30
日)

第三者検証機関検証受検（9月１～2日）

平成21年9月30日
林業振興・環境部

排出量取引地域モデル事業費 環境共生課

・第８回ＣＯ２削減専門委員会開催
（検証結果報告と承認、今後の事業
の進め方）

担当部局：

事業概要・目的

横断的

・第６回CO2削減専門委員会開催（H20
下半期モニタリング報告書の審査）
・パンフレットデザイン制作委託終了
・パンフレット印刷

・検証機関による検証（Ｈ２０下半期、
H21上半期分）

・Ｈ２1の住友大阪セメントと木質資源エネル
ギー活用事業の委託契約を締結(4月1日)

・ＣＯ２削減量（H19)の算定報告書の審査

・Ｈ２１上半期木質資源エネルギー
活用事業実績報告書提出、検査、支払
・第７回CO2削減専門委員会開催
（H21上半期モニタリング報告書の審査）

・Ｈ２1の住友大阪セメントとの委託契約
の完了

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・間伐材を石炭の代替燃料として活用することによって得られる「ＣＯ２削減量」をJ-VER認証し、クレジットを発行する。
・J-VERを提案するためのパンフレットを作成し、企業環境先進企業（ＣＯ２排出事業者）にクレジットを商品として提案する。
・高知県CO2削減専門委員会において、質の高いJ-VERの発行について検討するとともに、今後取引可能な独自の「排出量取引」の制度設計を検討す
る。
・J-VER制度によって生み出された地球温暖化防止の手法を活用しつつ、豊富な森林資源を活用荒廃した森林の整備のための仕組みをつくる。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・Ｈ２1の住友大阪セメントと木質資源
エネルギー活用事業の委託契約を締結

・パンフレットデザイン制作委託
・CO2削減証書の発行（㈱ルミネ）

企
業
へ
の
ク
レ
ジ

ッ
ト
売
却
の
営
業
活
動



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 荒尾、大前 （ ４８６４ ）

種別 当初予算額 4,702千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・協働の森づくり事業における「CO2吸収証書」のノウハウを活用しつつ、間伐を促進することによって得られる「ＣＯ２吸収量」をJ-VER認証し、クレジットを
発行する。
・森林のCO2吸収量をカーボン・オフセットに活用できるクレジットとするための制度を構築し、環境先進企業（ＣＯ２排出事業者）にクレジットとして提案す
る。
・高知県CO2吸収専門委員会において、質の高いJ-VERの発行について検討するとともに、今後取引可能な独自の「排出量取引」の制度設計を検討す
る。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・第12回CO2吸収専門委員会開催（モニタリン
グ報告書の審査）

・第三者検証機関による検証（検証先未定）

備考（課題及び成果等）

・オフセット・クレジット（J-VER)制度に基づく
温室効果ガス排出削減・吸収プロジェクト申
請

・森林吸収J-VERプロジェクト申請書の内容
についての調整、有効化審査、登録（気候変
動対策認証センター）
・CO2吸収証書（クレジット版）デザイン作成業
務委託

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

森林吸収量取引モデル事業費 環境共生課

横断的

・プログラム認証取得のためのスケジュールに
ついては、環境省のスキーム作成にあわせて
実施するため未定

・第13回CO2吸収専門委員会開催（検証結果
の報告）

・森林吸収J-VERの認証（気候変動対策認証
センター）

・第14回CO2吸収専門委員会開催（森林吸収
J-VERの認証報告）

・第11回CO2吸収専門委員会開催（J-VER申
請書内容について）
・森林資源調査委託契約

・森林資源調査委託の終了、検査
・森林吸収J-VERモニタリング報告書の作成

・オフセット・クレジット（J-VER)制度に基づく
温室効果ガス排出削減・吸収プロジェクト申
請(5月8日)

・森林吸収J-VERプロジェクト申請書の内容
についての調整、有効化審査

・第11回CO2吸収専門委員会開催（7月27日）

・プログラム認証制度立ち上げのためのプロ
ジェクトチーム（オフセット・クレジット推進チー
ム）を立ち上げた。（9月16日）
・第2回オフセット・クレジット推進チーム会議
の開催（9月29日）

・オフセット・クレジット（J-VER)制度に基づく温
室効果ガス排出削減・吸収プロジェクト申請は、
環境省の事情により受付が延期された。

・CO2吸収証書（クレジット版）デザイン作成業
務委託については、必要性検討のため延期

　・森林資源調査委託契約については、施業の
確定（造林補助申請）待ちのため延期

・森林資源調査委託の延期に伴い、森林吸収
J-VERモニタリング報告書の作成も延期

・第12回CO2吸収専門委員会については、プロ
グラム認証制度立ち上げを主体として検討する
ため、10月に延期



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山田 （ 3214 ）

種別 当初予算額 30,060千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

◆薬用植物等活用促進費補助金第4回概算
払
【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
　・収集した有用植物の種の同定と決定
　・他の研究機関と化学分析・栽培試験等の
　共同実験開始

【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
　・植付け準備：土佐山圃場耕作(2月上旬-中
　旬）
　・植付け(2月下旬-3月上旬）

◆薬用植物等活用促進費補助金実績報告

【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
・・・・ﾐｬﾝﾏｰﾐｬﾝﾏｰﾐｬﾝﾏｰﾐｬﾝﾏｰ産有用植物栽培試験産有用植物栽培試験産有用植物栽培試験産有用植物栽培試験
　　　　12月の収穫に向け順調に生育中
《課題》
　ｿﾛﾓﾝ産収集標本の同定、特性評価

【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
・・・・土佐山圃場土佐山圃場土佐山圃場土佐山圃場
　　　　農家への試験配布用苗として増殖中
・・・・園内圃場園内圃場園内圃場園内圃場
　　　　根茎の増殖が進んでいる模様

7月22日 第2回概算払

【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
　・ﾐｬﾝﾏｰ側と協定更新中
　・ﾐｬﾝﾏｰ産有用植物を長江圃場で試験栽培
　中
　・ｿﾛﾓﾝ側と協定更新中
　・資源植物ｾﾝﾀｰ実験室にてｿﾛﾓﾝ産有用植
  物の成分分析を実施中

【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
7月下旬　ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ有用成分含有量調査依
　　　　　 頼
8月下旬-9月上旬　成分分析用根茎採取
9月中旬　採取した根茎抽出ｻﾝﾌﾟﾙの成分分
            析依頼

◆薬用植物等活用促進費補助金第3回概算
払

【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
　・選定した研究候補植物の現地野外収集、
　さく葉標本と実験用試料の調製
【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
　・土佐山圃場収穫、分球(10月下旬-11月）
　・根茎部分の品質評価試験の準備
　・農家での増殖栽培に向けた準備

林業振興･環境部

薬用植物等活用促進費補助金 環境共生課

担当部局：

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

平成21年9月30日

　

　高知県立牧野植物園において行う薬用植物等活用促進事業に要する経費について補助金を交付することにより、薬用植物等の分類研究や栽培・利用
技術の開発を図るとともに、そこから得た成果によって高知県の新たな地域産業の振興や育成に寄与することを目的とする。
　【補助事業の主な内容】
　　①ミャンマー及びソロモン諸島等における資源植物の試料収集及び成分分析、企業との共同研究
　　②ホソバオケラの栽培増殖及び品質研究

事業概要・目的

経済

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

◆薬用植物等活用促進費補助金交付決定
◆薬用植物等活用促進費補助金第1回概算
払
【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
　・ﾐｬﾝﾏｰ側と協定締結に向けた計画協議
　・収集した有用植物の種の同定と決定
【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
  ・除草、土壌管理、病虫害対策等管理圃場
  の栽培管理（4月-秋）
  ・有用成分の含有量調査

◆薬用植物等活用促進費補助金第2回概算
払
【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
　・ｿﾛﾓﾝ側と協定締結に向けた協議
　・現地野外探査(さく葉標本及び生薬標本の
　調製等）
　・収集した有用植物選定、化学分析・栽培試
　験

【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
・ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟの開催
・次期ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ共同提言まとめ
・小冊子「ﾅﾏﾀﾝの経済植物」発刊
・・・・標本標本標本標本････試料収集試料収集試料収集試料収集
　薬用分析試料等29点　標本試料約2,000点
・・・・ｿﾛﾓﾝｿﾛﾓﾝｿﾛﾓﾝｿﾛﾓﾝ産収集試料産収集試料産収集試料産収集試料のののの種種種種のののの同定同定同定同定とととと決定決定決定決定
　　　　計12科39点
《課題》
　ﾐｬﾝﾏｰ産収集標本の同定、特性評価

【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
・・・・土佐山圃場土佐山圃場土佐山圃場土佐山圃場
　農家への試験配布に使用する種芋が充分確
保できる見込
・・・・園内圃場園内圃場園内圃場園内圃場
　　　　根茎の増殖が進んでいる模様

4月16日 第1回概算払

【①ﾐｬﾝﾏｰ及びｿﾛﾓﾝ諸島等の資源植物関係】
5/5-5/7　ﾐｬﾝﾏｰ折衝
　・協定締結に向け次期活動計画協議
　・標本、試料収集

【②ﾎｿﾊﾞｵｹﾗ関係】
4月上旬　病虫害対策実施
5月27日　農業技術ｾﾝﾀｰ山間試験場、大豊
　　　　　 町役場へ生育状況調査のため訪問
6月下旬　施肥

目標：収穫根茎の農家への試験配布

目標：収穫根茎の品質評価

目標：収集した有用植物を活用した健康
　　　　食品素材等の研究開発

目標：ホソバオケラの栽培増殖

目標：有用植物試料の収集

1/1



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮田 （ ４５２２ ）

種別 当初予算額 264,945千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

（財）エコサイクル高知
評議員会、理事会

備考（課題及び成果等）

昨年度から引き続き
　・建設工事（財団発注）、用地取得交渉（財
団）

（財）エコサイクル高知
 評議員会、理事会

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
林業振興・環境部

エコサイクルセンター設置推進事業費 環境対策課

　横断的

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

  県や市町村、民間団体が出資した財団法人エコサイクル高知（以下「財団」という。）において、優良なモデル的産業廃棄物処理施設を設置及び管理す
ることにより、環境の保全、産業・経済の健全な発展を図る。
  財団が行う産業廃棄物処理施設（エコサイクルセンター）の整備及び当該財団の運営に必要な経費に対する助成を行う。
  また、産業廃棄物処理施設の円滑な設置推進を図るため、日高村の地域振興に必要な経費を交付する。
＜下の「執行計画・目標」欄の①～⑤は以下のとおり＞
　　土木造成工事【①切土工　②貯留構造物工　③補強土壁工　④その他（進入道路工、雨水集排水施設工等）】、建築工事【⑤被覆施設】

○工事の進捗率（H21.8.31現在）
　　　　　　　　　　　割合　　　　　請負額
　　　　計画　　　　46.6％　　　1,173百万円
　　　　実績　　　　45.5％　　　1,145百万円

○建設工事の進捗率は、ほぼ計画どおりとなっ
ている。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

６月１５日　（財）エコサイクル高知評議員会、
理事会

① ② ④

⑤

建設工事

③



平成２１年度　事業別執行計画一覧
※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 水産振興部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1
水産政策課

（漁業振興課）
沿岸漁業者経営構造改善促進事業費 経済 26,167

2 合併・流通支援課 高知県１漁協構想推進事業費 経済 4,486

3 合併・流通支援課 高知県１漁協流通販売強化事業費 経済 6,063

4 合併・流通支援課 水産物流通加工対策事業費 経済 28,545

合併・流通支援課
水産物流通加工対策事業費
　うち水産物消費拡大事業費及び水産物品質向上事業費

16,271

合併・流通支援課
水産物流通加工対策事業費
　うち鮮魚商品力向上推進事業費

5,533

合併・流通支援課
水産物流通加工対策事業費
　うち水産物地域加工育成支援事業費

5,215

合併・流通支援課
水産物流通加工対策事業費（H20年度2月補正）
　うち前処理加工・冷凍保管事業適正規模モデル作成事
業費

10,000

5 漁業振興課 新規漁業就業者確保対策事業費 経済 36,115

6 漁業振興課 離島漁業再生支援交付金事業費 経済 4,507



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中田

種別 経済  当初予算額 10,000 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　【目的】
　　　　給食事業者、量販店、加工事業者などのニーズに応じた県産魚の前処理加工・冷凍保管事業の事業化の検討材料とするため、適正な事業内容、
規模のモデルを作成し、漁協や加工事業者などへ事業実施の働きかけを行う。
　【概要】
　　　・委託業務内容
　　　　　　実態把握調査（先行事例調査、需要把握調査）、小量多品種・釣漁業主体など県産漁獲物の特性を考慮した事業モデルの作成

・アンケート発送が遅れたこと、分析取りまとめ
に時間を要したことにより、第2回検討委員会
の開催が遅れた。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

水産物流通加工対策事業
（うち前処理加工・冷凍保管事業適正規模モデル
作成委託事業：H20年度2月補正分）

合併・流通支援課

　

(4611)

備考（課題及び成果等）

契約締結契約締結契約締結契約締結

打合せ協議

打合せ協議

打合せ協議

打合せ協議

委員会

委員会

委員会

委員会

・加工対象魚種
・加工形態　　の決定

・シミュレーションモデル
中間報告

・業務全般打合せ
・調査項目、方法打合せ

事業主体へ
の働きかけ

シミュレーションモデル完成

仕様書案協議 仕様書案協議

入札入札入札入札

契約締結契約締結契約締結契約締結

打合せ協議 第1回
検討委員会

・業務全般打合せ
・アンケート先抽出、送付、回収、分析
・先行事例調査の実施
先行事例調査先の決定

打合せ協議

・業務全般打合せ

打合せ協議

第2回検討委員会

第3回検討委員会

・先行事例調査、需要把握調査などから導
き出されるシミュレーション前提条件の整理

・シミュレーション前提条件の決定
　　　加工対象魚種、加工形態、工場規模、
　　仕入価格、販売価格等
・シミュレーションの実施

第4回検討委員会

シミュレーションモデル完成

・シミュレーションモデル中間報告
・モデルの改善点抽出
・再シミュレーションの実施

・シミュレーションモデル最終報告
・各種条件微調整

事業主体へ
の働きかけ



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中田

種別 経済  当初予算額 5,533 補正後予算額  　

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

○水産物鮮度向上実証事業委託
　　　　鮮度保持に大きな影響を与える漁獲時の氷の適正な使用が市場価格や品質評価に反映されることを証明し、漁業者の意識・行動の変化とその継
続を図る。
○鮮魚商品力向上事業
　　　　漁業者、漁協職員の鮮度保持・衛生管理及び規格選別に対する意識及び行動の変化を促し、技術レベルを向上させる。

（鮮魚商品向上事業）
　　指導所及び漁協との協議、課題の抽出に
時間を要したため、全体的にスケジュールが遅
れた。

（水産物鮮度向上実証事業）
　　実証試験を3地域で予定していたが、1地域
について対象を見直し中。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

水産物流通加工対策事業
（うち鮮魚商品力向上推進事業）

合併・流通支援課

　

(4611)

備考（課題及び成果等）

委託契約の締結

鮮度保持実証試験

漁獲データの収集
品質評価聞き取り

試験結果の普及

水産物鮮度向上
実証事業

鮮魚商品
向上事業

・事前評価
　　　現状把握、問題
　　点、課題の抽出

・学習会の開催
　　座学（鮮度保持、
　　　　　衛生管理等）

・事後評価
　　　改善状況の把握

・再現地評価
　　　一定期間おいた
　　のち再評価

以上取り組みを県内
７市場でスライド実施

清水・以布利

室戸・高岡

手結

佐賀

すくも湾

開催予定

県漁協が行う販
売事業での実践

概算払請求
概算払

水産物鮮度向上
実証事業

委託契約の締結
・高知県漁協
・興津漁協

鮮度保持実証試験

漁獲データの収集
品質評価聞き取り

漁獲データの収集
品質評価聞き取り

成果品

成果品

試験結果の普及

・事前評価
　　　現状把握、問題
　　点、課題の抽出

・学習会の開催
　　座学（鮮度保持、
　　　　　衛生管理等）

・事後評価
　　　改善状況の把握

・再現地評価
　　　一定期間おいた
　　のち再評価

以上取り組みを県内
７市場でスライド実施

清水

学習会
開催予定

以布利

室戸

すくも湾

高岡

佐賀

御畳瀬

鮮魚商品
向上事業

県漁協が行う販
売事業での実践

県漁協興津漁協



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西村

種別 経済  当初予算額 5,215 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

水産物流通加工対策事業
（うち水産物地域加工育成支援事業）

合併・流通支援課

　

(4611)

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
　　　県産水産物を使用した加工グループ等の運営を経営的視点での運営に誘導する。
【概要】
　　・水産物地域加工グループ育成支援：グループの経営などに関するハンズオン支援、経営的な感覚を身につけるきっかけのための講演会、地域交流
会の開催
　　・水産物地域加工支援事業費補助金：商品開発から流通販売にかかる取り組みを総合的に支援

＜補助金＞
・補助事業申請を2団体が検討中
・補助事業活用に向けての他の団体への情報
提供等の実施

＜育成支援＞
・グループ交流会
地域加工グループが作る商品の販売戦略等に
ついて3回開催。のべ15団体が参加。
・アドバイザーによるハンズオン支援
1団体に支援決定（9月末までに1回実施）。そ
の他、4団体が支援申請を検討中

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

＜補助金＞
・幡多地区の4団体が事業申請を検討していた
が、（財）魚価安定基金が実施する、より補助
率の高い事業へ応募することになったので、そ
の支援を行った。
＜育成支援＞
・講演会
地域で活動している女性加工グループの課題
やポイント、先行事例を紹介。活動女性部45名
関係者18名計63名が参加。

補助金

・要綱決定
・市町村へ要綱通知

育成支援

各種アドバイ
ザーによるハ
ンズオン支援

講演会の開催

グループ交流
会の実施

・交付申請受付開始

グループの掘り起こし

・事業審査会

・事業審査会

交付決定

交付決定

・要綱案作成
・グループ状況把握

・補助金交付要綱案作成
・グループ状況把握
・アドバイザー制度実施要領
案作成

補助金

・要綱決定(7/2）
・市町村へ要綱通知

・交付申請受付開始

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによるﾊ
ﾝｽﾞｵﾝ支援

(1団体8/27決定）

講演会の開催
(6/26)

グループ交
流会の実施

(7/27)

ｸﾞﾙｰﾌﾟ交流会
の実施
(9/7,14)

・ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ制度実
施要領決定(7/2）

交付決定

事業実施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 3190 ）

種別 経済  当初予算額 16,271 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

○ふるさと雇用再生水産物消費拡大事業
　　県産水産物の消費拡大と雇用の創出のため、消費者へ旬や産地、おいしい食べ方などの情報提供や業務筋への販売促進等の取り組みを委託する。
○ふるさと雇用再生水産物品質向上推進事業
　　安心安全な水産物の提供や魚価の向上と雇用の創出のため、産地市場での水産物の品質向上や鮮魚等のブランド化の取り組みを委託する。

・消費拡大事業
　直販所において、県産水産物の試食やレシピ
の配布、インターネットによる情報発信などＰＲ
活動を実施。

・品質向上事業
　産地市場で活動を実施し、市場関係から市場
の衛生面で好評価を得ている。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・両事業とも５月１日付で高知県漁協と委託契
約

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

水産物流通加工対策事業（うちふるさと雇用） 合併・流通支援課

　

備考（課題及び成果等）

消費拡大
委託契約締結

品質向上
委託契約締結

２名を新規雇用 ２名を新規雇用

２産地市場で
品質向上業務

県産水産物の
ＰＲ業務

消費拡大
委託契約締結

品質向上
委託契約締結

２名を新規雇用
・県漁協本所２名

２名を新規雇用
・手結支所１名

・加領郷支所１名

県産水産物の
ＰＲ活動の実施

２産地市場で
品質向上活動

の実施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 3190 ）

種別 経済  当初予算額 6,063千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

高知県１漁協流通販売強化事業 合併・流通支援課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
産地魚価向上のため県漁協が取り組む販売事業強化を支援する。
【概要】
高知県漁協が行う、集荷、流通、販売体制の構築や営業活動、消費拡大の取組みを支援する。

・販促用パンフレット（レシピ集）は、7月より製作
開始３分冊中２冊は１０月完成予定。残１冊は
漁期の関係で１０月より製作開始。

・県内量販店との試験的直接取引は、10月より
10店舗・週3回に拡大で合意

・量販店での接客研修や量販店取り引きに関す
る講習会の開催、水産物流通等の専門研修へ
の参加を実施。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・6月より県内量販店1店舗と週1回の試験的取
引開始

・店頭販売でのイベント販売は、秋以降に実施
予定

・消費拡大イベントは、毎月最後の土曜日に各
地域毎に高知県漁協直販所で実施。

補助金交付決定

小口取引

店頭でのイベント販売

定番的取引き

県内量販店との
試験的直接取引

販促用パンフレット作成

消費拡大イベント

消費拡大イベント

消費拡大イベント

消費拡大イベント

消費拡大イベント

消費拡大イベント

人材育成

現場研修

分野研修

専門研修

分野研修

先進地視察

先進地視察

短期派遣

外部アドバイザー招
致

外部アドバイザー招致

補助金交付決定

県内量販店との
試験的直接取引

小口取引開始

人材育成

販促用パンフレット製作

外部アドバイザー協
議

専門研修

分野研修

現場研修

消費拡大イベント

毎月１回



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜渦 （ ４８２５ ）

種別 当初予算額 4,486千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【目的】
　県１漁協構想の早期実現を図るため、高知県漁協と不参加漁協との連携を推進するほか、高知県漁協が行う組合員に対する経営相談等を支援するとともに、産地市場の
再編に向けた取り組みを推進する。
【概要】
　・高知県漁協と不参加漁協との協議の場を設定するとともに、業務提携や人事交流等を行う。
　・各支所に相談員、各地区に指導員を配置して組合員の経営相談・指導等を行うとともに、経営アドバイザーを設置し、不振経営体の資金繰りや収支管理を指導する。
　・拠点市場の整備計画づくりや市場統合の推進に向けた取り組みの実施、仲買業者等との協議を行う。

・高知県漁協と不参加漁協間で人事交流を実施（１
名）

・漁業経営アドバイザーによる経営不振体に対する経
営相談を開始

・漁業就業支援フェアにおいて、就業希望者3名の受
け入れを決定

・拠点市場の整備に具体的に着手(市場事務所の移
転）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・6月までの間、漁業経営アドバイザーをお願いできる
方が見つからなかった

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

高知県１漁協構想推進事業費 合併・流通支援課

　経済

備考（課題及び成果等）

漁業経営
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
委嘱

指導員相談員
認定

連携に
向けた協議

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
漁
業
者
と
の
面
談

漁業就業支援
フェアへの出展

人事交流

人事交流
合同研修

人事交流
合同研修

合同販売
人事交流
合同研修

人事交流
合同研修

相談員会

相談員会

相談員会

相談員会

相談員会

研修
情報交換

研修
情報交換

研修
情報交換

研修
情報交換

産地市場の再編に
向けた取組推進

第1回委員会

第2回委員会

第2回作業部会

第1回作業部会

第4回作業部会

第3回作業部会

漁業経営
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
委嘱

指導員相談員
認定

連携に
向けた協議

研修
情報交換

産地市場の再編に
向けた取組推進

第1回委員会

第1回作業部会

合同研修

第2回作業部会

人事交流

　
　
　
　
　
　
漁
業
者
と
の
面
談

漁業就業支援
フェアへの出展

研修
情報交換

相談員会

相談員会
研修
情報交換

相談員会



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 池　卓也 （ 4829 ）

種別 経済  当初予算額 36,115 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

・将来における担い手不足の危機感の共有
（漁船リース事業は市町村の理解が必須）

・制度内容の詳細に関する検討に時間を要し要
綱・要領の制定が遅延した。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

漁業就業者確保対策事業 漁業振興課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　高齢化が進み、今後急激な減少が予想される漁業後継者を確保し、本県の沿岸漁業を活性化するとともに、基幹産業としての維持・存続を図る。
    ○ふるさと雇用再生新規漁業就業者確保対策事業
        ・新規漁業就業者を獲得するため、県内の漁村等を巡回し勧誘活動を実施する。
　　○新規漁業就業者支援事業
       ・地元後継者、UIターン者等が沿岸漁業者として自立するための研修に対する支援（長期研修事業）。
       ・新規漁業就業者への漁船リースを目的に中古船を取得する漁協に対する支援（漁船リース事業）。
       ・UIターン者等が漁村に滞在し、漁業研修を行うために必要な経費に対する支援（短期研修事業）。

・事業実施主体である県漁協の内部調整に時
間を要したため契約締結が遅延した。

・長期研修1名修了（室戸市）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

【継続長期研修予定者6名】
【新規長期研修予定者8名】
【漁船リース事業予定8隻】

新規漁業就業者支援事業新規漁業就業者支援事業新規漁業就業者支援事業新規漁業就業者支援事業

要領・要綱の制定 ふるさとふるさとふるさとふるさと雇用再生新雇用再生新雇用再生新雇用再生新
規漁業就業者確保対規漁業就業者確保対規漁業就業者確保対規漁業就業者確保対
策事業委託料策事業委託料策事業委託料策事業委託料

地元審査会の実施
（随時）

新たな事業内
容の周知

ふるさと雇用委託契約

漁業就業者不足漁業就業者不足漁業就業者不足漁業就業者不足によるによるによるによる漁業漁業漁業漁業がががが基幹産基幹産基幹産基幹産
業業業業のののの役割役割役割役割をををを失失失失うことへのうことへのうことへのうことへの危機感危機感危機感危機感のののの共有共有共有共有
☆☆☆☆啓発活動啓発活動啓発活動啓発活動（（（（随時随時随時随時))))

H22年度事業に向けた情報の収集と
分析

H22需要調査

H22予算作成（需要調査等の反映）

H20年新規漁業参入状況調査及び
H19年参入者追跡調査

H21実績報告
（市→県）

漁村等での勧誘活動
(随時･県漁協)

H21実績報告
（県漁協→県)

要領・要綱の制定

ふるさとふるさとふるさとふるさと雇用再生新雇用再生新雇用再生新雇用再生新
規漁業就業者確保対規漁業就業者確保対規漁業就業者確保対規漁業就業者確保対
策事業委託料策事業委託料策事業委託料策事業委託料

ふるさと雇用委託契約

新たな事業内
容の周知

地元審査会の実施
（随時）

新規漁業就業者支援事業新規漁業就業者支援事業新規漁業就業者支援事業新規漁業就業者支援事業

【継続長期研修者6名】

【新規長期研修2名開
始】
（土佐清水市）

【新規長期研修3名開
始】
（室戸市）

【短期研修2名】
（中土佐町）

漁村等での勧誘活動
(随時･県漁協)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 飯田 （ 3194 ）

種別 経済  当初予算額 26,167 補正後予算額  　

seki 

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
水産振興部

沿岸漁業者経営構造改善促進事業 漁業振興課

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　漁協が実施するエンジン換装を進めるリース事業を支援することで、個別経営体の経営を近代化、収益性重視の経営への体質強化を図り、燃油高騰等に
打ち克つ沿岸漁業経営の構造改善を促進する。

本県漁業の構造改善の実効を上げるため、５年間で県内の対象経営体（燃油依存度の高い主力漁船で機関換装時期を迎える漁船※）の１／４の約６０経
営体の機関換装を支援する。　→　うちＨ２１年度の支援予定経営体：１２隻

　・対象経営体：336隻※１　×　10／15※２　＝　224隻
　　　※１　燃油依存度の高い漁業種類のうち水揚200万円以上かつ60歳以下の経営体
　　　※２　H5～15年の間に機関換装した漁船の割合

市町村負担の大きさから、実施に難色を示す市
町村が多く、制度内容の見直しを実施

事業が広く有効活用されるための、市町村を通
じた需要のさらなる掘り起こし

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

制度内容の詳細に関する検討に時間を要し要
綱・要領の制定が遅延

要綱・要領の制定

各種会議での市町村・漁協
等への周知説明

今年度需要調査の実施

制度資金説明会（６月）での説明

主要市町村への個別説明

来年度需要調査の実施

来年度事業に向けた漁業者
等の意見聴取

H22当初予算作成（需要調
査の反映）

H21実績報告

漁業経営の構造改善の必
要性の意識共有
啓発活動（随時）

各種会議での市町村・漁協
等への周知説明

要綱・要領の制定

今年度需要調査の実施

制度資金説明会での説明

主要市町村への個別説明

各市町村へのアンケート調査
（事業制度について）

事業制度（市町村負担割合）変
更に向けた検討

事業制度内容に関する主要市
町村との協議

要綱の改正（市町村負担軽減）

来年度（再来年度）需要調査の実施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 池　卓也 （ 4829 ）

種別 経済  当初予算額 4,507 補正後予算額  4829 　

【目的】

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・地域特産品の研究開発→キビナゴ商品に関す
る機器整備（弘瀬）
・一次加工品等の原魚を確保→定置網漁法の
導入（母島）
・観光客誘致に向け→釣り筏の設置。（鵜来島）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・漁場の生産力向上→モイカ産卵床設置（母
島、弘瀬、鵜来島）、各島ごと設置内容を変え来
年度以降の産卵と幼稚仔の保護による漁獲の
増大を図る。
・漁獲物の計画出荷及び魚価向上→畜養小割
設置（鵜来島）。
・原魚を継続的確保するため→大敷網設置。
・漁場環境の改善→毎年数回海岸、海底清掃の
実施。

平成21年9月30日

【漁業再生活動の内容】

　

離島の水産業及び漁村の有する多面的機能の維持及び増進を図ることを目的として、担い手グループが中心となって漁業再生活動を行う
漁業集落に対して交付金を交付する。

備考（課題及び成果等）

H20に策定した集落協定にもとづき、種苗放流、アオリイカの産卵場、育成場の整備、海岸海底清掃、漁場の監視など漁場生産力の向上の
ための取組を実施する。また、新たな漁具や漁法の導入、新規漁業への着業、未利用資源の活用と高付加価値化、流通体制の改善など集
落の創意工夫を活かした新たな取り組みを推進する。

水産振興部

離島漁業再生支援交付金事業

担当部局：

事業概要・目的

漁業振興課

集落協定に
基づき実施
する漁業再
生活動の支
援、指導

交付内示（国→県）

交付申請（宿毛市→県→国）

交付決定（国→県→市）

H20実績報告（県→国）

活動実績の公表（県、市）

離島漁業再生支援交付金所要
額調書提出　（県→国）

概算払い請求（県→国）

交付金基金繰入、取崩

交付金交付（県→宿毛市）

実績報告（集落→宿毛市→県）

遂行状況報告（市→県)

Ｈ２０年活動実績の公表（県、市）

離島漁業再生支援交付金（基金残高

提出）

離島漁業再生支援交付金

所要額調書提出

交付内示（国→県）４月１日

交付申請（宿毛市→県→国）

４月１日

交付決定（国→県→市）４月２０日

Ｈ２０年実績報告（県→国）

Ｈ２０年取組概要報告（県→国）

集落協定に
基づき実施
する漁業再
生活動の支
援、指導

活動実績の公表（県、市）



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 土木部

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 道路課 橋梁長寿命化修繕計画策定委託料 インフラ 10,000

2 都市計画課 高知駅前多目的広場整備事業費 インフラ 80,000

3 港湾振興課 小口コンテナ輸出促進事業費負担金 経済 1,102

4 住宅課 住宅耐震対策事業費 安全・安心 155,069



平成２1年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂本 （ 9828 ）

種別 当初予算額 10,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

事業概要・目的
　今後、急速に高齢化する道路橋に対応するために、従来の対処療法的な修繕及び架替えから、予防的な修繕及び長寿命化修繕計画に基づく架替えへ
移行する事によって、橋梁の長寿命化及び橋梁の修繕・架替えに係る費用の縮減を図る。

インフラ

担当部局： 土木部
平成21年9月30日

橋梁長寿命化修繕計画策定委託料 道路課

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

10月中旬には契約になる見通しなので、ほぼ計
画通りである。

修繕計画策定完了

土木事務所へ調査依頼

橋梁点検の実施

業務計画の打ち合せ

点検調査結果の把握

学識経験者の意見聴取

積算

契約

報告書の作成

対象橋梁の選定

修繕計画のとりまとめ

橋梁点検

修繕計画委託業務

【対象橋梁の選定】

延長15ｍ以上の全ての橋梁につい

て、幹線道路から順番（国道→主要地

方道→一般県道）に対象橋梁を選定し、

土木事務所へ調査依頼

橋梁点検の実施

積算

対象橋梁の選定

橋梁点検

修繕計画委託業務

修繕計画策定完了

業務計画の打ち合せ

点検調査結果の把握

学識経験者の意見聴取

契約

報告書の作成

修繕計画のとりまとめ



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 稲葉 （ 2887 ）

種別 当初予算額 80,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 土木部
平成21年9月30日

高知駅前多目的広場整備事業 都市計画課

【目的】ＪＲ土讃線連続立体交差事業、高知駅周辺土地区画整理事業によって創出され、高知の陸の玄関口として新しい拠点づくりを目指している街区
　　　　　（よさこい咲都）内の県有地を、多目的な広場として供用するための整備を行う。
【事業概要】・面積：6,265m2
　　　　　　　・使用可能時期：Ｈ２１年７月
　　　　　　　・工事期間：Ｈ２１年９月～平成２１年１２月
　　　　　　　・工事内容：設計、舗装、照明等

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

インフラ 　

事業概要・目的

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

設計委託発注

工事発注

土佐・龍馬であい博

メイン会場

（大河ドラマテーマ館開館）

土佐・龍馬であい博推進協

議会・メイン会場部会と設

土佐・龍馬であい博推進課

発注分（情報発信館・龍馬伝

テーマ館・管理棟）と工事調

整

土佐・龍馬であい博推進課

発注分（情報発信館・龍馬伝

テーマ館・管理棟）と工事調

整

工事完成

（多目的広場供用開始）

設計委託発注

工事発注

土佐・龍馬であい博

メイン会場

（大河ドラマテーマ館開館）

土佐・龍馬であい博推進協

議会・メイン会場部会と設

土佐・龍馬であい博推進課

発注分（情報発信館・龍馬伝

テーマ館・管理棟）と工事調

整

工事完成

（多目的広場供用開始）

○土佐・龍馬であい博推進課発注分

（情報発信館・龍馬伝テーマ館・管理

棟）との工程調整のため、発注時期

を変更



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西村 （ 9888 ）

種別 当初予算額 1,102千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・実績報告

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・小口混載サービス利用状況・申請
状況の確認（通関業者と高知ファズ
へのヒアリング）

・10/13　通関事業者打合会
　　　　　　助成事業に関して意見交換

・セイノーロジックス県内企業訪問
・他随時企業訪問(新規荷主の開拓）

・実績報告

・４月１日付で高知ファズに補助金交付決定

・通関業者等と連携しての小口混載サービス
及び助成制度の周知（通年）

・４月１日付で高知ファズに交付決定
・助成制度の創設について、３月下旬に県政
記者室に情報提供を行い、高知新聞、日本経
済新聞に掲載。
県内の通関業者５社も、それぞれの顧客に対
し、制度のＰＲ。
・業界紙・日本海事新聞及びシッピングガイド
（4/15）制度について記事掲載。
・高知県産業振興センター情報誌折り込みで
県内企業に制度ＰＲ。
・高知新港物流勉強会で制度ＰＲ。
・セイノーロジックス県内企業訪問（５月・11
社）他、企業訪問時に随時、制度についてＰ
Ｒ。

（課題）
・輸出小口混載サービスは、初期の輸出や小
ロットの輸出に有効なサービスであるが、周知
が十分に進んでいない。
通関業者とも連携しながら、サービスの周知を
進め、高知新港の利用につなげていく必要があ
る。

･高知新聞「県からのお知らせ」欄で制度ＰＲ

9月末時点での小口混載貨物状況(助成ベー
ス）
　・26便　平均　9.1立方メートル／便
　※前年平均約5.1立方メートル／便

事業概要・目的

高知新港の利用を促進するため、高知新港から小口混載貨物を輸出する際の経費について助成する。
補助先：高知ファズ株式会社
補助対象：輸出小口混載貨物利用企業への助成に対する補助
補助率：１０／１０

経済

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成21年9月30日

小口混載コンテナ輸出促進事業費補助金 港湾振興課

　



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岸本 （ 9856 ）

種別 当初予算額 155,069千円 補正後予算額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要・目的

　次期南海地震に備え、既存木造住宅の耐震診断の促進を図るとともに、きめ細かい相談体制の構築、実践的な耐震改修技術者の育成等を行うため、以下の事業を
実施する。
　・木造住宅耐震対策推進事業
　・住宅耐震相談窓口整備事業
　・木造住宅耐震診断補助事業　（診断予定戸数：1,090戸）
　・木造住宅耐震設計費補助事業（設計予定戸数：363戸）
　・木造住宅耐震改修助成事業　（改修予定戸数：400戸）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

担当部局： 土木部
平成21年9月30日

住宅耐震対策事業 住宅課

安全・安心

木造住宅耐震

診断事業の実施 住宅耐震相談受付

相談窓口等委託契約

登録事業者申請受付

耐震改修助成事業の実施

高知県総合防災訓練時に相談窓口

相談窓口委託契約締結（4/3）

市町村住宅関係事務担当者研修

耐震対策事業啓発チラシの配布

市町村住宅耐震事務担当者研修会

で事業内容の説明を実施(5/20)

木造住宅耐震診断士養成講習会実

施 （6月上旬予定）高知会場

耐震改修設計助成事業の実施

通年

○出前講座の開催

○高知県既存建築物耐震

対策推進協議会木造住宅

関係部会の開催

○その他住宅耐震化の促

【課題】

・住宅の耐震性の重要性についての

普及啓発

・耐震改修工事の質の確保

耐震対策事業啓発チラシの配布

市町村住宅耐震事務担当者研修会

で事業内容の説明を実施(5/20)

高知県総合防災訓練時に相談窓口

木造住宅耐震診断士養成講習会実

施 （6/9） 高知会場

市町村住宅関係事務担当者研修
関連事業実施状況（8/31現在）

高知県木造住宅耐震化促進事業者登録設

計事務所数：１８８件

高知県木造住宅耐震化促進事業者登録工

務点数：２２２件

耐震診断事業受付：５６７件

耐震改修設計費助成事業受付：１８９件

通年

○出前講座の開催

○高知県既存建築物耐震

対策推進協議会木造住宅

関係部会の開催

○その他住宅耐震化の促



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 教育委員会

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 教育政策課 目指せ教育先進校応援事業費 重要課題 25,984

2 教育政策課 教員指導力改革実践事業 重要課題 4,780

3 幼保支援課 子育て・親育ち支援事業費 重要課題 2,122

4 幼保支援課 多子世帯保育料軽減事業費補助金 重要課題 20,092

5 小中学校課 中学校学力向上対策非常勤職員配置事業費 重要課題 39,781

6 小中学校課 放課後学習支援員配置事業費 重要課題 62,162

7 小中学校課 中学校学習習慣確立のための緊急支援事業費 重要課題 54,808

8 高等学校課 高校生就職支援対策費 重要課題 17,878

9 高等学校課 学力向上対策事業費 重要課題 30,000

10 高等学校課 土佐海援丸代船建造費 重要課題 9,450

11 総務福利課 南海地震に備える施設整備費 重要課題 372,367

12 総務福利課 公立学校耐震化促進事業費 重要課題 233,698

13 幼保支援課 保育所・幼稚園耐震化促進事業費 重要課題 16,437

14 生涯学習課 若者の学びなおしと自立支援事業 重要課題 13,280

15 生涯学習課 放課後子どもプラン推進事業 重要課題 281,266

16 生涯学習課 家庭教育支援基盤形成事業 重要課題 9,920

17 スポーツ健康教育課 産業振興食育推進事業 重要課題 7,952

18 スポーツ健康教育課 ジュニア選手育成事業 重要課題 1,499

19 スポーツ健康教育課 トップアスリート夢先生派遣事業 重要課題 7,170

20 スポーツ健康教育課 子どもの体力向上支援事業 重要課題 5,175

21 人権教育課 不登校・いじめ等対策小中連携事業 重要課題 16,596



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 徳広 （ ４９２８ ）

種別 経済  当初予算額 7,952千円 補正後予算額  　

月

目標

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

■食育連絡会（進捗状況の確認）

■ネットワーク会議の開催（第２回）

■地場産物活用状況調査結果のまとめ
■食育・食農教育等体験学習のまとめ
■ネットワ－ク会議 取組のまとめ

備考（課題及び成果等）

■食育・食農教育等体験学習の実施要領配
布
■学校栄養士会総会・研修会（説明）
■市町村教育長会等（説明）

■食育・食農教育等体験学習の実施
■食育連絡会（説明）
■地場産物活用状況調査の委託契約

■食育・学校給食連絡協議会（説明）
■地場産物活用状況調査の開始

■食育・学校給食衛生管理研修会（説明）
■ネットワーク会議の開催（第１回）

■全国栄養教諭・学校栄養職員研究大会
   の視察

■食育連絡会（情報交換）

    年間を通じて各地域で
　　■安定供給体制構築に向けたネットワー
　　　 ク会議の開催
　  ■ブロック別担当者会の開催

①学校における地場産物活用状況の実態把
握
②安定供給体制構築のためのネットワーク会
議の開催
③ブロック別担当者会で地場産物を使用した
レシピ、献立の開発
④食育・食農教育等体験学習の実施（全市町
村）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

産業振興食育推進事業費 スポーツ健康教育課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①地元でとれた野菜や魚介類を学校給食に取り入れてもらいたいという生産者の思いと安心・安全な食材を学校給食に取り入れたいという学校給食実施側
の思いが結びついていないこと、②多種類の野菜を計画栽培する体制づくりや地元で大量にとれた魚介類を加工・冷凍する技術体制が充分でなく、学校給
食に必要な量を安定供給できていないこと、③開発した加工食品等の学校給食への利用が一部の地域で一過性に終わっており、継続した供給体制ができ
ていないなどの課題があり、その課題解決に向け産業振興食育推進事業に取り組み、学校において、地域の生産者や流通関係者、ボランティア団体等と連
携し、学校給食へ地場産物の活用を図るためのネットワークづくりを進めるとともに食育・食農教育の実践、調査研究を行い、高知県の産業振興に資する。
   1  地場産物を学校給食に取り入れるための調査研究（地場産物活用状況の実態調査、地場産物を活用した献立レシピの作成）
   2  地場産物を学校給食に取り入れるためのネットワークづくり
   3  食育、食農教育等体験学習の実施

■7/27学校栄養士会研修会
  （協力依頼）
■7/31食育・学校給食衛生管理研修会
  （協力依頼）

■(8/5～7)全国栄養教諭・学校栄養職員
   研究大会の視察　　26（6）人参加

■5/18～食育・食農教育等体験学習実施
    33/111実施済み　（９月末現在）

地場産物活用状況調査やネットワーク会議は、
進行が遅れているが、現在働きかけを行うため
に各ブロックの担当者会に出向いている。地場
産物活用状況調査は、１０月１５日に入札を行
う。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

■4/21食育・食農教育等体験学習の実施
　 要領配布
■4/28学校栄養士会総会・研修会
   （協力依頼）
■市町村教育長会等（協力依頼）

■5/18～食育・食農教育等体験学習実施
 

■ 6/5食育・学校給食連絡協議会
  （協力依頼）

食育・食農教育等の体験学習は、当初の計画１
００回を上回る１１１回の申し込みがあり、順調に
事業執行できている。実施後の感想等からみて
も、好評である。



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中野 （ ３３６１ ）
種別 教育・子育て  当初予算額 1,499千円 補正後予算額  　

月

目標

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　 高知県の競技力の現状は、国民体育大会における総合成績から見ると、下位に低迷しており、競技人口の減少、指導者の養成・確保、指導体制など様々
な要素が課題となっている。特に、少子化問題や子どもたちがスポーツに親しむ時間の減少などにより、競技人口の確保・拡大が後の最重要課題になっている。
　 そこでスポーツに必要なあらゆるスキルの獲得に重要な時期にある小学生に焦点をあて、数々のプログラムや体験を通してスキルアップを図り、競技人口
の確保・拡大を目指す。また、小学生から高校生までのジュニア期の系統だった育成・強化を図り、今後の競技力につなげていく。

《目的》
　　県内のジュニア選手を発掘・育成し、継続的な指導により将来の高知県の競技力向上につなげる。
　　また、スポーツの楽しさを伝えることにより、生涯スポーツへの一助となる事業を展開する。
《概要》
　　・対象者　県内小学生４/５年生
　　・チャレンジ　各種測定による能力の把握及び選考
　　・育成プログラム　身体能力、競技体験、感動体験、栄養学等の実施
　　・体験教室　各種スポーツ教室への参加
　　・個別指導　情報提供及びアドバイザーによる指導

7/2　事業募集について教育記者室へ投げ込み
7/6　アドバイザー会議の開催
7/11　事業について高知新聞掲載
7/17　募集締め切り
　　　　応募者数２１０名（野市会場１５８名　幡多会場５２名）
8/8　チャレンジ①（野市会場）実施　参加者数１２３名
　　　　※テレビ高知、ＮＨＫが事業の模様を放映
8/9　チャレンジ①（幡多会場）実施　参加者数　３２名
8/13　チャレンジ①の選考　９８名
8/30　チャレンジ②（青少年体育館）実施　参加者８０名
9/1　チャレンジ②の選考　４１名
9/22　高知くろしおキッズ発足式、育成プログラム①を実施
　　　　※高知くろしおキッズ認定者４１名

10/4　育成プログラム②を実施

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

6/19　チャレンジ①募集要項送付
  県下小学校　４・５年生全員に配布

備考（課題及び成果等）

・育成プログラムの検討・作成

・参加者募集（県内小学生４・５年生）
　※広報物品作成・配布
　※報道機関へのアプローチ

・チャレンジ１（体力測定等実施）
　※県内２会場

・チャレンジ２（チャレンジ１選抜者測定等実施）

・発足式

・育成プログラム開始
　※（身体能力、競技体験、感動体験、栄養学等）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

ジュニア選手育成事業費 スポーツ健康教育課
　

・育成プログラム開始
　※（身体能力、競技体験、感動体験、栄養学等）

・アドバイザー会議

・個別面談（次年度の意向等）

・修了式

・次年度に向けての検討・計画

＜課題＞
・育成プログラムの回数が少ない。
・スポーツ少年団等に加入している児童がおり、
練習時間等と本事業の時間帯が重なる部分が
あり、検討の必要がある。

＜成果＞
応募目標１８０名に対し、２１０名の応募があっ
た。
（事業に対する関心度が高いと感じた。）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・育成プログラム開始
　※（身体能力、競技体験、感動体験、栄養学等）

・体験教室（各競技、コスケ）

・アドバイザー会議

・ジュニア育成事業（発掘）：応募者の中から５０名
を選抜し、育成を図る。

国民体育大会　過去５年間の成績推移

総合順位 総合得点 総合順位 総合得点 総合順位 総合得点 総合順位 総合得点 総合順位 総合得点

47 581.5 46 593 44 681 47 573.5 38 813.5

第59回(埼玉)第63回(大分) 第62回(秋田) 第61回(兵庫) 第60回(岡山)



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ ４９２９ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 7,170千円 補正後予算額  　

90

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

[本年度の実施を振り返り、次年度に向
け関係機関との連携を図る]

■「夢の教室」の実施
　

■「夢の教室」の終了

■事業に対する評価

備考（課題及び成果等）

[事業の円滑な実施を目指す]

■日本サッカー協会と事業調印

■実施要項の配布

■申請締切
■派遣校決定
■「夢の教室」の開始

[前期の実施状況を振り返り、より効果的
な実施方法を検討する]

■「夢の教室」の実施
　

■実施状況のホームページへの掲載
　　（ホームページには随時掲載）

■「夢の教室」の実施

[実施効果を振り返り、次年度の実施に
向けた計画を検討する]

■「夢の教室」の実施

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

トップアスリート夢先生派遣事業費 スポーツ健康教育課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

 全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果から高知県の児童生徒の現状は、体力合計点で小学５年男子、女子とも全国47位、中学２年男子が全国45
位、女子が46位と、全国最低の水準であることが明らかになった。本県の子どもたちの体力向上に対しては、運動機会を増加させることが課題となってお
り、そのためには、運動をしようとする意欲を高めることが重要となる。そこで、スポーツ選手を夢先生とした「夢の教室」を実施し、夢を持つことの大切さや
スポーツの持つ素晴らしさを学ぶことを契機に、運動に対する活動意欲を高め、子どもたちの望ましい運動習慣を身に付けさせる。
＜派遣対象＞小学校、中学校
＜ 実施内容＞小学校ー「JFAこころのプロジェクト」のカリキュラム（90分）
　　　　　　　　　 中学校ー講演等（講演時間50分程度）
＜派遣校数＞３６校

実施状況ホームページに掲載

小学校１校２クラス実施

小学校６校のうち、事務局が授業に参加できた
のは１校だけであり、十分な成果を目の前で見
ることができない状況であった。業務との調整も
必要となるが、教育事務所や地教委との連携も
必要となる。

中学校１校実施（土佐町中）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

日本サッカー協会との相互協力協定締結
　　（川渕三郎キャプテン）
実施要項配布
申請書締切

日本サッカー協会との業務契約締結
派遣校決定（３３校４１クラス：うち中学校４校）
中学校１校実施（大方中）
小学校６校７クラス実施

新規の事業ということもあり、学校現場では「夢
先生＝サッカー」という意識があり、希望実施時
期が冬場に偏っていたり、サッカー以外の講師
が決定すると問い合わせ等があり、事業趣旨の
周知が課題となる。

事前にサッカー協会の担当が学校に訪問し、担
任等と十分な打ち合わせをすることで、一人ひ
とりを大切にした授業が展開され、子どもたち
の心にも大きく響くことが数多くあった。



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋 （ ４９２９ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 5,175千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

事業概要・目的

（目　標）
①県内の児童生徒の体力の状況の把握
②体力向上に向けての取組の具体化
③５分間プログラムの配布及び学校の実践活
動における児童生徒の体力向上
④体力向上への地域実践活動の県内への広
報（全市町村）

■学校における支援事業の委託契約
□地域における支援事業委託契約締結（３市
町：室戸市、高知市、いの町）

■分析委員会（第１回）
■体力向上実践プログラム委員会（第１回）
□体力向上地域協議会（第１回）

■体力向上実践プログラム委員会（第２回）
■子どもの体力向上支援委員会（第１回）
■分析委員会（第２回）
■平成２０年度調査結果公表

■体力向上実践プログラム委員会（第３回）

■体力向上実践プログラム委員会（第４回）
■５分間プログラム配布
■プログラム実技研修会実施（県内３会場）

※平成２１年度「全国体力・運動能力、運動習
慣等調査」結果公表（文部科学省）
■分析委員会（第３回）

□体力向上地域協議会（第２回）
■子どもの体力向上支援委員会（第２回）

□(7/9)体力向上地域協議会（第１回）
■(7/7)子どもの体力向上支援プログラム作
成委員会（第２回）
■(7/23)分析委員会（第２回）
■(7/23)子どもの体力向上支援プログラム作
成委員会（第３回）

平成21年9月30日
教育委員会事務局

子どもの体力向上支援事業費 スポーツ健康教育課

担当部局：

■学校における支援事業
　全国体力・運動能力、運動習慣等調査結果から高知県の児童生徒の現状は、体力合計点で小学５年男子、女子とも全国47位、中学２年男子が全国45位、女子が46位と、
全国最低の水準であることが明らかになった。そこで、今回の調査結果を分析して課題を整理し、子どもの体力向上に向けた改善に向けての支援策を探る。また、体育授業
開始時に５分間の体力アップ（体つくり運動）に関する運動プログラム及び実践の参考になる動画教材を作成、研修会等を通して学校現場に普及し体力の向上を図る。
□地域と連携した支援事業
　本県の子どもたちは、休日の運動習慣や運動の頻度などで全国平均を下回っている。そこで、学校・地域・家庭が連携し、子どもの体力向上を目指して、体力向上プログラ
ムや生活習慣プログラム、保護者の意識改善プログラム等を計画し、実践を通してその成果を県内に広めていく。

　

□地域における支援事業委託契約締結（３市
町：室戸市、高知市、いの町）

■(9/14)第１回子どもの体力向上支援委員会

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

■(6/18)子どもの体力向上支援プログラム作
成委員会（第１回）
■(6/22)分析委員会（第１回）

　県下３地域と事業を締結することができ、それ
ぞれの地域において、特色ある事業（室戸市：
食育、生活習慣改善から体力の向上を図る取
組等、いの町：親子での運動習慣の実践などか
ら体力の向上を図る取組等、高知市：横浜中学
校校区［県内では、比較的大きな規模］での、地
域を挙げて生活習慣の確立に向けての取組か
ら体力の向上を図る取組等）を開始することが
できた。

備考（課題及び成果等）

■(8/3)平成２０年度調査結果報告書完成

■(8/25,26,27)プログラム実技研修会実施（県
内３会場）

■学校における支援事業、地域と連携した支
援事業の委託契約

■分析委員会（第４回）
□平成２１年度「全国体力・運動能力、運動習
慣等調査」各市町村担当者連絡会議
■子どもの体力向上支援委員会（第３回）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

■子どもの体力向上支援委員会（第４回）
□体力向上地域協議会（第３回）（まとめ）
■学校における支援事業のまとめ
□地域における支援事業のまとめ

■□報告書作成

　データ分析や実践プログラム作成に向けて、
地元大学と協力しながら取り組むことができた。

　第１回子どもの体力向上支援委員会を開催
し、様々な分野から集まった委員から、それぞ
れの立場にたった意見が出され、広い視野で本
県の子どもたちの体力向上に向けた協議を行う
ことができた。



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）

種別 教育・子育て  当初予算額 9,920 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・市町村補助事業の実施状況を定期的に確認
することが必要である。
・子育て講座を実施するＮＰＯ等を５団体選定
し、委託した。事業開始は、７月以降がほとんど
であるので、実施状況の確認に出向くことが必
要である。

交付決定（県→市町村）・事業開始
NPO等への委託要綱の制定・配布
企画会議（事務局・教育事務所）
家庭教育サポーター名簿配布

内定通知（国→県）
申請書の提出（県→国）
企画会議（事務局・教育事務所）
ＮＰＯ等委託事業契約

内定予定通知（国→県）
補助金要綱の制定・配布
事業計画の立案・提出（市町村→県→国）
申請書の提出（市町村→県）
子どもの生活リズム向上出前講座（以降随時）
家庭教育サポーター名簿作成

内定予定通知（国→県）
補助金要綱の制定・配布
事業計画の立案・提出（市町村→県→国）
申請書の提出（市町村→県）
交付決定（県→市町村）・事業開始

NPO等への委託要綱の制定・配布
ＮＰＯ等委託事業契約

家庭教育サポーター名簿作成
家庭教育サポーター名簿配布

子どもの生活リズム向上出前講座

企画会議（事務局・教育事務所）

企業出前講座④
情報誌の作成・配布

企業出前講座⑤
子育て支援者研修交流会

第２回チーム会
企業出前講座③

早ね早おき朝ごはん運動実施調査

第３回チーム会
サポーター調査

実績報告書作成・提出（市町村→県→国）
サポーター保険の加入

山岡葉子（3271）

交付決定(国→県）
第１回チーム会

内定通知（国→県）
申請書の提出（県→国
第１回チーム会
第２回チーム会

・「子育て支援者ブロック別研修交流会」は、家
庭教育サポーターと行政関係者との交流を図る
ため「社会主事等研修」と連携して行うこととし
たため、１０月に開催する。
・企業出前講座は、１１月より実施することとし、
マスコミを活用した広報を検討している。
・家庭教育支援チーム会は２回開催し、情報提
供の方法などについて、方向性を示すことがで
きた。

子育て支援者ブロック別研修交流会（４箇所）
企業出前講座①

企業出前講座②

　

事業概要・目的

実施状況・変更計画 備考（課題及び成果等）

担当部局： 教育委員会事務局
平成21年9月30日

　家庭の教育力は６７％の親が低下していると実感しており（平成１３年度調査）、また、子どもたちの生活習慣の乱れが学習意欲の低下や体力低下の要因
の一つとして指摘されている。
　このことから、子育てに関心が薄い親も含めたすべての親を対象として、企業、ＮＰＯ等と連携した学習機会の提供を行うとともに、市町村が実施する「早
ね早おき朝ごはん」運動などの主体的な取り組みを支援する。さらに、地域人材の養成を行い、地域全体で子育てを支援する仕組みづくりを促進し、家庭の
教育力向上を図る。

執行計画・目標

家庭教育支援基盤形成事業 生涯学習課



平成２1年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 町田・東・谷内 （ ４８９７ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 281,266千円 補正後予算額 千円 決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊子ども教室及び県費対象児童クラブ補助金
交付決定
＊児童クラブ補助金変更交付申請書受理
＊国庫補助申請（県から国）
＊第１回放課後子どもプラン推進委員会
＊安全を守るための研修会
＊学習支援のための指導員・保護者学習会
の開催（随時）
＜児童クラブ施設整備＞
＊　国要綱通知
＊　県補助要綱の制定
＊　国内示受理
＊　県内示発行
＊　国庫補助申請（県から国）
＜学び場人材バンク＞
＊委託契約
＊関係団体等を通じた人材募集
＜設置促進＞
＊市町村・学校訪問、事務所うちあわせ（随
時）

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊障害児受入のための指導員研修会
＊フォーラム開催準備
＜放課後児童クラブ施設整備＞
＊　指令前着工承認申請受理
＊　工事着工報告書受理
＜学び場人材バンク＞
＊各団体等を通じての人材発掘

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊国庫補助金交付決定通知書受理
＊児童クラブ国費対象分交付決定・変更交付
決定を市町村に通知
＊第２回放課後子どもプラン推進委員会
＊指導者のための研修会
＊推進フォーラム開催

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

＜子ども教室・児童クラブ＞
＊実績報告書受理
＊H22要綱改正
＊H22子ども教室・県費対象児童クラブ申請
書受理
＊第３回放課後子どもプラン推進委員会
＜放課後児童クラブ施設整備＞
＊　工事進捗状況報告書受理
＊　国庫補助金交付決定通知書受理
＊　国庫補助金受入
＊　実績報告書受理

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

放課後子どもプラン推進事業 生涯学習課

　

すべての小学校で、放課後等における安全で健やかな居場所づくりを推進するため、設置促進と学習活動の充実を図る。
また、本県中学生は全く勉強していない生徒が１０％以上いることから、家庭学習を補完するために中学校で放課後学習室を開設する。
(1)特別支援学校放課後生活支援事業委託料
　　委託先：山田養護学校学童クラブ保護者会
(2)放課後子どもプラン推進事業費補助金
　　補助先：市町村
　　補助率：２／３（県１／３　国１／３）、１／２、定額
(3)放課後児童クラブ施設整備助成事業費補助金
　　補助先：南国市、日高村、香南市
　　補助率：２／３（県１／３　国１／３）
(4)推進委員会、研修会、フォーラムの開催
(5)ふるさと雇用再生放課後学び場人材バンク設置委託料
　　委託先：NPO等団体

<放課後子ども教室・児童クラブ＞
＊第１回放課後子どもプラン推進委員会（８
/7)
＊障害児受入れのための指導員研修会
　　　　　　　　　　　　　　　　(県下３ヶ所で実施）
＊国庫補助金交付決定通知書受理
＊子ども教室及び児童クラブ実施市町村視察

＜児童クラブ施設整備＞
*指令前着手届及び申請書受理（7月・8月）
+工事着工報告書提出(8/14付)
*申請書提出(8/26付)

＜学び場人材バンク＞
＊各団体を通じての人材発掘
＊人材発掘のための求人票の作成

中学校放課後学習室は、予定数を超えて実施
計画があった。

障害児受入れのための研修会では、各教室や
児童クラブの指導員を小グループで協議するな
ど活発な意見交換ができた。

高知市への学習環境づくりについて協議を実施
した。（９月補正予算計上）

執行計画 実　施　状　況　

＜放課後子ども教室・児童クラブ＞
＊子ども教室及び県費対象児童クラブ補助金
交付決定（４/1)
＊安全を守るための研修会（県下３ヶ所で実
施）
＊国庫補助申請（県から国）（６/29）
＊学習支援のための指導員・保護者学習会
の開催（５月・６月）

＜児童クラブ施設整備＞
*補助金内示（5/27付）

＜学び場人材バンク＞
＊ＮＰＯ法人高知県生涯学習支援センターと
の
　委託契約
＊関係団体等を通じた人材募集

安全を守るための研修会は、参加者から概ね
好評であった。

児童クラブ・子ども教室の開設日数や参加状況
を分析し、課題整理を行った。

備考（課題及び成果等）



平成２1年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 前島・近森 （ ４６２９ ）

種別 経済  当初予算額 13,280千円 補正後予算額 千円 決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・第２回各実務者連絡会議（９月～１１月）

・保護者交流会

・第２回フォーラム・相談会

・若者支援フォーラム（高知市）

・本県で取り組む若者自立支援事業について教
育関係者を中心に周知ができた。
・訪問支援基礎講座を人権教育課と共同で開
催し、不登校を含む若者支援等の連携が開始
された。
・年度当初の市町村や高等学校訪問が実施で
きなかった。

　本県における不登校児童生徒比率１．４９％・高等学校中途退学比率２．８％（いずれも全国ワースト２位）・公立中学校卒業時進路未定者数９１人（以上Ｈ１９文部科学
省）、若年無業者比率１．８８％全国ワースト２位（Ｈ１７国勢調査）のように、学校教育や社会でつまづく若者の出現率が全国でもかなり高い。
　そこで、義務教育終了時及び高校中途退学時の進路未定者並びにニートや社会的にひきこもりがちな子どもたちの健やかな育ちを支援する。
(1)福祉教育連絡会議（国補助率　1/2）
(2)市町村連絡調整、調査研究、研修
(3)ふるさと雇用再生若者サポートステーション事業実施委託料
　委託先：社会福祉法人高知県社会福祉協議会
　委託先：特定非営利活動法人青少年自立援助センター
　①訪問支援員による家庭訪問・個別相談
　②職場訓練、各種プログラムによるセミナー・体験活動
　③臨床心理士によるカウンセリング　等
(4)保護者交流会費（国補助率　1/2）
　　ひきこもり等の子どもの保護者交流事業
(5)企業連携推進事業
(6)支援プログラム開発事業

・第１回各実務者連絡会議（６月～８月）

・支援プログラム実施・検証（８月～２月）

・保護者交流会

・第１回フォーラム・相談会

・安芸市公民館長連絡会
・安芸市民生委員定例会での周知
・ソーシャルスキルトレーニング研修会
・職場見学、職場体験、インターンシップ受け
入れ企業、事業所等の開拓
・若者支援プログラムの作成・実施
・若者はばたけネットの一部改正
・高校中退者対応策の作成
・Ｈ２１年度３月卒業中学校進路未定者調査
の実施

事業概要・目的

　

担当部局：
平成21年9月30日

教育委員会事務局

備考（課題及び成果等）

・職場見学、職場体験、インターンシップ受け入
れ企業・事業所を１０社開拓。
・支援プログラムの運用を開始した。しかし、プ
ログラム参加者が少なく、検証するには至って
いない。
・若者はばたけネットの同意書の簡略化と、新
たに高校中退者対応策を作成し、サポートス
テーションの利用者の拡大に努めている。
・サテライトについては、利用状況を見ながら、
あり方について、検討の必要がある。
・第１回各実務者連絡会議は、個々の関係機関
とのヒアリング等で対応している。
・第１回フォーラム・相談会（10月に実施予定）
・保護者交流会（11月以降実施予定）

若者の学びなおしと自立支援事業

執行計画 実　施　状　況　

・県立学校長会、県立学校教頭会・副校長
会、県立高校進路指導主事会、県立高校人
権教育主任会、高等学校生徒指導主事会、
中部教育事務所担当者会、教育支援センター
連絡協議会等での周知
・企業や事業所と連携した若者の体験活動の
実施（通年実施）
・第１回関係機関連絡協議会
・若者支援プログラム作成等委員会
・訪問支援基礎講座
・若者サポートステーション連絡会

・ふるさと雇用再生若者サポートステーション
事業実施委託
・教育委員会及び学校関係者会議での周知
・若者の就学や就労に向けた自立支援（通
年）
・高校訪問（中途退学者該当校（通年））
・関係機関訪問
・第１回関係機関連絡会議
・第１回サテライト連絡会議
・第１回企業連携会議
・支援プログラム作成（５月～７月）
・先進地視察
・保護者交流会
・訪問支援セミナー（６月～８月）

生涯学習課

・第２回関係機関連絡会議
・第２回サテライト連絡会議
・第３回各実務者連絡会議（１２月～２月）
・第２回企業連携推進会議
・保護者交流会
・第３回フォーラム・相談会
・支援プログラムの総括
・ふるさと雇用再生若者サポートステーション
事業実施委託終了



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 常山 （ ４８８２ ）

種別 安全・安心  当初予算額 16,437千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　南海地震に備え、市町村は避難場所指定施設を優先的に耐震化しているが、保育所等への耐震化対策が遅れているため、保育所・幼稚園に通う子ど
もたちの安全を確保するため、保育所・幼稚園施設の耐震診断のための費用および幼稚園施設の耐震化整備のための費用を補助し、補強改修等必要
な措置を促す。
　補助先および補助率
　　保育所・幼稚園耐震診断事業費補助金：　私立保育所・幼稚園設置者（補助率２／３以内）　市町村（補助率１／３以内[国庫補助１／３への継足し]）
　　幼稚園耐震化促進事業費補助金：　市町村・私立幼稚園設置者（補助率１／６以内［国庫補助１／３への継足し］）

［耐震化促進］
　　　　　　　　事前着手承認申請
　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　事前着手承認

[耐震診断]
　　　　　　交付申請受付
　　　　　　　　　　↓
　　　　　　交付決定
※9月末の交付決定状況
　　3件　1,275千円

［耐震化促進］（国庫補助金内示）
　　　　　　　　交付申請受付
　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　交付決定

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

[課題]
市町村は、地域の避難場所に指定されている
施設を優先的に耐震化しており、保育所の耐震
化が遅れている。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

保育所・幼稚園耐震化促進事業 幼保支援課

　

［耐震診断・耐震化促進］
　　事業を完了した実施主体から
　　随時実績報告
　　　　　　　↓
　　　補助金精算払い

［耐震診断・耐震化促進］
　　事業を完了した実施主体から
　　随時実績報告
　　　　　　　↓
　　　補助金精算払い

備考（課題及び成果等）

　

　

［耐震診断］交付申請受付
　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　交付決定

［耐震化促進］（国庫補助金内示）
　　　　　　　　交付申請受付
　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　交付決定



平成２1年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本　　安明 （ ４９０３ ）

種別 安全・安心  当初予算額 372，367千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

【耐震診断】
　安芸高校図書館他９件の委託発注

【耐震補強工事等】
　中村養護学校実習棟の工事発注
　盲学校寄宿舎他１件の工事完了

【耐震化基本計画策定】
　高知追手前高校の委託発注

【耐震診断】
　安芸高校図書館他22件の委託発注
【耐震補強工事等】
　中村養護学校実習棟他１件の工事発注
　盲学校寄宿舎他１件の工事完了
【耐震補強設計】
　高知江の口養護学校他１件の委託発注
【耐震化基本計画策定】
　高知追手前高校の委託発注

　　　契約率　39／39件
　　　完了率　 2／39件

〈課題〉
【耐震補強設計】
・耐震補強設計には、教育機能の低下をきたさ
ない視点及び高度な技術力・提案力が必要で
ある。

【耐震補強工事】
・耐震補強工事は騒音振動が発生する工事で
あることから、授業に影響しない長期休業中（夏
休み期間）に現場施工を行うことが不可欠であ
る。このため、全国各地の同様工事が一時期に
集中するため、工事技術者の確保が困難となる
傾向がある。

【耐震診断】
　嶺北高校渡り廊下他１５件の委託完了

【耐震補強工事等】
　江の口養護学校校舎他１件の工事完了

【耐震補強設計】
　高知農業高校１号館他３件の委託完了

【耐震診断】
　安芸高校図書館他１１件の委託完了

【耐震補強設計】
　高知東高校体育館他２件の委託完了

【耐震化基本計画策定】
　高知東高校他３件の委託完了

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
【耐震診断】
　嶺北高校渡り廊下他１７件の委託発注

【耐震補強工事等】
　江の口養護学校校舎他２件の工事発注

【耐震補強設計】
　高知東高校体育館他７件の委託発注

【耐震化基本計画策定】
　高知東高校他２件の委託発注

【耐震診断】
　宿毛高校図書館他３件の委託発注
【耐震補強工事等】
　盲学校本館他１件の工事発注
【耐震補強設計】
　山田養護学校高等部棟他１件の委託発注
【耐震化基本計画策定】
　高知丸の内高校他２件の委託発注

担当部局： 教育委員会
平成21年9月30日

南海地震に備える施設整備費 総務福利課

　

事業概要・目的
県立学校の耐震化率は平成２０年４月１日現在４７．５％。今世紀前半にも発生が懸念される南海地震に備え、「県有建築物の耐震化実施計画」に基づき、
耐震化率１００％を目指す。平成２１年度は下記事業を実施し、２１年度末には耐震化率は５０．４％に上昇する見込み。また、耐震化の前提となる耐震診
断については、平成２１年度中に完了見込み。
【事業内容】
　南海地震に備えた県立学校の耐震化のため、３０棟の耐震診断を行う。
　 　高等学校　　　　１４校２８棟
　　 特別支援学校　　２校　２棟
　前年度に耐震補強実施設計を行った建物について、耐震補強工事を行う。
　   特別支援学校　３校５棟
　耐震不適合建物のうち、１０棟について、耐震補強実施設計を行う。
　　 高等学校　　　　５校８棟
　　 特別支援学校　２校２棟
　県有建築物耐震化実施計画に基づき、学校の耐震化基本計画を策定する。
　　 高等学校　４校



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 柿内 （ ４９０３ ）

種別 安全・安心  当初予算額 ２３，１１８千円 補正後予算額 決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

交付決定（第３次）交付金額４，１８５千円
○１市　４校　４棟（校舎４）

・補助金実績報告書提出（市町村）

・補助金交付（～５月）

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

（下旬）
・補助金交付申請受付

・補助金交付決定
・対象建物の診断委託（市町村）
・委託期間
　　ＲＣ（鉄筋コンクリート造）…概ね８ケ月
　　Ｓ（鉄骨）造…概ね８ケ月
　　（いずれも耐震診断評定期間を含む）

・変更交付申請
・追加募集（予算範囲内）

交付決定（第１次）交付金額１５，５０４千円
○１市５町　７校　２園　１８棟
　（校舎１２、体育館２、寄宿舎２、園舎２）

交付決定（第２次）交付金額３，１９４千円
○１村　１校　２棟（校舎１，体育館１）

〈課題〉
【耐震診断】
・耐震診断評定については、耐震診断評定委員
会の開催日程が限られているため、依頼が集中
すると結果が出るまでに時間を要する場合があ
る。

担当部局： 教育委員会事務局
平成21年9月30日

公立学校耐震化促進事業費
（公立学校施設耐震診断支援事業費）

総務福利課

　

事業概要・目的

公立小中学校の耐震診断率は平成２０年４月１日現在８５．８％。耐震診断は耐震化の前提となることから、今世紀前半にも発生が懸念される南海地震に備
え、耐震診断率１００％を目指す。平成２１年度は下記事業を実施し、耐震診断率は２１年度末には８９．９％に上昇する見込み。
【事業内容】
　南海地震に備えて、園児・児童・生徒が１日の大半を過ごす生活の場であると同時に、地域住民の緊急避難場所としての役割を果たしている学校施設の
耐震化を促進する目的で、市町村等が実施する耐震診断に要する経費について補助をする。
（Ｈ２１実施予定）９月補正後
９市町村：１６校２園（小学校７校、中学校９校、幼稚園２園）、３４棟（校舎２５棟、屋体５棟、園舎２棟、寄宿舎２棟）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 池上 （ ３３２３ ）

種別 安全・安心  当初予算額 210,580千円 補正後予算額  決算見込額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

【交付予定】
　１２市町（１６校・２８棟）

(上旬）市町村等から交付申請
(中旬)交付決定
・補助対象事業：国庫負担金等の交付を受け
　て実施する耐震補強事業
・耐震補強等工事に係る経費：1/6以内
・耐震補強等工事に伴う実施設計等経費：定額

内容変更の承認（～3月）

実績報告書審査　額の確定　支払（～3月）

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

公立小中学校耐震化促進事業費 総務福利課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　市町村及び学校組合(以下｢市町村等」という。）が実施する市町村等立の小学校及び中学校の校舎、屋内運動場及び寄宿舎（以下「公立学校建物」とい
う。）の耐震補強に関する事業に対して、予算の範囲内で補助をすることにより、市町村等の負担の軽減を図り、もって耐震化への取り組みを推進すること
を目的とする。

国の平成２１年度第一次補正により創設され
た「地域活性化・公共投資臨時交付金」が、耐
震化工事にかかる地方負担分に充当できるこ
とから、県補助がなくても大幅に地方負担が
軽減されるため、同交付金対象事業について
は、国の補助基準額と実工事費との乖離から
生じる地方の超過負担がある場合にのみ、補
助金を交付するよう交付要綱を改正した
（9/29）。
10/上旬　１市２町交付決定予定。（３校：９棟）
９月補正後、３市（６校：８棟）に対し交付決定
予定。

交付要綱改正により補助対象事業数が大幅に
減少した。
今後、対象事業の実工事費(契約額)の変動が
補助対象経費の増減に直結することとなり、常
にその動向に注視する必要がある。

執行計画 実　施　状　況　

（前年度末要綱制定。各市町村配布済。）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋 （ 4846 ）

種別 教育・子育て  当初予算額 9,450千円 補正後予算額 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　3級海技士免許を取得できる養成施設を継続し、漁業及び海事産業の人材育成を行い、その技術、文化の維持・継承をする
ことで海洋産業の振興を図るために,高知海洋高校実習船｢土佐海援丸｣の代船を建造する。
 現在運航している「土佐海援丸」は、船齢18年となり全国で最も古い実習船である。老朽化が顕著であり、平成25年8月には
検査期限が切れるため、安全・安心な代船の建造が早急に必要である。

・概略設計決定

・設計委託業者決定

・委託契約締結

・概略一般配置図等（基本設計図書）納品
・概略船価（建造費）見積書提出

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・教育課程の見直し：文部科学省の「教育課
程研究指定校」の指定を受け二年間での検
討を始めた。
・航海計画の見直し：新船就航後は国際航海
をやめ遠洋航海のみとして、航海日数を短縮
することとした。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

土佐海援丸代船建造費 高等学校課

　

備考（課題及び成果等）

・建造委員会協議（～5月）
・教育課程見直し協議（～7月）
・航海日数見直し協議（～8月）

・概略設計決定

・基本設計図書発注

・基本設計図書提出（納品）

・建造費見積書依頼

・建造費見積書提出

・建造仕様書、一般配置図、船価見積書提出



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村　謙 （ ４９０７ ）

種別 当初予算額 30,000千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

高校生の興味、関心、適性、能力に沿った進路希望の実現のため、系統的な学力向上対策を実施する。
　（１）基礎学力の向上　　中高の効果的な接続、家庭学習習慣の確立、基礎学力の定着と向上、学力向上ｻﾎﾟｰﾄ員の活用
　　　　　多様な学力や学習歴をもった生徒が多く入学し、公立高校の中途退学率2.9%(H19年度)、平均家庭学習時間30分程度という状況があるなか、各
　　　　校の実情に応じて、生徒の学習意欲を喚起し、基礎学力の定着、学習習慣の確立を目指す。
　（２）力のある学校づくり　　ﾌﾛﾝﾃｨｱﾊｲｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄ（学力定着把握調査）、学びの合宿の実施
　　　　　通学区域の撤廃により影響を受ける可能性のある高知市周辺及び中山間の高等学校に対し、生徒の学力把握と基礎学力の定着を通して、進路
　　　　希望を実現できるシステムの構築ができるよう支援を行う。また、ｶﾘｷｭﾗﾑが複雑な総合学科や異なる地域からの入学生が多い県立中学校におい
　　　　て、入学当初のｶﾞｲﾀﾞﾝｽの充実と仲間づくりを目指す。
　（３）教員の資質向上　　校内研修の充実、学力向上対策の研究、普通教科の教科別研究協議会の開催
　　　　　今春の国公立大学現役合格者数410名、就職内定率89.9%である現状を改善するためには、生徒の学力向上につながる授業実践が必要不可欠
　　　　であり、それに向けての教員の教科指導におけるｽｷﾙｱｯﾌﾟを目指す。
　（４）進路実現のための学力向上　　県内及び関東・関西方面の大学訪問、進路手引き書の作成、進学用入試問題集・進路情報誌の充実
　　　　　入学時点の国公立大学への進学希望者のうち、実際合格している生徒数が３割弱という現状等を踏まえ、生徒の知的好奇心を育み、進学に対す
　　　　る意欲を高めるとともに、進路実現のための学力向上につなげることを目的とする。

○高知工科大学訪問実施（７／１９）

○東京大学訪問実施（８／５～７）
○大阪・京都大学訪問実施（８／５～７）

○教員対象授業力向上ｾﾐﾅｰ実施（８／２１）

○高知大学、高知女子大学訪問をそれぞれ
　１０／３と１０／１０に変更

○高知工科大学　生徒７３名教員５名
　東京大学　生徒１８名教員４名
　大阪・京都大学文系　生徒１４名教員４名
　　　　　　　　　　　理系　生徒１１名教員４名
　　と多くの生徒・教員が参加し、進学に対する
　　意識啓発につながったと考える
○県内全域から６０名ほどが参加し、家庭学習・
　教科指導・授業力向上についての講演を聞
　き、教員のｽｷﾙｱｯﾌﾟにつなげることができた

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

 
　　各校に需用費として配分。各校必要に
　　応じて随時作成・購入開始

○「学びの合宿」事業は４月中に高校２校、
　中学校３校実施
○「ﾌﾛﾝﾃｨｱﾊｲｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄ」事業は６月まで
　に８校実施、２学期４校実施予定
○学力向上サポート員を８校１４名配置
○「校内研修事業」９校決定５～１２月実施
○「学力向上対策の研究」事業１３校決定
　５～１１月に実施
○「普通教科教科別協議会」研究委員６教科
　１８名任命、５月に全体会１回、１０月までに
　教科ごとに教科会２～３回実施
　

○本年度開始の新規事業のため内容の周知
　が当初十分でなかった

○「学びの合宿」、「ﾌﾛﾝﾃｨｱﾊｲｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄ」
　事業において、４月上旬の実施希望に対し、
　対応が間に合わない点があった

○全体会に招いた外部講師による分析力・
　作問力に関する講演内容が研究委員の多く
　から好評を得た.。各教科会開催時に、研究
　委員との日程調整が難しい面がある

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会

学力向上対策事業 高等学校課

　教育・子育て

○各事業の報告書等の提出完了

○次年度に向け、事業の成果及び課題の検
　証

備考（課題及び成果等）

○つなぎ教材、家庭学習教材、基礎学力
　補助教材、進学手引書の研究・作成開始
○進学入試問題集、進路情報誌購入開始
○各事業に関する実施要項を各校に通知
○「学びの合宿」事業実施
　　（対象校：総合学科高校５校、県立中学校
３校）
○「ﾌﾛﾝﾃｨｱﾊｲｽｸｰﾙｻﾎﾟｰﾄ」事業開始
　　（対象校：12校）
○「学力向上ｻﾎﾟｰﾄ員活用」、「校内研修」
　「学力向上対策の研究」事業の募集・選定
　事業開始

○「普通教科教科別協議会」事業開始
　　（全体会・教科会あわせて8回程度）
○「大学訪問」事業募集開始

　

　　○「大学訪問」事業実施

　　○各事業実施状況調査

○各事業、計画に沿って実施

（事業により、複数回実施のものあり）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮川 （ ４８４６ ）
種別 教育・子育て  当初予算額 １７，８７８千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　平成２０年度(県立の全・定・通合計)の就職内定率は、88.4%と前年度比0.6Pの減少、県内の求人数は前年度と同数であるが、県外の求人数は前年度比
134人の減少となっており、このように大変厳しい雇用情勢にある高校生の就職を支援するため、就職支援体制の強化を図る。
　　（１）高校生スキルアップ講習会の開催：H20年度実施校20校、参加生徒数567名
　　　　　夏季休業中に就職希望の生徒を対象に、就職に対する心構えや社会人としてのマナー等の講習会を県立高校を会場に実施し、高校生のスキル
　　　　アップを図る。
　　（２）就職アドバイザーの設置：H20年度配属校14校・7名、企業訪問述べ614社
　　　　　就職希望者の多い県立高校に就職アドバイザーを７名配属し、特に県内事業所訪問による求人開拓、高校生への面接指導や就職のアドバイス
　　　　を重点的に行い、高校生の就職を支援する。
　　（３）保護者対象進路啓発事業：H20年度実施校7校・参加保護者約300名
　　　　　就職希望者の多い県立高校で、保護者に対し進路講演会を開催し、非常に厳しい就職状況の周知を図るとともに、家庭・学校が協力して就職
　　　　対策に取り組む体制づくりを進める。

７/6～8　県外事業所訪問（愛知県12社訪問）

７/15～8/26　高校生スキルアップ講習会開
催
　　　　　　　　　県立高校21校・２日間

9/3～4　県外事業所訪問(大阪府10社訪問）
9/8～9　県外事業所訪問(大阪府10社訪問）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　
4/1　就職アドバイザー７名配置
　　　　14校に配属・他に８校を担当
4/22　第１回就職アドバイザー研修会開催

毎月上旬　就職アドバイザー実績報告
5/24～7/20　保護者対象進路講演会開催
　　　７校（室戸、高知農業、高知東、伊野商業
　　　　　　須崎、佐川、幡多農業）

随時　事業所訪問
6/2　地区別就職アドバイザー研修会実施
　　　　（東高校）
6/18　求人事業所説明会（県外企業対象）
6/19　求人事業所説明会（県内企業対象）

事業所訪問

３月中旬　就職アドバイザー報告会開催
事業の成果の検証及び課題の検討

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会

高校生就職支援対策費 高等学校課
　

備考（課題及び成果等）
４／１　就職アドバイザー７名配置
４／２２　第１回就職アドバイザー研修会開催

各県立高校で保護者対象進路講演会計画
前月の就職アドバイザーの実績を毎月上旬に
高等学校課へ報告

高校生スキルアップ講習会準備開始

地区別就職アドバイザー研修会開催（随時）
事業所訪問
６／１８　求人事業所説明会（県外企業対象）
６／１９　求人事業所説明会（県内企業対象）

７月下旬　県立高校２０校で高校生スキル
　　　　　　アップ講習会（２日連続）を開催
　　　　　　（～８月下旬）

上半期における事業の成果の検証及び課題
の検討

１０月下旬　第２回就職アドバイザー研修会
　　　　　　　開催

（１）高校生スキルアップ講習会
【成果】
・参加した生徒からは、８３％が参加して良かっ
たと概ね良い評価を得た。
（どちらとも言えない１５％・参加しなければよ
かった２％）
・生徒の就職意識向上や教員の指導力向上に
つながった。
・外部講師により、教員では気づかない部分に
まで指導を受けることができた。
【課題】
・講師の選定
・就職希望者の参加率及び教員の事前指導
・内容を充実させるため日数の延長を検討

（２）保護者対象進路啓発事業
【成果】
・参加した保護者からは意識向上につながった
と概ね好評であった。
【課題】
・就職希望者の保護者の参加者を増やすこと



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森 （ ３２９４ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 54808千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　
　・家庭学習に関するアンケート実施⑤
　・中学校学力向上検証委員会による
　検証②

　・中学校学力向上補助員の配置終了
　・学力向上スーパーバイザーの配置終了
　【目標】学校外での学習を「全くしない」と
　　　　　答えた生徒の割合
　　中１(9.8%)・中２(17.3%)・中３(15.8%)
　　　　　　　　　　　　　〔平成20年12月〕
　　平成20年全国学力・学習状況調査結果
　　の全国平均7.7％に近づける。

備考（課題及び成果等）

◆高知市への交付決定
◆高知市からの月例報告及び訪問等により、
　状況把握（随時）
◆高知市における事業開始
　・学校の実施体制を確立するための
　学力向上スーパーバイザーの配置
　　（高知市教育委員会に２名）
　・学習シート冊子を生徒に配布及び実施
　・家庭学習に関するアンケート実施①
　
　・生徒への学習支援を行う
　中学校学力向上補助員の配置
　　（１６中学校に１６名）

　・確認テスト実施（中１・２・３）
　・家庭学習に関するアンケート実施②

　・中学校学力向上検証委員会による
　検証①

　・確認テスト実施（中１・２・３）

　・家庭学習に関するアンケート実施③

　・確認テスト実施（中３）

　・家庭学習に関するアンケート実施④

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
小中学校課

中学校学習習慣確立のための緊急支援事業 小中学校課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　本県公立中学校の生徒数の37％を占める高知市立中学校では、家庭学習の未定着の状況は深刻である。
  従って、授業と予習・復習（宿題）のサイクルを一連のプログラムに沿って行うことにより、学習習慣を確立するしくみを高知市で実践し、高知市の中学生の
基礎学力の定着を促して、本県の中学生の学力を全国水準にする。

　・中学校学力向上検証委員会による
　検証①

　・確認テスト実施（中１・２・３）
　・学力向上スーパーバイザーの追加配置
　　（高知市教育委員会に１名追加）

・学校の授業以外に普段、全く勉強しない中学
生の割合が、高知市で１５．８％（Ｈ２０年度全国
学力・学習状況調査）から９．５％（Ｈ２１年度調
査）に減少し、全国平均７．７％（Ｈ２０・２１とも）
に近づいている。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

◆高知市への交付決定（４月１日）
◆高知市からの月例報告及び訪問等により、
　状況把握（随時）
◆高知市における事業開始
　・学校の実施体制を確立するための
　学力向上スーパーバイザーの配置
　　（高知市教育委員会に２名）
　・学習シート冊子を生徒に配布及び実施
　・家庭学習に関するアンケート実施①
　
　・生徒への学習支援を行う
　中学校学力向上補助員の配置
　　（１６中学校に１６名）

　・確認テスト実施（中３）
　・家庭学習に関するアンケート実施②



平成２1年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 明石　芳文 （ ４６３８ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 ６２，１６２千円 補正後予算額 決算見込額 　

,

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

高知市における基礎学力が未定着な生徒は、平成20年度高知市到達度把握調査結果（数学）から、中学２年生では54.9％と深刻な状況である。
○放課後学習支援員配置事業は、放課後の学校管理下において、基礎学力の定着に課題のある生徒に対して、教員の指示のもと、個々の生徒の学力実
態に応じた個別的な支援を行い、高知市中学生の基礎学力の定着を促して、本県の中学生の学力を全国水準にする。
○派遣する職員を放課後学習支援員として委嘱し、派遣期間は、５月１日～翌年３月３１日までとする。
○放課後学習支援員は、中学校第１学年から第３学年までのいずれか又は全部の学年において学力向上のための学習支援を行う。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会　小中学校課

放課後学習支援員配置事業 小中学校課

　

執行計画 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）
○事業要綱作成
○放課後学習支援員派遣申請の提出依頼
（高知市教育委員会に対して）
○高知市教育委員会から申請
○委嘱者決定
○放課後学習支援員派遣（５月１日～３月３１
日）高知市内１９校に延べ５１名配置
教　　　 科：国語科・数学科・英語科・理科・社
             会科
職務内容 ：  （Ａ）教員の指示による生徒への
                    個別指導
　　　　　　　  （Ｂ）学習ドリルの点検
　　　　　 　 　（Ｃ）学習の定着状況のチェック
　　　　　　　　（Ｄ）学習の進捗状況の記録
○報酬支払い（当該月末日）
○各派遣先中学校にて放課後学習支援員に
よる学習支援

○進捗状況の把握

　
○実績報告書を県に提出（最終実施月の翌
月１０日までに学校１校につき１部提出）

○進捗状況の把握

○放課後学習支援員派遣申請に基づき、派
遣を決定。
○委嘱状を送付。
○高知市立全１９校に５月１日から放課後学
習支援員を配置。
○各学校において学習支援を行う。
（Ａ）教員の指示のもと生徒への個別指導
（Ｂ）学習ドリルの点検
（Ｃ）学習の定着状況のチェック
（Ｄ）学習の進捗状況の記録
○指導主事による学校訪問。現状の把握。

○成果…学校の授業以外に普段、全く勉強しな
い中学生の割合が、高知市で１５．８％（Ｈ２０年
度全国学力・学習状況調査）から９．５％（Ｈ２１
年度調査）に減少し、全国平均７．７％（Ｈ２０・２
１とも）に近づいている。

○課題…支援員の確保。

○実績報告書の作成要請

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 隅田哲正 （ ４６３８ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 39,781千円 補正後予算額 決算見込額 　

,

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

備考（課題及び成果等）

○事業要項及び要綱作成
○補助金交付申請書提出
○学力向上サポーター派遣申請依頼（３月３
０日付け）
・各市町村教育委員会及び県立中学校に対
して

○市町村教育委員会及び県立中学校から申
請（５月１日締め切り）
○派遣校、派遣時間、委嘱者決定（５月２５日
までに）

○学力向上サポーター派遣（６月１日～２月２
８日）

○各派遣先中学校にて学力向上サポーター
による学習支援
教　　　 科：国語科・数学科・英語科
業務内容 ：  （Ａ）授業での個別学習支援
　　　　　　　  （Ｂ）放課後の補充学習支援
　　　　　 　 　（Ｃ）家庭学習の点検と学習支援
○実施月の翌月１０日までに、実績報告（月
別）
○実績確認
○報酬支払い（翌月末まで）

○進捗状況の把握

○派遣希望はあるが、適当な人材をみつけるこ
とができない市町村及び学校があり、目標であ
る６０校には至っていない。

○派遣校からは、有効活用ができているという
声が聞かれるが、今後アンケート等により活用
状況やすべての派遣校の意見を集約していき
たい。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会　小中学校課

中学校学力向上対策非常勤講師配置事業 小中学校課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

全国学力・学習状況調査から明らかになった本県の中学生の学力や家庭学習習慣の未定着などは、早急に解決しなければならない課題である。
○中学校学力向上対策非常勤講師配置事業は、退職教員や経験豊かな社会人等の外部人材を非常勤の職員として活用することにより、教員が子ども
と向き合う時間を拡充し、中学校における学力向上に資する取組の充実を図ることを目的とする。
○派遣する職員を中学校学力向上サポーターとして委嘱し、派遣期間は、６月１日～翌年２月２８日までとする。
○学力向上サポーターは、中学校第１学年から第３学年までのいずれか又は全部の学年において学力向上のための学習支援を行う。

○各派遣先中学校にて学力向上サポーター
による学習支援
教　　　 科：国語科・数学科・英語科
業務内容 ：  （Ａ）授業での個別学習支援
　　　　　　　  （Ｂ）放課後の補充学習支援
　　　　　 　 　（Ｃ）家庭学習の点検と学習支援

○実施月の翌月１０日までに、市町村教育委
員会から月別実績報告の提出を受け、実績
を確認

執行計画 実施状況・変更計画　

○市町村教育委員会及び県立中学校から申
請書の提出を受ける。
○各校の派遣計画を審査のうえ、派遣校、派
遣時間、委嘱者を決定する。

○学力向上サポーター派遣（６月１日～２月２
８日）
○２次募集及び随時募集を行うことにより、計
５６校に派遣する。

○進捗状況の把握

○最終実施月の翌月１０日までに、実績報告
（年間）
○事業成果と課題の把握
○補助金に係る実績報告書提出



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 常山 （ ４８８２ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 20,092千円 補正後予算額 59,849千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　少子化の進行は、地域社会の存立基盤にかかわる重要な課題であるが、本県における人口千人当たりの出生率は高齢者が多い人口構造もあり、全
国平均を大きく下回り平成19年度においては全国45位の低位となっている。子どもを育てるうえで障害となっているのが子育てにおける経済的負担の大
きさであることが、平成18年度において実施された県民世論調査でも明らかになっている。したがって、子育て世帯の経済的負担軽減の一環として、多子
世帯の経済的負担の軽減を図るため、１８歳未満の子どもを３人以上養育している世帯の第３子以降３歳未満の子どもの保育料を認可保育所、幼稚園、
認可外保育施設を問ず無料化（軽減）する措置を講じた市町村に対し補助を行う。
　補助率：１／２以内

第１回目所要額調査
　実施予定市町村　　　２１市町村
　補助金所要額見込　61,048千円

第２回目所要額調査

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制度の周知

　市町村の財政状況が厳しく、全市町村が実施
するには至っていない。
　また、認可外保育施設への入所児童の把握
が難しい。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会事務局

多子世帯保育料軽減事業 幼保支援課

　

交付申請
　　↓
交付決定

実績報告

交付申請
　　↓
交付決定

実績報告

備考（課題及び成果等）

　　　　　　　　　　　　　　　　制度の周知

第１回目所要額調査

第２回目所要額調査



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 川端 （ ４８８９ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 958千円 補正後予算額 2,114千円 　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　

事業概要・目的

　高知県には不登校・暴力行為等の教育課題が山積している。それらの原因の一つには乳幼児期からの成育事情があり、その主因が子育て能力の低
下（子どもを愛しいと思う愛情の希薄化）にあると考えられる。そこで親の子育て力を高め、よりよい親子関係を構築する必要がある。

＜親育ち支援啓発事業＞
保育所・幼稚園等に、親育ちチームを派遣し、幼児教育の観点からの講話や子育て相談等の親育ち支援を行う。

担当部局： 教育委員会事務局
平成２１年　９月３０日

子育て・親育ち支援事業 幼保支援課

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

・実態把握のための各市町村保育主
管課及び教育委員会訪問
・事業概要の啓発のための県下７ブ
ロックでの説明会
・保育者等への親育ち支援の理解・
啓発のための説明や現場の実態把
握
・参観日等に保護者に対して講話等
の直接支援
・要望に応えた保護者への子育て相
談

・全市町村保育主管課及び教育委員
会訪問（4・5月）
・県下７ブロックでの説明会（4・5月）

・保護者への直接支援
　　　　講話・子育て相談
     　　　　（５～９月　２０回）
・保育者等への研修及び現場の実態
把握（５～９月　１７回）
・保育関係団体等の研修会での講話
　　　　　　　（５～９月　４回）

・支援結果の分析
・分析結果をふまえた更なる充実強
化策の提案
・分析結果をふまえた課題のある保
護者に対する支援の具体策の提案

・支援結果の分析
・分析結果をふまえた更なる充実強
化策の提案
・分析結果をふまえた課題のある保
護者に対する支援の具体策の提案

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・関係機関との連携と情報収集
・市町村の実態と教育問題等との相
関関係の分析

・関係機関との連携と情報収集
・市町村の実態と教育問題等との相
関関係の分析
・支援結果の分析
・分析結果をふまえた更なる充実強
化策の提案

・保護者からは、子育ての不安が和ら
ぎ安心したと好評を得ている。
・保護者支援の目標数値を上回るため
には、さらなる広報活動が必要。
・保育者の日常的な親への支援が十
分でない。

・中間評価 ・教育課題を抱えている市町村への
働きかけ



作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山岡大二 （
866-3890
（235）

）

種別 教育・子育て  当初予算額 １，３７６千 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・閲覧範囲・閲覧方法の検討
・仕様書の作成（指名競争入札）

・指名通知
・事前説明会
・入札

・支出負担行為
・契約

・進捗管理

・検査、検収

・検索システムの立ち上げ

・業者募集要領、審査要領の策定
　　　　（プロポーザル方式を想定）

・企画提案書の提出

・審査委員会の招集、開催

・委託業者決定、随意契約

・立ち上げ準備

・検索システムの立ち上げ

・先進地の視察、情報収集

・センター内で検討し、進行
　プランを立てる

・検索システムの活用

教科研究センター検索システム開発委託事業執行計画及び進捗状況

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　本県の喫緊の課題である子どもたちの学力向上を図るためには「高品質な授業」を日常的に提供することが必要である。そのためには、教員が積極的に教
科研究や教材研究に取り組むことができる環境を整え、指導力向上を図ることが重要となってくる。そこで、教員の自主的な研究推進の活動の支援を目的と
し、県内のモデルとなる学習指導案や教材、授業実践事例等を検索・閲覧素材として体系的に蓄積し、全国の教育情報等も含めて、それらを手軽に活用でき
る検索システムを開発しようとするものである。

執行計画・目標

・検索システムの活用、工夫改善

備考（課題及び成果等）

・検索システム開発全体構想の検討

・プロジェクトチームの設置及び具体案検討①
　　提供する教育情報の内容の検討

・プロジェクトチームでの検討②
　　閲覧範囲、閲覧方法等の検討
　　入札方法の検討
　
　

・プロジェクトチームでの検討③
　

実施状況・変更計画

＜開発のための情報収集等＞
年度当初、具体的なイメージができなかったが、
先進地等の情報を収集する中で、高知県にあっ
た検索システムの具体像ができてきた。
閲覧範囲やコンテンツの収集方法等、細部の検
討が必要である。

事業概要・目的

平成21年9月30日
教員指導力改革実践事業

（教材研究検索システム開発委託事業）
教育政策課

　

データデータ

素材の収集

コンテンツの

素材の収集

素材の収集

素材の収集

データベース化

教育政策課及び情報政策

課との協議



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 寺村 （ ４６３８ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 25,984千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・交付金交付申請書の提出。

・事業評価会を実施し、審査を行い教育向上
実践校を２５校程度を決定する。

・交付決定後、教育向上実践校は事業着手
する。

･希望する５０校からの交付金交付申請書の
提出

・事業評価会における評価委員の選出
・事業評価会の開催
・教育向上実践校２９校の決定

・６月２６日教育向上実践校に対し、交付決定
する。
・教育向上実践校は事業着手する。

・各教育事務所等において、実績報告書の記
載の仕方、２月に実施する事業報告会及び
次年度４月に実施する審査会等についての
事業説明会を行う。

・各教育事務所等は、市町村等・教育向上実
践校への定期的な訪問を行い、指導・助言を
行う。
・各教育事務所等における評価委員も学校訪
問を行い、教育向上実践校の取組状況を把
握する。

・実績報告書の作成。

・次年度の交付要綱送付。
・市町村（学校組合）教育委員会への公募。
・年度末事業評価会の実施及び継続校の決
定。

・実績報告書の提出。

・各教育事務所等は、市町村等・教育向上実
践校への定期的な訪問を行い、指導・助言を
行う。

・教育向上実践校は、学力状況など取組成果
の公表・情報発信を学校通信、ホームペー
ジ、発表会などを通じて積極的に行う。

・教育向上実践校は、発表会及び研修会等を
実施する。

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会

目指せ教育先進校応援事業 小中学校課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　他県では、地域ごとに拠点校を整備し、その学校を活用して他校にもオープンな校内研修や授業づくりのスタンダードの推進などを行っているところが
ある。
　しかし、県内にはモデルとなる先進校や優れた取組みを行っている学校もあるが、その地域の拠点校としては位置付けられていない。
　本県を先導する学校をさらに伸ばすことで県全体の教育レベルを引き上げるため、学校が主体的に自校の課題や目標を、学校改善プランや学校評価
に明確に位置づけ、学校全体で主体的・実践的に取り組む市町村（学校組合）立小・中学校を支援する。

○成果
・各教育事務所等は、市町村等・教育向上実践
校への訪問を行い、指導・助言を行った。
・教育向上実践校に選出された学校は、取組成
果の公表・情報発信を学校通信、ホームペー
ジ、発表会などを積極的に行っている。

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

○課題
・新規事業であるため、交付金交付申請書の提
出→事業評価会の実施→教育向上実践校の
決定→交付決定まで、多くの日数を要した。教
育向上実践校にとっては、早く事業に着手した
いという要望が多かった。
○成果
・５０校にもおよぶ学校から交付金交付申請書
が提出され、本事業の注目度の高さが窺えた。

備考（課題及び成果等）



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北中 （ ４９３２ ）

種別 教育・子育て  当初予算額 １６，５９６千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

目的：小中学校の連携を強化し、小中を通じて連続性のある人間関係づくりや生徒指導等を市町村ぐるみで行うことにより、不登校・いじめなどの課題解
決を図る。

概要：４市に委託し、県教委（関係各課によるサポートチーム）と市教委、学校が一体となって、小中学校間での交換授業や日常交流、指導方法のシステ
ム化に取り組む。特に、小６と中１との連続性、中学校区の複数小学校間及び中学校との連続性の確保の方法について実践検証する。また、不登校等
学習支援員を配置し、家庭訪問等による学習支援を行う。

・第１回広域支援会議の開催
　　日　時：9月７日（月）
　　会　場：土佐市社会福祉協議会3階ホール
　　参加者：57名
　　内　容：志水先生より指導・助言を受ける

・１学期の取組に対する検証
<検証方法>アンケート調査とチーム支援会に
よる聞取り調査
　アンケート対象者：4市小中学校長

・1学期の取組に対する見直し
　　サポートチーム会・チーム支援会による見
直し案検討

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

・各市の計画の共有、課題の把握
・担当者の指導力アップのための研修会
　　日時：4月27日（月）・4月28日（火）
　　会場：教育センター分館
　　内容：事業評価等について
　　助言者：大阪大学院　志水宏吉教授
　　参加者：20名
・市町村の中１ガイダンスの支援
・Q-Uアンケートの有効活用に向けた支援の
開始
・家庭学習等支援委員による児童生徒への
支援

・自尊感情アンケート実施調査
・小中連携のシステム化の推進
・授業交流・授業改善への支援

・第３回広域支援会議の開催
　（志水先生より指導・助言・評価を受ける）

・委託市からの実践報告やチーム支援会にお
いて、効果と課題を明確にする

・次年度に向けて、取組の改善と方向性を協
議する

担当部局：

事業概要・目的

平成21年9月30日
教育委員会

不登校・いじめ等対策小中連携事業 人権教育課

　

備考（課題及び成果等）

・各市の計画の共有、課題の把握
・担当者の指導力アップのための研修会の実
施
・志水宏吉先生を講師に招いて研修
・市町村の中１ガイダンスの支援
・Q-Uアンケートの有効活用に向けた支援の
開始
・家庭学習等支援委員による児童生徒への
支援

・個人カードの作成と活用の推進
・小中連携のシステム化の推進
・授業交流・授業改善への支援

・第１回広域支援会議の開催
　（志水先生より指導・助言を受ける）

・１学期の取組に対する検証と見直し

・人間関係プログラムの実践と検証

・第２回広域支援会議の開催
　（志水先生より指導・助言を受ける）
・次年度の方向性について協議し、他の市町
村への情報提供を行う

・個人カードを活用した小中連絡会議の開催
・小中連続性のあるカリキュラムの提示
・小中の交流のあり方についての検証

・２学期の取組の検証と見直し

課題
・Ｑ-Ｕアンケートの実施については１００%を目
指しているので実施していない学校にはどのよ
うにアプローチしていくか。
・小中連続性のある生徒指導や人権教育の年
間計画作成についてどのように支援していく
か。

成果
・仲間づくり合宿を実施した中学校１年生につ
いては生徒同士の仲間づくりや中１ガイダンス
に役立っただけでなく、教師の生徒理解や教師
集団の面での結束力が高まった。
・不登校等学習支援員の配置により、きめ細か
い指導ができ、研究所や保健室登校の生徒が
長い時間学校にいることができるようになった。

・毎月１回、チーム支援会の開催

・毎月上旬、学習支援員の活動についての

情報収集と支援

・毎月１回、チーム支援会の開催

・毎月上旬、学習支援員の活動についての

情報収集と支援



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 公安委員会

番号 課名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 装備施設課 中村警察署建設事業
重要課題

（安全・安心）
374,274

2 運転免許センター 自動車運転免許費（運転免許証のＩＣ化）
重要課題

（安全・安心）
93,339



平成21年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 濱田 （ 2971 ）

種別 当初予算額 374,274千円 補正後予算額 決算見込額

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　　※ 備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

中村警察署建設事業 装備施設課

担当部局： 警察本部
平成21年 ９月30日

車庫棟新築主体工事：２Ｆ躯体工事完了

事業概要・目的

　現中村警察署は、昭和41年３月の建築で老朽・狭隘が著しく、かつ、地震への対応が不備なため、平成18年度に取得した四万十市右山に移転する
こととし、庁舎新築工事について平成19年度からの３か年で計画した。平成19年６月20日施行の改正建築基準法により、新構造計算適合性について
改めて計画変更の建築確認申請が必要となり、その手続きを経るとともに設計変更並びに完成期限を６か月延長し工期末を平成21年12月10日とし現
在施工中である。それらの関係から当初計画の工事進捗が遅延しており、平成20年度予算において一部予算の繰越をしている。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・庁舎新築工事等契約（20年度建築主体、電
気、機械、昇降機、監理委託繰越分）4/1
・庁舎新築主体工事契約（19年度契約の債務
負担行為21年度分現年化）　4/1
・庁舎新築電気設備工事契約（　〃　）4/1
・庁舎新築機械設備工事契約（　〃　）4/1
・庁舎新築昇降機設備工事契約（　〃　）4/1
・庁舎新築工事監理等委託契約（　〃　）4/1

車庫棟新築主体工事：１Ｆ躯体工事

車庫棟新築主体工事：１Ｆ躯体工事完了

庁舎棟新築主体工事：内装仕上げ、ﾕﾆｯﾄ工
事完了
車庫棟新築工事：内装仕上げ、ﾕﾆｯﾄ工事完
了

外構工事完了
電気・機械・昇降機設備設置工事完了

完成期限：平成21年12月10日
完成検査

・庁舎新築工事等契約（20年度建築主体、電
気、機械、昇降機、監理委託繰越分）4/1
・庁舎新築主体工事契約（19年度契約の債務
負担行為21年度分現年化）　4/1
・庁舎新築電気設備工事契約（　〃　）4/1
・庁舎新築機械設備工事契約（　〃　）4/1
・庁舎新築昇降機設備工事契約（　〃　）4/1
・庁舎新築工事監理等委託契約（　〃　）4/1

完成期限が迫り、工事の安全管理に配意する
とともに期限内での完了を目指すこと

車庫棟新築主体工事：２Ｆ躯体工事

H20年度繰越予算出来高検査実施



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（電話） 田村 （ 893-1221 ）

種別  当初予算額 93，339千円 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

○各警察署設置機器搬入完了

○３１日　非ＩＣ免許証作成終了

○１日　ＩＣ免許証作成開始

○非ＩＣ免許証作成機等回収、産廃処分

○免許センター設置機器搬入完了
○局内テスト開始

○免許証両面ﾌﾟﾘﾝﾄｼｽﾃﾑ契約
○申請書等の新様式発注、ﾘｰﾌﾚｯﾄ作成

○警察庁とのテスト開始 ○県警ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに記事掲載
○各自動車学校へ申請書、ﾘｰﾌﾚｯﾄ配付
○３日　ＩＣ免許証作成機器の搬入
○９日　警察署での更新手続きに写真添付を
不要とする公安委員会規則改正についてパ
ブリックコメントを実施（～10/8）
○15日　警察庁とのテスト開始

○２４日　公告　①ＩＣ免許証作成機器借上
②免許台帳ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ借上　③電子署名
生成装置借上　④ＩＣ免許証記載事項追記装
置借上

○公告　⑤入退室管理システム借上　⑥免許
証両面ﾌﾟﾘﾝﾄｼｽﾃﾑ借上
○１５日　①～④について業者説明会

○３日　①～④入札、契約業者決定
○⑤、⑥入札、契約業者決定

○契約　①ＩＣ免許証作成機器借上　②免許
台帳ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ借上　③電子署名生成装
置借上　④ＩＣ免許証記載事項追記装置借上
○電子署名生成室、空調機設置工事契約

自動車運転免許費（運転免許証のＩＣ化） 運転免許センター

○申請書等の様式の変更決定
○免許センター内に電子署名生成室、空調機
設置工事

○13日　入退室管理システム契約
○13日　免許台帳ﾌｧｲﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ、電子署名
生成装置、ＩＣ免許証記載事項追記装置の機
器搬入

事業概要・目的

作成機老朽に伴う機器更新にあたり、運転免許証のＩＣ化を導入し、免許データの一部をＩＣチップに記録する業務を開始する。
県内で11月１日以降に申請し、新たに作成される免許証からＩＣ運転免許証を発行する。
・運転免許証の偽・変造を防ぐ等犯罪防止を図る。
・本籍を券面から削り、プライバシー保護に配慮
・将来的には、警察業務の合理化、県民の利便向上につながり、また多様なニーズにも対応可能

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

　

担当部局： 警察本部
平成21年9月30日



平成２１年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 公営企業局

番号 課名 事　　　業　　  名 種　  　別 予算額（千円）

1 総務課 太陽光発電設備設置事業費 横断的 15,447

2 県立病院課 安芸地域県立病院（仮称）整備事業費 健康 72,846



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜田　一人 （ ４９３７ ）

種別 横断的  当初予算額 15,447 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

8/7　一般競争入札　告示

8/25　入札（落札予定者決定）
8/27　落札者決定

9/3　建設工事請負契約

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

執行計画・目標 実施状況・変更計画　 備考（課題及び成果等）

7/31　交付決定

事業概要・目的

平成２１年　９月３０日
公営企業局

太陽光発電設備設置事業 総務課

　

4/22　工事見積依頼（３社）

5/19　工事見積回答

5/25　補助申請

担当部局：

　日照時間が全国のトップクラスである立地特性や、将来の発電コストの低減化を見据え、公営企業局総合制御所に太陽光発電設備を導入し、県内の公
共施設等への普及に向けた取り組みを行う。
　総合制御所の電源として、送水ポンプ場屋上に太陽光発電設備（１０ｋＷ級）を設置し、維持管理や電気料金の節減効果などのノウハウの蓄積を行い、
また、現在行っている出前授業などの環境学習をより効果的なものとするための教材として利用する。

見積依頼

仕様決定

設　計

入札･契約

工事着手

現地工事完成

運転開始

補助申請 課題：補助申請の採択の可否
　　　　➪7/31　交付決定

課題：工期内の太陽光発電パネルの納入
　　　　➪施行計画書どおり納入予定



平成２１年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松本 （ 4920 ）

種別 －  当初予算額 72,846 補正後予算額  　

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○基本設計の完了

備考（課題及び成果等）

○安芸地域県立病院（仮称）整備事業の基本
設計業務に係る公募型プロポーザル方式に
よる手続きの開始（公告）
○現地説明会の開催
○プロポーザル参加表明書及びプロポーザ
ルの提出に係る質問書の提出期限
○プロポーザルの提出に係る質問書への回
答

○第一次プロポーザル審査会

○第二次プロポーザル審査会

○基本設計受託業者決定、着手

○開院準備会議（仮称）の設置、設計に向け
た検討（～３月下旬）

○実施設計に向けた準備（～３月下旬）

担当部局：公営企業局

事業概要・目的

平成21年9月30日
安芸地域県立病院（仮称）整備事業 県立病院課

　

　※備考（課題及び成果等）は、担当課にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　安芸保健医療圏の中核的病院として、他の医療機関と連携をとりながら、医療圏域全体で２次医療をほぼ完結できる医療体制を構築することを目指し
て、新しい安芸地域県立病院（仮称）を整備する。

○8/1 新病院建設委員会を設置し、検討開始
○8/11 第１回新病院建設委員会の開催
○8/27 安芸市に対するプロポーザルで選定
した新病院の概要説明及び意見交換

○9/8 第２回新病院建設委員会の開催
○9/17 安芸市議会に対するプロポーザルで
選定した新病院の概要説明
○9/17 第３回新病院建設委員会の開催

（課題）安芸病院、芸陽病院間での調整。
通常業務を行いながらの作業となるため、日程
調整に注意を要す。

（成果）新病院の整備に対する安芸市の理解と
協力

執行計画・目標 実施状況・変更計画　

○4/3　公募済み

○4/15 現地説明会開催
○4/17 プロポーザル参加表明締切

○4/24 回答済み

○5/29 第一次審査実施

○6/5 第二次審査実施

○6/26 設計委託業務契約締結

（課題）業者決定までのスケジュールに余裕が
ないため、プロポーザル提出に係る質問への迅
速な対応が必要。

（成果）13者からのプロポーザルの提出に対し、
スケジュールどおりに受託業者を決定、着手
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